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1 

はじめに 

 

令和３（2021）年 11 月、岸田内閣総理大臣から税制調査会（以下「当調査

会」と言います。）に対し、以下のような諮問が行われました。 

「人口減少・少子高齢化、働き方やライフコースの多様化、グローバル化の

進展、経済のデジタル化等の経済社会の構造変化を踏まえ、成長と分配の好

循環を実現するとともに、コロナ後の新しい社会を開拓していくことをコン

セプトとして、新しい資本主義を目指していく。こうした観点から、持続的

かつ包摂的な経済成長の実現と財政健全化の達成を両立させるため、公平か

つ働き方等に中立的で、新たな時代の動きに適切に対応した、あるべき税制

の具体化に向け、包括的な審議を求める。」 

  

総理からの諮問以降も、新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」と

言います。）拡大の長期化、少子化の加速、地球温暖化問題への国際的な取組

みの進展、国際情勢の変化など、我が国を取り巻く経済社会情勢には、大きな

変化が続いており、そうした中で、新たな財政需要も生じています。 

 

本答申は、そうした変化を踏まえた我が国税制のあり方についての検討の

出発点として、税制全般を再点検し、様々な社会的課題を包括的に整理するこ

とで、経済社会を巡る状況と今後の「あるべき税制」について、私たち一人ひ

とりが関心を持ち、理解し、議論に主体的に参画する助けとなることを目指し

たものです。一人でも多くの方に本答申を手に取っていただき、将来の税制に

ついて考えていただくことを期待しています。  
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本答申は、「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化」と「第２部 個別税目の現状

と課題」に分かれています。 

 

「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化」では、これからの税制を考えるために

必要な内容として、租税の役割や民主主義との関わり、租税原則、租税制度の変遷などに

ついてまとめています。 

その上で、当調査会において有識者等も交えながら議論を重ねてきた内容を中心に、「あ

るべき税制」を検討する際の土台となる、近年の経済社会の構造変化について整理してい

ます。 

 

「第２部 個別税目の現状と課題」では、所得税、消費税、法人税など国税及び地方税

の個別税目ごとの制度概要、これまでの改正の経緯、そして「第１部」で触れた経済社会

の構造変化を踏まえた課題について示しています。 

 

そのため、必ずしも最初から順番に読み進める必要はなく、例えば、経済社会の構造変

化にご関心のある方は「第１部」の途中からお読みいただく、特定の個別税目について考

えてみたい方は「第２部」からお読みいただくなど、それぞれのニーズに応じた読み方を

していただければと思います。  
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第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化 

 

Ⅰ．租税の役割と基本的考え方 

 

１．租税の役割 

 

（税とは何か） 

私たちの日々の生活は、様々な公的サービスによって成り立っています。

警察や消防、道路や水道といった社会インフラ、そして教育や福祉など、公

的に提供されているサービスは、家計や企業の働きを支え、広く社会の構成

員全体の利益に適う役割を果たしており、私たちは日々その便益を享受して

います。税とは、そうした社会に必要とされる公的サービスの費用負担を皆

で分かち合うものであり、「社会共通の費用を賄うための会費」と言うこと

ができます。 

 

（公的サービスと租税の役割） 

国は、国民から納められた租税収入を用いて、国民の生活と財産を守るた

めに必要な公的サービスを提供しています。公的サービスによる便益は社会

の構成員が広く享受することも踏まえれば、その提供のための財源は、国民

が広く租税によって負担する必要があると考えられます。 

もっとも、どこまでの公的サービスが必要なのかは、最終的には国民一人

ひとりが選択する問題です。政府の役割を、外交、防衛、警察、司法などに

限定するいわゆる「夜警国家」という考え方もありますが、現代における国

家機能は「福祉国家」と言われるように、最低限の幸福な暮らしや富の公平、

経済の安定をも担うまでに拡大し、人々の暮らしに関連する様々なことへの

対応まで期待されるようになっています。その過程で、租税に求められる役

割も大きくなっています。 

また、所得税や相続税の累進構造等を通じ、社会保障による現金・現物給

付とあわせて、社会的に望ましい再分配を実現していくことも、租税の役割

であり、近年はその重要性が高まってきています。 
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＜参考：「公共財」と「外部不経済」＞ 

市場メカニズムを補完する租税の役割として、「公共財」や「外部不経済」への対応

があります。警察や消防、社会インフラなどのいわゆる「公共財」は、「非排除性」と

「非競合性」という特徴を有しており1、フリーライダーを排除できないため、市場メ

カニズムに委ねる場合には、人々の日々の暮らしに必要な量が供給されないという問

題があります。そのため、租税によって財源を確保し、国や地方公共団体が必要十分な

量を提供する必要があります。 

また、環境問題に代表される「外部不経済」とは、市場を通じて行われる経済活動の

外側で発生する不利益が他の経済主体にマイナスの効果を与えることを指し、こうい

った「外部不経済」を市場機能や規制などだけでは抑制・停止することが困難である場

合、租税によってその社会的費用を内部化する機能が期待されます。  

 
1 「非排除性」とは、対価を支払わない経済主体が同じ財やサービスを消費することを技術的に排除できな

いか、あるいは排除することが非常に困難であることを指します。「非競合性」とは、ある経済主体による

財・サービスの消費が他の経済主体による同財・サービスの消費量を減少させることなく、追加的な費用な

しで全員が同時に同量を消費できることを意味します。 
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２．租税と民主主義 

 

こうした様々な役割を持つ税制にとって最も重要なことは、その負担を

「皆で広く公平に分かち合うこと」であると考えられますが、それを誰がど

ういうプロセスで実現するかという問題への取組みは、民主主義の発展と深

く結び付いています。 

中世以降の欧米における租税制度の歴史（コラム「諸外国における租税と

民主主義の歴史」参照）においては、王権などの絶対的権力による恣意的な

課税権の濫用を阻止するために議会制民主主義が発展し、やがて租税法律主

義が確立されていったという流れがありました。 

こうした流れを踏まえ、日本でも、憲法第 84 条において「あらたに租税

を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件による

ことを必要とする。」とされ、いわゆる「租税法律主義」を明記しています。

あわせて、第 30 条で、「納税」は「教育」、「勤労」と並ぶ国民の義務と規定

され、これによって、民主主義的に決定した負担ルールには皆が従うべきだ

という考え方が明確化されました。 

税制のあり方についての議論に実際に参加するのは国民の代表者ですが、

租税と民主主義の関係を踏まえれば、私たち国民は代表者を選出することを

通じてその議論に参加するほか、様々な場で、納税者として、あるいは有権

者として意見を発出し、議論に参加していくことが求められています。 

ともすれば、人は、自らには多くの公的サービスを求めつつ、租税の負担

はなるべく小さくしたいと考えがちですが、一定の公的サービスを賄うため

には、自らの租税負担の軽減は他の人々の負担の増加を意味することを忘れ

てはなりません。また、民主主義の下では公的サービスの充実には合意を得

やすい一方で、その負担を定める租税制度には合意が得にくく、結果として、

現在の公的サービスに見合う負担の大部分を将来世代への先送りにしてし

まうということが起こりがちです。租税制度の現在のあり方を選択すること

は、同時に将来世代の受益と負担に関することも少なからず決めてしまって

いる面があるということも、忘れてはならない事柄です。人口減少社会にお

いて数が少なくなっていく将来世代の利益も念頭に、税財政のあり方につい

て議論していく必要があります。  
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＜コラム：諸外国における租税と民主主義の歴史＞ 

かつて国の主権が国王などの統治者にあった時代には、統治者が恣意的に課税権

を行使することがありました。イギリスでは、13 世紀初めに、相次ぐフランス侵攻

に失敗した失地王・ジョンが更なる戦費と軍役をイングランド諸侯に求めた際、怒り

に火が付いた諸侯が王への忠誠を放棄し軍役を拒否するという出来事がありまし

た。そして、それに屈したジョンが認めたものこそが「大憲章（マグナ・カルタ）」

でした。この中で、「一切の楯金（軍役内納金）もしくは援助金は、朕の王国の一般

評議会によるのでなければ、朕の王国においてはこれを課さない。」という条項が盛

り込まれました。これは、統治者により課税権が濫用される税制の歴史を転換するき

っかけの一つであるとともに、王の権力に歯止めをかけた立憲政治のスタートであ

ったと考えられています。 

近代になり、常備軍と行政組織を有するようになった国家が自国の富を増やす活

動のために課税を行い、他方で、課税される国民が自由な企業活動を求めるようにな

り、国の政治への参画を求める議会制民主主義への要求へとつながっていきました。 

イギリスでは、「権利請願（1628 年）」、「権利章典（1689 年）」を経て、租税

を含む国家による金銭の徴収一切は国民の代表で組織する議会で法律として決めら

れることとなりました。 

アメリカでは、イギリスによる植民地への課税、特にあらゆる出版物やトランプの

カードまでを課税対象とした印紙税への不満が溜まり、1775 年の独立戦争へと発展

していきました。そうした経緯から、独立戦争の際、「代表なきところに課税なし」

として、国民がその代表者を議会に送り、国の政治に参加できなければ、租税を納め

る必要はないと唱えられました。 

フランスでは、「人権宣言（1789 年）」において、民主主義国家にあっては、国

家の維持及び活動に必要な経費は、主権者たる国民が共同の費用として、代表者を通

じて定めるところにより自ら負担すべきものであり、国民がその総意を反映する租

税立法に基づいて納税の義務を負うことが定められました。 

ドイツでは、国家が社会秩序形成の上で主導的な役割を果たしたという経緯もあ

り、19 世紀には納税は市民の「義務」であるとの理解が優勢でした。いわゆる租税

根拠論の「義務説」（後述）のような考え方です。しかし、法治国家原理の発展の中

で、市民の自由と財産への介入には「法律の留保」が求められるとして、議会の租税

承認権が認められることとなっていきました。 
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＜コラム：租税根拠論 ～「利益説」と「義務説」2＞ 

なぜ国に税金を納めないといけないのかという疑問を感じる人は多いと思いま

す。国が租税を徴収する正当性については、租税の歴史とともに古くから論じられて

きた問題であり、大別すると、「利益説」という考え方と「義務説」という考え方が

あります。 

「利益説」とは、自然法（人為に関係なく、不変的かつ普遍的に効力を有する法）

思想又は国家契約説（国家は自由な個人の自発的な合意に基づく契約によって成立

するという考え方）を基礎として主張されるもので、国家の目的は国民の身体と財産

を保護することにあり、租税はその対価であるとするものです。したがって、税負担

は、各人が国家から受ける利益の程度に対応して配分されるべきであるということ

になります。 

他方、「義務説」とは、国家はその任務を達成するために当然に課税権を持ち、国

民は当然に納税の義務を負うとするものです。この考え方は、「利益説」の前提が歴

史的現実に合致せず、またそれが税負担の配分の基準として実際的でないという認

識から出発するもので、往々にして国家を歴史的・思想的必然として捉える権威的国

家思想と結びついて主張されてきました。この考え方によれば、税負担の配分は各人

が国家から受ける利益の程度に対応する必要はないということになります。 

また、20 世紀の後半以降は、上記の「利益説」や「義務説」のいずれかに一方的

に偏するものではない考え方として、租税の根拠を人の団体への帰属に求める見解

が理解を得られるようになってきています。日本国憲法も、国家は主権者たる国民の

自律的団体であり、その維持及び活動に必要な費用は国民が共同の費用として自ら

負担すべきであるという考え方（民主主義的租税観）に基づいて、納税の義務を定め

ていると解されます。 

  

 
2 金子宏『租税法〔第 24 版〕』（令和３（2021）年）参照。 
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３．租税の分類とタックス・ミックス 

 

（租税の分類） 

幅広い分野にわたる公的サービスの費用を賄うためには、通常、それぞれ

の税が持つ特徴を踏まえて複数の税を組み合わせることにより、全体として

バランスのとれた税体系を構築していくことが求められます。 

現代社会では、生産活動は主として労働や資本を投入した事業活動によっ

てなされますが、どの局面に租税の負担能力（担税力）を求めるかに応じて、

租税の分類が決まります。具体的には、所得課税、消費課税、資産課税に分

類されます。 

所得は、個人・法人の経済力を端的に示すと考えられ、従来から担税力の

指標とされてきました。個人所得課税は、個人の所得（課税前所得）に担税

力を見出して課税し、累進税率や各種控除などにより個々人の担税力に対し

てきめ細かい配慮が可能で、垂直的公平に適う税です。法人所得課税も、個

人所得課税と同様に、その所得（利益）に担税力を見出すものですが、個人

と異なり組織の分割が可能であるという法人の特性に鑑み、多くの国では累

進税率ではなく単一の税率が課されています。 

近年は、経済力を反映する課税ベースとして消費が重視されてきています。

消費課税は、消費の基となる所得等の経済力がどのように得られたかにかか

わらず、消費の段階で担税力を見出す税です。消費支出は一生を通じて行わ

れることから、消費課税は、世代や就労の状況にかかわらず国民が幅広く負

担を分かち合うことができます。また、個人所得課税のような累進的な負担

は求めにくいものの、生涯にわたる消費の大きさに応じて比例的な負担を求

めることができます。 

加えて、経済社会のグローバル化・デジタル化の進展を背景にクロスボー

ダーの経済活動が拡大し、企業の活動場所が流動化する中、財・サービスの

最終消費地において課税を行う仕向地主義を原則とする消費課税が果たす

重要性が高まってきています。 

さらに、経済社会のストック化・グローバル化により、資産を課税ベース

として重視すべきという議論もあります。資産課税は、資産の取得・保有と

いう、所得や消費で捉えきれない担税力を見出して課税するものです。我が

国の相続税・贈与税では、累進税率により、富の再分配を通じた資産格差の
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是正による機会の平等の確保や個人所得課税の補完の観点から垂直的公平

の確保に資する税となっています。 

 

（タックス・ミックスの考え方） 

上述のような各税目の特性を踏まえれば、租税収入が特定の税目に依存し

すぎる場合には、税負担の公平な配分や経済的中立性を妨げるおそれがあり

ます。消費税は、負担が勤労世代に偏りにくく、社会保障財源として社会全

体で広く公平に負担を分かち合うことには適しており、近年は国の一般会計

税収に占める割合は最大となっていますが、所得税や相続税などの累進性を

有する税目に比べれば、再分配機能が十分に発揮されにくいという特徴があ

ります。そこで、所得・消費・資産などの課税ベースを適切に組み合わせつ

つ、全体としてバランスのとれた税体系を構築していく必要があります。 

〔資料１－Ⅰ－１〕主要な税目の特徴 

 

 

＜参考：代表的な租税の分類＞ 

課税主体に着目した分類 

・ 国 税：国が課税主体となる租税 

・ 地方税：都道府県や市区町村など地方公共団体が課税主体となる租税 

納税主体に着目した分類 

・ 直接税：法律上の納税義務者と担税者が一致する租税 

・ 間接税：法律上の納税義務者が税負担を財・サービスの価格に転嫁し、最終的に

購入者（消費者）が負担することが予定されている租税 

税収
(令和５年度
予算:兆円）

特徴

所得税 ２１.０

・ 担税力に応じて、累進的に負担を求めることが可能
・ 勤労世代（現役世代）が主として負担
・ 各種控除などにより、個々人の担税力に対してきめ細かい配慮が可能

※ 資産性所得（利子、配当、株式や土地の譲渡益等）への課税については、
• 主に（累進課税ではなく）比例税率の分離課税を適用
• 勤労世代に限らず資産性所得を得ている者が負担

法人税 １４.６

・ その国での企業の活動に応じて負担を求めることが可能
・ 企業の国際競争力などの観点も必要
・ 税収が景気の動向に比較的左右されやすい

消費税 ２３.４

・ 世代や就労の状況にかかわらず国民が幅広く負担を分かち合うことが可能
・ 税収が景気の動向に比較的左右されにくく安定的
・ 貯蓄や設備投資等の意思決定に中立的で、企業活動に与える影響も相対的に小さい
・ 最終消費地で課税を行うとの国際的に共通したルールの下、内外の税率差による国際
競争力への影響を遮断することが可能

相続税 ２.８
・ 資産の再分配を行うことを通じ、格差の固定化を防止し、機会の平等を図る役割
・ 納税者の勤労意欲等に中立的
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※ 転嫁と帰着：法律上の納税義務者が税負担の全部又は一部を取引価格の引上

げや引下げを通じて取引の相手方に移し替えることを転嫁と言い、税を最終的

に誰が負担するかを示すことを帰着と言います。例えば、法人税の負担が、消

費者、労働者、取引先、資本提供者たる株主などの各ステークホルダーにどの

程度ずつ帰着するかという問題は、議論の分かれるところです。 

使途に着目した分類 

・ 普通税：その税収の使途を特定せず、一般経費に充てるために課税される租税 

・ 目的税：その税収を特定の経費に充てるために課税される租税 

※ 普通税は、受益と負担の関係が必ずしも明確ではない公的サービスについて、

広く負担を分かち合う観点から設けられているものです。他方、目的税は、受

益と負担の関係を明確にし、特定の公的サービスの費用に充てるために課税さ

れるものです。目的税には、特定の公的サービスを巡る受益と負担の関係性が

時代によって変化し密接な対応関係が認められなくなる場合や、社会的に必要

とされる公的サービスの量を機動的に調整することなく財源が既得権益化して

しまう場合もあります。 

課税水準の決め方に着目した分類 

・ 従価税：価額単位で課される租税 

・ 従量税：数量１単位当たりの税率で課される租税 

 

（税と社会保険料） 

税と同様に、公的サービスの財源として負担するものとして、社会保険料

があります。 

社会保険料は、加齢に伴う稼得能力の減退や疾病といった国民生活の安定

を損なう様々なリスクに対して、事前に費用（保険料）を出し合って必要な

場合に構成員で助け合う仕組みである社会保険の財源です。保険料の拠出と

保険給付が対価的な関係にあり、保険料負担の見返りに給付を受けるという

点において、給付の権利性が強いことが、税との大きな違いと言えます。他

方、社会保険料は、税と並んで、公的サービスの提供に係る国民の負担のあ

り方を左右するものであることから、税制を検討するに当たっては、社会保

険料との関係も念頭に置く必要があります。  
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４．租税制度の基本原則 

 

（租税原則） 

「皆で広く公平に分かち合うこと」を実現するための税制の準拠すべき一

般的基準として、「租税原則」を追求する試みがこれまで数多くなされてき

ました。有名なものとしては、アダム・スミスの４原則、ワグナーの４大原

則・９原則、マスグレイブの７条件があります。こうした租税原則は、各時

代の経済・社会情勢などを反映して、それぞれ力点の置き方が異なりますが、

結局のところ、税負担の「公平」、納税者の選択への「中立」、制度の「簡素」

という概念によって整理されると解されています3。〔資料１－Ⅰ－２〕 

 

（負担の公平性） 

「公平・中立・簡素」の中でも、税制に対する国民の信頼の基礎として最

も重要なものは、税負担の「公平」です。これは、租税が、必ずしも反対給

付による受益が明確なものではなく、また、国民一人ひとりの納得感の下に

成立するものであるからです。「公平」の原則といった場合、経済力が同等

の人々は等しく負担すべきである（「水平的公平」）と大きな経済力を持つ人

はより多く負担すべきである（「垂直的公平」4）という二つの概念がありま

す。また、近年では、少子高齢化の進展とともに、どの時代に生まれたかに

よって生涯を通じた税負担の水準に不公平が発生する可能性があることを

背景に「世代間の公平」という視点も重要になってきています。 

 

＜参考：「応能課税」と「応益課税」＞ 

必要な租税の量を何に応じて負担するかについて、「応能課税」と「応益課税」とい

う分類があります。「応能課税」は各々の負担能力（担税力）に応じて課税するのが適

当とする考え方、「応益課税」は各々が公的サービスから受ける便益に応じて課税すべ

きとする考え方です。  

 
3 『税制改革についての中間答申』（昭和 63（1988）年４月）。 
4 後述する中立性と矛盾しない形で「垂直的公平」を実現する方法としては、人の生まれついての資質を担

税力の根拠とする「資質税」という考え方も成り立ち得ます。これは、本人がどんな職業に就き、どんな収

入を得ているかにかかわらず、本来的な本人の潜在的稼得能力に着目して負担を求める考え方です。しかし、

実際にはその資質（潜在的稼得能力）を計測し、数値化することは不可能で、これを制度化しようとする取

組みは現実的ではありません。そのため、課税前所得から推察される本人の稼得能力を担税力として、累進

課税によって「垂直的公平」を実現することには、現実的な合理性があると考えられます。 
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〔資料１－Ⅰ－２〕租税原則 

 項   目 内            容 

ア
ダ
ム
・
ス
ミ
ス
の
４
原
則 

①公平の原則 税負担は各人の能力に比例すべきこと。言い換えれば、国家の保護の下に享

受する利益に比例すべきこと。 

②明確の原則 租税は、恣意的であってはならないこと。支払時期・方法・金額が明白で、

平易なものであること。 

③便宜の原則 租税は、納税者が支払うのに最も便宜なる時期と方法によって徴収されるべ

きこと。 

④最小徴税費の原則 国庫に帰する純収入額と人民に給付する額との差はなるべく少なくするこ

と。 

ワ
グ
ナ
ー
の
４
大
原
則
・
９
原
則 

①財政政策上の原則 イ 課税の十分性･･･財政需要を満たすのに十分な租税収入があげられるこ

と。 

ロ 課税の弾力性･･･財政需要の変化に応じて租税収入を弾力的に操作でき

ること。 

②国民経済上の原則 ハ 正しい税源の選択･･･国民経済の発展を阻害しないような正しい税源を

選択すべきこと。 

ニ 正しい税種の選択･･･租税の種類の選択に際しては、納税者への影響や

転嫁を見極め、国民経済の発展を阻害しないで、租税負担が公平に配分さ

れるよう努力すべきこと。 

③公正の原則 ホ 課税の普遍性･･･負担は普遍的に配分されるべきこと。特権階級の免税

は廃止すべきこと。 

ヘ 課税の公平性･･･負担は公平に配分されるべきこと。すなわち、各人の

負担能力に応じて課税されるべきこと。負担能力は所得増加の割合以上に

高まるため、累進課税をすべきこと。なお、所得の種類等に応じ担税力の

相違などからむしろ異なった取扱いをすべきこと。 

④租税行政上の原則 ト 課税の明確性･･･課税は明確であるべきこと。恣意的課税であってはな

らないこと。 

チ 課税の便宜性･･･納税手続きは便利であるべきこと。 

リ 最小徴税費への努力･･･徴税費が最小となるよう努力すべきであるこ

と。 

マ
ス
グ
レ
イ
ブ
の
７
条
件 

①十分性 歳入（税収）は十分であるべきこと。 

②公平 租税負担の配分は公平であるべきこと。 

③負担者 租税は、課税対象が問題であるだけでなく、最終負担者（転嫁先）も問題で

ある。 

④中立（効率性） 租税は、効率的な市場における経済上の決定に対する干渉を最小にするよう

選択されるべきこと。このような干渉は「超過負担」を課すことになるが、

超過負担は最小限にとどめなければならない。 

⑤経済の安定と成長 租税構造は経済安定と成長のための財政政策を容易に実行できるものであ

るべきこと。 

⑥明確性 租税制度は公正かつ恣意的でない執行を可能にし、かつ納税者にとって理解

しやすいものであるべきこと。 

⑦費用最小 税務当局及び納税者の双方にとっての費用を他の目的と両立し得る限り、で

きるだけ小さくすべきこと。 
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＜参考：公平の確保に対する重点の置き方＞ 

我が国の累次の税制改革において、租税の「公平」の確保が目指されてきましたが、

その重点の置き方は、経済社会の構造変化に対応して変化してきました。 

戦後の「シャウプ勧告」は、担税力を適切に考慮することができる「公平」に適う税

として、所得税を税制の中心に位置付けるべきとしました。当時の状況として、社会保

障制度が本格化される前であったこともあり、所得再分配の観点から、「垂直的公平」

の確保に関心が向けられていたと言えます。 

その後、所得水準の上昇・平準化が進む中で、所得税の累進度が強いことによる負担

の累増感が高まり、また、課税所得の捕捉の程度に差があることなどによる不公平感も

高まっていたこと等もあり、税制全体として「水平的公平」を確保する必要性がより強

く意識されるようになりました。こうした状況を背景に、平成元（1989）年には、所得

税の見直しとともに、消費一般に広く公平に負担を求める消費税が創設されました。 

さらに、少子高齢化の進展と財政状況の悪化を背景に、「世代間の公平」も意識され

るようになりました。少子高齢化が進む中、減少していく勤労世代だけに社会保障財源

の負担を求めることには限界があり、この点からも消費税の重要性が明確化されてい

ます。また、近年では、格差などの社会的課題への対応の観点から、改めて、「垂直的

公平」の確保の重要性が強く認識されるようにもなってきています。 

 

（納税者の選択への中立性） 

経済の国際化・成熟化が進展する中、納税者の選択への「中立」、つまり、

租税制度が職業選択、資産移転、企業立地などの納税者の選択を歪めないよ

うにすることも一層重要になってきています。特に、近年では、後述するよ

うな働き方の多様化などに伴い、就業形態などに対する中立性を確保してい

くことが今まで以上に求められるようになってきています。 

なお、租税制度のあり方を考える際には、「中立」に関連する概念として、

経済的効率性（コラム「経済的効率と租税制度のあり方」参照）という視点

も求められます。 

 

（制度の簡素性） 

税制を理解しやすいものにし、国民の納税手続きの負担を軽減することに

加え、税務当局の徴収コストを抑え、租税回避行動を誘発しないためにも、

制度の「簡素」も税制を検討する上での重要な要請です5。特に、近年では、

 
5 税制への正しい理解は、税制に関連する詐欺的な行為の被害に遭うことを未然に防止することへの一助に

もなると考えられます。 
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後述するような働き方の多様化に伴い、雇用的自営・副業者など多くの個人

が確定申告を行っていることもあり、簡便な方法で申告・納付ができる納税

環境の整備を進めることが不可欠です。なお、税制の簡素性について検討す

る際には、納税手続きのデジタル化等により、国民や税務当局の負担が抑制

されることにも留意が必要です。 

 

（租税原則と租税特別措置等） 

こうした租税原則の例外措置として、経済政策、社会政策その他の政策的

理由に基づき、租税特別措置等が設けられています6。 

租税特別措置等は、基本的には「公平・中立・簡素」という租税原則に反

しますが、特定の政策目的の実現を目指して、例外的に特定の者の税負担を

軽減するものです。政策手段として税制を用いることが妥当なのか、本当に

目的に適う効果的かつ効率的なものであるのか、目的が達成されれば、ある

いは効果（アウトカム）が現れなければ、速やかに廃止されているかといっ

た観点から不断の点検を行うことを制度の中に組み込む（ビルトインする）

必要があります。その際、ＥＢＰＭ（Evidence-based Policy Making; 証拠

に基づく政策立案）の考えに基づき、客観的なデータに基づく分析・検証が

求められます7。 

 

（世代を超えた公平と租税の十分性） 

「世代間の公平8」には、①現在世代の中の現役世代（勤労者）と引退した

世代（退職者）とのバランスと、②現在世代と将来世代との世代を超えたバ

ランスという二つの意味が含まれていると考えられます。特に、世代を超え

た負担のバランスについては留意が必要です。先述のとおり、現在において

租税のあり方を選択することは、同時に将来世代の受益と負担に関すること

も少なからず決めてしまっている面があります。租税法律主義に基づく民主

主義的な決定プロセスの下では、この２種類の「世代間の負担バランス」の

 
6 例えば、所得税では、利子の源泉分離課税や各種の申告不要制度など税制の簡素化の観点から設けられて

いるものもありますが、住宅ローン控除など特定の政策目的の実現の観点から設けられているものもありま

す。法人税においても、企業による研究開発や賃上げの促進といった特定の政策目的を達成するため、研究

開発税制や賃上げ税制などが措置されています。 
7 ＥＢＰＭを効果的に実施していくためには、税務データの活用も重要です。 
8 公的サービスの租税の最も基本的な機能である財源調達機能に関連するワグナーの「①財政政策上の原則」

やマスグレイブの「①十分性」がありますが、これらは従来、「世代間の公平」として「公平」の概念に包含

されるものと整理されてきました。 
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うち、投票権を持たない将来世代までも含む「世代を超えた公平」が、現在

世代の関心事項である「現在世代内の公平」よりも、どうしても劣後する傾

向にあると言えます。また、現在から将来にかけて時間を通じた税負担をで

きる限り平準化した方が、資源配分の歪みを小さくできるとの考えもありま

す。先進国の中で最も厳しい状況にある我が国財政の現状を踏まえれば、当

調査会としては、租税制度の「公平・中立・簡素」を考える上での前提とし

て、租税の「十分性」も、これらの３原則と並んで重要なものと位置付ける

べきだと考えます。 

人口減少・少子高齢化が急速に進展する中、数が少なくなっていく将来世

代一人ひとりの負担の重さに従来以上に配意し、財政の持続可能性を損なわ

ないために必要な負担を、能力に応じて広く分かち合う必要があります。た

だし、公的サービスの内容や水準についても、租税を負担する国民が納得の

いくものでなければなりません。こうした観点から、現在の税制が、果たし

て私たち現在世代と将来世代の間でバランスを確保できているのか、その状

態が将来にわたって維持できるのかという不断の点検が求められます。 

民主主義の歴史とは、国民が自らの税金をどのように集め、どのように使

うかを自己決定するプロセスを構築するための歴史です。租税の「十分性」

に配慮することは、次の世代に「自らの税金をどう使うか」の選択肢をつな

ぐことでもあるのです。 

 

（租税原則の関係性） 

「公平・中立・簡素」は、相互に重なり合う部分もあるとともに、常に全

てが同時に満たされるとは限りません。上述のように、税制に対する国民の

納得感を確保する上では、税負担の「公平」が最も重要な原則であることは

間違いありませんが、他方で、いずれか一つの原則を重視すれば、他の原則

をある程度犠牲にせざるを得ないというトレード・オフの関係にある場合も

あります。  
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＜コラム：「公平」や「正義」に関連する様々な考え方＞ 

近代以降、民主主義の確立と資本主義の進展を背景に、経済活動によって生み出さ

れた財をどのように分配することが「公平」や「正義」に適うかという問題について、

哲学・倫理学の分野で様々な考え方が展開されてきました。 

ジェレミー・ベンサムに代表される「功利主義」においては、各人の効用の総和を

社会全体の幸福と考え、それを最大にすること、いわゆる「最大多数の最大幸福」が、

社会が求めるべき価値であるとされます。しかし、その関心は、あくまで社会全体の

厚生の総量にとどまり、各人の間の個別の状況の差自体は考慮されないため、「公平」

それ自体は目的とされないこととなります。 

こうした功利主義の考え方に批判を投げかけ、その後の分配的正義を巡る議論に

大きな影響を与えたのが、ジョン・ロールズの『正義論』です。ロールズは、個人の

生来の境遇によって左右される能力や才能が富や所得の分配に影響することは「公

正としての正義」に適わないと考えました。「正義」に適う社会制度のあり方として、

各人が基本的な諸自由に対する対等な権利を保持すべきこと（第一原理）を述べた上

で、社会的・経済的な不平等が許容され得るのは、そうした不平等が公正な機会の均

等という条件の下で生まれるものであり、かつ社会における最も不遇な人々の便益

を最大に高めるものである場合に限られる（第二原理）と主張しました。 

ロールズのこうした議論に対しては、国家が個人に課す制約に否定的なリバタリ

アニズム（自由尊重主義）から批判がなされています。その代表的な論者であるロバ

ート・ノージックは、個人の能力の違いによる分配の偏りを制度によって矯正するこ

とは個人の権利を侵害するとして、国家が強制的に行う平等主義的な再分配を批判

しました。 

それまでの「公平」や「正義」を巡る議論が効用や財に着目したものであったのに

対し、アマルティア・センは、財から効用への変換効率に大きなハンディキャップを

抱えている個人も存在することを指摘し、分配された財が実際にその個人の効用の

増大に及ぼす度合いを規定する「潜在能力」を平等にすべきで、人々が様々な活動を

展開する機会を得るために必要なものを必要に応じて分配することが「公平」で社会

的に正義であると主張しました。 

所有権や再分配に関する他の諸制度と独立して、租税制度を論じることを否定的

に見る論者に、リーアム・マーフィとトマス・ネーゲルがいます。彼らは、その著書

『所有権の神話：税と正義』の中で、租税制度は一連の法・慣習と並んで所有権のあ

り方を定める制度の一部であり、租税制度に先立って課税前所得に対する所有権が

存在するわけではないと主張しました。その上で、課税前の所得を前提とした担税力

という概念自体に疑問を呈し、分配的公平は税制や各種の給付を含めた最終的な分

配によって判断されるべきと主張しています。 
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＜コラム：経済的効率と租税制度のあり方＞ 

納税者の経済活動における選択に影響を及ぼさず、経済的に効率的な税制として

は、例えば、1989 年にサッチャー政権のイギリスで導入された「人頭税」と言われ

る一括固定税が挙げられます。この税制は、所得に関係なく 18 歳以上の住民が一律

に自治体の設定した額を負担するという仕組みで、低所得者層に相対的に大きな負

担を強いるため、弱者切り捨てとの国民の反発を招き、サッチャー首相の辞任につな

がりました。このように、「垂直的公平」を無視した税制は、どれだけ経済的に効率

的であろうとも、人々の公平感とは相いれないということが分かります。 

所得分配の公平性と資源配分の効率性の基準に基づいて、ある所与の大きさの税

収を複数の異なる財に課税して調達する場合、給付面での対応も含め、どのような課

税体系が最も経済的に合理的かを検討する考え方を「最適課税論」と言います。社会

全体の超過負担（死荷重）9を小さくするためには、直接税については勤労と資本の

間で、間接税については複数の財の間で、価格弾力性10に応じて課税の軽重を判断し

ていくことが望ましいとされています。実際には、どのような社会厚生関数11を設け

るか、どの程度の複雑さを想定するか等によって望ましい税体系は変化します。 

また、異時点間での資源配分に目を向けた場合、政府支出の増加を所与とし、それ

を増税で賄うのであれば、時間を通じて一定の税率で課すことが超過負担を最小化

させることになります。他方、現在は税率を小さく、将来は大きくすれば、個人や企

業の貯蓄や投資の選択を歪め、全体として資源配分の歪みが大きくなります。したが

って、経済への影響を小さくしたまま必要な税収を確保するためには、負担を安易に

先送りするのではなく、必要な税収を確保するための措置を早期に講じ、そのまま将

来にわたり維持する方が経済的に効率的であり、このような考え方を「課税平準化理

論」と言います。 

 

（地方税原則） 

これまで見てきた「公平・中立・簡素」と租税の「十分性」は国税・地方

税共通の概念ですが、地方税はその規模や立地条件が異なる約 1,700 の様々

な地方公共団体が課税主体として課税するものであり、国税とは異なる地方

税特有の原則があります。 

地方公共団体は、福祉、医療、教育、社会資本整備など住民生活に密着し

 
9 完全競争市場均衡で得られる社会的総余剰（消費者余剰＋生産者余剰）と比べて失った余剰の大きさを意

味し、経済的効率の観点からはできるだけ小さい方が望ましいとされています。 
10 財の価格が１％変化した時に供給量・需要量がどの程度変化するかを表すもので、例えば、必需品は、

価格が上昇しても需要量があまり変化しないため、需要の価格弾力性の絶対値が１よりも小さくなりま

す。 
11 社会に存在する全ての家計の効用について何らかのウェイト付けをして社会全体での効用として測った

ものを意味し、ウェイト付けの仕方が結果に大きく影響します。 
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た行政サービスを提供し、経済社会の変化に応じて生じる地域社会での様々

な課題に対応しています。地方税は、地方公共団体が、このような行政を行

うために必要な経費を賄うものであり、地域の共通の経費をその地域の住民

がその受益や能力に応じて負担し合うものと言えます。このことから、地方

税は、応益性や負担分任性（分かち合い）を有する税制が望ましいとされて

います。特に、応益性の考え方は、上述のとおり公平性の観点からも論じら

れていますが、行政サービスから受ける便益に応じて税負担を求めるという

地方税の基本となる概念です。また、住民がその地方公共団体の行政に要す

る経費を負担し合うことは地方自治の基本として欠くことができないもの

であり、こうした負担分任の精神に基づく税負担は地域社会に参加する会費

と言うこともできます。地方税の負担を求めるに当たって、地方公共団体が、

どの程度の行政水準を、どれだけの経費で実現しているのか、住民に対して

情報公開を行い、説明責任を果たし、住民の参加と選択を求めることにより、

責任ある地方自治が構築されます。地方税は、言わば、民主主義の学校であ

る地方自治の基礎をなしているとも言えるものです。 

地方公共団体は、地域の事情が様々に異なる中で、住民の生活に身近で基

礎的な行政サービスを広く担う必要があることから、そうした経費を賄う地

方税は、税収が景気変動に左右されず、毎年度の税収が安定しており、また、

税源が地域的に偏在することなく、普遍的に存在する方が望ましいと言えま

す。加えて、地方公共団体は、地域住民の意向を踏まえ、自らの判断と責任

において、超過課税や法定外税（コラム「課税自主権」参照）を活用するこ

とが可能です。このような課税自主権を活用することにより財源確保を図る

ことは地方分権を進める観点から望ましいものです。今後も地方公共団体が

自主性を発揮して行財政運営を行うことが期待されます。 

 

＜参考：地方税の５原則＞ 

① 応益性の原則  地方公共団体が提供する行政サービスから受ける便益に応じて 

地域住民が税負担をすること 

② 負担分任の原則 地域社会の全ての住民が、地方税の負担を分かち合うこと 

③ 安定性の原則  地方税の収入は景気変動に左右されず、税収が安定していること 

④ 普遍性の原則  税源が地域的に偏在することなく、普遍的に存在すること 

⑤ 自主性の原則  地方公共団体が自らの判断と責任において課税権を行使すること 
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＜コラム：課税自主権＞ 

地方公共団体の課税自主権の尊重の観点から、現在、超過課税と法定外税（法定外

普通税及び法定外目的税）が地方税法上認められています。超過課税は、地方税法上

標準税率（通常よるべき税率）が定められている税目について、その税率を超える税

率を地方公共団体の条例によって設定できるものであり、令和４（2022）年度は、延

べ 127 の都道府県、延べ 1,615 の市区町村が実施しています。法定外税は、地方税

法上定められている税目（法定税）以外に、地方公共団体の条例によって税目を新設

できるものであり、令和５（2023）年度は、34 の都道府県、20 の市区町村において

計 65 件実施されており、その税収は令和３（2021）年度決算額で 634 億円となって

います。地方分権を推進する観点からは、課税自主権の一層の活用が期待されます。 

 

地方公共団体が地域の実情に応じた行政サービスを提供するためには、安

定的な財政運営に必要となる一般財源を確保する必要があります。その際、

できるだけ自らの財源である地方税によって必要となる財源を賄うことが

理想であり、地方税の意義や役割等について広く地域住民の理解を得る必要

があります。厳しい地方財政の状況を踏まえれば、引き続き、地方税の充実

確保が求められます。一方、地域的に税源の偏在があれば、地方税の充実を

図ると財政力格差が拡大することには留意が必要です。したがって、これま

でも当調査会の累次の答申で提言してきたとおり、地方税の充実確保を図る

とともに、税源の偏在性が小さく税収が安定的な地方税体系の構築を進め、

持続可能な地方税財政基盤を構築することが必要です。 

 

こうした租税原則を踏まえつつ、我が国税制はどのように変遷してきたの

か。次章以降では、社会経済の構造変化に応じて、税体系がどのように見直

されていったのか、その歴史について見ていきます。  
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Ⅱ．租税制度の変遷と近年の税制改革の流れ 

 

１．我が国における租税の成り立ち 

 

我が国において、明治維新により新政府が成立すると、廃藩置県等の各種

改革や、内乱鎮圧の費用確保のために安定した税収を確保する必要性に迫ら

れ、明治６（1873）年には地域ごとに乱立した諸税から全国統一的な租税制

度として地租改正が行われました。当時の中心的産業であった農業に支えら

れた税制として、土地所有権の確認が行われるとともに、租税の納付方法が

現物から貨幣へと変更されることで税収の安定化にもつながりました。また、

明治８（1875）年に府県税の存在が地方税として初めて制度上明確化された

後、近代的地方自治制度として明治 21（1888）年には市制町村制が、明治

23（1890）年には府県制が公布され、市町村及び府県は独立税と付加税を課

し得ることが規定されました。 

19 世紀終わりから 20 世紀前半にかけては、経済社会の構造の中心が農業

から商工業に移行し、農民から労働者が台頭するにつれて、地租に代わり酒

税をはじめとする間接税が国税収入の中で大きなウェイトを占めるように

なりました。また、この時期は、近隣国との軍事的緊張が高まり、日清戦争、

日露戦争と戦争を繰り返した時期でもあります。そのような背景の下、税負

担の偏りの是正に加えて、軍事費膨張への対応として、所得税、法人税、相

続税が順次創設され、現行租税体系の原型が完成しました。 

このように、租税制度は、それぞれの時代の経済社会の構造や、徴税技術

の水準等に密接に関係しており、その時々の必要性に応じて繰り返し見直さ

れる中で、発展的に確立していきました。  
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〔資料１－Ⅱ－１〕明治以前の我が国の租税の歴史 

世紀 歴史上の事件 社会経済情勢等 租税制度 

３ 

 

 

７ 

 

８ 

 

 

 

 

12 

 

 

 

14 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

17 

 

 

 

 

 

18 

 

ヤマト王権の誕生 

 

 

大化の改新 

 

大宝律令の制定 

平城京遷都 

 

平安京遷都 

 

鎌倉幕府の成立 

 

元寇 

 

室町幕府の成立 

 

 

戦国時代 

織田信長の統一事業 

豊臣秀吉による天下統一 

 

 

 

 

江戸幕府の成立 

鎖国 

 

 

 

 

享保の改革 

小国の乱立から王権の展

開 

 

律令制の導入 

 

 

墾田永年私財法 

荘園の拡大 

律令制度の解体 

 

封建制の成立 

地頭と荘園領主の対立 

農業生産力の上昇 

 

貨幣経済の浸透、商工業の

発展 

 

 

 

太閤検地→土地の耕作者

の登録（一地一作人の原

則） 

度量衡の統一 

 

 

田畑永代売買禁止令、分地

制限令 

 

 

 

飢饉の発生 

一揆の増大 

労役提供 

みつぎ・えだち（労役） 

 

租・庸・調 

 

 

 

 

年貢・公事・夫役 

 

年貢（田地の所有関係が錯綜してお

り、税負担が二重三重となっていた） 

棟別銭（家一棟ごとに課税） 

 

倉役、酒屋役、関銭 

有徳銭（富裕な者に課税） 

 

 

楽市・楽座の制 

租税負担の責任者が確定 

 

 

 

 

（１）農民に対する税：本年貢（四公六

民）、小物成、助郷役 

※ 年貢の納入は村請制 

（２）商工業者に対する税：運上金、冥

加金 

 

年貢の税率の決定方法を検見法から

定免法へ 
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２．第二次世界大戦と戦後の税制 

 

（戦後のハイパーインフレ・混乱と税制） 

第二次世界大戦期には、所得税や法人税に係る臨時増税など増税が繰り返

されましたが、それでも膨張し続ける戦費を賄うことはできませんでした。 

第二次世界大戦後、我が国にはＧＤＰの２倍を超える債務が残り、ハイパ

ーインフレーションが発生しました。国土の荒廃、企業の倒産とも相まって、

国内は混乱を極め、税制についても、戦時下で創設された種々の臨時的な税

が廃止される一方で、戦後処理への対応に迫られました。具体的には、ハイ

パーインフレーションの進展を阻止し、戦後経済の再建を図るため、「預金

封鎖」、「新円切替」を柱とする金融危機対策と、「財産税12」や「戦時補償特

別税13」といった特別課税を柱とする財政再建計画が立案・公表されました。

しかし、それでもインフレは止まらず、結局、債務償還の大部分はインフレ

に依ることになり、人々の生活は困窮を極めました。 

他方、戦後の継続したインフレは、名目所得の増大により納税者を激増さ

せることとなりました。昭和 22（1947）年に導入された申告納税制度が上

手く機能しなかったことも相まって、徴税に大きな混乱をもたらしました。

そうした状況下では、必然的に国民の納税意識も低下し、結果として公平な

負担は著しく妨げられ、税収の確保もままならない状況となりました。 

 

（戦後の税制 ～シャウプ勧告とその後） 

こうした状況の中、アメリカの財政学者カール・シャウプを団長とする使

節団によって作成された「シャウプ勧告」に基づき、昭和 25（1950）年に

は占領軍による民主化に沿った税制改革が進められました。 

シャウプ勧告の理念は、恒久的・安定的な税制を確立し、直接税を中心に

据えつつ、申告納税制度を柱とした近代的な税制を構築することでした。直

接税は、応能負担の原則に基づく「公平」に合致し、再分配機能を有すると

いう特徴があり、さらに、間接税に比べて国民が税負担を直接感じることか

ら、税の使途などに関心を持つことで、健全な民主主義の礎になると考えら

 
12 通常生活に必要な家具等を除く個人資産（預貯金、株式等の金融資産及び宅地、家屋等の不動産）に対し

て、一回限りの特別課税を課すものです。税率は課税価額に応じ 25～90％の累進課税とされました。 
13 戦時中に戦争遂行のために調達した物品や建設工事の代金等の、軍や政府に対する戦時補償請求権に対し

100％課税を行うものです。補償の支払いを打ち切る、事実上の徳政令と言えます。 
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れていました14。 

所得税については、シャウプ勧告において譲渡所得の２分の１課税や利子

所得の源泉分離課税等による合法的な所得税逃れ、高い税率による納税意識

の低下等が課題として指摘されていました。そこで、（シャウプ勧告を受け

た昭和 25 年度税制改正において）譲渡所得（キャピタルゲイン）への全額

課税や利子所得の源泉選択課税廃止により課税ベースを包括的にしつつ、税

率が引き下げられました（最高税率は 85％から 55％へ）。なお、所得税の最

高税率の引下げに伴う一部の層への富の集中を防止するため、富裕層の純資

産（500 万円超の純資産）に毎年低率（0.5～３％の超過累進税率）の課税を

行う富裕税が導入されました。 

法人税については、法人と個人企業形態との税負担に不均衡が生じる場合

には、法人が生産の効率性よりも税負担の軽減を重視して組織形態を選択す

る結果、経済活動を阻害する傾向があるとされました。こういった点も踏ま

え、課税所得に対して 35％の単一税率が課されました。 

相続税については、不当な富の集中蓄積を防止する観点の下、課税方式が

遺産課税方式から遺産取得課税方式に変更されるとともに、相続税・贈与税

を一本化し、生前贈与・相続により無償で取得した財産について、取得者ベ

ースで累積して課税する制度が導入されました。あわせて、最高税率が引き

上げられるとともに、配偶者控除や未成年者控除などの仕組みも講じられま

した。 

地方税については、地方自治の確立のため、地方自治体の財政力の強化と

均等化を図る必要性があるとされ15、住民税の充実、固定資産税の創設が行

われました。また、事業税については、課税標準を事業の所得から付加価値

に改めるべきとの画期的な提案もなされ、後に外形標準課税が導入されまし

た。 

また、申告納税制度の下で帳簿書類に取引を記帳する慣行を定着させるた

め、青色申告制度もこの時に設けられました。 

 
14 シャウプ勧告の中でも「間接税に対する直接税の比率は、国民の納税義務に対する自覚の程度を概略示す

ものである」と指摘されました。 
15 シャウプ勧告を受けて立案された現行地方税法の国会審議においても、「地方自治の伸長を期そうとする

ならば、活動の源泉となるべき財源を豊富にすると共に、これを地方団体自らの責任において確保させ、以

て自治運営に対する住民の鋭い監視と批判とを求めるようにしてゆかねばならないのであります。よって地

方税収入を拡充し、地方税制の自主性を強化して地方自治の根基を培うことを今次地方税制改正の第一の目

標といたしているのであります。」と提案理由が述べられています。 
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シャウプ勧告に基づく税制は、税務執行上、困難な点が多く、結果として

早々に頓挫した制度も多くありました16。しかし、理論的に首尾一貫したも

のであり、その内容の多くは、現在までの我が国の税制の礎となるとともに、

格差などが社会的な課題となっている現在において税制のあり方を考える

際の一つの考え方を示していると評価できます。 

〔資料１－Ⅱ－２〕シャウプ勧告の主な内容 

１ 国税関係 

（１） 所得税の見直し 

① 課税単位の変更（同居親族合算課税→所得稼得者単位課税） 

② 包括的な課税ベースの構成（キャピタルゲインの全額課税、利子の源泉選択課税廃止） 

③ 最高税率の引下げ（20～85％、14 段階→20～55％、８段階） 

（２） 法人税の見直し 

① 単一税率の導入（法人普通所得（35％）・超過所得（10～20％）→35％単一税率） 

② 所得税との二重課税の調整の促進（配当税率控除（15％→25％）、留保利益に利子付加税） 

（３） 事業用固定資産の再評価 

時価で再評価し、再評価益に対しては６％で課税 

（４） 相続税・贈与税の見直し 

① 両税の一本化（累積課税方式の採用、遺産取得課税への移行） 

② 税率の引上げ（10～60％、19 段階→25～90％、14 段階） 

（５） 富裕税の創設 

500 万円超の純資産に対し、0.5～３％の累進税率で課税 

（６） 間接税の見直し 

織物消費税の廃止、取引高税の条件付（歳出削減）廃止、物品税の税率引下げ等 

（７） 申告納税制度の整備等 

青色申告制度の導入、協議団の創設等 

２ 地方税関係 

（１） 住民税の見直し 

① 課税団体を市町村に限定し、総額を充実 

② 均等割以外の住民税の課税標準を所得に限定等 

（２） 地租、家屋税の見直し（固定資産税の創設） 

① 課税団体を市町村に限定し、総額を充実 

② 課税標準を賃貸価格の年額から資本価格へ 

③ 課税客体を償却資産に拡大 

（３） 事業税の見直し（付加価値税の創設） 第１次：控除法、第２次：控除法・加算法 

① 課税団体を都道府県に限定 

② 課税標準の改正（所得→付加価値） 

③ 税率は４％から６％前後（最高８％）で設定 

（４） その他の地方税 

特別所得税の廃止（付加価値税に吸収）、酒消費税の廃止（国税に移譲）、船舶税等の廃止、入場

税の税率引下げ、鉱区税等の課税団体の区分の明確化等 
 

16 譲渡所得については、昭和 28（1953）年に、その対象から有価証券が除かれるとともに、その他の譲渡所

得は全額ではなく特別控除後の２分の１に課税されることとなりました。また、同年には、所得税の最高税

率が 55％から 65％に引き上げられるとともに、執行の困難さから富裕税が廃止されました。相続税は、同

年に累積的な課税制度が廃止され相続税・贈与税に分離されたほか、第２部で記載のとおり、昭和 33（1958）

年に遺産取得課税方式から法定相続分課税方式へと変更されました。付加価値税も昭和 29（1954）年に一

度も実施されないまま廃止され、事業税が引き続き課されることとなりました。 
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（高度経済成長期の税制） 

シャウプ勧告が租税特別措置等に厳しい目を向けていたこともあり、シャ

ウプ税制では少数の例外を除いて租税特別措置等の見直しが進められまし

た。しかし、昭和 26（1951）年以降、各種の租税特別措置等が次々に導入

されていきました。 

昭和 30 年代には、経済の高度成長に伴う増収を背景に、資本の蓄積や経

済の発展を図る目的で資本蓄積促進税制、輸出促進税制といった租税特別措

置等が拡充されていきました。また、道路などの社会インフラの充実を図る

観点から、揮発油税などの税率引上げも行われました。昭和 40 年代以降、

租税特別措置等に対する批判が強くなり輸出振興税制などの政策減税の縮

減・見直しが行われましたが、他方で、中小企業対策、土地対策、地域振興

対策などの性質を有する諸々の租税特別措置等が新たに導入されました。 

一方で、所得税及び個人住民税の減税も行われました。所得税は、その累

進構造ゆえに、所得水準の上昇に応じて自動的に適用税率が高くなる性質を

有しています。高い経済成長や物価上昇を背景に所得水準が上昇していたこ

の時期、自動的に税負担も重くなっていき、昭和 40 年代には毎年所得税の

減税が行われ、個人住民税についても、負担分任の性格や地方財政の状況等

も考慮しつつ、毎年減税が行われていました。 

 

（特例公債の発行と一般消費税） 

高度経済成長期には、公共事業や社会保障などの分野で歳出が拡大してい

きましたが、好景気に支えられた税収増で十分に賄われ、国の一般会計の財

政均衡は概ね堅持されていました。しかし、いざなぎ景気の終焉とともに景

気は後退局面に入り、昭和 48（1973）年の第一次オイルショックを受け、

昭和 49（1974）年には戦後初のマイナス成長を記録しました。その後の第

二次オイルショックも経て、我が国の経済社会は大きく変化しました。 

所得税や法人税などの直接税中心であった我が国の税制は大きな影響を

受け、昭和 50（1975）年度補正予算では特例公債が発行されました。その

後、特例公債の発行が常態化し始めた財政状況への対応として、昭和 54

（1979）年には、広く一般的に消費支出に負担を求める新税として、「一般

消費税（５％）」の導入についての議論が開始されましたが、成案には至り

ませんでした。  
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３．昭和 62（1987）年・63（1988）年の抜本的税制改革 

 

高度経済成長期を経て、所得水準の上昇・平準化が進む中で、個人所得課

税について、累進度が強いことによる負担の累増感や、課税所得の捕捉の程

度に差があること等による不公平感が高まっていました。また、消費課税に

ついても、物品税を中心とする個別間接税のみに依存していた中、品目ごと

の税負担のアンバランスが指摘されるようになっていました。 

こうした中で、「公平・中立・簡素」を基本理念としつつ、経済社会に適合

し、高齢化社会や国際化など将来を展望した税制の確立などを目的として、

所得・消費・資産などの間でバランスのとれた税体系を構築することを目的

とした税制改正が、昭和 62（1987）年９月及び昭和 63（1988）年 12 月に

行われました。 

まず、勤労者を中心とする税負担の累増感に対処するため、所得税・個人

住民税（所得割）について、税率構造の緩和・簡素化（所得税は最高税率 70％

の 15 段階から最高税率 50％の５段階へ、個人住民税は最高税率 18％の 14

段階から最高税率 15％の３段階へ）、配偶者特別控除の創設（昭和 62（1987）

年）、基礎控除・扶養控除等の人的控除の引上げ（昭和 63（1988）年）など

過去最大の所得税・個人住民税の減税が行われました。また、勤労世帯の「マ

ル優」等の原則廃止や利子所得の源泉分離課税の導入とあわせて、地方税に

おいては道府県民税利子割が創設されました。さらには、株式等譲渡益の原

則課税化を通じて不公平税制の是正に努めました。加えて、法人税は税率が

42％から 40％、37.5％へと引き下げられ、相続税は最高税率の引下げ（75％

から 70％へ）と課税最低限の引上げ等が実施されました。 

他方、消費課税については、消費の多様化・サービス化にあわせて、社会

共通の費用をその構成員全体で負担するという考え方を背景に、限られた物

品・サービスにのみ負担を求めるそれまでの間接税制度を抜本的に改め、広

く消費一般を課税対象とする売上税の創設が検討され、昭和 62（1987）年

に法案が国会に提出されましたが廃案となりました。その後、売上税を巡っ

て行われた指摘・議論を踏まえ、物品税などの旧来の個別間接税を廃止し、

酒税やたばこ税を大きく見直しつつ、消費一般に広く薄く負担を求める「消
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費税（３％）」が創設されるに至りました17。なお、消費税は、世界各国で既

に実施されている付加価値税の系譜に属するもので、その創設は国際化にも

対応した税制改正であったと言えますが、消費税の仕入税額控除の方式は、

当時の取引慣行を踏まえ、総体としての売上高と仕入高を把握して税額を計

算する帳簿方式が採用され、付加価値税を導入するＯＥＣＤ加盟国の全てで

実施されているインボイス制度は導入されませんでした。 

このように、昭和 62（1987）年・63（1988）年の税制改正は、「水平的公

平」の重要性が認識され、社会共通の費用を賄うための負担はできるだけ国

民が広く公平に分かち合うことが望ましいとの考えの下に行われた、シャウ

プ勧告以来の抜本的な改革だったと言えます。 

〔資料１－Ⅱ－３〕昭和 63（1988）年の税制改正の骨子                     

減  収 増 収 等 

直接税の減税    ５．８兆円 
   所得税減税      ３．３兆円 

   相続税減税         ０．７兆円 

   法人税減税        １．８兆円 

  課税の適正化等   １．２兆円 

  既存間接税の廃止等 ３．４兆円   消費税の創設    ５．４兆円 

   差引純減税     ２．６兆円 

  合    計    ９．２兆円   合     計   ９．２兆円 

（注）計数は、国税・地方税の合計額である。  

 
17 当時の竹下内閣総理大臣は、昭和 63（1988）年１月の施政方針演説の中で、税制改革を「今後の高齢化社

会の到来、経済・社会の一層の国際化を考える時、抜本的な税制改革の実現は、我が国にとって最重要問題

の一つ」と位置付けました。新間接税の策定に当たっては、逆進性、不公平感、過重負担、安易な税率引上

げ、インフレ、事務負担増という間接税導入に当たって懸念される六つの課題の解消に努力すると述べて、

「国民の納得のできる」税制改革とすることを強調しました（その後、価格転嫁、中小事業者特例、地方団

体の財政運営の三つの懸念が加わり最終的に「九つの懸念」となりました。）。 
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４．平成６（1994）年の税制改革 

 

昭和 63（1988）年の抜本的税制改革以降の我が国の経済社会の状況を見

ると、人口構成の高齢化が急速に加速・進展するとともに、所得水準の上昇

に伴い中堅所得者層を中心に税負担の累増感が強まっており、これらに対応

した税制の更なる総合的な見直しが求められていました。 

こうした背景から、平成６（1994）年の税制改革では、まず、活力ある福

祉社会の実現を目指すべく、中堅所得者層への負担累増感を緩和するため、

所得税・個人住民税（所得割）の税率構造の累進緩和等による負担軽減が実

施されました。 

また、社会福祉等の歳出面の諸措置を安定的に維持するために社会の構成

員が広く負担を分かち合うという観点から、消費税率引上げ（３％から５％

へ）や、事業者免税点制度の見直し・簡易課税制度の適用上限の引下げとい

った消費税の中小事業者に対する特例措置等の改革が行われるとともに、地

方分権の推進、地域福祉の充実等のため、地方税源の充実を図る観点から、

地方消費税の創設（５％のうち１％）が行われました18。なお、消費税及び

地方消費税に係る改正は平成９（1997）年からの実施とされた一方、平成６

～８（1994～1996）年に特別減税が、平成７（1995）年に所得税・個人住

民税の制度減税が先行的に実施されました19。  

 
18 地方税については、昭和 63（1988）年の抜本的税制改革により、個別間接税が廃止・縮小されるととも

に、消費譲与税が導入されましたが、少子高齢化が進展していく中で、地方公共団体が地域の実情に応じた

多様な福祉施策を講じるための安定的な地方税財源の確保が求められる中、地方消費税の創設にあわせて廃

止されました。 
19 平成９（1997）年４月の消費税率の引上げ等が、その後の経済不振の主な原因となったという見方もあり

ます。消費税率の引上げ等は、我が国経済が緩やかながら回復を続けている中で、平成６（1994）年秋から

法定されていたとおり、平成９（1997）年４月から実施されたものですが、平成９（1997）年１－３月期に

消費税率引上げ前の駆込み需要が発生したため、同年４－６月期においてはその反動が現れ、民間最終消費

支出がマイナスになったことも事実です。しかし、同年７－９月期においては、民間最終消費支出は、対前

期比でプラス 1.6％、対前年同期比でもプラス 0.5％と増加に転じており、駆込み需要の反動減を脱して、緩

やかながら回復傾向にあったものと見ることができます。平成９（1997）年度後半以降における経済の停滞

については、様々な要因が指摘されていますが、平成９（1997）年秋以降の金融機関の相次ぐ破綻による金

融システムへの信頼低下やアジアにおける通貨・経済危機などが影響する中で、家計や企業の心理が悪化し、

金融機関の貸出態度が慎重になったことなどが実体経済に影響を及ぼしたことに留意する必要があります。 
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〔資料１－Ⅱ－４〕平成６（1994）年の税制改正の骨子 

所得減税等による減収額                ▲３．８兆円 
所得税・個人住民税の恒久減税       ▲３．５兆円 

平成６年度税制改正における相続税減税   ▲０．３兆円 

消費税の改革                     ＋０．３兆円 

消費税率引上げ（３％→５％）による純増収額      ＋４．１兆円 

（増収額―政府負担の消費税増加分＝４．８－０．７兆円） 

政府負担の消費税増加分のうち公債発行により得るもの  ＋０．４兆円 

つなぎ公債の償還財源                 ▲０．５兆円 

社会保障関係                     ▲０．５兆円 
年金等の物価スライド           ▲０．１兆円 

社会福祉                 ▲０．４兆円 

 ―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

合    計                       ０．０兆円 

（注）計数は、国・地方の合計額である。  
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５．平成 10（1998）年度以降の税制改革 

 

平成 10（1998）年度以降は、厳しい経済情勢の中、景気対策等の観点か

らの措置を含め、様々な税制改正が実施されました。 

個人所得課税については、平成 10（1998）年に定額減税の方式による特

別減税が、平成 11 年度税制改正で、いわゆる恒久的減税の一環として、定

率減税と最高税率の引下げ（所得税は 50％から 37％へ、個人住民税は 15％

から 13％へ）が実施されるなど、減税措置が続きました。また、金融所得課

税について、累次の改正により、上場株式等の譲渡益や配当について定率

20％の分離課税とするなど課税方式の均衡化を図るとともに、特定口座を利

用した簡便な申告・納税の仕組みを導入するなど、一体化の取組みが進めら

れてきました。 

法人課税については、平成 10 年度税制改正で課税ベースの適正化と税率

引下げを実施し、平成 11 年度税制改正では恒久的減税の一環として税率を

引き下げました。また、平成 15 年度税制改正では研究開発税制の抜本的拡

充を行っています。 

消費税については、平成 15 年度税制改正において、消費税に対する国民

の信頼性・制度の透明性を向上させるため、事業者免税点制度及び簡易課税

制度の適用上限を引き下げるなどの見直しが行われました。 

相続税については、高齢化の進展等を踏まえ、資産の再分配機能の確保を

図りつつ生前贈与の円滑化に資する観点から、平成 15 年度税制改正におい

て、資産移転の時期の選択に対して中立的な仕組みである相続時精算課税制

度が創設されました。税率構造の見直しとして、最高税率の引下げ（70％か

ら 50％へ）も行われました。  
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６．地方税における税制改革 

 

平成 14（2002）年の「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2002」

（平成 14（2002）年６月閣議決定）において、「国庫補助負担金、交付税、

税源移譲を含む税源配分のあり方を三位一体で検討し、それらの望ましい姿

とそこに至る具体的な改革工程を含む改革案を、今後一年以内を目途にとり

まとめる。」と明記されたことに端を発し、いわゆる「三位一体の改革」が

行われました。この「三位一体の改革」のうちの一つである国庫補助負担金

改革を受け、平成 19（2007）年には、所得税から個人住民税への３兆円の

税源移譲が行われました。個人住民税（所得割）の税率は５％、10％、13％

の３段階の税率構造でしたが、税率を一律 10％とする比例税率が採用され

ました。これにより、個人住民税の応益的な性格も踏まえつつ、所得に対し

て一定率の税金を住民が納めることとなり、また、税源の偏在性の小さい地

方税体系の構築につながりました。 

また、平成 15 年度税制改正において、法人事業税に資本金１億円超の法

人を対象として、税負担の公平性の確保、応益課税としての税の性格の明確

化、地方分権を支える基幹税の安定化、経済の活性化・経済構造改革の促進

などの意義を有する外形標準課税が導入され20、平成 27（2015）年度・28

（2016）年度には、「成長志向の法人税改革」の一環として、法人事業税所

得割の税率を引き下げる一方で、段階的に外形標準課税の割合が拡大されま

した。  

 
20 法人事業税は、事業活動を行う法人が都道府県の提供する行政サービスに対し、その活動規模に応じて負

担する税であり、外形標準課税の導入は、シャウプ勧告以降、都道府県税制における長年の課題となってい

ました。導入までの間、当調査会においても、累次にわたりその必要性について意見を述べてきたところで

す。平成 12（2000）年には、外形標準課税の導入は重要な意義を有する改革であり、景気の状況等を踏ま

えつつ、早期に導入を図ることが必要である旨答申し、これ以降課税方式など具体的な検討が行われました。

また、当時の都道府県税制は、法人所得に対する課税が大きなウェイトを占めていたため税収が不安定な状

況が続いており、都道府県税収の安定化を図ることも重要な課題でした。 
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７．社会保障・税一体改革 

 

（社会保障・税一体改革に至る経緯） 

近年の税制改革で最も大きなものが、消費税率の５％から８％、さらに

10％への引上げを含む「社会保障・税一体改革」です。特に、消費税の創設

を含む抜本改革や消費税率の５％への引上げを含む税制改革が、勤労者を中

心とする税負担の累増感を踏まえた所得税減税とのパッケージで行われた

のに対し、社会保障・税一体改革は、税収の使途である社会保障や財政健全

化のあり方とも密接に関連したものでした。 

社会保障制度と税制のあり方に関する議論は、平成 16（2004）年に行わ

れた年金制度改革とそれに関連する税制改正に端を発するものでした。具体

的には、平成 16 年度税制改正大綱や国民年金法等の一部を改正する法律（平

成 16 年法律第 104 号）において、年金制度を持続可能なものとする等の観

点から、 

・ 平成 16（2004）年度に年金課税の適正化、平成 17（2005）年度・18

（2006）年度にいわゆる恒久的減税（定率減税）の縮減・廃止、平成 18

（2006）年度までに所得税から個人住民税への本格的な税源移譲を行っ

た後、 

・ 平成 19（2007）年度を目途に、消費税を含む抜本的税制改革を実現し

た上で、 

・ 基礎年金国庫負担割合を平成 21（2009）年度までに段階的に２分の１

へ引き上げていく 

とされました。 

 

（社会保障・税一体改革の実現） 

平成 20（2008）年９月には、リーマン・ショックが発生し、経済情勢は

不安定になりましたが、当面は世界経済の混乱から国民生活を守り、景気回

復を最優先で図る一方、中長期的には国民の安心強化のための社会保障安定

財源を確保していく方針が「持続可能な社会保障構築とその安定財源確保に

向けた「中期プログラム」」（平成 20（2008）年 12 月閣議決定）で示されま

した。これを踏まえ、平成 21 年度税制改正法では、附則第 104 条において、

「経済状況を好転させることを前提として、遅滞なく、かつ、段階的に消費
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税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成二十三年度までに必要な法制

上の措置を講ずるものとする」という消費税を含む税制抜本改革の方向性が

法制化されました。〔資料１－Ⅱ－５〕 

そして、平成 23（2011）年６月には、2010 年代半ばまでに段階的に消費

税率を 10％まで引き上げる等の方針を盛り込んだ「社会保障・税一体改革

成案」が取りまとめられ、社会保障の安定財源確保の基本的枠組みとして、

「国民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち

合う観点などから、社会保障給付に要する公費負担の費用は、消費税収（国・

地方）を主要な財源として確保する」ことが明記されました。その上で、消

費税収（国・地方）については、その使途を、従来の高齢者３経費（基礎年

金、老人医療、介護）から、いわゆる社会保障４経費（年金、医療、介護、

少子化）へ拡充することとされました。なお、消費税率引上げ分の国と地方

の税収配分については、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像の総合

的な整理を踏まえ、社会保障給付における国と地方の役割分担に応じて配分

することとされました21。〔資料１－Ⅱ－６〕 

その後、消費税率が平成 26（2014）年４月に８％へ、令和元（2019）年

10 月に、飲食料品（酒類・外食を除く）等を対象として８％の軽減税率を実

施した上で 10％へ引き上げられました。 

 

次章では、我が国の経済社会の構造は現在どのように変化していて、税制

上、どのような課題が生じてきているのかについて考えていきます。  

 
21 地方消費税収（税率引上げ前の地方消費税１％分を除きます。）については、社会保障４経費を含む社会保

障施策に要する経費に充てることとされました。また、引上げ分の消費税収の地方分は、消費税率換算で、

８％への引上げ時には 0.92％分（地方消費税分 0.7％、交付税分 0.22％）、10％への引上げ時には 1.54％分

（地方消費税分 1.2％、交付税分 0.34％）とされました。財政力の弱い地方公共団体における必要な社会保

障財源の確保の観点から、地方消費税率の引上げとあわせて消費税の交付税法定率分の充実が図られていま

す。 
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〔資料１－Ⅱ－５〕所得税法等の一部を改正する法律（平成 21 年法律第 13

号）（抄） 

附則 

（税制の抜本的な改革に係る措置） 

第百四条 政府は、基礎年金の国庫負担割合の二分の一への引上げのための財源措置並びに年金、医療及

び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用の見通しを踏まえつつ、平成二

十年度を含む三年以内の景気回復に向けた集中的な取組により経済状況を好転させることを前提とし

て、遅滞なく、かつ、段階的に消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成二十三年度までに必

要な法制上の措置を講ずるものとする。この場合において、当該改革は、二千十年代（平成二十二年か

ら平成三十一年までの期間をいう。）の半ばまでに持続可能な財政構造を確立することを旨とするもの

とする。 

２ 前項の改革を具体的に実施するための施行期日等を法制上定めるに当たっては、景気回復過程の状況、

国際経済の動向等を見極め、予期せざる経済変動にも柔軟に対応できる仕組みとするものとし、当該改

革は、不断に行政改革を推進すること及び歳出の無駄の排除を徹底することに一段と注力して行われる

ものとする。 

３ 第一項の措置は、次に定める基本的方向性により検討を加え、その結果に基づいて講じられるものと

する。 

一 個人所得課税については、格差の是正及び所得再分配機能の回復の観点から、各種控除及び税率構

造を見直し、最高税率及び給与所得控除の上限の調整等により高所得者の税負担を引き上げるととも

に、給付付き税額控除（給付と税額控除を適切に組み合わせて行う仕組みその他これに準ずるものを

いう。）の検討を含む歳出面も合わせた総合的な取組の中で子育て等に配慮して中低所得者世帯の負

担の軽減を検討すること並びに金融所得課税の一体化を更に推進すること。 

二 法人課税については、国際的整合性の確保及び国際競争力の強化の観点から、社会保険料を含む企

業の実質的な負担に留意しつつ、課税ベース（課税標準とされるべきものの範囲をいう。第五号にお

いて同じ。）の拡大とともに、法人の実効税率の引下げを検討すること。 

三 消費課税については、その負担が確実に国民に還元されることを明らかにする観点から、消費税の

全額が制度として確立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策

に要する費用に充てられることが予算及び決算において明確化されることを前提に、消費税の税率を

検討すること。その際、歳出面も合わせた視点に立って複数税率の検討等の総合的な取組を行うこと

により低所得者への配慮について検討すること。 

四 自動車関係諸税については、簡素化を図るとともに、厳しい財政事情、環境に与える影響等を踏ま

えつつ、税制の在り方及び暫定税率（租税特別措置法及び地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六

号）附則に基づく特例による税率をいう。）を含む税率の在り方を総合的に見直し、負担の軽減を検

討すること。 

五 資産課税については、格差の固定化の防止、老後における扶養の社会化の進展への対処等の観点か

ら、相続税の課税ベース、税率構造等を見直し、負担の適正化を検討すること。 

六 納税者番号制度の導入の準備を含め、納税者の利便の向上及び課税の適正化を図ること。 

七 地方税制については、地方分権の推進及び国と地方を通じた社会保障制度の安定財源の確保の観点

から、地方消費税の充実を検討するとともに、地方法人課税の在り方を見直すことにより、税源の偏

在性が小さく、税収が安定的な地方税体系の構築を進めること。 

八 低炭素化を促進する観点から、税制全体のグリーン化（環境への負荷の低減に資するための見直し

をいう。）を推進すること。 
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〔資料１－Ⅱ－６〕社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革

を行うための消費税法の一部を改正する等の法律（平成 24 年法律第 68 号）

（抄） 

（税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策に関する措置） 

第七条 第二条及び第三条の規定により講じられる措置のほか、政府は、所得税法等の一部を改正する法

律（平成二十一年法律第十三号）附則第百四条第一項及び第三項に基づく平成二十四年二月十七日に閣

議において決定された社会保障・税一体改革大綱に記載された消費課税、個人所得課税、法人課税、資

産課税その他の国と地方を通じた税制に関する抜本的な改革及び関連する諸施策について、次に定める

基本的方向性によりそれらの具体化に向けてそれぞれ検討し、それぞれの結果に基づき速やかに必要な

措置を講じなければならない。 

一 消費課税については、消費税率（地方消費税率を含む。以下この号において同じ。）の引上げを踏

まえて、次に定めるとおり検討すること。 

イ 低所得者に配慮する観点から、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成二十五年法律第二十七号。第六号において「番号法」という。）による行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する制度（次号ニ（３）及び第六号において

「番号制度」という。）の本格的な稼動及び定着を前提に、関連する社会保障制度の見直し及び所

得控除の抜本的な整理と併せて、総合合算制度（医療、介護、保育等に関する自己負担の合計額に

一定の上限を設ける仕組みその他これに準ずるものをいう。）、給付付き税額控除（給付と税額控

除を適切に組み合わせて行う仕組みその他これに準ずるものをいう。）等の施策の導入について、

所得の把握、資産の把握の問題、執行面での対応の可能性等を含め様々な角度から総合的に検討す

る。 

ロ 低所得者に配慮する観点から、複数税率の導入について、財源の問題、対象範囲の限定、中小事

業者の事務負担等を含め様々な角度から総合的に検討する。 

ハ 第二条の規定の施行からイ及びロの検討の結果に基づき導入する施策の実現までの間の暫定的

及び臨時的な措置として、社会保障の機能強化との関係も踏まえつつ、対象範囲、基準となる所得

の考え方、財源の問題、執行面での対応の可能性等について検討を行い、簡素な給付措置を実施す

る。 

ニ 消費税の簡易課税制度の仕入れに係る概算的な控除率については、今後、更なる実態調査を行い、

その結果も踏まえた上で、その水準について必要な見直しを行う。 

ホ 消費税率が段階的に引き上げられることも踏まえ、消費税（地方消費税を含む。以下ホからトま

で及びヌにおいて同じ。）の円滑かつ適正な転嫁に支障が生ずることのないよう、事業者の実態を

十分に把握し、次に定める取組を含め、より徹底した対策を講ずる。 

（略） 

ヘ 取引に際しての価格表示と消費税との関係については、外税（消費税を含めた価格を表示しない

価格表示の方法をいう。）、内税（消費税を含めた価格を表示する価格表示の方法をいう。）等に

係る様々な議論を勘案しつつ、事業者間取引、相対取引等におけるその表示の在り方を含め、引き

続き、実態を踏まえつつ、様々な角度から検討する。 

ト 医療機関等における高額の投資に係る消費税の負担に関し、新たに一定の基準に該当するものに

対し区分して措置を講ずることを検討し、医療機関等の仕入れに係る消費税については、診療報酬

等の医療保険制度において手当をすることとし、医療機関等の消費税の負担について、厚生労働省

において定期的に検証を行う場を設けることとするとともに、医療に係る消費税の課税の在り方に

ついては、引き続き検討する。 

チ 住宅の取得については、取引価額が高額であること等から、消費税率の引上げの前後における駆

け込み需要及びその反動等による影響が大きいことを踏まえ、一時の税負担の増加による影響を平

準化し、及び緩和する観点から、住宅の取得に係る必要な措置について財源も含め総合的に検討す

る。 
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リ 消費税及び地方消費税の賦課徴収に関する地方公共団体の役割を拡大するため、当面、現行の制

度の下でも可能な納税に関する相談を伴う収受等の取組を進めた上で、地方公共団体における体制

の整備状況等を見極めつつ、消費税を含む税制の抜本的な改革を行う時期を目途に、消費税及び地

方消費税の申告を地方公共団体に対して行うことを可能とする制度の導入等について、実務上の問

題点を十分に整理して、検討する。 

ヌ 酒税、たばこ税及び石油関係諸税については、個別間接税を含む価格に消費税が課されることが

国際的に共通する原則であることを踏まえ、国及び地方の財政状況、課税対象となる品目をめぐる

環境の変化、国民生活への影響等を勘案しつつ、引き続き検討する。 

ル 酒税については、類似する酒類間の税負担の公平性の観点も踏まえ、消費税率の引上げに併せて

見直しを行う方向で検討する。 

ヲ 森林吸収源対策（森林等による温室効果ガスの吸収作用の保全等のための対策をいう。）及び地

方の地球温暖化対策に関する財源確保について検討する。 

ワ 燃料課税については、地球温暖化対策等の観点から当分の間税率（租税特別措置法（昭和三十二

年法律第二十六号）及び地方税法（昭和二十五年法律第二百二十六号）附則の規定に基づく特例に

よる税率をいう。）が維持されていること及び平成二十四年度以降において石油石炭税の税率の上

乗せを行うこととしたことも踏まえ、引き続き検討する。 

カ 自動車取得税及び自動車重量税については、国及び地方を通じた関連税制の在り方の見直しを行

い、安定的な財源を確保した上で、地方財政にも配慮しつつ、簡素化、負担の軽減及びグリーン化

（環境への負荷の低減に資するための施策をいう。）の観点から、見直しを行う。 

ヨ 印紙税については、建設工事の請負に関する契約書、不動産の譲渡に関する契約書及び金銭又は

有価証券の受取書について負担の軽減を検討する。 

二 個人所得課税については、次に定めるとおり検討すること。 

イ 金融所得課税については、平成二十六年一月から所得税並びに個人の道府県民税及び市町村民税

（ニにおいて「個人住民税」という。）をあわせて百分の二十の税率が適用されることを踏まえ、

その前提の下、平成二十四年度中に公社債等に対する課税方式の変更及び損益通算の範囲の拡大を

検討する。 

ロ 給与所得控除については、給与所得者の必要経費に比して過大となっていないかどうか等の観点

から、実態を踏まえつつ、今後、その在り方について検討する。 

ハ 年金課税の在り方については、年金の給付水準や負担の在り方など今後の年金制度改革の方向性

も踏まえつつ、見直しを行う。 

ニ 個人住民税については、地域社会の費用を住民がその能力に応じて広く負担を分かち合うという

個人住民税の基本的性格（（２）において「地域社会の会費的性格」という。）を踏まえ、次に定

める基本的方向性により検討する。 

（略） 

三 法人課税については、平成二十七年度以降において、雇用及び国内投資の拡大の観点から、実効税

率の引下げの効果及び主要国との競争上の諸条件等を検証しつつ、その在り方について検討すること。 

四 資産課税については、次に定めるとおり検討すること。 

イ 事業承継税制（租税特別措置法第七十条の七から第七十条の七の四までの規定に基づく相続税及

び贈与税の特例をいう。）について、中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律（平成二

十年法律第三十三号）に基づく認定の運用状況等を踏まえ、その活用を促進するための方策や課税

の一層の適正化を図る措置について検討を行い、相続税の課税ベース（課税標準とされるべきもの

の範囲をいう。附則第二十一条において同じ。）、税率構造等の見直しの結果に基づき講ぜられる

措置の施行に併せて見直しを行う。 

ロ 相続税について、老後における扶養の社会化が高齢者の資産の維持に寄与している面もあること

も踏まえ、課税方式を始めとした様々な角度から引き続きその在り方を検討する。 

五 地方税制については、次に定めるとおり検討すること。 

イ 地方法人特別税及び地方法人特別譲与税について、税制の抜本的な改革において偏在性の小さい

地方税体系の構築が行われるまでの間の措置であることを踏まえ、税制の抜本的な改革に併せて抜
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本的に見直しを行う。 

ロ 税制の抜本的な改革による地方消費税の充実と併せて、地方法人課税の在り方を見直すことによ

り税源の偏在性を是正する方策を講ずることとし、その際には、国と地方の税制全体を通じて幅広

く検討する。 

六 番号制度については、税務における一層の適正かつ円滑な利用を確保する観点から、番号法及び行

政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備

等に関する法律（平成二十五年法律第二十八号）の公布後、納税者の利便の向上、番号法第二条第五

項に規定する個人番号及び同条第十五項に規定する法人番号の告知、本人確認の実効性の確保並びに

調書の拡充による必要な情報の収集等に関する各種の施策について、納税者及び事業者の事務負担等

にも配慮しつつ、引き続き検討すること。 

七 国際的な取引に関する課税については、国際的な租税回避の防止、投資交流の促進等の観点から必

要に応じて見直すとともに、国際連帯税について国際的な取組の進展状況を踏まえつつ、検討するこ

と。 

八 年金保険料の徴収体制強化等について、歳入庁その他の方策の有効性、課題等を幅広い観点から検

討し、実施すること。 
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Ⅲ．経済社会の構造変化 

 

１．経済社会の構造変化の加速 

 

令和元（2019）年の当調査会答申『経済社会の構造変化を踏まえた令和時

代の税制のあり方』（以下「令和元年答申」と言います。）では、平成の時代

を振り返り、経済社会の構造変化を整理した上で、新たな令和の時代を見据

えた税制のあり方について考え方が提示されました。 

『令和元年答申』から４年近くが経過した現在、その変化の大きな方向性

は同じであれ、新型コロナの流行等を背景に、世界的な潮流として様々な動

きがある中、その影響も受けて、我が国においても経済社会に大きな構造変

化が生じています。 

雇われない働き方の拡大やシェアリングエコノミーの活発化といった働

き方の多様化、ライフコースの多様化、共働き世帯の増加や世帯構成の変化、

外国人労働者などの増加も加速しており、成長分野への円滑な労働移動も念

頭に、それらに対して中立的な制度の構築が求められています。また、経済

のグローバル化・デジタル化が進展する中、プラットフォーマーの台頭や

Web3.0 等の技術による環境の変化、暗号資産の普及など、これまで以上の

スピードで状況が変化してきており、我が国においても、産業の新陳代謝の

促進やスタートアップ・エコシステムの構築などが求められています。 

非正規雇用や貧困などの格差を巡る状況にも変化が生じ、孤独・孤立化す

る人々への対応も必要になっています。エネルギー・環境問題も深刻さを増

し、ロシアによるウクライナ侵略は我が国が抱えるエネルギー問題を浮き彫

りにしました。さらに、世界的な安全保障環境が変化する中で、経済安全保

障の観点からサプライチェーンの問題などで新たな企業戦略が求められる

とともに、経済力・財政基盤の強化も含めた国力としての防衛力の強化が課

題となっています。 

また、人口減少・少子高齢化が更に進展する中、社会保障制度の持続可能

性の確保が大きな課題となっています。若者・子育て世代の所得向上など、

こども・子育て政策を強化していく必要があります。地域社会においても、

介護、医療、子育て等の社会保障サービスの提供、地域経済の活性化、防災・

減災対策等、住民の生命と安全を守る地方公共団体の役割が増加してきてい
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ます。 

そして、それらの構造変化の影響もあり、バブル経済崩壊以降、構造的に

悪化してきた我が国財政は、緊急的な対応であるとはいえ、コロナ禍への対

応としての財政出動により、一段と深刻な状況になっています。将来世代へ

負担を先送りしている状態を続けないよう、持続的な経済成長を実現しつつ、

租税の財源調達機能を十分に果たしていく必要があります。 

もとより税制のみで経済社会の全ての課題に対応できるわけではありま

せん。しかし、公的サービスを提供するために必要な財源を確保した上で、

「公平・中立・簡素」に適う、多くの人から納得感を得られるような税制を

構築するためには、社会の様々な問題・課題をしっかりと把握し、将来生じ

得る変化も見据え、目配りをしていくことが大切だと考えます。 

 

そうした観点から、以下、当調査会で実施した有識者ヒアリングの内容等

も踏まえ、現代日本の経済社会の構造変化について見ていきます。  
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２．働き方やライフコースの多様化 

 

（働き方の多様化） 

戦後日本では、終身雇用を前提として、業務内容や勤務地などを限定せず

雇用契約を結ぶという、いわゆる総合職形態の雇用が一般化していきました。 

しかしながら、バブル崩壊後の景気の悪化や競争の激化、日本型雇用慣行

のない外資系企業の進出、共働き世帯の増加、少子化に伴う企業の雇用戦略

の変容、転職市場の発展などにより、近年、副業・兼業を解禁する動きや、

職務内容を特定して雇用契約を結ぶ形態の増加など、働き方の多様化が進ん

でいます。 

また、平成の時代に入り、全体の雇用者数が緩やかな増加を続ける中、そ

のペースを上回って非正規雇用が増大しました。特に近年、女性の社会進出

や団塊の世代の高齢化に伴い、女性や高齢者が非正規の形で労働参加をする

ことで、非正規雇用の増大に拍車がかかっています。 

〔資料１－Ⅲ－１〕雇用者数の推移 

（万人、％） 1987 1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022 

雇用者総数 4,327 5,030 5,349 5,337 5,572 5,530 5,824 6,032 

非正規雇用

者総数 
711 958 1,152 1,451 1,735 1,816 2,040 2,101 

非正規雇用

割合 
17.6 20.5 23.2 29.4 33.5 35.2 37.3 36.9 

（出典）総務省「労働力調査」 

（注）2001 年以前は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002 年以降は「労働力調査 詳細集計」 

〔資料１－Ⅲ－２〕非正規雇用割合（女性・高齢者）の推移 

（％） 1988 1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022 

女性 35.1 38.3 41.7 49.3 53.5 54.5 55.5 53.4 

高齢者 48.6 50.9 54.7 62.1 67.3 68.8 74.4 76.4 

（出典）総務省「労働力調査」 

（注）2001 年以前は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002 年以降は「労働力調査 詳細集計」 

 

（コロナ禍によって加速された働き方の多様化） 

新型コロナの感染拡大を受け、政府からの累次の要請も繰り返される中で、

リモートワークは飛躍的に拡大しました。最初の緊急事態宣言前に都内でテ
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レワークを導入している企業は 24％でしたが、令和３（2021）年７～９月

の４回目の緊急事態宣言の際には 65％にまで増加し、令和５（2023）年４

月においても、47％と高い水準を保っています。〔資料１－Ⅲ－３〕 

現在、新型コロナは、感染症法上の扱いが２類相当から５類へと移行され、

徐々に落ち着きつつある状況にありますが、新型コロナの感染拡大前からの

共働き世帯の増加による子育て負担の分担傾向やデジタル技術の更なる発

展も相まって、今後も在宅勤務・テレワークの割合は増加していくことも考

えられます。 

 

＜参考＞州ごとに税制が大きく異なるアメリカにおいては、こうした傾向が進むことで、

働き手の居住地と企業の居住地が異なることによる課税上の問題も生じています。例

えば、ある州において物理的なオフィスは存在しないが、リモートワークを行ってい

る社員がいる場合、その州にも法人税の課税権があるのではないかといった議論が起

こっています。 

〔資料１－Ⅲ－３〕テレワーク実施率の推移 

 

 

（雇われない働き方の拡大） 

デジタル化の進展の影響も受け、自営業者等においては、伝統的な自営業

者が数を減らしている一方、雇用者でないにもかかわらず、使用従属性が高

い働き方をする者（フリーランス）の割合が上昇しています。これらの動き

により、雇われない働き方が拡大し、雇用全体の流動化も進んでいます。〔資

料１－Ⅲ－４〕 
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フリーランスと一口に言ってもその定義は様々ですが、①自身で事業等を

営んでいる、②従業員を雇用していない、③実店舗を持たない、④農林漁業

従事者ではない、という形態で働く人と整理した場合、その数は 462 万人と

されています22。こうしたフリーランスの実態は多様であり、ジャーナリス

ト、アーティスト、アナウンサーなどの伝統的なものから、コロナ禍で一気

に浸透した個人事業主形態の飲食料品等の配達員や、オンライン動画共有プ

ラットフォームを通じて情報を発信し広告収入等を得る者など新しい働き

方まで実に幅広くなってきています。 

〔資料１－Ⅲ－４〕フリーランス割合の推移 

 

 

（シェアリングエコノミーの活発化） 

昨今、スマートフォンやＳＮＳの普及により、個人によるオンラインの中

古品売買や、民泊、ライドシェア等のシェアリングエコノミーが進展してき

ています。オンラインのプラットフォームを通じた個人への業務委託の仕組

みも広がっており、その国内市場規模は、令和３（2021）年度で約 2.4 兆円

に達しており、令和 12（2030）年度には約 14.3 兆円に拡大すると見込まれ

ています23。こうした動きは、遊休資産やスキル等の有効活用を進められる

可能性があるとともに、潜在的な需要を喚起し新しいビジネスの創出に貢献

 
22 内閣官房日本経済再生総合事務局「フリーランス実態調査結果」（令和２（2020）年５月）。 
23 一般社団法人シェアリングエコノミー協会「シェアリングエコノミー活用ハンドブック（2022 年３月版）」

（令和４（2022）年３月）。 

（出典）総務省「国勢調査」
（注１）山田久「働き方の変化と税制・社会保障制度への含意」（平成27年9月3日 政府税制調査会資料）の区分によると、「伝統的自営業」とは、農林漁業、製造業、小売・卸売店主など取引先との関係で使用従属
性の低い従来型の自営業をいう。「士業等」とは、医師、弁護士、会計士・税理士、画家・芸術家など使用従属性の低い専門的職業をいう。「雇用者でないにもかかわらず使用従属性の高い自営等」とは、建築技術者やＳＥ、
保険代理人・外交員など使用従属性の高い自営業主が多く含まれる職種をいう。
（注２）「自営業主」は、「雇人のある業主」、「雇人のない業主」及び「家庭内職者」。
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することが期待されています。〔資料１－Ⅲ－５〕 

そうした中で、個人の働き方や収入のあり方も多様化していますが、その

ような働き方であっても、取引の的確な把握などの環境整備を通じた適正な

申告によって、税制における公平性を確保することは重要です。納税者のコ

ンプライアンス意識向上と個人所得把握の観点や、デジタル化等を通じた納

税者の利便性向上の観点から、働き方の多様化にあわせた税務上の対応が諸

外国においても課題となっています。 

 

＜参考＞例えば、アメリカでは、多様な働き方をする個人にも納税コンプライアンスの

意識を持ってもらうとともに、税務当局が個人収入を把握するため、ギグワーカーと

取引を行った者が当該ギグワーカー及び税務当局に法定調書を送付することとなって

います。 

〔資料１－Ⅲ－５〕シェアリングエコノミーの国内市場規模の推移 

 

 

（ライフコースの多様化） 

働き方の多様化と労働市場の流動化も相まって、ライフコースそのものが

多様化しています。かつて、女性は結婚を契機に離職をし、子育てを終えて

から復職するケースが多く、女性の年齢別労働力率は真ん中（20 代後半～

40 代前半）が凹んだいわゆる「Ｍ字カーブ」と呼ばれる状態でした。しか

し、女性の就労拡大や結婚・出産時期の分散に伴い、そのカーブは緩やかに

なり、その傾向は、若い世代ほど顕著となっています。〔資料１－Ⅲ－６〕 

また、人生 100 年時代を迎え、今後は多くの人々が、結婚・育児や介護を

（出典）一般社団法人シェアリングエコノミー協会、株式会社情報通信総合研究所「シェアリングエコノミー市場調査 2022年版」
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経ても、リカレント教育による学び直しやリ・スキリングなどを通じて、社

会において持ち場を変えていく時代が到来することが予想されます。ライフ

コースの多様化に対応し、新卒採用の一発勝負ではなく、誰でも、何歳にな

っても、人生の再設計が可能となるような社会を構築していかなくてはなり

ません。 

〔資料１－Ⅲ－６〕女性の労働力人口比率の変化 

 

 

（共働き世帯の増加と世帯構成の変化） 

日本人の働き方の変化を考える上で、共働き世帯の増加は顕著な影響をも

たらしています。かつて、一般的な家庭では、夫はサラリーマンとして会社

で働き、妻は専業主婦として家庭で家事・育児を担うという姿が多く見られ

ましたが、1980 年代後半には４割程度であった共働き世帯の比率は、年々

増加し、現在では７割を超えるなど、一般的なものとなりつつあります24。

〔資料１－Ⅲ－７〕 

世帯構成については、平成２（1990）年以降、少子化や高齢化、未婚化や

晩婚化などを背景に、「夫婦と子供世帯」は減少し、高齢者を含む「一人世

帯」や「夫婦のみの世帯」、「ひとり親と子供世帯」が増加しました。平成 22

（2010）年には、「一人世帯」が「夫婦と子供世帯」を抜いて世帯数の最も

多い類型となり、近年、世帯構成の多様化と小規模化が一層加速してきてい

 
24 この中には、働く専業主婦とも言われている、国民年金の第３号被保険者の範囲内で働いている人もいま

す。 

（出典）総務省「労働力調査」
（注）労働力率は、15歳以上人口に占める労働力人口（就業者＋完全失業者）の割合。潜在的労働力率は、15歳以上人口に占める潜在的労働力人口

（労働力人口＋就業希望者）の割合。
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ます。なお、成人人口の２～３％は事実婚を選択していると言われています

25。近年、ＬＧＢＴ（Lesbian，Gay，Bisexual，Transgender）に代表され

る性的マイノリティについても、一部の自治体で同性カップルに一定の権利

を認めるパートナーシップ制度の導入の動きが見られます。〔資料１－Ⅲ－

８〕 

〔資料１－Ⅲ－７〕共働き世帯数の推移 

 

〔資料１－Ⅲ－８〕世帯構成の推移 

 

 

 
25 内閣府「令和４年版男女共同参画白書」（令和４（2022）年６月）。 

（出典）内閣府男女共同参画局「令和4年版 男女共同参画白書」
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（外国人労働者などの増加） 

我が国の人手不足が深刻化する中で、経済社会の活性化に資するという観

点から、専門的・技術的分野の外国人を積極的に受け入れていく、また、そ

れ以外の分野については国民的コンセンサスを踏まえつつ検討していくと

いう考え方に基づき、在留資格に係る制度の様々な改正が行われてきました。 

まず、高度外国人材については、平成 24（2012）年に導入したポイント

制において優遇措置が講じられ、現在では主に中国国籍の方々が専門的な技

術・知識などを生かして様々な分野で活躍しています。 

また、「技能実習制度」は、当初、開発途上国への国際協力を目的として

創設されましたが、本来の目的と異なり、実質的に低賃金労働者として扱っ

ているといった問題が指摘されたことを受け、累次の制度改正により技能実

習生の保護が図られてきました26。さらに、令和元（2019）年には、一定の

専門性・技能を有し、即戦力となる外国人を受け入れる「特定技能制度」が

創設され、製造業や介護、建設などの人手不足分野での受入れが進んでいる

とともに、その対象分野も拡大27されています。〔資料１－Ⅲ－９〕 

こうした取組みを通じて、外国人労働者数は、令和４（2022）年 10 月末

時点で 182.3 万人となり、10 年前（平成 24（2012）年）の 68.2 万人から

大きく増加し、過去最高を記録しました。産業別では、「製造業」が最も多

く、全体の 26.6％を占めており、「医療・福祉」でも、外国人労働者数、外

国人を雇用する事業所数ともに前年比で大幅に増加しています。国籍別にみ

れば、ベトナム（46.2 万人）が最も多く、全体の約 25％を占め、次いで、

中国（38.6 万人）、フィリピン（20.6 万人）となっています。〔資料１－Ⅲ－

10〕 

また、後述する経済のグローバル化の進展や国際金融センター等の実現を

目指す中、外国人の増加傾向は、投資家や経営者層でも見られるようになっ

ています。 

 

 
26 外国人材の受入れ・共生に関する関係閣僚会議の下に設けられた「技能実習制度及び特定技能制度の在り

方に関する有識者会議」から、令和５（2023）年５月 11 日に提出された中間報告書において、「現行の技能

実習制度を廃止して人材確保と人材育成を目的とする新たな制度の創設を検討する」旨が「検討の方向性」

として示されており、令和５（2023）年秋頃に最終報告書が提出される見込みです。 
27 令和５（2023）年６月には、特定技能２号の対象分野が２分野から 11 分野に拡大されることが決定され

ました（令和５（2023）年６月閣議決定）。 
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〔資料１－Ⅲ－９〕在留資格別でみた外国人数の変化（平成 24（2012）年か

ら令和４（2022）年） 

 

〔資料１－Ⅲ－10〕外国人労働者数の推移 

 

 

（個人の意識の変化） 

個人の意識についても、近年、大きな変化が見られます。広告代理店28が

実施した「個人の意識調査」を基に過去 30 年を振り返ると、バブル崩壊や

阪神・淡路大震災を経験し喪失感の強かった 1990 年代と、そこから回復途

 
28 株式会社博報堂 博報堂生活総合研究所。 

※専門的・技術的分野の在留資格：「教授」「芸術」「宗教」「報道」「高度専門職」「経営・管理」「法律・会計業務」「医療」「研究」「教育」「技術・人文知識・国際業務」「企業内転勤」「介護」「興行」
「技能」「特定技能」の合計

※特定活動：ワーキングホリデー、外交官等の家事使用人、EPA等。高度人材（2012）は在留資格『特定活動』の数値。
※その他：文化活動、研修、家族滞在、等。
※ネパールは2014年から個別集計されたため、2014年からの増加人数。

注）在留外国人数は6月末時点、雇用者数は10月末時点の数値

注）雇用者以外（自営業者等）は含まない

雇用者数が大きく増減している国籍・地域

「永住者」「日本人の配偶者等」「定住者」等の身分に基づく在留資格

14.4万人（＋8.4万人）

13.0万人（＋7.0万人）

3.0万人（＋2.0万人）

1.8万人（＋1.3万人）ベトナム

中国

韓国

在留外国人 203.4万人⇒296.2万人（＋92.8万人）

外国人雇用者 68.2万人⇒182.3万人 （＋114.0万人）

フィリピン

専門的・技術的分野の在留資格 』

特定活動 11.3万人（＋9.2万人）

雇用者 7.3万人（＋6.7万人）

その他 21.1万人（＋8.6万人）

雇用者 7.2万人（＋5.6万人）

『身分に基づく在留資格 』

153.0万人（＋17.4万人）

雇用者 59.5万人（＋28.7万人）

『技能実習』
13.3万人（＋7.9万人）

11.9万人（＋11.6万人）

3.0万人（＋2.7万人）※

2.9万人（＋1.6万人）
教授等の雇用者以外の就労者が含まれる

ベトナム

中国

ネパール

韓国

専門的・技術的分野の在留資格

52.0万人（＋31.9万人）

雇用者 48.0万人（＋35.6万人）

高度専門職
高度人材
17,199人

（＋16,886人）

18.3万人（＋16.9万人）

3.2万人（＋2.4万人）

4.0万人（▲6.0万人）

9.2万人（＋8.8万人）

4.7万人（＋3.3万人）※

6.2万人（▲0.6万人）

ベトナム

ベトナム

フィリピン

中国

ネパール

中国

留学

26.1万人（＋8.0万人）

雇用者 25.9万人（＋16.7万人）

技能実習

32.8万人（＋17.6万人）

雇用者 34.3万人（+20.9万人）

486,398 
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649,982 

686,246 682,450 
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907,896 
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（注２）産業分類は、日本標準産業分類（平成25年10月改定）に対応している。
（出典）厚生労働省「外国人雇用状況」



 

48 

上にあった 2000 年代、変化の少ない安定した状況を受容した 2010 年代を

経て、コロナ禍で「安定」との認識が薄れ、「変化」を強く意識するようにな

っているとされています。コロナ禍に対応する中、従来の常識や慣習にとら

われない、個人の趣向の個別化が一層進んでいる状況にあります。 

また、若い世代の貯蓄について見ると、34 歳以下が世帯主の勤労者世帯

の貯蓄率は、令和４（2022）年は 41.4％と長期的に上昇傾向にあり、また、

全体平均よりも高く推移しています。その理由については、「万が一の備え」

や「老後の生活費」が上位に挙げられるなど、若い世代が漠然とした将来不

安を抱いていることが分かります。 

若い世代の漠然とした将来不安を解消するとともに、若い世代一人ひとり

の成し遂げたい夢や挑戦を力強く後押ししていく観点からも、セーフティネ

ットのあり方について検討していくことが重要です。  
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３．経済のグローバル化・デジタル化 

 

（グローバル化の中での我が国企業） 

平成の時代を通じて、国際的な貿易や資本移動の自由化を背景とした、経

済のグローバル化に伴い、我が国経済は、輸出に軸を置いた構造から、海外

の生産拠点が生み出す付加価値が配当等の形で国内へ還流される構造に転

換してきました。製造業の生産拠点の海外移転や資源価格の高騰の影響もあ

り、令和４（2022）年の貿易収支が赤字に転じた一方、過去の経常黒字を背

景とする対外投資の蓄積により、海外からの利子・配当等である第一次所得

収支の黒字が拡大し、経常収支全体では黒字を維持しています。〔資料１－

Ⅲ－11〕 

この大きな流れの要因として、製造業の稼ぎ方の変化があります。安い人

件費と大胆な経営力を武器にした新興国企業が台頭した結果、我が国の製造

業は、大量生産型から高付加価値型の事業へのシフトが進んでいます。また、

人口減少・少子高齢化が進展し、販売市場としての魅力が低減していく日本

市場と比較して成長性の高い海外市場に進出し、海外現地法人が稼ぎ、その

配当を受け取る形態が多くなってきています。〔資料１－Ⅲ－12〕 

近年の我が国企業の投資動向を見ても、その動きは顕著です。設備投資は

リーマン・ショック以降徐々に回復し、コロナ禍の影響で一旦落ち込みまし

たが、令和３（2021）年度には 45.7 兆円と新型コロナの感染拡大前の水準

をほぼ回復しました。ただし、その内訳の中長期的なトレンドを見てみると、

国内設備投資はほぼ横ばいであるのに対し、海外現地法人を通じた海外での

設備投資、また海外企業に対するＭ＆Ａが著しく増加していることが分かり

ます。この結果、国際収支統計によると、我が国の企業が対外直接投資から

得る収益は年々増加しており、令和４（2022）年度は約 13 兆円となってい

ます。〔資料１－Ⅲ－13～16〕 

今後の税制を考える上では、国内雇用・投資の確保、経済安全保障の確立、

サプライチェーンの強靭化などの観点も踏まえつつ、企業行動・投資動向が

どのように変化していくかを注視する必要があります。 
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〔資料１－Ⅲ－11〕経常収支の推移 

 

〔資料１－Ⅲ－12〕現地法人数の推移 

 1986 1991 1996 2001 2006 2011 2016 2021 

現地法人数 4,213 8,505 12,657 12,476 16,370 19,250 24,959 25,325 

（出典）経済産業省「海外事業活動基本調査」 

〔資料１－Ⅲ－13〕設備投資の推移 
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（注）第一次所得収支：投資収益（直接投資収益、証券投資収益（配当金、債券利子等））等
第二次所得収支：官民の無償資金協力、寄付、贈与の受払等
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（注１）金融業、保険業を除く。（注２）設備投資の数値は、ソフトウェアを含む。
（出典）財務省「法人企業統計調査」（年報）
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〔資料１－Ⅲ－14〕現地法人設備投資の推移 

（十億円） 2009 2012 2015 2018 2021 

合計 35,895  62,700  87,259  88,765  68,928  

製造業 20,587  38,157  45,716  43,840  36,709  

非製造業  15,308  24,542  41,543  44,925  32,219  

（出典）経済産業省「海外事業活動基本調査」 

〔資料１－Ⅲ－15〕対外Ｍ＆Ａ投資の推移 

（百万ドル） 1991 1996 2001 2006 2011 2016 2021 

対外Ｍ＆Ａ投資額 12,928 3,507 10,555 17,281 62,263 73,398 59,688 

（出典）ＵＮＣＴＡＤ「cross-border M&A database」 

〔資料１－Ⅲ－16〕対外直接投資の推移 

 

（デジタル化の中での我が国企業） 

デジタル化された経済では、他に先んじて新たな付加価値やビジネスモデ

ルを創出した企業が市場を席巻することが以前に比べて容易になってきて

います。産業の競争力を維持・向上させるためには、イノベーションの促進

や成長産業への経営資源のシフト等を大胆に進めることが求められます。そ

のためにも、リスクテイクをする起業家への支援を含め、産業の新陳代謝を

進めていくことが重要です。 

また、データの新たな付加価値の見極めや収集・分析・活用など、企業の



 

52 

更なるデジタル化を進めて成長につなげていくために、多様な人材を確保す

ることが重要となってきています。こうした点から、労働市場の流動性の確

保や、教育訓練の機会の必要性といった課題が提起されています。 

加えて、経済のデジタル化に伴い、企業活動における無形資産の価値の重

要性が増加しています。無形資産は、国境を越えて移動させることが容易で

あり、その際に客観的な価値の判定が容易ではないという性質も持っている

ため、税負担が相対的に軽い国に所得を移転させることによる租税回避のリ

スクが大きいと考えられ、こうした課題への対処が求められてきています。

デジタル化の進展により、市場国にＰＥ（Permanent Establishment; 恒久

的施設）を置かずに事業を展開することも可能となってきたため、ＰＥを課

税の根拠とする従来の国際課税原則の見直しも議論されてきています。 

このように、デジタル化の進展は、新たな経済活動の機会を提供するとと

もに、社会制度のあり方そのものの見直しを迫っているとも考えられ、我が

国としても国際的なルールメイキング等の議論に積極的に参画していく必

要があります。 

 

（プラットフォーマーの台頭とオンライン取引の急速な増加） 

近年、ＡＩやビッグデータ解析などの先端技術を駆使して、大量のデータ

を分析・活用する事業活動が広がっています。特に、ＩＣＴ（Information 

and Communication Technology; 情報通信技術）やデータを活用して第三

者に多種多様なサービスの「場」を提供するデジタル・プラットフォーマー

は、革新的なビジネスや市場を生み出し続けるイノベーションの担い手とな

っています。 

商品の購入や金融等の様々な取引は、今やオンラインで行うことが主流と

なっています。特に、令和２（2020）年に新型コロナの世界的な拡大が始ま

って以降は、外出の自粛要請などの影響もあり、経済のデジタル化の動きが

より一層加速しています。我が国でも、例えば、ＢtoＣの物販取引における

ＥＣ（Electronic Commerce; 電子商取引）比率が新型コロナの感染拡大前

である令和元（2019）年の 6.8％（10.1 兆円）から令和３（2021）年には

8.8％（13.3 兆円）へと大きく増加するなど、デジタル・プラットフォーム

等を通じたインターネット取引は、あらゆる世代の消費者でその割合が増加

しており、顧客のニーズに合ったサービスを展開し、業績を大きく伸ばして
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いる企業も見受けられます。〔資料１－Ⅲ－17〕 

 

＜参考＞諸外国を見てみると、フランスではプラットフォーマーに対して、各顧客が行

った取引の回数、総額、課せられる税金等の情報を税務当局に報告することを義務付

けています。また、ＯＥＣＤにおいては、各顧客が実現した取引及び所得に係る情報を

プラットフォーマーが統一的な基準により収集し、税務当局及び各顧客に提供するた

めのモデルルールが策定されています。具体的には、税務当局に提供された当該情報

が各国税務当局間において自動的に交換されることに加え、各顧客に当該情報を提供

することによる各顧客の申告負担の軽減につながることが目指されています。 

〔資料１－Ⅲ－17〕ＢtoＣのＥＣ市場規模の推移 

 

 

（Web3.0 等の技術による環境の変化） 

近年、Web3.0 関連のスタートアップが登場し、地理的制約や資源制約に

縛られないサイバー空間における経済活動が活発化してきています。

Web3.0 とは、ブロックチェーン技術を応用した次世代の分散型インターネ

ットのことを意味し、その特徴としては、Web2.0 のように特定のプラット

フォーマーによって管理されるのではなく、権力が分散されているというこ

とが挙げられます。令和３（2021）年には、Web3.0 技術の軸となるブロッ

クチェーン上で成立し、特定の所有者や管理者が存在せず、参加者同士の投

票で意思決定し、事業やプロジェクトを推進する新しい組織形態であるＤＡ

Ｏ（Decentralized Autonomous Organization; 分散型自立組織）への参加

者数は 160 万人にも達し、世界での総資産は２兆円に達したとも言われて

（出典）経済産業省「令和３年度デジタル取引環境整備事業（電子商取引に関する市場調査）」
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います29。 

Web3.0 に関連するサービスやツールにはＮＦＴ（Non Fungible Token; 

非代替性トークン）やブロックチェーンなどがあります。ＮＦＴのようなト

ークンの活用事例は、ゲームやファッション、アートなど多岐にわたってお

り、ブロックチェーン上でユーザー自らデータの管理・活用を行い新しい価

値を創出する動きは、今後も益々活発化していく傾向にあります。 

また、近時の技術動向として、メタバースと言われるインターネット上の

仮想の三次元空間も注目されています。メタバース上で様々な領域のサービ

スやコンテンツが生産者から消費者へ提供される際に、Web3.0 関連技術で

あるＮＦＴやブロックチェーンを用いる場合も想定されます。メタバースの

提供開始に向けては、デジタルコンテンツ資産を法的にどのように取り扱っ

ていくかなど、状況変化のスピードも意識しながら取引環境の整備を行って

いくことが課題となっています。 

さらに、最近では、生成ＡＩの利用が広がっており、大手プラットフォー

ム事業者が次々とサービスを展開しています。分散型プラットフォームを指

向する Web3.0 に対して、大手プラットフォーム事業者がオンラインサービ

スを牽引する動きが見られます。 

こうした動きは１～２年の間に次々と生じており、変化のスピードの加速

自体が社会の環境変化であると言え、税制に関しても、現実の貨幣経済の外

で行われる様々な個人や組織間の取引等をどのように把握するか、担税力を

どう捉えるか、通常の所得や消費に係る税との公平性をどのように考えるか

など様々な課題について、引き続き、検討していく必要があります。その際

には、結果として、プラットフォーマービジネスで大きく水をあけられた

Web2.0 時の教訓を生かし、技術革新によく目配りしながら、我が国が環境

の変化の大きな流れに乗り遅れることがないよう、あるいはそれを牽引して

いく立場になっていくことが望ましいと考えます。 

 

（暗号資産の普及） 

暗号資産は、令和元（2019）年には 27 兆円程度であった時価総額が、令

和２（2020）年以降、急速に拡大し、令和４（2022）年には 158 兆円程度

まで増大しています。取引銘柄も約 5,000 種類から約１万 9,500 種類へと急

 
29 世界経済フォーラム「Decentralized Autonomous Organization Toolkit」（令和５（2023）年１月）。 
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拡大しています。 

暗号資産は、世界中の当局がマネー・ロンダリング目的での利用を警戒し

ていることからも分かるとおり、個人のウォレット間での取引が可能である

ため、その取引実態の捕捉が難しいとされています。特に、先進国で適切な

規制を設けたとしても、制度整備やその執行体制が不十分な国を経由する場

合などには、実効的な対応ができるとは言い難い状況です。 

このような状況に対して税制面では、適正な申告を確保するために取引実

態の捕捉をどのようにして担保していくのかといったことが課題となって

くると考えられます。ＯＥＣＤでは、非居住者による暗号資産の取引情報を

国際的に交換するための枠組みが策定されています。 

 

（賃金の動向と無形資産投資） 

我が国企業の経常利益は、バブル経済崩壊の影響で 1990 年代は伸び悩み

ました。その後は、リーマン・ショックや新型コロナの影響等により一時的

な減少はありましたが、増大傾向にあり、令和３（2021）年度は約 83.9 兆

円となっています。企業の配当金、現金・預金等と内部留保は増加基調にあ

る一方、従業員給与・賞与は同時期に経常利益ほどは伸びませんでした。〔資

料１－Ⅲ－18〕 

平均給与は、平成９（1997）年の 446 万円をピークに下落し、平成 24

（2012）年には 378 万円と過去最低となりました。そこから増加傾向にあ

り、令和４（2022）年は 391 万円となっていますが、過去の水準を回復す

るには至っていません。特に、先進国の平均賃金を比較すると、日本の賃金

は、平成２（1990）年以降実質的に横ばいとなっており、国際的にも大きく

遅れを取っています。〔資料１－Ⅲ－19、20〕 

我が国において特に賃金が伸び悩んでいる背景としては、サービス業を中

心として適正なプライシングができていないことから付加価値生産性が低

調であることや、女性や高齢者の労働参加により相対的に賃金水準が低い非

正規雇用の割合が高くなっていることが大きく寄与していると考えられま

す。また、その他に、人的投資等の無形資産投資30が必ずしも十分に行われ

ていないことも指摘されています。無形資産投資全体の水準は、諸外国に比

 
30 計測や可視化をすることは困難であるが生産活動に重要な影響を与える投資で、経済的競争能力、革新的

資産、情報化資産への投資に分類されます。 
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べて低水準で、特に、人材投資を含む「経済的競争力投資」（無形資産投資

のうち、ブランド資産、マーケティング力、企業独自の人的資本形成の取組

み、組織改革等）は、非常に低位で推移しています。〔資料１－Ⅲ－21、22〕 

〔資料１－Ⅲ－18〕経常利益の推移 

 

〔資料１－Ⅲ－19〕平均賃金の推移 

（万円） 1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022 

平均給与 422.8 446.0 412.2 397.1 378.4 383.3 391.0 

（出典）厚生労働省「毎月勤労統計調査」 

〔資料１－Ⅲ－20〕一人当たり名目・実質賃金の国際比較 

 

（出典）財務省「法人企業統計」
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〔資料１－Ⅲ－21〕付加価値生産性の推移 

（円） 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2021 

付加価値生産性 

（就業 1 時間当たり

名目付加価値額） 

3,453 4,231 4,469 4,578 4,465 4,710 4,789 

（出典）日本生産性本部「生産性データベース」 

〔資料１－Ⅲ－22〕非正規雇用割合の推移 

（％） 1987 1992 1997 2002 2007 2012 2017 2022 

非正規雇用

割合 
17.6 20.5 23.2 29.4 33.5 35.2 37.3 36.9 

（出典）総務省「労働力調査」 

（注）2001 年以前は総務省統計局「労働力調査特別調査」、2002 年以降は「労働力調査 詳細集計」 

 

（産業の新陳代謝とスタートアップ・エコシステム） 

日本経済の生産性の低さは、経済構造が既存企業・産業の存続や長期間の

雇用を前提としたものとなっており、産業における新陳代謝が活発でないこ

とと関係していると指摘されることもあります。我が国における開業率や倒

産・廃業率（その年に開業した事業所数や倒産・廃業した事業所数を、全体

の事業所数で除した指標）は、いずれも諸外国に比べて低い水準にあります。

そうしたこともあって、人的資源や資金が、生産性の高い企業に移動せずに

生産性の低い企業に滞留してしまっているのではないかと考えられます。

〔資料１－Ⅲ－23〕 

日本経済を牽引する新しいグローバル産業を創出すべく、新たな技術を用

いたり、革新的なビジネスモデルを実践したりするスタートアップ企業を支

援していく必要があります。例えば、そのスタートアップ企業に対するベン

チャーキャピタル（ＶＣ）投資について、日本は、アメリカに比べて、10 分

の１未満にとどまっています。その他にも起業家マインドや多様な才能を持

つ若者の育成や出口戦略なども含めた、スタートアップ・エコシステム全体

の底上げが不可欠と考えられます。〔資料１－Ⅲ－24〕 

なお、令和５年度税制改正においては、スタートアップ・エコシステムを

抜本的に強化する観点から、従来は課税の繰延べであったエンジェル投資家

への優遇税制について、スタートアップへ再投資する場合には譲渡益を非課
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税にする制度を創設しました。また、企業会計基準委員会より、暗号資産の

発行者が発行時に自己に割り当てた暗号資産に関しての会計上の考え方が

示されたことも踏まえ、自己が発行した暗号資産で、発行した時から継続保

有されている等の一定の要件を満たすものについて、期末時価評価を不要と

する改正を行いました。 

〔資料１－Ⅲ－23〕開廃業率の国際比較 

 

〔資料１－Ⅲ－24〕ベンチャーキャピタル投資の国際比較（令和元（2019）

年、対 GDP 比） 
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（書類の電子化と税務情報の活用） 

コロナ禍で生活様式が変容した背景には、リモートワークの浸透とＤＸ

（デジタル・トランスフォーメーション）の進展に加え、政府主導で進めた

押印廃止などによる行政手続きのオンライン化の流れもあります。諸外国で

は、税務行政の電子化や行政機関同士の情報連携は、納税者、雇用主、行政

当局にとって手続きに係る負担を軽減することで、社会全体としての生産性

の向上につながるものとして実施されています。このことは、当局が税務情

報を即時に把握することで、雇用主の手続き上の負担を緩和するとともに、

プッシュ型の対応を含め、行政側が迅速な給付を行うことを可能にしていま

す。 

 

＜参考：諸外国における税務行政のデジタル化の動向＞ 

イギリスでは、給与所得や年金所得に対する源泉徴収・年末調整の仕組みであるＰＡ

ＹＥ（Pay As You Earn）において、毎月の給与等の支払いごとに支払税額の調整をリ

アルタイムで行う「ＲＴＩ（Real Time Information）」化が進められており、納税者利

便の向上とともに、迅速な給付行政の推進を図っています。従業員の収入が一定の閾値

以下にとどまる場合には雇用主によるＰＡＹＥへの登録は求められておらず、また、Ｒ

ＴＩは事業所得を対象としていない点から包括的な情報源ではありませんが、ＲＴＩ

を通じて歳入関税庁が取得した税務情報は、一般的な社会保障給付である Universal 

Credit を実施するために必要な情報に限り、雇用年金省に共有され、給与情報の入力

漏れに対応するなど給付行政に活用されています。 

フランスでは、電子申告の義務化により税務行政の電子化を進めるとともに、納税者

等の利便性向上の観点から行政機関同士での情報連携を行い、給付に係る手続きの簡

素化を図っています。給与情報に係る情報システムであるＤＳＮ（Déclaration Sociale 

Nominative; 社会保障関連申告ネットワークシステム）では、雇用主の社会保障機関

への給与等の情報提出における重複手続きを排除し、雇用主の負担を軽減しています。

また、納税者側についても、国税当局が雇用主等から集めた情報が予め記入された申告

書の導入により申告に係る負担軽減策を講じています。  
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４．格差を巡る状況の変化 

 

（日本における雇用や貧困の状況） 

我が国では、バブル経済崩壊後の経済の停滞や、製造業における国際競争

の激化もあり、非正規雇用割合が中長期的に上昇してきています。一人当た

り国民所得は世界の中で相対的な順位を落とす中、格差や相対的貧困が問題

となり、生活や雇用に不安を抱いている人が増加しています。 

まず、雇用環境を見てみると、平成の時代に、雇用者数が緩やかに増加す

る中、そのペースを上回り非正規雇用者が増加してきており、平成２（1990）

年に 20.2％であった非正規雇用割合は、令和４（2022）年には 36.9％と３

人に１人を上回る水準となっています31。また、いわゆる就職氷河期世代に

は、雇用環境が厳しい時期に就職活動を行い、不本意ながら不安定な仕事に

就く、又は無職のままの状態で社会参加に向けた支援を必要としているなど、

現在も様々な課題に直面している方々もいます。 

次に、昭和 60（1985）年には 12.0％であった相対的貧困率32は、平成 30

（2018）年には 15.4％へと上昇しています。同様に、子どもの貧困率は、昭

和 60（1985）年には 10.9％でしたが、平成 30（2018）年には 13.5％へと

上昇しています。 

 

（シングルマザーの増加） 

離婚の件数は、昭和 46（1971）年に年間 10 万件を超えて以降、緩やかな

増加傾向にあり、令和４（2022）年には約 17.9 万件となり、離婚件数を婚

姻件数で除した比率も 35.5％まで上昇しています。その影響もあって、ひと

り親世帯も約 134 万世帯（うち、母子世帯が約 120 万世帯）となっていま

す。 

子育ての負担が一人に集中するひとり親は、長時間勤務が困難であること

などから労働時間や機会の面で不利になることが多いとされています。ひと

り親世帯の貧困率は、昭和 60（1985）年の 54.5％から緩やかな改善傾向に

あり、平成 30（2018）年には 48.1％へと改善が見られますが、全世帯の平

 
31 総務省「労働力調査（詳細集計）2022 年（令和４年）平均結果」（令和５（2023）年１月）。 
32 所得中央値の 50％を下回る所得しか得ていない者の割合を意味します。 
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均と比較して約３倍高く、高い水準で推移しています33。 

その中でも特に、女性のひとり親世帯は、男女の賃金格差などを背景に、

貧困に陥るケースが多く、平均年間収入で見ても、父子世帯の父自身が 518

万円であるのに対して母子世帯の母自身は 272 万円と低い水準となってい

ます。さらに、離婚した夫からの養育費をはじめとした支援が、離婚協議の

中で決定されたとしても実際の支払いが滞っているケースが約４割と非常

に多くなっています34。 

 

（教育と格差の固定化） 

平成２（1990）年時点では３～４割だった大学（４年制大学・短期大学）

進学率は、令和３（2021）年には約６割まで上昇しており、高学歴化が進行

しています。この傾向自体は、勉学への意欲の向上として望ましいことです

が、高校卒業後の予定進路には親の年収が大きく影響していることが知られ、

世帯年収が 400 万円未満の場合には４年制大学に進学する割合は３割程度

まで減少します。そして、最終学歴がその後の生涯賃金に大きく影響するこ

とも統計上明らかであり、大学・大学院卒男性（約 2.7 億円）と高校卒男性

（約 2.1 億円）で比べると、約 6,000 万円の差があるとされています35。 

また、高等教育進学への障壁には、上述の世帯年収だけでなく、家庭の社

会経済的背景を示す指標であるＳＥＳ（Socio-Economic Status; 家庭所得、

父親学歴、母親学歴の三つの変数を合成した指標）が大きく影響していると

いう研究もあります。こうした研究結果等を見ると、学歴格差は、世帯年収

等を通じて親世代から子ども世代、孫世代まで連鎖的に引き継がれていく可

能性があり、教育問題というよりも社会問題と捉え、その連鎖を食い止める

方策が求められます。このような学歴格差の問題には、特に不利益の大きな

生徒に個別に対応する対症療法と、そもそもの不利益層が生じないようにす

る構造対応の双方による機会の公平の確保が求められます。 

 

（所得の源泉の変化と所得分布への影響） 

経済のグローバル化・デジタル化などを背景に、所得を生み出す源泉とし

 
33 厚生労働省「2019 年国民生活基礎調査」（令和２（2020）年７月）。 
34 厚生労働省「令和３年度全国ひとり親世帯等調査」（令和４（2022）年 12 月）。 
35 独立行政法人 労働政策研究・研修機構「ユースフル労働統計 2019－労働統計加工指標集－」（令和元（2019）

年 11 月）。 
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て、従来の労働や実物的な資本に代わって、知識、データ、ＡＩ、プラット

フォームなどに代表される無形資産の比重が高まりつつあります。こうした

無形資産を背景とした競争が繰り返される中で、典型的には、勝者総取りと

言われるように、所得の集中化が進んでいく可能性が指摘されています。 

一旦、こうした所得格差の拡大が進んでしまうと、高所得者層と低所得者

層の間に資本リターンを得る機会へのアクセスの格差が生じ、所得格差は一

層拡大していく可能性も指摘されています。 

 

＜参考：「資本所得」の分布状況＞ 

所得格差について、当調査会では、確定申告書や特定口座年間取引報告書、支払調書

のデータを基に、一定の範囲の資本所得（株式、投資信託、公社債等に係る譲渡所得、

配当所得、利子所得等）について推計し、資本所得の分布について分析を行ったデータ

の提供を受けて議論を行いました36。その分析によれば、全体では約 1,764 万人が約

7.4 兆円の資本所得を得ており、そのうち上位 0.3％の者（資本所得 1,000 万円以上を

保有する者）が総額のうち 53％（約 3.9 兆円）を得ているといった偏りの状況がみら

れました。 

また、100 万円弱から 100 億円前後の範囲では、統計的に見て所得の分布に大きな

格差が認められる結果となりました。 

今後は、こうした資本所得のデータと給与所得等のデータを合算した形で所得税負

担の状況を把握する取組みが期待されます。 

〔資料１－Ⅲ－25〕「資本所得」の分布状況 

 

 

 
36 この分析では、源泉分離課税の対象となっている預貯金に係る利子所得や非課税所得のデータは含まれて

いません。 
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（税や社会保障による再分配） 

こうした中、税や社会保障による再分配がどの程度機能してきたかを見て

みると、令和元（2019）年の全世帯の再分配前と再分配後の所得分布（医療・

介護等の現物給付を含みます。）では、再分配後は 100 万円未満や 700 万円

以上の世帯の割合が低下する一方、100 万円から 600 万円までの世帯の割合

が上昇しています。 

ジニ係数も、平成２（1990）年の再分配前で 0.43、再分配後で 0.36 から、

単身世帯や高齢者世帯の割合の上昇等を背景に、平成 29（2017）年には再

分配前で 0.56、再分配後で 0.37 と長期的には拡大しています。しかし、近

年はその傾向に改善の動きが見られるとともに、個人所得課税の見直しなど

で再分配による格差の改善幅も大きくなっています。〔資料１－Ⅲ－26〕 

格差を巡る様々な状況の変化を踏まえると、引き続き、格差の固定化を防

止するための税や社会保障を通じた再分配が重要となります。 

〔資料１－Ⅲ－26〕再分配政策によるジニ係数の変化 
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す。 

特に、コロナ禍での生活激変と人々の不安・悩みの増大、交流の減少によ

り、相談支援件数や、自殺、ＤＶ、虐待、不登校等の件数が増加しています。

個人の自立支援の仕組みとして、孤独・孤立に苦しむ人々が地域社会と繋が

りながら、安心して生活を送れる「地域共生社会」づくりに向けて、自治体

や、地域を構成する住民が担い手となった政策的な対応の必要性が高まって

います。  
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５．エネルギー・環境問題などの変化 

 

（社会におけるＳＤＧｓへの関心の高まり） 

平成 27（2015）年の国連サミットにおいて全ての加盟国が合意した「持

続可能な開発のための 2030 アジェンダ」の中で、「誰一人取り残さない」持

続可能でよりよい社会の実現を目指す世界共通の目標として、エネルギー・

環境関連の目標も含むＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals; 持続可

能な開発目標）が掲げられました。令和 12（2030）年を達成年限とし、17

のゴールと 169 のターゲットから構成されています。 

広告代理店37が実施した令和５（2023）年の「ＳＤＧｓに関する生活者調

査」（第６回）によると、ＳＤＧｓの認知率は 91.6％で、「内容まで理解して

いる」という回答は、平成 30（2018）年の第１回調査から約 11 倍以上の

40.4％へと伸長し、特に 10 代では過半数を超えています。 

 

（気候変動問題への対応） 

地球規模の課題である気候変動問題の解決に向けて、平成 27（2015）年

にパリ協定が採択され、「世界的な平均気温上昇を産業革命以前に比べて

２℃より十分低く保つ（２℃目標）とともに、1.5℃に抑える努力を追求する

（1.5℃目標）こと」、「今世紀後半に温室効果ガスの人為的な発生源による

排出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成すること」等の世界共通の

長期目標が合意されました。この実現に向けた取組みを世界で進めており、

120 以上の国と地域が「2050 年カーボンニュートラル」という目標を掲げ

ているところです。 

それを踏まえ、我が国でも、令和２（2020）年 10 月に、2050 年までに温

室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュートラル」を目指

すことを宣言するとともに、令和３（2021）年４月には、それと整合的で野

心的な目標として「2030 年度に温室効果ガスを（2013 年度比で）46％削減

する」こと、さらに 50％の高みに向け挑戦を続けることを表明しました。 

その取組みの一環として、温室効果ガスの排出原因となっている化石燃料

等から脱炭素ガスや太陽光・風力発電といった再生可能エネルギーに転換す

るなど、経済社会システム全体の変革を目指す、いわゆるＧＸ（グリーン・

 
37 株式会社電通。 
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トランスフォーメーション）の動きも活発になってきています。具体的には、

官民連携の下、成長促進と排出抑制・吸収をともに最大化させていくべく、

今後 10 年間で 150 兆円超の投資を実現していくこととされています。今後、

このような取組みが進められ、産業構造を含めた経済社会が大きく変容して

いくことが想定されます。 

 

＜コラム：グリーン・トランスフォーメーションとカーボンプライシング38＞ 

令和４（2022）年２月にはロシアによるウクライナ侵略が発生し、我が国において

もエネルギー価格の高騰や電力需給のひっ迫が生じるなど、昭和 48（1973）年の第

一次オイルショック以来のエネルギー危機が危惧される事態に直面しています。こ

うした状況を踏まえ、カーボンニュートラルの達成を目指すとともに、エネルギーの

安定供給を確保するため、ＧＸに向けた取組みが進められています。令和５（2023）

年２月にはＧＸに関する政府の基本的な考え方を取りまとめた「ＧＸ実現に向けた

基本方針」が閣議決定されました。 

令和５（2023）年５月に成立したＧＸ推進法39では、カーボンプライシングとして、

①令和 10（2028）年度から化石燃料の輸入事業者等に対し輸入等する化石燃料に由

来する二酸化炭素の量に応じて化石燃料賦課金を、②令和 15（2033）年度から発電

事業者に対し一部有償で二酸化炭素の排出枠（量）を割り当て、その量に応じた特定

事業者負担金を、それぞれ徴収することとしています。また、このカーボンプライシ

ングの導入の結果として得られる将来の財源を裏付けとして、20 兆円規模の「ＧＸ

経済移行債」を令和５（2023）年度以降 10 年間、毎年度、国会の議決を経た金額の

範囲内で発行し、ＧＸに向けた先行投資を後押しすることとしています。 

 

（環境対応自動車の促進） 

地球温暖化への対応を経済成長の制約やコストと考える時代は終わり、国

際的にも成長の機会と捉える時代に突入しています。世界に冠たる総合的な

技術力を持つ基幹産業である我が国の自動車産業においても、諸外国の電動

化に関する目標や規制、支援等の施策や、これらの施策による電動車市場の

状況に注目して、包括的な措置を講じる必要があります。 

 
38 環境政策は、主に、規制的手法、経済的手法、自主的取組みといった類型に分類されますが、このうち経

済的手法の一つとして、化石燃料などの利用により排出した炭素に価格を付け、排出者の行動変容を促すカ

ーボンプライシングと呼ばれる手法が存在します。カーボンプライシングには、温室効果ガスの排出量に比

例した課税を行う炭素税や、予め定めた排出枠を取引する排出量取引といった方法が含まれます。ＣＯ２排

出量に応じた課税を行う「地球温暖化対策のための税（地球温暖化対策税）」も炭素税の一つに分類されま

す。 
39 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（令和５年法律第 32 号）。 
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このような基本的な考え方の下、令和２（2020）年 12 月に策定された

「2050 年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」を踏まえ、2035

年までに、乗用車新車販売で電動車（電気自動車、燃料電池自動車、プラグ

インハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車）100％の実現を目指すこと

が政府の方針として掲げられています。この目標の実現に向けては、まずは、

電気自動車等の導入を強力に進め、電池をはじめ、世界をリードする産業サ

プライチェーンとモビリティ社会を構築していくとともに、ＣＯ２排出削減

と移動の活性化が同時に実現できるよう、自動走行・デジタル技術の電動車

への実装など、車の使い方の変革による地域の移動課題の解決にも取り組ん

でいくことが求められます。また、そのような取組みを進めていく中で、モ

ビリティの将来像も見据えながら、国・地方を通じた財源を安定的に確保し

ていくことを前提に、今後の車体課税のあり方についても検討していくこと

が求められます。 

 

（ロシアのウクライナ侵略に端を発するエネルギー問題） 

令和４（2022）年２月に、ロシアがウクライナへの侵略を開始して以降、

エネルギーの一大供給国であるロシアが戦争の当事者となり、各国の経済制

裁によりエネルギーの供給が行われなくなることへの警戒感等から、資源価

格の高騰が相次ぎました。 

我が国は化石燃料のほぼ全量を海外からの輸入に依存しています。ロシア

からの輸入が全輸入量に占める割合も原油で 3.6％、ＬＮＧで 8.8％、石炭

で 11％と一定の大きさを占める中、世界的な供給不足により、ガソリン価

格の高騰などを通じて国民生活にも大きな影響を及ぼしています。 

今後は、エネルギー源・調達先の多角化を進めつつ、エネルギーの安定的

かつ持続可能な供給を確保していくことが同時に求められることになりま

す40。その際、あわせてクリーンエネルギーへの移行も加速していくことが

重要です。  

 
40 燃料投入量に対するエネルギー出力が圧倒的に大きく、数年にわたって国内保有燃料だけで生産が維持で

きる原子力発電は、運転時には温室効果ガスの排出もないことから、安全性の確保を大前提に、長期的なエ

ネルギー需給構造の安定性に寄与する重要なベースロード電源とされています。また、世界第３位の地熱資

源量を誇る我が国では、地熱発電も、安定的に発電を行うことが可能なベースロード電源を担うものです。 



 

68 

６．安全保障環境の変化 

 

（世界的な安全保障環境の変化） 

世界的な安全保障環境は、米ソ対立を軸とした東西冷戦の終結から約 30

年が経過し、新たな局面に入ってきています。中国をはじめとする新興国・

途上国の台頭などにより、従来の法の支配に基づく自由で開かれた国際秩序

が揺らぐ中、国家間では、総合的な国力を高め、自国の国益達成に向けた国

際的な影響力を競い合う傾向が強まってきています。他方、世界経済のグロ

ーバル化と相互依存も進む中、気候変動や感染症対策など、大国でも一国の

みでは解決できず、国際社会による協力が求められる問題もあり、もはや完

全なデカップリング（分離）が可能な状況にはありません。 

このような中、米中間では、貿易問題、台湾情勢といった様々な分野で厳

しい対峙を続ける一方、上述の気候変動など利益が重なる分野では協力する

方針も示されるなど、国際秩序は、対立や競争と協力の様相が複雑に絡み合

う状況となっています。 

 

（安全保障の概念の変化） 

安全保障と言えば、伝統的には外交・防衛の分野を指すことが一般的でし

たが、近年は、その概念が拡大されつつあります。もとより資源に乏しい我

が国の場合、ロシアによるウクライナ侵略はエネルギー安全保障の確保の重

要性を改めて浮き彫りにしました。 

また、食料や農林水産物を輸入に大きく依存している我が国にとっては、

単に飼料や小麦などの輸入依存度の高い物品の安定的な確保に努めるのみ

ならず、それらを有事の際にも必要な分は国内で調達することができるよう

に一定程度の国内生産への転換等を図ることも重要な観点です。 

さらには、経済をテコに国益を追求する、いわゆる経済安全保障の概念も

広く浸透しつつあり、経済的利益の維持・追求そのものが安全保障の対象と

みなされるようになってきています。サプライチェーンの国内回帰の動きな

ども見られるようになっており、国家・国民の安全を経済面から確保する観

点から、経済活動の自由との両立を図りつつ、安全保障の確保を図っていく

必要があります。 
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（安全保障と経済財政） 

国力としての防衛力を強化するためにも、経済力・財政基盤の強化が必要

です。今般のロシアによるウクライナ侵略を受けた世界経済の混乱を見ても

分かるように、貿易や対外投資の分野で依存度の高い周辺国と軍事的緊張が

高まった場合、経済制裁や社会不安の増大などから経済状況が一変する可能

性があります。 

特に、海外依存度が高い我が国にとっては、エネルギー等の資源確保とと

もに、国際的な金融市場の信認を確保することが死活的に重要です。足もと

では貿易赤字が続くとともに、長期的には成熟した債権国としての地位も盤

石である保証はなく、資金調達を海外投資家に依存せざるを得ない事態に備

えることも念頭に置いておかなければなりません。さらに、安全保障上のツ

ールとして金融制裁を活用するケースが増えてきており、金融市場に強いス

トレスがかかった際、有事における我が国経済の安定を維持できる経済力と

財政余力がなければ、国力としての防衛力が削がれかねない点にも留意が必

要です。そのような意味で、防衛力の抜本的強化を図るには、経済情勢や国

民生活の実態に配慮しつつ、財政基盤を強化することが不可欠です。  
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７．人口減少・少子高齢化 

 

（出生数の減少と高齢化の進展） 

我が国の総人口は、平成 20（2008）年の１億 2,808 万人をピークに減少

に転じて、直近の令和４（2022）年では１億 2,495 万人となっています。特

に、15 歳から 64 歳までの生産年齢人口は、総人口に先駆けて平成７（1995）

年にピークを迎え、総人口に占める割合（生産年齢人口割合）は低下し続け、

直近の令和４（2022）年では 59.4％となっています。 

出生数は、未婚化・晩婚化等を背景に、第二次ベビーブーム後はほぼ一貫

して減少を続けています。それでも、平成 27（2015）年までは１年間で 100

万人の子どもが生まれていましたが、コロナ禍の影響もあり、令和４（2022）

年は 80 万人を下回りました。これは、国立社会保障・人口問題研究所によ

る前回（平成 29（2017）年）の将来推計（中位推計）41における出生数の減

少ペースを大幅に上回るものとなっています。合計特殊出生率も、昭和 49

（1974）年に人口置換水準42を下回って以来下降を続けました。平成元（1989）

年には、「ひのえうま」の特殊要因があった昭和 41（1966）年を下回り、1.57

となる、いわゆる「1.57 ショック」がありました。これを受け、「エンゼル

プラン」（平成６（1994）年 12 月：文部・厚生・労働・建設の４大臣合意）、

「新エンゼルプラン」（平成 11（1999）年 12 月：大蔵・文部・厚生・労働・

建設・自治の６大臣合意）が策定され、累次の少子化対策が行われましたが、

出生率の継続的な上昇には結び付きませんでした。その後、平成 17（2005）

年の 1.26 を底として緩やかな上昇傾向にありましたが、コロナ禍の影響も

受けて、再び下降傾向となり、令和４（2022）年は 1.26 となっています。

〔資料１－Ⅲ－27〕 

他方、高齢者（65 歳以上）の数は、増え続け、現在（令和４（2022）年）

は 3,624 万人となっています。総人口に占める割合（老齢人口割合）は一貫

して上昇を続け、平成 25（2013）年に 25％を超え、直近では 29.0％と、３

割近い水準になっています。 

令和７（2025）年には、年齢階級別人口が最も多い昭和 22～24（1947～

 
41 最新版は、令和５（2023）年４月に公表された「日本の将来推計人口（令和５年推計）」です。 
42 人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率の水準を指し、現在は 2.06 となっていま

す。 
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1949）年生まれの、いわゆる「団塊の世代」の全員が後期高齢者（75 歳以

上）になります。令和２（2020）年度の国民医療費を見ても、75 歳以上の

医療費は全体の約４割（39.0％）を占めており、65 歳以上でも６割（61.5％）

を超えていることを踏まえれば、今後、社会保障費は更に増加していくこと

が予想される状況にあります。 

〔資料１－Ⅲ－27〕出生数・合計特殊出生率の推移 

 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2022 

出生数（万人） 122.16 118.71 119.05 106.25 107.13 100.57 77.07 

合計特殊出生率 1.54 1.42 1.36 1.26 1.39 1.45 1.26 

（出典）厚生労働省「人口動態調査」 

 

（社会保障制度の持続可能性） 

従来の社会保障制度は、1960 年代のように、数の少ない「支えられる側」

と数の多い「支える側」という人口のピラミッド構造の下で、拡充が図られ

ました。昭和 36（1961）年に国民皆保険が成立し、それ以降、我が国は年

金、医療、介護といった、これまではそれぞれの家計の中で対応してきた支

出を社会全体で賄うという、いわば「高齢期の支出の社会化」を実現してき

ました。その一方で、高齢期の支出を社会化したことにより、将来における

家計の担い手や老齢な親の扶養者という意味での子どもへの需要は減り続

けたと考えられ、そうしたことも一因となり、現在のような人口の逆ピラミ

ッドの状態となりました。 

医療技術の進展に伴い、寿命が延びて、健康で元気な高齢者が増えること

は、長年にわたり求められてきたことです。社会の持続可能性を高めるため

には、少子化対策の強化とあわせて、年齢ではなく、個々人の意欲・能力に

応じて力を発揮できるよう、多様な社会参画の場と機会の創出、生涯教育の

充実も含め、社会環境を整えていくことも重要です43。 

 

（少子化の要因） 

少子化の原因が何であるかは非常に難しい問題です。少子化の背景には、

 
43 支える・支えられるという関係を見るためには、就業者一人当たりの非就業者数を見るという考え方もあ

ります。例えば、日本老年学会・老年医学会は、かつてと比べて若返ったと実証されている前期高齢者を排

除せずに社会参加できる仕組みを構築するため、高齢者の定義を 75 歳以上にすべきと提言しています。 
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経済的な不安定さや出会いの機会の減少、仕事と子育ての両立の難しさ、家

事・育児の負担が依然として女性に偏っている状況、子育ての孤立感や負担

感、子育てや教育にかかる費用負担など、個々人の結婚・妊娠・出産・子育

ての希望の実現を阻む様々な要因が複雑に絡み合っています。完結出生児数

44は 1970 年代の 2.20 程度から直近の令和３（2021）年では 1.90 と、その

減少は緩やかなものとなっています45が、引き続き、多子、ひとり親など、

家庭が抱える様々な事情に応じて、きめ細やかな対応を行っていく必要があ

ります。〔資料１－Ⅲ－28〕 

また、少子化の大きな要因として、婚姻率46の低下も指摘されています。

婚姻率は、婚姻件数がピークであった昭和 47（1972）年の 10.4 から、令和

４（2022）年には 4.1 へと大きく減少しています。なお、昭和 45（1970）

年に男性 1.7％、女性 3.3％であった生涯未婚率（50 歳時の未婚割合）は、

令和２（2020）年には男性 28.3％（約４人に１人）、女性 17.8％（約６人に

１人）へと大きく上昇しています。〔資料１－Ⅲ－29〕 

〔資料１－Ⅲ－28〕理想の数の子どもを持たない理由 

 

  

 
44 結婚持続期間 15～19 年夫婦の平均出生子ども数を意味します。 
45 国立社会保障・人口問題研究所「第 16 回出生動向基本調査」（令和４（2022）年９月）。 
46 人口 1,000 人当たりの年間婚姻届出件数を意味します。 
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〔資料１－Ⅲ－29〕合計特殊出生率・完結出生児数・婚姻率の推移 

 

 

（婚姻率低下の要因） 

婚姻率が低下し、生涯未婚率が上昇している要因を探ってみると、女性の

社会進出の増加など複合的な要因が考えられますが、その一つの要素として、

社会における結婚への意識が変化してきていることが挙げられます。例えば、

恋愛結婚の件数は 1970 年代からそれほど変化がない中で、婚姻数の減少

（▲59.9 万件）は、職場結婚とお見合い結婚の減少（▲58.2 万件）とほぼ一

致すると推計されています47。〔資料１－Ⅲ－30〕 

また、婚姻率低下の理由として、若年層の経済的負担の問題を挙げている

調査結果もあります。特に、若年層では非正規化・低所得化の進展が顕著で、

雇用環境の不安定化が、結婚という人生の大きなイベントに踏み切れない、

あるいはそれに向けて行動を起こせない事態を深刻化させていることも考

えられます。若年層の賃上げ、非正規雇用の正規化などの対策は、婚姻率の

上昇といった観点からも重要なものとなっています。〔資料１－Ⅲ－31〕 

  

 
47 厚生労働省「人口動態調査」、国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」。 
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〔資料１－Ⅲ－30〕婚姻数の減少 

 

〔資料１－Ⅲ－31〕未婚者が独身でいる理由 
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73万件

お見合い・
職場結婚

15万件

（出典）人口動態調査、出生動向基本調査

（▲60万件）

110万件

50万件

（※）「恋愛結婚等」は、「友人・兄弟姉妹を通じて」、「学校で」、「ネットで」、「街なかや旅先で」、「サークル・クラブ・習いごとで」、「アルバイトで」等、
結婚のきっかけのうち「見合い結婚」及び「職場や仕事で」を除いたもの。

（▲58万件）

2.3 

29.3 

14.4 

24.5 

31.0 

48.1 

18.2 

13.4 

4.5 
2.9 

【女性】
第10回調査

（1992年）

第12回調査

（2002年）

第14回調査

（2010年）

第16回調査

（2021年）

ま
だ
若
す
ぎ
る

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な
い

仕
事
（
学
業
）
に

打
ち
込
み
た
い

趣
味
や
娯
楽
を

楽
し
み
た
い

自
由
さ
や
気
楽
さ
を

失
い
た
く
な
い

適
当
な
相
手
に

め
ぐ
り
あ
わ
な
い

異
性
と

う
ま
く
つ
き
あ
え
な
い

結
婚
資
金
が
足
り
な
い

親
や
周
囲
が
同
意
し
な
い

住
居
の
め
ど
が
立
た
な
い

出典：国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査」（独身者調査）
注：対象は25～34歳の未婚者。未婚者のうち何％の人が各項目を独身に留まっている理由（３つまで選択可）としてあげているかを示す。グラフ上数値は第16回調査結果。

住
居
の
め
ど
が
立
た
な
い

3.8 

25.8 

14.3 

22.4 

26.6 

43.3 

20.0 
23.1 

5.2 
1.4 

0

10

20

30

40

50

60 【男性】

ま
だ
若
す
ぎ
る

ま
だ
必
要
性
を
感
じ
な
い

仕
事
（
学
業
）
に

打
ち
込
み
た
い

趣
味
や
娯
楽
を

楽
し
み
た
い

自
由
さ
や
気
楽
さ
を

失
い
た
く
な
い

適
当
な
相
手
に

め
ぐ
り
あ
わ
な
い

異
性
と

う
ま
く
つ
き
あ
え
な
い

結
婚
資
金
が
足
り
な
い

親
や
周
囲
が
同
意
し
な
い

各
理
由
を
選
択
し
た
未
婚
者
の
割
合
（
％
）



 

75 

８．地域社会の変化 

 

（地方における人口減少・少子高齢化） 

先述の人口減少と少子高齢化の進展は、地方にも大きな影響を及ぼします。

民間機関が平成 26（2014）年に発表した「消滅可能性都市」という言葉は、

多くの地方公共団体や地方関係者に強い衝撃を与えました。国立社会保障・

人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」

によれば、人口減少は都市部よりも小規模な市町村においてより急速に進む

と予測されています。〔資料１－Ⅲ－32〕 

ただし、地方公共団体ごとに 15～74 歳人口と、生活上の支えのニーズが

高まる 75 歳以上人口の変化を見ると、15～74 歳人口が減少する一方で 75

歳以上人口が増加する団体や、両世代ともに減少する団体など、各団体の人

口構造の変化の現れ方は地域ごとに異なる点には留意が必要です。 

〔資料１－Ⅲ－32〕地域ごとの人口推移 

 

 

（人口減少がもたらす都市への影響） 

人口減少が深刻化するにつれて、地方都市を中心に、空き家、空き地等が、

時間的・空間的にランダムに発生する「都市のスポンジ化」が顕在化しつつ

あります48。人口増加期に住宅や店舗等の郊外立地が進み、市街地が拡散し

 
48 空き家数は、総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査」では 849 万戸と過去最高となり、住宅総数 6,241
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ていきましたが、人口減少局面に転じて自然と市街地が縮小するものではな

く、空き地、空き家の発生を伴って、低密度な市街地を形成するに至ってい

ます。都市の密度が低下することで、サービス産業の生産性の低下、行政サ

ービスの非効率化、コミュニティの存続危機など、様々な悪影響を及ぼしか

ねないことから、所有者不明土地や空き家への対策を講じつつ、地域の実情

に応じたコンパクトなまちづくりを推進する必要があります。 

この他にも、人口減少がもたらす影響として、例えば、地域のインフラ・

公共交通ネットワークの維持、介護・医療などの提供環境の整備、人手不足

の深刻化、教育環境や子育て環境の変化なども重要な課題となっています。 

 

（地方活性化の取組み） 

地方は、合計特殊出生率の低下による人口の減少（自然減）に加え、若年

層を中心とした地方から東京圏への人口流出（社会減）という課題も抱えて

います49。特に人口急減に直面している地方では、労働力人口の減少や消費

市場の縮小が生じれば、地方の経済規模の縮小につながり、それが地域の魅

力・活力や社会生活サービスの低下を招き、更なる人口流出を引き起こすと

いう悪循環に陥るリスクがあります。地方は、食料・水・エネルギーの供給、

多様な生態系の保全、都市とは異なる新しいライフスタイルが実現できる場

など様々な価値・役割を有しており、地方をしっかり維持・発展させること

は都市部も含めた我が国全体として重要な課題です。人口減少に歯止めをか

けるとともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住

みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある社会を維持するため、平成

26（2014）年から「地方創生」の取組みが進められています50。 

 

万戸の 13.6％を占めています。平成 10（1998）年の 576 万戸から 20 年間で 1.5 倍に増加しています。空

き家のうち売却用等を除いた狭義の空き家（その他の住宅）は 349 万戸で、住宅総数の 5.6％を占めており、

前回調査の５年前（318 万戸）に比べて 30 万戸（9.5％）増加しています。空き地についても、国土交通省

「平成 30 年世帯土地統計」及び「平成 30 年法人土地・建物基本調査」によれば、増加傾向にあり、特に直

近５年間で空き地面積は急増（21.6％）しています。所有者類型別に見ると、法人所有の空き地が微減（▲

8.3％）であるのに対して、個人所有の空き地面積が大幅増（39.0％）となっています。 
49 人口移動の推移を見ると、平成 12（2000）年以降、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）への転

入超過は続いています。最新の令和４（2022）年の住民基本台帳人口移動報告（令和５（2023）年１月総務

省統計局発表）では、東京圏で９万 9,519 人の転入超過となり、転入超過幅も前年に比べ１万 7,820 人拡大

しています。年齢別では、東京圏への転入超過数は 15～29 歳の区分で 12 万 264 人の転入超過と、若い世

代が大半を占めています。 
50 これまでの「地方創生」の取組みとして、政府は、平成 26（2014）年に、まち・ひと・しごと創生法を制

定し、第１期（平成 27（2015）年度から平成 31（2019）年度まで）の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定しました。この戦略では、自然減への対応はさることながら、地方から東京圏への人口流出（社会減）
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他方で、この間５Ｇネットワークや光ファイバーの整備、データセンター

の地方分散など、デジタル基盤の整備が進み、全国各地でＩＣＴの進展、ネ

ットワーク化のもたらす利便性を享受できるようになってきました。こうし

た状況に鑑み、令和４（2022）年度には、令和５（2023）年度を初年度とす

る５か年の「デジタル田園都市国家構想総合戦略」が新たに策定されました。 

デジタルは地方の抱える社会課題を解決するための鍵であり、また、新し

い付加価値を生み出す源泉でもあります。観光・農業などの地方の魅力を高

める地域資産は、デジタルの力を活用することで更に高い付加価値を得るこ

とができます。上述のとおり様々な社会課題に直面する地方にこそ、テレワ

ークや遠隔教育・遠隔医療など新たなデジタル技術を活用するニーズがあり、

デジタル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地方の社会課題の

解決、魅力向上のブレークスルーを実現し、地方活性化を加速することがで

きます。 

また、デジタル技術の進展を背景に、地方に住み、働きながら都会に匹敵

する情報やサービスを利用できるようになったことで、地方移住への関心が

高まるとともに、都市部から地方に拠点を完全に移すことは難しくても都市

部と地方の２地域に居住しながら仕事を行うワークスタイル、テレワークや

副業・兼業による「転職なき移住」などが現実のものとなっており、こうし

た働き方の変化は地方への新たな人の流れを作りだす動きとなっています。 

「デジタル田園都市国家構想総合戦略」に基づき、国や地方公共団体だけ

でなく、中小企業をはじめとした企業・大学・ＮＰＯなど多様な主体が、地

方の社会課題を共有し、地域外の主体も巻き込みながら、連携して取組みを

推進していくことが期待されます。 

 

（行政のデジタル化） 

行政分野におけるデジタル基盤の整備として、マイナンバーカードの普及

は特に重要です。安全・安心で利便性の高いデジタル社会をできる限り早期

に実現する観点から、普及を強力に推進してきた結果、令和２（2020）年３

月時点で 2,000 万枚に満たなかったマイナンバーカードの累計の交付枚数

 

に歯止めをかけることを当面の目標としていました。地方公共団体においても、危機感を国と共有し、ほぼ

全ての団体で「地方版総合戦略」が策定され、地域の特性を生かした種々の施策が展開され、令和２（2020）

年度からは第２期の戦略も始められました。 
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は、令和５（2023）年４月時点で 8,700 万枚を超え、全国民の 69％に達し

ており、地方も含めた全国で普及が急速に進んでいます。マイナンバーカー

ドの健康保険証利用も始まっているほか、オンデマンド型の公共交通インフ

ラ、子育て・介護支援等も含めた包括的地域ケアなど、様々な分野でマイナ

ンバーカードが持つ本人確認機能等の活用が期待されており、今後更なる普

及・利活用の拡大が見込まれ、地域社会の課題解決のツールとしても期待さ

れています。  

地方公共団体の行政手続きについても、デジタル技術の活用が進んでいま

す。マイナポータルからマイナンバーカードを用いたオンライン化の取組み

が進められているほか、基幹業務システムについて、住民の利便性の向上と

行政運営の効率化を図るため、ガバメントクラウド上に構築された標準準拠

システムへ円滑かつ安全に移行できるよう、取組みが進められています。 

 

（地域脱炭素の推進） 

先述のとおり脱炭素を成長の機会と捉える時代が到来しており、地方の成

長戦略として、地域の強みを活かすことで地域課題を解決し、魅力と質を向

上させる地域脱炭素の取組みが重要となっています51。こうした中、地方公

共団体は、令和５（2023）年２月に策定された「ＧＸ実現に向けた基本方針」

において、再生可能エネルギーや電動車の導入等の地域脱炭素の基盤となる

重点対策を率先して実施することとされるなど、その役割が拡大しています。

また、気候変動問題への対応としては、ＣＯ２の排出削減とともにその吸収

源を確保することも重要です。我が国の吸収量のうち大部分を占める森林吸

収量は減少傾向にあり、2050 年カーボンニュートラルに向けて、地域にお

ける森林整備等の促進を図ることが必要です。このように、脱炭素の要素も

加えて地域の未来像を描き、地域の多様な主体が協力して行動することで、

強靱な活力ある地域社会への移行が期待されます。 

 

 
51 地方には、太陽光、水力、風力、バイオマスなど豊富な地域エネルギー資源があり、これらを活用して再

生エネルギーを生み出すことで、脱炭素に貢献するとともに、地方に関連産業を生み出すことができれば地

域の活性化にもつなげることができます。また、地域社会と密接に関係する農林水産業、公共交通、住宅・

建築物などの個別分野においても、脱炭素化の取組みを進めることにより、地域全体における持続性の確保

と地域の魅力向上との両立を図ることができます。このように、地域特性に応じて、地方の創意工夫を活か

した産業・社会の構造転換やエネルギーの地産地消を推進しつつ、地域・くらしの脱炭素化を実現すること

が期待されます。 
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（地方分権の進展と地方公共団体の役割の増加） 

地方公共団体の機能52を最大限に発揮し、地域の実情に応じて、住民ニー

ズにきめ細かに対応していくためには、地方分権の推進は極めて重要であり、

これまでの間、地方の自主性・自立性を高めるための多くの改革が積み重ね

られてきました。平成５（1993）年の衆参両院における「地方分権の推進に

関する決議」が起点となり、機関委任事務制度の廃止をはじめとして、国か

ら地方、都道府県から市町村への権限移譲や、義務付け・枠付けの見直し等

が行われてきました。平成 26（2014）年からは、「提案募集方式」が導入さ

れ、住民に身近な課題を現場の知恵と工夫で具体的に解決できる取組みが進

められており、地方の自主性・自立性を高めるための改革は、引き続き推進

していく必要があると考えられます。 

今後も地方公共団体は、先述の少子高齢化やデジタル化、脱炭素など経済

社会の構造変化に伴い住民ニーズが多様化・複雑化していく中で、その自主

性、主体性を最大限発揮し、地域の様々な行財政需要に対して柔軟に対応し

ていく必要があります。介護、医療、子育て等の社会保障サービスの提供や

地域経済の活性化、激甚化・頻発化する自然災害に備えるための防災・減災

対策など、地方公共団体が対応しなければならない課題は増加しています。 

一方で、こうした変化・課題の現れ方は、その要因となる人口構造の変化

の度合いや活用可能な経営資源の違い等により、地域ごとに異なるものです。

また、地方においては、人口急減による深刻な縮小スパイラルに陥れば、所

得や資産価値等の課税ベースが縮小し、地方税収の減収につながる可能性が

あります。 

こうした厳しい状況の中、地方公共団体が、それぞれの地域の実情に応じ

て住民の暮らしを支える役割を安定的に担っていくためには、持続可能な地

方税財政基盤を構築することが必要です。  

 
52 地方自治法に規定されているとおり、地方公共団体は住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域に

おける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担っています。さらに、同法においては、この趣旨を

達成するため、国は住民に身近な行政はできる限り地方公共団体にゆだねることを基本として、地方公共団

体との間で適切に役割を分担することとされています。こうした考え方は、国と地方公共団体との基本的な

関係を律する重要な原則であり、地方公共団体が住民に身近な事務を幅広く実施し、必要な行政サービスを

提供する礎となっています。 
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９．我が国財政の構造的な悪化 

 

（バブル期からの財政状況の変化） 

平成２（1990）年度に特例公債からの脱却が一旦は達成されましたが、バ

ブル経済崩壊とその後の長期にわたる景気低迷の中で、財政収支が急速に悪

化しました。時代が令和に変わっても、国の一般会計歳出と税収の差は依然

として大きく、多額の財政赤字が生じています。 

このような状況は、歳入・歳出の両面を通じた構造的な変化に起因してい

ます。まず、歳入面では、バブル経済の崩壊に伴い土地等の譲渡益や利子等

に係る所得税収が大きく減少したほか、低中所得者層を中心とした所得税減

税などの制度的な減税が重ねられてきました。法人税収も、バブル経済の崩

壊やリーマン・ショックの影響のほか、税率引下げなどの制度的な減税によ

り、大きく減少しました。近年、景気の緩やかな回復や消費税率の 10％（国・

地方）への引上げもあって、税収は増加し、令和５（2023）年度予算では 69.4

兆円と見込まれ、平成２（1990）年度決算（60.1 兆円）と比較すると約 1.2

倍となっています。他方、歳出面では、平成２（1990）年度と令和５（2023）

年度の国の一般会計を比較すると、高齢化等の影響により社会保障関係費が

約 3.2 倍に、利払いも含めた国債費が約 1.8 倍に増加し、一般会計歳出総額

は約 1.7 倍に拡大しています。特に、令和２（2020）年の新型コロナの感染

拡大以降、度重なる経済対策により、歳出はこれまでにない規模で大幅に拡

大しています。〔資料１－Ⅲ－33〕 

その結果、第一次・第二次オイルショックの影響を受けた昭和 50 年代を

除けば、戦後から平成初期までは 80％前後であった国の一般会計歳出総額

に占める税収の割合は、近年はコロナ禍以前でも最高 60％程度の水準にと

どまり、令和２（2020）年度・３（2021）年度に至っては 40％台に落ち込

むなど、租税の最も基本的な役割である財源調達機能を十分に果たせていな

い状況にあります。 

地方税財政においても、少子高齢化の影響により社会保障関係費等の歳出

が増加しています。平成２（1990）年度と令和５（2023）年度の地方財政計

画を比較すると、この間に、行財政改革に取り組んできましたが、社会保障

関係費等の一般行政経費は約 3.3 倍に拡大しています。歳入面では、近年、

景気が回復する中で、地方税収も増加が続き、特例債である臨時財政対策債
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については、令和３（2021）年度を除き、令和元（2019）年度から令和５

（2023）年度まで既往債の元利償還に係る分のみとなり、折半対象財源不足

は生じていないものの、令和５（2023）年度末時点で臨時財政対策債や交付

税特別会計借入金などの地方の借入金残高が約 183 兆円となっているなど、

依然として厳しい財政状況にあります。地域における行政サービスの経費を

地域住民がその能力と受益に応じて負担し合うことが地方自治の基本であ

り、今後とも地方税の充実確保等により必要な財源を確保していくことが重

要です。 

今後、これまでに述べてきた経済社会の構造変化の中で生じ得る新たな財

政需要や、金融政策が正常化された場合等における金利上昇に係るリスクな

ども見据えた対応が求められます。〔資料１－Ⅲ－34〕 

〔資料１－Ⅲ－33〕国の一般会計税収の推移 

 

〔資料１－Ⅲ－34〕利払費と金利の推移 
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（財政健全化目標） 

我が国で最初の財政健全化目標が策定されたのは、昭和 51（1976）年で

あり、当時は特例公債脱却を目標としていました。現在、政府は、令和７

（2025）年度の国・地方を合わせた基礎的財政収支の黒字化を目指すととも

に、同時に債務残高対ＧＤＰ比の安定的な引下げを目指すこととしています。

我が国で、国・地方の基礎的財政収支の黒字化を目標に掲げ始めてから約 21

年が経過し、その間、目標達成年度は何度も後ろ倒しにされてきました。令

和５（2023）年１月に公表された内閣府「中長期試算」においては、経済が

足もとの潜在成長率並みで将来にわたって推移する姿を試算したベースラ

インケースでは、国・地方の基礎的財政収支は赤字が継続し、中長期的には

その赤字幅が拡大していく見通しが示される一方、成長実現ケースで示され

たような力強い経済成長が実現し、今後も歳出効率化努力を継続した場合に

は、令和７（2025）年度の目標達成が可能であるという姿が示されています。

そのためには、租税の財源調達機能がしっかりと発揮されることが不可欠で

す。 

 

（一時的なショックに対する財政の対応） 

健全な財政とそれによって生み出される財政余力の確保は、世代間の公平

や危機への備えという意味で必要不可欠なものです。感染症の拡大や自然災

害、経済危機、戦争といった経済社会への一時的なショックが実際に発生し

た場合には、一時的に大規模な財政出動によって当面の対処を行ったとして

も、危機が去った後でその状況をいかにして元に戻すかを考えておかなけれ

ばなりません。 

 

＜参考：我が国における一時的なショックに対する財政の対応＞ 

平成２（1990）年に湾岸戦争が勃発した際には、平和回復活動の支援のために、計

１兆 1,700 億円の資金貢献を行うこととされました。これに対しては、財源が確保さ

れるまでのつなぎの短期債として発行された「湾岸地域における平和回復活動を支援

する財源を調達するための臨時特別公債」（9,689 億円）を発行した上で、歳出削減等

（5,020 億円）を行うほか、法人税額のうち 300 万円を超える部分を課税標準として税

率 2.5％を課する法人臨時特別税（4,400 億円）、石油税と同じ課税物件に対して石油税

の５割相当額を賦課する石油臨時特別税（2,280 億円）を１年に限って課すことで当該
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臨時特別公債の償還財源を含め、必要な財源を確保することとされました。  

平成 23（2011）年に東日本大震災が発生した際にも、同年７月には、集中復興期間

に係る事業費と財源の見込みを 19 兆円程度の規模とする復興財源フレームを示し、当

面の資金調達は復興債を活用することとされました。復興財源フレームは、復興の状況

に応じて見直しが行われてきており、現在では、第２期復興・創生期間を含めた事業費

と財源の見込みを 32.9 兆円程度の規模とし、財源は、歳出削減・税外収入等（20.2 兆

円程度）のほか、復興特別税53等（12.7 兆円程度。復興特別法人税の１年前倒しでの廃

止に伴う補填分 0.8 兆円程度を含みます。）とされています。 

 

諸外国の例を見ても、平成 20（2008）年に発生したリーマン・ショック

の際には、主要各国は公共投資の増加・前倒し及び減税をはじめとする短期

的な景気対策（平成 20～22（2008～2010）年）が次々に実施されました。

しかし、金融危機が収まってからは、財政健全化に向けた取組みが着実に実

施されました。 

〔資料１－Ⅲ－35〕諸外国の総合的な景気対策と財政運営目標 

 
 

＜参考：諸外国におけるリーマン・ショック後の財政の対応＞ 

アメリカでは、平成 24（2012）年度以降、令和３（2021）年度までの 10 年間にお

いて防衛費などの裁量的経費に上限を設定し、計 9,000 億ドルを削減するなどの取組

みを行いました。また、ブッシュ政権下で廃止された遺産税の復活及び最高税率の引上

げ、富裕層に対する所得税減税の打切り、社会保障減税の打切りを行うことで財政規律

 
53 平成 23（2011）年当時は、復興特別所得税（2.1％の付加税×25 年）、復興特別法人税（10％の付加税×

３年）、個人住民税均等割等でした。 

国名 総合的な景気対策の概要
財政収支対GDP比

(2009年度見通し)
財政運営目標

米国
○2009年2月、公共投資、減税等を内容とする「2009年米国回

復・再投資法案」が成立。
【約7,870億ドル（約77.1兆円）：複数年度の措置。2009年度及

び2010年度に全体の約70％（対GDP比約3.8％）】

▲12.3％
○ 2009年2月、オバマ大統領は、財政赤字を一期目の

任期終了（2013年1月）までに半減すると発表。

英国
○ 2008年11月、VAT（付加価値税）の一時的引下げ、公共投

資支出の前倒し等を内容とする景気対策を発表。
【2010年3月までに総額約200億ポンド（約2.8兆円）：対GDP比

約1.3％】

▲8.0％
○ 2008年11月、不況期を脱した後、投資支出を除いた

収支を毎年改善させるという、一時的な財政運営規定
を導入。

フランス

○ 2008年12月、公共投資、企業の資金繰り支援等を内容と

する景気対策を発表。2009年2月、雇用・中低所得者対策を発

表。
【2009年及び2010年の2年間で総額約291億ユーロ（約3.7兆

円）：対GDP比約1.5％】

▲5.6％
○ 2007年11月時点では、2012年度までに財政収支均

衡達成を見込んでいたが、2009年3月時点では、2012

年度の財政収支は対GDP比▲2.9％との見通し。

ドイツ

○ 2008年11月、公共投資等を内容とする景気対策を発表。

2009年1月、公共投資、減税等を内容とする追加景気対策を

発表。
【2009年及び2010年の2年間で総額約800億ユーロ（約10.2兆

円）：対GDP比約3.2％】

▲3.0％

○ 2007年12月時点では、2010年度までに財政収支黒

字化達成を見込んでいたが、2009年1月時点では、

2012年度の財政収支は対GDP比▲2.5％との見通し。

（出典） 総合的な景気対策の概要における名目GDP：IMF世界経済見通しデータベース（2008年10月）における2009暦年の数値。

　　　　　財政収支対GDP比：米国:2010年度大統領予算教書（2009年2月）、英国:プレ・バジェット・レポート（2008年11月）、

　　　　　　　　　　　　　　　　　 フランス:2009年第二次補正予算法案資料（2009年3月）、ドイツ:安定化プログラム（2009年1月）

（注）為替レートは、1ドル=約98円、1ポンド=約138円、1ユーロ=約127円（2009年3月16日時点）にて計算。

財政健全化のための規定を基本法(憲法)改正に盛り
込むことを発表。(詳細は政府内で検討中。)
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を確保することとされました。 

イギリスでは、社会保障を中心とした歳出削減を行うとともに、付加価値税の段階的

な引上げや資産規模に応じた銀行税の導入を行い、歳出・歳入両面から財政赤字の削減

に取り組みました。 

フランスでは、年金支給開始年齢引上げや医療保険支出の総額目標の伸び率を引き

下げるとともに、所得税の最高税率引上げ・富裕税（資産税）の税率引上げ、大企業へ

の法人税付加税の導入及び金融取引税の導入を行うことで、財政健全化を図りました。 

ドイツでは、長期失業者に対する失業保険給付の抑制など歳出削減を行うとともに、

核燃料税の導入、出国旅客に対する航空税の導入や保有デリバティブ等に応じた銀行

負担金の導入を行うことで財政収支の黒字化を目指しました。 

 

同様に、令和２（2020）年以降の新型コロナの世界的な感染拡大に際して

は、各国とも緊急的な財政出動として、ロックダウン下での営業支援、特別

融資、雇用維持のための補助金、ワクチン接種などの取組みを行い、一時的

に財政状況は悪化しました。 

〔資料１－Ⅲ－36〕Ｇ５における新型コロナ対応策 

国名  新型コロナ対応政策 

アメリカ 

予
算 

• 個人への現金給付（計３回：8,530 億ドル）    

• 中小企業向け給与保護プログラム 

• 失業給付制度の拡充          

税
制 

• 雇用を維持した際の給与支払いへの補償 

• 児童税額控除の拡充 

• 勤労所得税額控除の拡充    

イギリス 

予
算 

• 中小企業向け緊急融資 

• 自営業者への助成金 

• 従業員の雇用を維持した雇用者への助成金 

税
制 

• 事業用固定資産税の免税及び軽減措置の適用 

• 外食等に係る付加価値税率引下げ 

ドイツ 

予
算 

• 子育て世帯向け給付（計２回：１回目につき 40 億ユーロ） 

• 従業員操業短縮手当の拡充 

• 小規模事業者・中小企業向け給付金（1,080 億ユーロ） 

税
制 

• 付加価値税率の時限的な引下げ 

• 欠損金繰戻しの最大額の引上げ 

• 在宅勤務者に対する所得控除の創設 

フランス 

予
算 

• 産業支援・競争力強化のための経済再興プランの構築 

• 企業が行う新規借入に対する政府保証 

• 零細企業・個人事業主支援のための基金設置 

税
制 

• マスク等に対する付加価値税に軽減税率適用 

• 法人税の軽減税率対象となる小規模事業者の範囲拡大 

日本 

予
算 

• 官民による実質無利子・無担保融資 

• 雇用調整助成金の特例措置の拡充 

• 特別定額給付金（計２回：14.2 兆円）      

税
制 

• 欠損金の繰戻しによる還付の特例 

• テレワーク等のための中小企業の設備投資減税 

• 住宅ローン控除の適用要件の弾力化 

（注）金額は、内閣府「世界経済の潮流 2020 年Ⅰ」（令和２（2020）年 11 月）による。 

 6.0兆ドル 

(624兆円) 

 7,029億ポンド 

(96兆円) 

1.4兆ユーロ 

(172兆円) 

5,900億ユーロ

(73兆円) 

293兆円 
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（備考）邦貨換算レートは、１ドル＝104 円、１ポンド＝137 円、１ユーロ＝123 円（基準外国為替相場

及び裁定外国為替相場：令和３（2021）年１月中適用）。なお、端数は四捨五入している。 

 

しかし、諸外国では、感染拡大が落ち着くにつれ、財政の健全性を回復す

るための様々なプランが公表されています。なお、一時的なショックに対す

る財政の対応においても、財源の確保はもちろんのこと、デジタル化の進展

を踏まえたリアルタイム情報の活用などにより、対象を真に必要な分野・者

に絞るなどの視点が不可欠です。 

 

＜参考：諸外国における新型コロナ後の財政の対応＞ 

アメリカでは、令和４（2022）年８月に成立したインフレ抑制法において、総額 3,000

億ドル規模の財政赤字の削減策とともに、財源確保策として、年間利益が 10 億ドル超

の大企業に対する 15％の最低課税や、内国歳入庁の税務執行の高度化・強化等が盛り

込まれています。 

イギリスでは、新型コロナの影響により増加した債務残高を減少させるべく、令和３

（2021）年３月、法人税率の 19％から 25％への引上げや配当所得課税の税率引上げが

発表されました。しかし、令和４（2022）年９月、ジョンソン首相辞任後に成立したト

ラス政権下において、当該法人税率及び配当所得課税引上げの撤回を含む大規模な減

税政策が公表されました。財源なき減税政策の提案に対し、ポンドの下落や金利の急上

昇といった市場の混乱が生じた結果、減税政策のほとんどは撤回されることとなり、ト

ラス首相及びクワーテン財務相は退任を余儀なくされました。スナク首相・ハント財務

相の下で、次世代に負債を残さないという財政規律を重んじる姿勢が示され、法人税率

及び配当所得課税引上げが予定通り行われるとともに、経済安定と信頼回復を最優先

事項とし、正確な経済・財政予測に基づいた新たな財政ルール、中期財政計画が策定さ

れました。  

 

（国民負担率の国際比較） 

我が国の国民負担率は、令和５（2023）年度ベースで 46.8％の見込みと

なっています。国民負担の水準は、単に負担率が高い／低いということのみ

ではなく、高齢化の状況や社会保障などの政府の歳出の水準等、それぞれの

国が置かれた経済社会の状況に応じて論じられるべきものです。 

そうした観点を踏まえ、我が国を含めた主要国の国民負担率の水準を比較

してみると、例えば、国民負担率と社会保障給付の間には正の相関がありま

すが、我が国の場合は、諸外国に比べ、給付と負担のバランスが不均衡の状

態に陥っています。他方、国民負担率に財政赤字の要素を追加した潜在的国
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民負担率は、令和５（2023）年度では 53.9％の見込みとなっており、福祉国

家として名高いスウェーデンと同程度の水準です。つまり、我が国の場合は、

負担を将来世代に先送りしながら、（その負担に比して）過大な水準の受益

を享受していることになります。 

〔資料１－Ⅲ－37〕国民負担率の国際比較 

 

 

租税の財源調達機能が十分に果たせていないままの状態を存置し続ける

ことは、将来世代へ負担を先送りしているのみならず、あわせて危機に対す

る脆弱性の克服も先送りしていることを意味します。今を生きる世代の責任

として、将来世代の利益も念頭に、財政の持続可能性を確保するために、持

続的な経済成長を実現しつつ、租税に求められる機能を回復することが重要

です。  
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フランス
（2020年）
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ドイツ
（2020年）

英国
（2020年）

米国
（2020年）

日本
（2020年度）

（注１） 日本の2023年度（令和５年度）は見通し、2020年度（令和２年度）は実績。諸外国は推計による2020年暫定値。
（注２） 財政収支は、一般政府（中央政府、地方政府、社会保障基金を合わせたもの）ベース。

ただし、日本については、社会保障基金を含まず、米国については、社会保障年金信託基金を含まない。
（出典）日本：内閣府「国民経済計算」等 諸外国：OECD “National Accounts”、 “Revenue Statistics”、 “Economic Outlook 112”（2022年11月）

日本
（2023年度）
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10．経済社会の構造変化への対応 

 

（経済社会の構造変化を踏まえた「あるべき税制」の構築） 

これまで見てきたような経済社会の構造変化を踏まえ、今を生きる私たち

現在世代、そして、これからを生きていく将来世代が、将来に希望が持てる

ような、公正で活力ある社会を実現するため、税制についても、「公平・中

立・簡素」を基本としつつ、経済社会の構造変化を見据えた見直しを進めて

いくことが求められます。 

第２部で詳述する個別税目の現状と課題に先駆けて、「あるべき税制」の

構築に向けた各税目の見直しの大きな方向性について、簡潔に触れておきま

す。 

個人所得課税については、所得の稼得段階で累進的に課税を行い、所得に

応じて公的サービスの財源を支え合うための基幹税として、引き続き、財源

調達機能と所得再分配機能を適切に発揮していくことが重要です。このため、

人口減少・少子高齢化問題の進展、働き方や所得の稼得手段の多様化、家族

のあり方の多様化などを踏まえ、所得の性質に応じた課税方式や各種控除の

あり方を含め、納税者利便や税務執行の効率性にも留意しながら、バランス

の取れた体系となるよう必要な見直しを検討していく必要があります。 

資産課税については、相続税・贈与税では、近年の税制改正で、課税ベー

スの拡大を含む税率構造の見直しや、資産移転の時期の選択により中立的な

税制の構築が行われてきました。これらの改正の影響を見極めつつ、経済の

ストック化の進展や老後扶養の社会化などの経済社会の構造変化や税制全

体を通じた再分配機能が適切に確保されているかといった観点を踏まえ、引

き続き、相続税・贈与税のあり方を考えていく必要があります。固定資産税

については、引き続き、市町村が住民サービスを提供するために必要な基幹

税として、人口減少・少子高齢化が進行していく中においても、負担の公平

を図りつつ、安定的に確保していく必要があります。 

消費税（国・地方）については、日本の社会保障制度においては、社会保

険制度が基本であり、それを賄う財源は、原則、社会保険料となりますが、

それを補完54する財源としては、特定の世代に偏らず幅広い国民が負担を分

 
54 社会保障制度改革国民会議報告書（平成 25（2013）年８月）においては、社会保険制度への公費投入の理

由として、「無職者や低所得者も保険に加入できるよう、保険料の負担水準を引き下げること」等が挙げら

れています。 
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かち合うことができ、税収の変動が少ない消費税がふさわしいものと言えま

す。更なる増加が見込まれる社会保障給付を安定的に支える観点からも、消

費税が果たす役割は今後とも重要です。また、経済のグローバル化・デジタ

ル化が進展する中、国内外の経済主体の競争条件に中立的であるとの消費税

の特徴は、その意義を増してきていると考えられます。車体課税については、

エネルギー・環境問題などの変化からの要請にも応えつつ、モビリティの将

来像も見据えながら、電気自動車等の普及を念頭に置いた見直しについても

検討していくことが求められます。 

法人課税については、企業活動が我が国経済において大きな比重を占める

中で、個人所得課税、消費課税とともに基幹税として、政府の安定的な財源

としての役割を果たすことが求められています。これまで「成長志向の法人

税改革」等、社会情勢にあわせた対応を行ってきましたが、期待された成果

につながるものであったのか、今後、客観的・実証的な検証が求められます。

なお、法人実効税率の国際的な引下げ競争は、世界的な最低税率導入の合意

を受けて、一定の歯止めがかかったものとなっています。また、公平・中立

といった租税原則の例外である租税特別措置等については、その必要性・有

効性について、ＥＢＰＭの観点も踏まえた不断の効果検証を行い、真に必要

なものに限定する必要があります。加えて、地方法人課税についても、社会

経済状況や企業活動の変化に対応したものとするため、外形標準課税のあり

方などを検討していくことが必要です。 

国際課税については、経済のグローバル化・デジタル化が進む中、法人税・

消費税にわたり、全体として適切な課税を行うという視点が重要になってい

ます。その際、まずは、ＯＥＣＤ／Ｇ20 の「ＢＥＰＳ（Base Erosion and 

Profit Shifting; 税源浸食・利益移転）包摂的枠組み」の「２本の柱」に基づ

く国際課税ルールの見直しの着実な実施が求められます。さらに、租税条約

ネットワークの質・量の更なる拡充や、税に関する情報交換の促進も図って

いく必要があります。 

納税環境の整備については、経済社会のデジタル化とそれに伴うグローバ

ル化、経済取引や働き方の多様化を踏まえ、税務手続のデジタル化等を通じ

て納税者が簡便かつ適正に申告・納付を行えるよう利便性と申告内容の適正

性を同時に向上させ、適正・公平な課税・徴収を実現していくことが求めら

れます。 
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今後も経済社会の構造がこれまで以上の速度で変化していくであろうこ

とを見据え、そのような新たな時代の動きに適切に対応した税制のあり方を

探求することを考えていかなければならないのではないでしょうか。 

 

第２部では、税目ごとの「あるべき税制」について見ていきます。  
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第２部 個別税目の現状と課題 

 

Ⅰ．個人所得課税 

 

１．個人所得課税の概要 

 

（１）個人所得課税の特徴と役割 

個人所得課税は、消費や将来の消費に備えた資産の蓄積に充てることがで

きる経済的な価値である「所得」に担税力を見出し、個人が所得を稼得した

段階で、その負担能力を示す暦年ごとの所得の大きさに応じて税負担を求め

るものです。国税では所得税があり、地方税では個人住民税があります。 

国民の多くは、会社から給与を得たり、事業を営んで利益を得たり、預貯

金の利子や株式の配当を得たり、土地や株式などの資産の譲渡益を得たりと、

何らかの所得を得て生活しており、個人所得課税との関わりを持つこととな

ります。個人所得課税は財源調達において基幹的な役割を担っています。 

個人所得課税の基本的な仕組みを概観すると、担税力の指標として、個人

が稼得する経済的な価値を、できる限り広く、包括的に捉えるという考え方

を基本とし、課税対象となる「所得金額」は、事業、給与、配当などの収入

から、それぞれの必要経費や給与所得控除等を差し引いたものを足し合わせ

て計算されます。他方、一定の社会保障給付やＮＩＳＡ制度（Nippon 

Individual Savings Account 制度; 少額投資非課税制度）に基づく所得など、

その性質や政策的要請により非課税等とされ課税対象から除かれている所

得や、租税特別措置等として負担軽減が図られている所得もあります。 

「所得金額」の合計から、基礎控除、配偶者控除、扶養控除などの個々の

納税者の世帯構成などの事情に応じた人的控除や、社会保険料控除、医療費

控除など特別の事情に応じた控除からなる「所得控除」を差し引いて「課税

所得金額」が求められます。 

「課税所得金額」に税率を適用して「税額」を算出する際に所得税におい

て適用する税率には、原則として「超過累進税率」が採られています。これ

は、課税所得の金額の大きさに応じて段階的に区分（以下「ブラケット」と

言います。）し、より高いブラケットに進むに従って、そこに含まれる所得

金額に対してより高い税率を適用するという仕組みです。現行の所得税の税
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率構造は５％から 45％までの７段階となっています。個人住民税は、一律

10％の比例税率となっています。住宅ローン控除のように、算出された税額

からさらに一定額を差し引く「税額控除」の仕組みも存在します。 

〔資料２－Ⅰ－１〕所得税（総合課税分）の基本的な仕組み（イメージ） 

 

〔資料２－Ⅰ－２〕個人所得課税の課税対象及び諸控除（イメージ） 
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所得税においては、こうした控除や累進税率を通じて、例えば、他の人の

２倍の所得を有する人は、他の人の２倍より大きな税金を負担することにな

ります。こうした累進性を有する所得税は、垂直的公平の確保に優れており、

税制の中で所得再分配機能について中心的な役割を担っています。 

さらに、累進性を有することから、好況期には、所得の増加率を上回る比

率で税負担が増加し、不況期には、逆に、所得の減少率以上の比率で税負担

が減少します。このように、可処分所得の増減幅の緩和を通じて、所得税は、

景気変動の振幅を緩和する経済自動安定化機能（ビルトインスタビライザー

機能）を担っています。 

財源調達機能、所得再分配機能、経済自動安定化機能といった幅広い役割

を担う個人所得課税は、税体系において最も重要な基幹税と言うことができ

ます。 

地方税である個人住民税は、地域社会の費用を住民がその能力に応じ広く

負担を分任するという負担分任の性格と、地方公共団体が提供するサービス

の受益に応じて負担するという性格（応益性）を有しており、一律 10％の

比例税率が採用されています（所得割）。また、所得割に加えて、住民が地

域社会の費用の一部を等しく分担する均等割55が課されています。課税最低

限や基礎控除等の人的控除は所得税よりも低く設定されており、所得税より

も多くの納税義務者で地域社会の費用を分担することとされています。 

これらのことから、個人住民税は地方自治を支える税として位置付けられ

ます。また、個人住民税の税収は年度間を通じて安定的であるとともに、偏

在性が比較的小さいという特徴を有しています。 

なお、令和元（2019）年度に森林環境税・森林環境譲与税が創設され、令

和６（2024）年度から市町村が個人住民税均等割とあわせて年額 1,000 円の

賦課徴収を始めることとされています56。 

 

 
55 都道府県 1,000 円、市区町村 3,000 円。平成 26（2014）年度から令和５（2023）年度までの間、東日本

大震災を教訓とした防災施策に係る財源として 500 円ずつ引上げ。 
56 森林環境税・森林環境譲与税は、パリ協定の枠組みの下における我が国の温室効果ガス排出削減目標の達

成や災害防止等を図るため、森林整備等に必要な地方財源を安定的に確保する観点から創設されたもので、

令和元（2019）年度から地方公共団体への譲与が開始され、森林整備等に活用されています。 
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（２）所得分類・課税方式 

所得には様々な種類のものがありますが、経常的に発生するか一時的に発

生するか、必要経費があるかどうかなど、所得の発生形態、性質などに応じ、

「給与」、「退職」、「利子」、「配当」、「譲渡」、「事業」、「不動産」、「山林」、

「一時」、「雑」の 10 種類に分類されています。 

その上で、稼得した所得を全て総合し、納税者の総合的な担税力に応じて

累進税率を適用する「総合課税」を行うことを基本としています。 

ただし、上記のうち、退職所得、利子所得、配当所得、山林所得や、株式

や不動産の譲渡所得等については、総合課税の例外として、所得を発生形態、

性質に応じて区分し、異なる税率（一般的には、比例税率）を適用して税額

を算出する「分離課税」が採られています。それぞれの所得の対象や計算方

法等については、以下のとおりです。 

〔資料２－Ⅰ－３〕各種所得の対象・計算方法・課税方法 

 

 

所得税は、納税者自らが所得額と税額を確定して申告し、自主的に納付す

る申告納税制度を基本としており、そのために事業所得者等に対しては、帳
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簿・書類の保存制度や記帳義務57が設けられています。他方、適正で確実な

課税を確保し、納税者の便宜に配慮するなどの観点から、給与や利子等につ

いて、雇用主や金融機関などの支払者が支払の際に税額を徴収して納付する

源泉徴収制度が設けられています。納税者の手続きを簡便化する観点から、

給与の源泉徴収義務者である雇用主には、その年の最後の給与等を支払う際

に、給与の総額に対する最終的な税額と、年間を通じて納付された源泉徴収

税額の合計額との過不足を調整する「年末調整」を行う仕組みが設けられて

いることから、多くの給与所得者は、確定申告を要しないこととされていま

す。公的年金等の受給者についても、一定の収入以下であるといった要件を

満たす場合には源泉徴収のみで課税関係が終了し、確定申告を要しないこと

とされています。 

 

＜参考：源泉徴収制度の沿革＞ 

我が国の源泉徴収制度は、明治 32 年度税制改正において公社債の利子について導入

されて以降、漸次、対象が拡大され、昭和 15 年度税制改正において、一定の勤労所得

も対象とされました。その後、昭和 22 年度税制改正において、給与所得に係る年末調

整の仕組みが導入されました。足もとの令和３（2021）年度においては、所得税収 21.4

兆円のうち、約 82％に相当する 17.5 兆円が源泉徴収の方法により徴収されています。 

 

また、税務当局においても所得の算定などに関する事実関係を把握できる

よう、利子、配当、株式等譲渡益の支払調書、報酬、料金等の支払調書、給

与所得、退職所得、公的年金等の源泉徴収票などの法定調書の作成、提出な

どが、これらの支払を行う者に対して義務付けられています。 

一方、個人住民税は、市町村が税額計算を行い、道府県民税とあわせて賦

課徴収することとされています。給与や利子等については所得税の源泉徴収

制度と同様、雇用主や金融機関などの支払者が税額を徴収して納入する特別

徴収制度が設けられています。 

 

［補論］各所得分類に関するこれまでの経緯と留意点 

所得の捉え方については、経済的利得のうち、利子、配当、地代、事業からの利潤、

給与などの、反復的・継続的に生じる利得のみを捉えるのか（制限的所得概念）、これ

らに加え、資産の譲渡益のような一時的・偶発的な利得も含めるのか（包括的所得概念）

 
57 雑所得を生ずべき業務を行う居住者については、その年の前々年のその業務に係る収入金額が 300 万円を

超える場合にのみ、取引に関する書類の保存義務が課されています。 
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により二つの考え方があります。アメリカは包括的に所得を捉えてきたのに対し、ヨー

ロッパ諸国は、かつては所得を制限的に捉え、譲渡益のような利得を除外してきまし

た。 

我が国でも、戦前は所得を制限的に捉え、各種の勤労、事業、資産から生ずる反復的・

継続的な収入から得られる所得のみが課税対象とされていました。その後、 

・ 一時的・偶発的・恩恵的利得であっても、利得者の担税力を増加させるものである 

限り、課税の対象とすることが公平負担の原則の要請に合致する、 

・ 全ての利得を課税の対象とし、累進税率の適用のもとにおくことが所得税の再分

配機能や経済自動安定化機能を高める、 

といった考え方に基づき、昭和 22（1947）年の税制改正において、株式等の譲渡所得

を課税対象とするとともに、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時

の所得を課税対象とする「一時所得」を創設するなど、漸次、包括的所得概念に基づく

制度が整備されてきました。 

   

① 給与所得 

給与所得は、給与収入の金額から、その収入金額に応じて算定される給与所得控除

の額を差し引いて算出されます。なお、給与所得控除に加えて、確定申告により研修

費や資格取得費等の「特定支出」の額のうち給与所得控除額の２分の１を超える金額

について控除することができる特定支出控除も設けられています。 

給与所得控除の性格については、「勤務費用の概算控除」と「他の所得との負担調

整のための特別控除」の二つの性格を有するものと整理されています。 

「他の所得との負担調整のための特別控除」とは、いわゆる給与所得者が専ら身一

つで、使用者の指揮命令に服して役務提供を行うことから、失業などの不安定性のほ

か、有形、無形の負担、拘束を余儀なくされ、その役務の提供による成果のいかんに

かかわらず、その対価があらかじめ定められた給与の支給にとどまるといった給与

所得者に特有の事情に対して斟酌を加えるものですが、就業者に占める給与所得者

の割合が約９割となっている現状で、「他の所得との負担調整」を認める必要性は薄

れているのではないかと考えられます。 

また、給与所得控除によりマクロ的には給与収入総額の３割程度が控除されてい

ますが、給与所得者の必要経費と指摘される支出は給与収入の約３％程度と試算さ

れており、主要国との比較においても全体的に高い水準となっているなど、「勤務費

用の概算控除」としては相当手厚い仕組みとなっています。 

こうした点を背景に、給与所得控除の見直しが行われてきており、平成 24 年度税

制改正においては、給与収入に応じて逓増的に控除が増加する給与所得控除に上限

（245 万円）を設けるとともに、平成 26 年度税制改正では、段階的に給与所得控除

の上限が引き下げられ、220 万円とされました。 

平成 30 年度税制改正では、働き方の多様化が進展している中で、働き方や収入の
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稼得方法により所得計算が大きく異なる仕組みを是正し、働き方に中立的な税制を

実現する観点から、給与所得控除・公的年金等控除の控除額を 10 万円引き下げると

ともに、基礎控除を同額引き上げる改正が行われました。 

その際、子育て世帯等に負担増が生じないよう配慮しつつ、給与所得控除の上限に

ついて引下げが行われ、195 万円とされました。 

 

② 退職所得 

退職金は、一般に、長期間にわたる勤務の対価の後払いとしての性格とともに、退

職後の生活の原資に充てられる性格を有しています。 

このような退職金の性格から、一時に相当額を受給するため、他の所得に比べて累

進緩和の配慮が必要と考えられることを踏まえ、退職所得については、他の所得と分

離して、退職金の収入金額から退職所得控除額を控除した残額の２分の１を所得金

額として、累進税率により課税されます（２分の１総合課税）（個人住民税は比例税

率）。退職所得控除は、勤続年数 20 年までは１年につき 40 万円、勤続年数 20 年超

の部分については１年につき 70 万円となっています。 

この累進緩和措置に対する近年の制度改正としては、短期間のみ在籍することが

予定されている役員などについて、給与を低く抑え、高額の退職金を支払うことによ

り、税負担を低くすることも可能であったことから、平成 24 年度税制改正及び令和

３年度税制改正において、勤続年数５年以下の法人役員等の退職金については「２分

の１総合課税」を適用せず、勤続年数５年以下の法人役員等以外の者の退職金につい

ても、退職所得控除額を控除した残額のうち 300 万円を超える部分については、「２

分の１総合課税」を適用しないこととされました。 

退職金の支給形態を、退職一時金から確定給付企業年金法等に基づく年金方式に

移行する動きも増えていますが、退職者が、退職時に一時金として受け取れば、「み

なし退職所得」として退職所得課税が行われており、確定給付企業年金・確定拠出年

金ともに、依然として相当数が一時金受給を選択しているのが実態となっています。 

現行の課税の仕組みは、勤続年数が長いほど厚く支給される退職金の支給形態を

反映したものとなっていますが、近年は、支給形態や労働市場における様々な動向に

応じて、税制上も対応を検討する必要が生じてきています。 

 

③ 利子所得 

利子は大量に発生し、その元本である預貯金等が多種多様であるといった性格を

有しています。こうした性格を踏まえて実質的な課税の公平を確保する観点や、執行

面での制約を考慮し、利子所得に対しては、所得税 15％及び個人住民税５％の源泉

分離課税を基本としています。 

他方、給与所得等を実質的に利子所得に転換し、税負担の軽減を図るといった行為

を防止する観点から、平成 25 年度税制改正で同族会社の株主が受ける社債の利子に
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ついては総合課税の対象とする等の見直しが行われてきました。 

 

④ 配当所得 

配当は、基本的には、法人事業への出資に対する成果の分配という事業参加的な所

得の性格を有しているため、上場株式の一定割合以上を保有するいわゆる「大口株

主」に対する配当や非上場株式の配当について総合課税の対象とされています。 

一方で、配当には、預貯金や投資信託と並ぶ金融商品から得られる一定の収益とい

う面もあります。例えば、金融商品間の垣根が低くなる中、税負担に左右されずに金

融商品を選択できるよう、利子・配当を含め、税率等の課税方式を均衡化するため、

金融所得課税の一体化が進められてきました。現在では、いわゆる「大口株主」以外

への上場株式の配当については、上場株式や特定公社債の譲渡益、特定公社債の利子

と同様に、国・地方を合わせた税率が一律 20％とされ、互いに損益通算が可能とな

っています。 

 

⑤ 譲渡所得 

譲渡所得は、資産の譲渡により生じる所得であり、譲渡価額から取得費等を控除し

て算出されますが、資産の譲渡により所有資産のキャピタルゲイン（価値の増加によ

る利益、増価益）が実現される機会を捉えて課税するものです。 

包括的な所得に課税するとの考え方からは、未実現のキャピタルゲインも経済的

価値であるため、課税対象としての所得に含めるべきものであるとされますが、キャ

ピタルゲインを時価評価、発生主義で捉えて、未実現の所得に課税することは容易で

ないことから、主要国と同様に、課税は原則として所得の実現時に行われています。

このため、毎年生じる資産価格の値上がり益について、譲渡時まで課税が繰り延べら

れている面があります。したがって、譲渡など資産の移転があれば、この機会を捉え

て実現されたキャピタルゲインに対して適正に課税することが公平の確保などの観

点から必要です。 

また、所得が発生する時点、すなわち譲渡の時点を納税者が自由に選択できるとい

う意味で裁量性が高い所得であることに留意しなければなりません。 

保有期間が５年を超える資産に係る譲渡所得（長期譲渡所得）については、長期間

蓄積された利得が一時に実現し、かつその額が比較的大きいのが通例であるので、累

進税率を緩和する観点から、「２分の１総合課税」の原則が適用されています。なお、

譲渡益は「２分の１総合課税」となる一方、譲渡損はその全額を総合課税の対象とさ

れる他の所得から差し引くことができる点で不均衡な制度となっているとの指摘も

なされています。 

一方、土地等や株式等の譲渡所得などについては、分離課税の対象とされていま

す。 

土地等の譲渡所得課税については、分離課税と総合課税の間でどのようにバラン
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スを取るか、経済社会情勢を踏まえながら様々な方式を経てきました58が、現在は、

原則として取得から５年以内の譲渡は 39％（国・地方合計）、取得から５年超の譲渡

は 20％（国・地方合計）の税率が適用されています。 

株式等の譲渡益については、金融所得課税の一体化を経て、20％（国・地方合計）

の分離課税とされています。ただし、例えば、企業における報酬制度の一環として付

与されたストックオプションの行使によって株式の売却益を得たり、所有と経営の

分離が徹底されていない法人の株式に係る配当を繰り延べ、譲渡益という形で所得

を得たりすることも可能になるなど、総合課税の対象となる給与所得や事業所得と、

譲渡所得・配当所得といった資産性所得の間の境目が曖昧になってきているといっ

た状況にも留意することが重要です。 

 

⑥ 事業所得 

事業所得は、個人が営む事業から得られる所得であり、総収入金額から必要経費を

控除して所得金額が算出されます。事業所得の必要経費については、法人の場合と基

本的に同様で、売上原価、販売費、一般管理費などが含まれるほか、減価償却費等も

含まれます（さらに、青色申告の場合には、引当金、準備金、特別償却等の制度の適

用が認められています。）。 

なお、所得を得るための必要経費と異なり、所得の処分に当たる家事費・家事関連

費は、所得の計算上、必要経費のように差し引くことは認められません。このため事

業上の必要経費と家事費・家事関連費とを区別することが必要です。 

事業所得を稼得する納税者が、自らの所得を適正に申告し、その所得に対する税額

を納税するためには、正確な記帳が重要になります。適正な記帳を奨励するため、シ

ャウプ勧告を受けて、青色申告制度が設けられ、一般の記帳より水準の高い記帳を行

う納税者に対して、青色申告特別控除をはじめ、特別の軽減措置を講じたり、更正や

不服申立ての手続き上、有利な取扱いを認めたりするなどの優遇措置が講じられて

います。 

青色申告特別控除については、正規の簿記で記帳した場合に 55 万円、簡易な方法

で記帳した場合（所得 300 万円以下は現金主義も可）に 10 万円の所得控除を行うも

のですが、平成 30 年度税制改正において、正規の簿記での記帳に加え、電子帳簿保

存又はｅ－Ｔａｘ（国税電子申告・納税システム）による電子申告の要件を満たした

場合に控除額を 10 万円上乗せし、65 万円の控除を認めることとされました。 

 
58 土地等の譲渡益については、昭和 28 年度税制改正において、「２分の１総合課税」が採用されましたが、

昭和 39 年度税制改正において、保有期間３年以内の短期譲渡所得についてはその全額が総合課税の対象と

されました。昭和 44 年度税制改正において、保有期間５年以内の短期譲渡所得と保有期間５年超の長期譲

渡所得に分け、それぞれについて分離比例課税を導入するとともに、短期譲渡所得に重課することとされま

した。その後、昭和 50 年度税制改正では、地価高騰を背景に、長期譲渡所得のうち一定額までは比例税率

を適用した上、それを超える額について「４分の３総合課税」が導入され、昭和 57 年度税制改正において

「２分の１総合課税」とされた後、昭和 63（1988）年 12 月の税制改正において、現在と同様の分離比例課

税方式へと改められました。 
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足もとにおいては、正規の簿記の原則に従った記帳を行っている個人事業主は約

３割にとどまるほか、上乗せの青色申告特別控除を適用している納税者の大宗は、ｅ

－Ｔａｘによる電子申告の要件を満たした者となっています。 

 

＜参考：青色事業専従者給与等＞ 

我が国においては、親族間の恣意的な所得分割による租税回避を防止するため、

個人事業主による生計を一にする親族への給与支払いを必要経費に算入しないと

する必要経費の特則が設けられています。 

しかし、一定の帳簿を備え、記帳を行うことにより、事業と家計を明確に分離で

きる青色申告者に限っては、その事業専従者の給与の全額を必要経費とすることが

できます（青色事業専従者給与制度）。これにより、専従者給与の支払による配偶

者などへの所得分与が可能となっている面があるとの指摘がありますが、この点に

ついては、就労の実態などに照らして、過大な給与の支払などがある場合には制度

の厳正な運用により対処することが適当であると考えられます。 

一方、白色申告をしている事業所得者の場合は、事業に専従している配偶者につ

いては最高 86 万円、その他の親族については最高 50 万円を白色専従者控除とし

てその事業所得の金額の計算上、概算的に控除できます（事業専従者控除）。 

こうした違いは、より一層の課税の公平の確保に向け、青色申告の一層の普及を

通じた適正な申告水準の維持・向上を図ることの重要性に鑑みた措置であると考え

られます。 

 

⑦ 不動産所得 

不動産所得は、不動産、地上権などの不動産の上に存する権利、船舶・航空機を貸

し付けることによって生じた収入から必要経費を控除して所得金額が算出されます。 

不動産所得の実際の計算に当たっては、不動産所得を生ずべき事業と事業以外の

業務とを区分し、前者については事業所得と、後者については概ね雑所得と同様の取

扱いがなされています。 

具体的には、不動産所得を生ずべき事業である場合には、事業所得と同様に、青色

申告特別控除が可能（最高 65 万円）であり、また、青色事業専従者給与等の適用も

受けることができます。 

一方、不動産所得を生ずべき業務である場合には、雑所得と異なり、青色申告特別

控除が可能（最高 10 万円）となっていますが、青色事業専従者給与等については雑

所得と同様に、適用を受けられません。 

 

⑧ 山林所得 

山林所得は、一般的には長期間にわたり育成した立木を譲渡することにより生じ

るものであり、長期間を経て発生する所得が一時に実現するものであることなどに
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鑑み、分離課税とされ、５分５乗方式で所得が計算されます。 

山林所得は、後述する変動所得の一つとして、総合課税方式の中で５年間の平均課

税方式が適用された後、昭和 28 年度税制改正において変動所得から除外され、単独

で５分５乗方式を適用の上、総所得金額に上積みすることとされましたが、翌昭和

29 年度税制改正において分離課税方式の５分５乗方式とされました。この方式は、

大規模山林経営者を優遇するものであるといった批判がありながらも、現在まで維

持されています。 

なお、個人住民税については、所得割の比例税率化（10％）に伴い、平成 19（2007）

年度課税分から５分５乗方式を廃止し、山林所得は他の所得とともに総合課税され

ています。 

 

⑨ 一時所得 

一時所得は、上記で述べた給与所得から山林所得までの所得区分に該当しない所

得のうち、営利を目的とする継続的行為から生じた所得以外の一時の所得で、労務な

どの役務や資産の譲渡の対価としての性質を有しないものをいいます。例えば、遺失

物拾得者の受ける報労金、法人からの寄付、懸賞の賞金やギャンブルの払戻金、生命

保険の満期保険金、損害保険の満期返戻金などです。一時所得の金額は、総収入金額

からその収入を得るために支出した額（直接必要なものに限ります。）及び特別控除

を控除して算出し、その２分の１に相当する金額が、総所得金額を計算する際に、他

の所得と総合されます。 

一時所得にも、次に述べる雑所得にも、営利を目的とせず、臨時・偶発的に生じた

所得が含まれますが、その所得に対価性があるか否かでどちらの所得となるかが判

定され、課税関係が異なることとなる点について合理的なのかという考え方があり

ます。また、一時所得の中には様々な性質の所得が含まれますが、「２分の１課税」

を通じて累進緩和する必要があるかを個々の所得の性質に応じて判断していくべき

ではないかといった考え方もあります。 

 

⑩ 雑所得 

雑所得は、10 種類の所得区分のうち、他の９種類の所得区分に該当しない様々な

所得を一括したものです。その内容を見ると、以下に述べるとおり、公的年金等に係

るもの、業務に係るもの、先物や私的年金等資産運用に関連するもの等が混在する状

況となっています。 

雑所得に係る損失は、他の種類の所得と損益通算ができない一方、雑所得の区分内

においては、例えば、下記ア）・イ）のような総合課税が適用されている所得の間、

ないし分離課税が適用されている所得の間ではそれぞれ通算することが可能となっ

ています。また、公的年金等に係る雑所得は、概算控除となっている一方、それ以外

の雑所得は必要経費の実額控除となっています。 
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雑所得の中に性質の異なる所得が混在する状況に鑑みれば、他の所得区分と類似

の性質を持った所得については同様の扱いとすることを検討するなど、損益通算の

あり方を含め、経済実態に沿った整理をしていくことが必要と考えられます。 

 

ア）公的年金等に係る雑所得 

公的年金等については、かつて給与所得に分類されていました。しかし、給与所

得と同一の事情にない公的年金に、勤務費用の概算控除等の趣旨から設けられてい

る給与所得控除を適用することは合理的でなく、公的年金の受給者が経済的稼得力

が通常衰退する局面にある高齢者であるといった理由に基づき、昭和 62（1987）

年の税制改正において公的年金等控除が設けられ、所得区分も給与所得から雑所得

に変更されました。その後、平成 16 年度税制改正においては、世代間及び高齢者

間の公平を図る観点から、老年者控除の廃止とあわせて公的年金等控除の最低保障

額が引き下げられて現在に至っています。 

公的年金や私的年金については、保険料拠出時は所得控除を行い、資金運用も非

課税とされており、給付段階での税負担の公平性確保の観点から、公的年金等控除

の位置付けは重要です。 

現状では、公的年金等控除が適用される結果、年金受給者の課税最低限は、給与

所得者より高い水準となっており、先に述べた平成 30 年度税制改正における公的

年金等控除から基礎控除への振替後で見てもなお、我が国の公的年金に係る税負担

は国際的に見ても極めて低いものとなっています。 

また、公的年金等控除は、給与所得を得ている者にも適用されるため、給与所得

控除と公的年金等控除の重複適用により、同じ収入でも給与収入のみの者と、給与

収入と公的年金等を有する者で税負担が異なることとなります。 

こうした点を踏まえつつ、年金制度改革の議論の状況も見極めながら、公的年金

等に係る雑所得に対する課税のあり方を検討していく必要があります。 

 

イ）業務に係る雑所得 

近年、副業を希望する人が増加傾向にあります。税制上は、その所得を得るため

の活動が、社会通念上事業と称するに至る程度の規模で行っているかどうかで判定

し、事業所得か雑所得かを区分して扱うこととされています。 

その上で、雑所得を生ずべき業務を行う納税者の適正な課税の確保のため、令和

２年度税制改正において、前々年分のその業務に係る収入金額が 300 万円を超え

る場合には、取引に関する書類の保存を義務付ける改正が行われました59。 

 

ウ）資産運用関連の雑所得 

 
59 さらに、国税庁「『所得税基本通達の制定について』の一部改正について（法令解釈通達）」（令和４（2022）

年 10 月７日）により、帳簿書類を保存していない場合には、原則として雑所得と判定される旨が明確にさ

れました。 
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資産運用関連の雑所得については、上記イ）の業務に係る雑所得に該当する場合

もあると考えられますが、例えば、外貨預金の為替差益は総合課税、先物取引にか

かる所得や割引債の償還差益などは分離課税とされるなどその課税方式は区々と

なっています。 

 

＜参考：平均課税＞ 

所得税においては、上記で述べた 10 種類の所得分類とは別途、変動所得及び臨

時所得の平均課税という制度が存在します。変動所得とは、漁獲による所得や印税・

原稿料収入など、年によって変動が激しい所得であり、臨時所得とは野球選手など

が３年以上特定の者と専属契約を結ぶ際の契約金や、資産を３年以上他人に使用さ

せる契約を結ぶ際に受ける権利金で、２年分以上の金額であるものなどがこれにあ

たります。 

このような所得が、ある年の総所得金額の 20％以上を占めている場合には、そ

の５分の１をその他の所得と合算して得られる税額を課税標準額で割って求めた

平均税率で、残りの５分の４にも課税することとされます。 

こうした計算方式は、複数年かけて実現した所得を平準化し、過大な税負担とな

ることを避けつつ、所得再分配機能にも配意し、総合課税との調和を図った仕組み

と言えます。 

 

（３）非課税所得等 

先述のとおり、個人所得課税の課税対象となる「所得金額」は包括的に捉

えることが原則ですが、例えば、給与所得者に支給される旅費などの実費弁

償としての性格を有するものや、一定の社会保障給付など生活保障的性格を

有するもののように、その性質や政策的要請により非課税や免税とされて、

課税対象から除かれている所得が存在します。 

これらの非課税所得等については、それぞれ制度の設けられた趣旨があり

ますが、本来、所得は漏れなく、包括的に捉えられるべきであることを踏ま

え、経済社会の構造変化の中で非課税等とされる意義が薄れてきていると見

られるものがある場合には、そのあり方について検討を加えることが必要で

す。特に、政策的要請により非課税等とされている制度については、長寿命

化により、そうした所得がこれまで以上に蓄積していく可能性等に鑑みれば、

他の所得との公平性や中立性の観点から妥当であるかについて、政策的配慮

の必要性も踏まえつつ注意深く検討する必要があります。 

また、所得には、金銭による収入のみならず、現物給付、すなわち物や権

利その他の経済的利益による収入も含まれますが、被用者に対する社宅の貸
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与、食事の支給、従業員割引など、一定の条件を満たす少額の現物給与など

一定のものについては、税務執行上追求しないなどの趣旨から課税しない取

扱いがされています。 

 

＜参考：主な非課税所得＞ 

・ 給与所得者の旅費や職務の性質上欠くことのできない現物給付などの実費弁償的

性格に基づくもの 

・ 通勤手当（１ヵ月当たりの合理的な運賃等の額（上限 15 万円））のように、住宅事

情等からみた場合にその全額を課税対象とすることは妥当でないとの政策的配慮に

基づくもの 

・ 雇用保険上の失業等給付、生活保護給付、遺族基礎年金、遺族厚生年金（遺族自身

の厚生年金がある場合は、遺族厚生年金がそれを上回る部分のみ）、給付型奨学金な

どの社会政策的配慮に基づくもの 

・ ＮＩＳＡ口座内における上場株式等の譲渡益や配当等のように特定の政策目的の

ための措置として講じられるもの 

・ 家具、じゅう器、通勤用の自動車、衣服などの生活に通常必要な動産（貴金属や宝

石、書画、骨とうなどは、１個又は１組の価額が 30 万円以下のもの）に係る譲渡所

得などの担税力の考慮に基づくもの 

・ 当座預金の利子など少額不追求の見地によるもの 

 

（４）金融所得課税の一体化等 

金融所得課税については、金融商品間の垣根が低くなる中、税負担に左右

されずに金融商品を選択することを可能とするとともに、投資リスクの軽減

を図る観点から、金融商品間の税率等の課税方式を均衡化するとともに、利

益と損失の損益通算も可能とするため、金融所得課税の一体化が進められて

きました。 

具体的には、平成 15（2003）年からは、上場株式等の譲渡所得の申告分

離課税への一本化が行われたほか、特定口座制度も導入され、上場株式等の

譲渡所得の申告不要制度も導入されました。平成 21（2009）年からは、上

場株式等の配当所得につき、大口株主の場合を除き、分離課税や申告不要が

適用できることとなり、上場株式等の譲渡損失と配当等との損益通算も可能

となりました。 

「貯蓄から投資へ」との観点から、金融所得課税の一体化の取組みの中

で、平成 25 年度税制改正において、国・地方を合わせた 10％の軽減税率
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適用を廃止し、本則の 20％に戻すこととあわせて、非課税口座内の少額上

場株式等に係る配当所得及び譲渡所得等の非課税制度（ＮＩＳＡ）の創設

や、金融所得課税の一体化の拡充（特定公社債等の譲渡所得等への 20％の

申告分離課税又は申告不要の適用及び損益通算範囲の拡大）が行われまし

た。ＮＩＳＡ制度については、平成 29 年度税制改正において、従来の「一

般ＮＩＳＡ」に加えて、積立・分散投資に適した一定の公募等株式投資信

託を投資対象とする「つみたてＮＩＳＡ」が創設されました。令和５年度

税制改正においては、「一般ＮＩＳＡ」及び「つみたてＮＩＳＡ」を一本化

するとともに、非課税保有期間の無期限化や投資上限額の大幅引上げなど

抜本的な拡充を行った上で、制度が恒久化されました。 

 

（５）所得控除 

所得控除は、様々な事情により納税者の担税力が減殺されることを斟酌し

て、これを調整するため、所得から一定額を差し引くものです。 

具体的には、現在、次の 15 種類の控除と６種類の控除の加算が設けられ

ています。 

〔資料２－Ⅰ－４〕所得控除の種類 

控除の性質 具体的な控除 

納税者本人や配偶者、扶養親族の世帯構成

等に応じた「基礎的な人的控除」 

基礎控除、配偶者控除（注）、配偶者特別

控除、扶養控除（注） 

障害や高齢など特別な人的要因を斟酌す

る「特別な人的控除」 

障害者控除（注）、寡婦控除、ひとり親控

除、勤労学生控除 

災害、疾病などに関連して多額の支出を余

儀なくされたことなどを斟酌する「その他

の控除」 

雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、

小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控

除、地震保険料控除、寄附金控除 

（注）人的控除について、様々な控除の加算を行う仕組みとして以下があります。 

配偶者控除：老人控除対象配偶者 

扶養控除：特定扶養親族、老人扶養親族、同居老親等加算 

障害者控除：特別障害者、同居特別障害者 

 

所得控除方式による諸控除のうち「人的控除」は、納税者の家族構成など

の事情に応じ、一定水準までの所得には課税しないこととするための機能を

果たしています。他方で、適用される限界税率が高い高所得者ほど軽減され
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る税額が大きくなることを踏まえ、所得再分配機能を高める観点から、後述

のとおり、基礎控除、配偶者控除及び配偶者特別控除について、制度のあり

方が検討され、見直しが行われてきています。なお、個人住民税については、

地域社会の会費的性格（負担分任性）や応益性の観点から、所得税よりも控

除額が低く設定されています。 

 

（基礎的な人的控除） 

ア）基礎控除 

一定の金額までの少額の所得については負担能力を見出すには至らない

と考えられることから、原則全ての納税者に適用される基礎控除（所得税：

最高 48 万円、個人住民税：最高 43 万円）が設けられています。 

基礎控除については、平成 30 年度税制改正において二つの観点から見直

しが行われました。 

第一に、働き方に中立的な税制を実現していく観点から、特定の収入にの

み適用される給与所得控除・公的年金等控除から、どのような所得にでも適

用される基礎控除に負担調整の比重を移すため、給与所得控除・公的年金等

控除を 10 万円引き下げるとともに、基礎控除を同額引き上げることとされ

ました。 

 

（注）給与所得と年金所得の双方を有する者については、制度改正前後における所得へ

の影響を避ける観点から、給与所得控除と公的年金等控除の減額の合計額が最大 10 万

円となるよう、調整控除が設けられました。 

 

第二に、昭和 22 年度税制改正で創設されて以降、所得の多寡によらず一

定金額を所得から控除する所得控除方式が採用されてきましたが、所得金額

2,400 万円超から逓減し、2,500 万円超で消失する仕組み（「逓減・消失型の

所得控除方式」）が採用されることになりました。 

 

イ）配偶者控除・配偶者特別控除 

納税者が、一定所得金額以下の配偶者を有する場合、その納税者本人の担

税力の減殺を調整する趣旨から、配偶者控除及び配偶者特別控除（所得税：

いずれも最高 38 万円。配偶者が 70 歳以上の場合の配偶者控除は最高 48 万

円、個人住民税：いずれも最高 33 万円。配偶者が 70 歳以上の場合の配偶者
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控除は最高 38 万円）が設けられています。また、配偶者特別控除は、配偶

者の収入に応じて控除額が逓減・消失する仕組みとなっています。 

配偶者については、かつて一人目の扶養親族として扶養控除が適用されて

いましたが、配偶者の所得の稼得に対する貢献への配慮や、夫婦は相互扶助

の関係にあって、一方的に扶養している親族と異なる事情があるといった考

え方から、昭和 36 年度税制改正において、扶養控除から独立させて配偶者

控除が創設されました。 

配偶者控除として分離された後も、収入の少ない者を扶養している納税者

の担税力に配慮するという性格は維持されてきましたが、女性の社会進出、

男女共同参画社会の進展などを背景として、配偶者が就業時間を調整するこ

とにより、納税者本人に配偶者控除が適用される 103 万円以内にパート収

入を抑える傾向があるとの、いわゆる「103 万円の壁」の指摘があります。 

この点については、昭和 62（1987）・63（1988）年の抜本的税制改革の際

に、納税者本人の所得の稼得に対する配偶者の貢献に配慮し、主に専業主婦

世帯を中心に税負担の軽減を図る観点や、パートで働く主婦の所得が一定額

を超える場合の手取りの逆転現象への対応の観点などから、配偶者特別控除

が導入されたことにより、配偶者の給与収入が 103 万円を超えても世帯の

手取り収入が逆転しない仕組みとなっており、税制上、いわゆる「103 万円

の壁」は解消しています。 

一方で配偶者特別控除の導入後も就業調整が行われる要因としては、「103

万円」という水準が企業の配偶者手当制度等の支給基準に援用されているこ

とや、いわゆる「103 万円の壁」が心理的な壁として作用していることが指

摘されています。「103 万円の壁」の解消に向け、制度の周知徹底や企業に

おける取組みが期待されます。 

なお、平成 29 年度税制改正において、納税者本人の所得制限を設けるこ

とにより、高所得者には配偶者控除・配偶者特別控除が適用されない仕組み

とされました。 

 

（注）配偶者の給与水準が 103 万円を超えると、配偶者の税負担が増えるとの指摘があ

りますが、103 万円を超えたとしても、基礎控除や給与所得控除の適用が受けられる

ことから、税負担はなだらかに増加していく仕組みとなっています。なお、平成 29 年

度税制改正において、所得税では配偶者特別控除が満額適用される配偶者の給与収入

が 103 万円から 150 万円（個人住民税では 155 万円）に引き上げられました。 
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〔資料２－Ⅰ－５〕いわゆる「103 万円の壁」について 

 

〔資料２－Ⅰ－６〕配偶者控除・配偶者特別控除の概要 

 

 

配偶者控除又は配偶者特別控除は社会的に広く適用されている状況です

が、制度創設時と比べて、「片働き世帯」は減少する一方で、「共働き世帯」、

  者の  収入

0円 103 円（注）

  者の  収入

0円 103 円

  者

   除

の導入後

世 の
  り

世 の
  り

 和61年 前   

（注） 税者本人が  者 除を けることので る  者の  収入

の 度額。ここでは「  」のグラフとの比 の 点  103 円と

しているが、 和61年 時は90 円。

150 円

（ 円）

38

150
(95)

155(100)36

31

26

21

16

11

6

3

160(105)

167(110)

175(115)

183(120)

190(125)

197(130)

201
(133)

0 （ 円）

201(133)

103
(48)

141
(86)

 税者本人の
 ける 除額

（注１）納税者本人の給与収入（合計所得金額）が1,095万円（900万円）以下の場合の「控除額」を、納税者本人の給与収入
（合計所得金額）が、①1,095～1,145万円（900～950万円）の場合には、その控除額の2/3、②1,145～1,195万円（950～
1,000万円）の場合には、その控除額の1/3とし、③1,195万円（1,000万円）を超える場合には消失。（控除額は1万円未満
切上げ）

  者 除 ※   者   除

※老人  者 除の場合、48 円

平成29年度改正に
おいて見直し

（平成30年分 後の所得税について適用）

（注２）上記の給与収入及び給与所得の金額は、平成30年度改正による給与所得控除についての基礎控除への振替及び控除額の
上限の引下げ（令和２年（2020年）分以後の所得税について適用）の適用後の数字である。なお、納税者本人の給与収入
の計算にあたっては、所得金額調整控除（給与収入が850万円超で、23歳未満の扶養親族又は特別障害者である扶養親族等
を有する者等について 適用）の適用がないものとしている。

・ 平成29年度改正において、「103 円」が企業の  者  制度等の支 基準に援用されていること

や、「103 円の壁」が心理的な壁として作用しているとの指摘があったこと  、 除が満額適用される

  者の  収入を150 円に引 上げる見直しを実施。

・ また、 税者本人の所得制 を設けることにより、高所得者には 除が適用されない仕組みとしている。

  者の  収入
（合計所得金額）

 税者本人の
所得制 

  者 除・  者   除の額は  収入1,095 円（合計所得金額900 円）  逓減開始し、  収入1,195 円
（合計所得金額1,000 円）で消失する。
（平成29年度改正 前は  者 除に所得制 はなく、  者   除は  収入1,195 円（合計所得金額1,000 円）で消失）

（注３）個人住民税の配偶者控除額及び配偶者特別控除額の限度額は、それぞれ33万円である。
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特に「夫フルタイム・妻パートの世帯」が増加しており、世帯構成の変化を

反映し、その適用者は令和３（2021）年分においては約 1,339 万人と、平成

23（2011）年分の約 1,584 万人と比べて減少してきています60。 

今後とも、家族や働き方等を巡る様々な議論を踏まえ、公平・中立な税制

を構築する観点から、配偶者控除・配偶者特別控除のあり方についても検討

する必要があります。 

 

ウ）扶養控除 

自己と生計を一にする扶養親族を有する納税者に対して、その担税力の減

殺を調整する趣旨から、扶養控除が設けられています。扶養控除は扶養親族

の年齢によって控除額が設定されており、所得税に係る 16 歳～18 歳及び

23 歳～69 歳の一般扶養控除61については 38 万円（個人住民税：33 万円）、

19 歳～22 歳の特定扶養控除については 63 万円（同：45 万円）、70 歳以上

の老人扶養控除については 48 万円（同：38 万円）（同居老親等加算が適用

される場合は 58 万円（同：45 万円））となっています。 

かつては 15 歳以下の扶養親族についても扶養控除が適用されていました

が、平成 22 年度税制改正において、子ども手当の創設に伴い、15 歳以下の

扶養控除は廃止されました。 

また、かつては 16 歳～18 歳の扶養親族についても、教育費等の支出がか

さむ世代であることへの配慮として、特定扶養控除が適用されていましたが、

高校の実質無償化に伴い、特定扶養控除の対象から除外され、一般の扶養控

除の対象となりました。 

このように、子どもの扶養に伴う家計負担への税制上の配慮については、

給付のあり方も踏まえながら、子どもの年齢によって区々となっているのが

現状です。 

  

 
60 総務省「市町村税課税状況等の調」（平成 24（2012）年度及び令和４（2022）年度） 

令和３（2021）年分適用者数：配偶者控除は約 1,065 万人、配偶者特別控除は約 274 万人 

平成 23（2011）年分適用者数：配偶者控除は約 1,462 万人、配偶者特別控除は約 122 万人 
61 23 歳から 69 歳までの成年の扶養親族については、心身の障害等の事情がある者、高齢者及び学生を扶養

するケースなどについて、シャウプ勧告に基づく昭和 25 年度税制改正以降、扶養控除の対象とされ、担税

力の面で配慮がなされていますが、成年者が基本的に独立して生計を立てるべき存在であることをどう考え

るか、といった観点から見直しが検討されたこともありました。 
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〔資料２－Ⅰ－７〕扶養控除の見直しについて（平成 22 年度税制改正） 

 
 

（特別な人的控除） 

基礎的な人的控除に加えて、障害など特別な人的事情のために追加的費用

を要することによって担税力が減殺されることなどを斟酌して調整する趣

旨から、障害者控除、寡婦控除、ひとり親控除及び勤労学生控除といった特

別な人的控除が設けられています。特別な人的控除については、それぞれの

制度の趣旨などを踏まえながら、経済社会の構造変化や社会保障制度の整備

状況に照らして、制度創設時に比べて状況に変化が見られるのではないかと

の観点などから、検討がなされてきました。 

例えば、寡婦控除は、夫と死別又は離婚した後に扶養親族を扶養しなけ

ればならない事情などに配慮するものですが、令和２年度税制改正におい

て、「婚姻歴の有無による不公平」と「男性のひとり親と女性のひとり親の

間の不公平」を同時に解消するため、ひとり親控除を創設するとともに、

従来の寡婦控除の範囲からひとり親控除の適用を受けられる者（生計を一

にする子を有する寡婦）が除かれる等の整理が行われました。 
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（その他の控除） 

特別の支出などに伴って担税力が減殺されることを斟酌したり、一定の政

策的要請を勘案したりするため、雑損控除、医療費控除、社会保険料控除、

小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料控除、寄附金控除

が設けられています。 

雑損控除は、住宅家財等について災害による損失や災害に関連する支出が

生じた場合、その一定額を所得控除の対象とするものです。その年で控除し

きれない金額は、翌年以降３年間（特定非常災害による損失については５年

間）繰越控除が可能となっています。 

医療費控除は、納税者本人又は生計を一にする配偶者、その他の親族が支

出した医療費の一定額を所得控除の対象とするものです62。 

社会保険料控除は、社会保険料の支払金額について、社会保険が強制的加

入であることなどを考慮して、その全額を所得控除の対象とするものです。 

 

（注）主要国における社会保険料に係る税制上の措置を見ると、このような控除制度が

設けられている国、設けられていない国、また、他の保険料とあわせて一定限度までの

控除が設けられている国など、国によって取扱いは様々となっています。 

 

そのほかにも、所得から任意に処分されるものでありながら、特別に控除

が認められているものがあります。 

小規模企業共済等掛金控除は、小規模企業共済や個人型確定拠出年金（ｉ

ＤｅＣｏ; individual-type Defined Contribution pension plan）等の掛金を

所得控除の対象とするものです。掛金の支払に強制性はないものの、社会保

険料控除と同様、支払額の全額を控除することが可能となっています。 

 

＜参考＞小規模企業共済等掛金控除については、企業型確定拠出年金や個人型確定拠出

年金の加入可能年齢の見直しや、企業型確定拠出年金と確定給付型年金の加入者間の

公平を図る観点からの確定拠出年金の拠出限度額の算定方法の見直し等を受け、令和

２年度税制改正や令和３年度税制改正において、対象範囲が見直されてきました。 

 

生命保険料控除は、一般の生命保険契約や個人年金保険契約などに支払っ

 
62 平成 28年度税制改正において、限りある医療資源を有効活用した国民の健康づくりを促進する観点から、

医療用の医薬品との代替性が高い一定の一般用医用薬等の購入を行った場合の医療費控除の特例（セルフメ

ディケーション税制）が創設されました。 
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た保険料のうち一定額を所得控除の対象とするものです。生命保険の加入率

は相当の水準に達しており、また、保険にも貯蓄性、投資性の高いものが多

く、その貯蓄としての機能に着目すれば、他の金融商品と同様であるとの指

摘もあり、金融商品間の税負担の公平性及び中立性に照らして問題があると

考えられます。 

地震保険料控除は、支払った地震保険料の全額を所得控除の対象とするも

のです（上限５万円）。従前は、損害保険契約等に係る保険料のうち一定額

を所得控除の対象とする損害保険料控除が設けられていましたが、平成 18

年度税制改正において、地震災害への対応に重点化することとされ、地震保

険料控除に改組されました。 

寄附金控除は、所得税においては、国や地方公共団体、教育又は科学の振

興、文化の向上等の公益増進に寄与する法人等に対する寄附金について、総

所得金額の 40％を上限として所得控除の対象とするものです。認定ＮＰＯ

法人等に対する寄附金のうち一定のものについては、所得控除に代えて税額

控除を選択適用することが可能となっています。個人住民税においては、地

方公共団体や住所地の都道府県共同募金会・日本赤十字社支部等に対する寄

附金について、税額控除の対象とされています63。 

上記で述べた人的控除以外の「その他の控除」の控除のあり方については、

経済社会の構造変化を考慮し、制度の趣旨を踏まえつつ、「公平・中立・簡

素」の観点から、検討を加えることが必要です。 

 

（６）税率構造 

税率構造については、過去、勤労意欲や事業意欲への配慮の観点から、消

費税導入時の減税に加え、平成７（1995）年の税率構造の見直しや、平成 11

（1999）年の最高税率の引下げなどにより累進性の緩和が行われてきまし

た。一方で、こうした大幅な累進緩和は、所得税のフラット化を進め、所得

税の所得再分配機能が低下する結果となったことから、平成 27（2015）年

には、最高税率が引き上げられました。 

個人住民税においては、平成 19（2007）年度にいわゆる「三位一体改革」

で所得税からの３兆円の税源移譲が行われた際、所得割の税率が、５％・

 
63 地方公共団体に対する寄附金については、個人住民税所得割の 20％を上限とした税額控除も可能となっ

ています（いわゆる「ふるさと納税」）。 
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10％・13％の３段階から、一律 10％とする比例税率へと変更され、応益的

な性格がより明確化されました。 

こうした変遷を経て、足もとでは、国・地方を合わせた個人所得課税（総

合課税分）の最高税率はＯＥＣＤ加盟国の中で最も高くなっています。 

なお、税率構造を比較する場合、表面税率のみならず、実効税率カーブを

見て行く必要があります。その際、世帯構成により形状が異なり得ることに

注意が必要です。 

また、先に述べたとおり、所得には累進税率が適用される部分と比例税率

が適用される部分が含まれることから、所得課税全体の負担水準を考える際

には、両者をあわせて把握することが重要です。 

〔資料２－Ⅰ－８〕主要国における個人所得課税の実効税率の比較 

 

 

（７）課税単位 

課税対象となる所得を、所得を有する個人ごとに捉えるのか、世帯全体と

して捉えるのかということが課税単位の問題です。 

所得を稼得する個人ごとにその所得に対して課税する方式を個人単位 

課税と呼び、生計を同じくする世帯ごとに所得を合算して課税する方式を世

帯単位課税（夫婦を単位とする夫婦単位を含みます。）と呼びます。我が国

は個人単位課税を採っています。 

各国における課税単位のあり方を見ると、民法上の夫婦の財産制度といっ

た関連する社会制度などの違いにより、必ずしも国際的に一様ではなく、主
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要国でも歴史を反映して様々です。ＯＥＣＤ加盟 38 カ国中 34 カ国で個人

単位が採られており、世界的には個人単位課税が主流となっています。 

 

＜参考＞世帯単位課税の仕組みの一つであるＮ分Ｎ乗方式64を導入しているフランスで

は、世帯所得を家族の人員の数で割ることで適用税率の累進性を緩和する仕組みが採

られていますが、こうした方式を導入した場合、「共働き世帯」に比べて「片働き世帯」

が有利になることや、高所得者に税制上大きな利益を与える結果となることに留意が

必要です。 

なお、我が国は、約３割の世帯において所得税が非課税となっているほか、納税者の

中でも５％の最低税率が適用されている者が約６割となっています。また、個人単位課

税を前提として、扶養控除や配偶者控除といった人的控除による世帯構成への配慮が

行われています。 

 

（８）個人所得課税に係る税負担の状況 

（納税者数65） 

所得税の納税者数は、足もとの令和３（2021）年分について 5,450 万人、

また、個人住民税の納税者数も令和４（2022）年度課税分では 6,450 万人と

なっており、ここ 10 年ほどの推移を見ると、労働力人口が減る中で、納税

者数は増えています66。 

 

（適用税率別納税者分布） 

国・地方を合わせた個人所得課税の最高税率はＯＥＣＤ加盟国の中で最も

高くなっている一方、総合課税がなされている納税者について見てみると、

令和４（2022）年度予算ベースでは、所得税における一番低い税率水準であ

る５％ブラケットには約６割が属しており、５％の次の 10％ブラケットま

でには約８割が属しています。また、一番高い税率水準である 45％ブラケ

ットには約 0.2％が属しており、その次の 40％ブラケットを含めると約

0.7％が属しています。 

 
64 Ｎ分Ｎ乗方式の下では、世帯単位課税の考え方に基づき、まず夫婦及び扶養子女の所得を合算します。次

にこの合計所得を、家族の人数に応じた家族除数（Ｎ）で除した金額を算出し、ここから税率不適用所得（い

わゆる「ゼロ税率ブラケット」）を控除します。最後に、この金額に税率を適用して得られる税額にＮを乗

じ、世帯全体で納めるべき税額を算出します。 
65 所得税については、総合課税分、退職所得又は山林所得を有する納税義務者（長期譲渡所得等についての

申告分離課税分を有する者は含みません。）であり、個人住民税については、均等割の納税義務者です。 
66 総務省「市町村税課税状況等の調」（令和４（2022）年度）。 

なお、所得税の納税者数について、平成 23（2011）年分は 5,059 万人、個人住民税の納税者数について、

平成 24（2012）年度課税分は 5,940 万人となっています（平成 24（2012）年度）。 
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〔資料２－Ⅰ－９〕納税者の分布（所得税の限界税率ブラケット別） 

 

 

（税収） 

税収については、所得税は 21.4 兆円、個人住民税は 13.4 兆円（令和３

（2021）年度決算ベース）となっています。所得税については、主たる分離

課税分（利子・配当・株式等の譲渡所得・土地等の譲渡所得）67が 7.6 兆円

と 35％を占めており、10 年前の 20％と比べると増加しています。 

 

＜参考＞所得税の税源構成の変化を見ると、所得税の税収に占める主たる分離課税分の

割合はここ 10 年で増加しています。 

 

（平成 23（2011）年度：2.7 兆円／13.5 兆円＝20％ 

    → 令和３（2021）年度：7.6 兆円／21.4 兆円＝35％） 

  

 
67 利子、配当には法人分が含まれます。 
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なお、平成 23（2011）年分と令和３（2021）年分の各種収入金額等の変化は以下の

とおりとなっています68。 

利子収入 ： 3 兆 627 億円 → 1 兆 8,087 億円 （△41％） 

公的年金等収入 ： 25 兆 1,429 億円 → 24 兆 6,931 億円 （△2％） 

不動産所得 ： 5 兆 9,633 億円 → 6 兆 2,141 億円 （＋4％） 

給与収入 ： 204 兆 3,874 億円 → 238 兆 6,443 億円 （＋17％） 

営業等所得 ： 5 兆 2,715 億円 → 7 兆 8,799 億円 （＋49％） 

不動産譲渡所得 ： 2 兆 7,429 億円 → 4 兆 7,032 億円 （＋71％） 

配当等収入 ： 14 兆 1,737 億円 → 42 兆 7,238 億円 （＋201％） 

株式等譲渡所得等 ： 9,461 億円 → 3 兆 8,968 億円 （＋312％） 

 

（個人所得課税の負担率（マクロ）） 

国民負担率のうち個人所得課税分を見ると、我が国は 8.8％となっており、

例えばアメリカの 12.8％、イギリスの 12.4％、ドイツの 13.6％、フランス

の 14.1％と比べて低い水準となっています。 

 

（所得税負担率（ミクロ）） 

所得金額に占める所得税負担の割合である所得税負担率を見ると、高所得

者層において、金融所得等の分離課税が適用される所得が、全体の所得に対

して高い割合を占めていることにより、負担率が低下する状況が見られます。

こうした「一億円の壁」と指摘される状況については、税負担の公平性を確

保する観点から是正すべきとの議論が行われてきましたが、令和５年度税制

改正において、「極めて高い水準の所得に対する負担の適正化措置」が導入

されました。 

これは、株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所

得、その他の各種所得を合算した所得金額（基準所得金額）から特別控除額

（3.3 億円）を控除した金額に、22.5％（所得税の最高税率 45％の半分に相

当）の税率を掛けた金額が納めるべき所得税の金額を超えた場合に、その超

えた差額を追加的に申告納税する仕組みです。 

  

 
68 記載の金額は以下の資料等によります。 

利子収入：財務省による試算（法人に対する支払を含みます。）、公的年金等収入・給与収入・不動産譲渡所

得・株式等譲渡所得等：総務省「市町村税課税状況等の調」（平成 24（2012）年度及び令和４（2022）年

度）、不動産所得・営業等所得（農業所得以外の事業所得）：国税庁「申告所得税標本調査」（長期時系列デ

ータ）、配当等収入：国税庁「統計年報」（長期時系列データ）（法人に対する支払を含みます。） 
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〔資料２－Ⅰ－10〕申告納税者の所得税負担率（令和２年分） 

 

〔資料２－Ⅰ－11〕極めて高い水準の所得に対する負担の適正化 

  

① 通常の所得税額

② （合計所得金額 ※ －    除額（３．３億円）） × ２２．５％

②が①を上回る場合に り、

差額分を申告 税

※株式の譲渡所得のみならず、土地建物の譲渡所得や給与・事業所得、その他の各種所得を合算した金額。

※スタートアップ再投資やNISA関連の非課税所得は対象外であるほか、政策的な観点から設けられている

特別控除後の金額。

【イメージ】

税負担の公平性の 点  、極めて高い水準の所得に対する負担の適正化のための措置を設ける。
（令和７年分の所得  適用）

22.5％

15％

（所得税負担率）

約30億円 （合計所得金額）

※令和２年分の申告データを用いて機械的に試算

特別控除額
（3.3億円） 追加負担が生じる

平均的な所得水準
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２．個人所得課税の課題 

 

格差の状況に変化がみられる中、所得の稼得段階で累進的に課税を行う所

得税が、社会保障制度とあわせ、引き続き所得再分配において中心的な役割

を担うことで、格差の拡大防止に努めていく必要があります。 

また、我が国の財政が悪化の一途を辿っている状況にある中、経済活動を

通じて所得を得た国民が、所得に応じて公的サービスの財源を支え合ってい

くことは重要であり、所得税が国税における基幹税としての財源調達機能を

適切に発揮するとともに、個人住民税については、人口減少が都市部より小

規模な市町村においてより進むと予測されていることも踏まえ、引き続き、

その充実確保を図っていくことが重要と考えられます。 

個人所得課税が今度ともその役割を果たしていくためには、経済社会の構

造変化も踏まえつつ、以下のような課題について検討していく必要があると

考えられます。 

 

（１）働き方など個人のライフコースの選択に中立的な税制の構築 

近年は、新卒で企業に採用され、定年まで働いた後に年金で生活するとい

ったライフコースに加え、特定の企業に属さずフリーランスとして業務単位

で仕事を請け負う、子育てをしながら在宅で仕事を請け負う、定年後に経験

や能力を活かして業務単位で仕事を請け負うなど、働き方が多様化してきて

います。また、副業・兼業を解禁する動きがあるほか、転職機会の増加に伴

い、労働者の企業間移動の円滑化のための環境整備が求められてきています。

働き方の多様化にあわせて、複数地域での滞在など個人のライフスタイルも

多様化が進んでいます。 

平成 30 年度税制改正においては、給与所得控除のような特定の収入に対

応する控除から、基礎控除のような人的控除に重点が移されました。昨今、

デジタル技術の発展もあり、オンラインのプラットフォームを介して役務提

供等を行うなど、所得の稼得手段が多様化してきている状況も踏まえ、引き

続き、公平かつ働き方に中立的な税制を検討していくことが求められます。

その際、給与所得、事業所得、雑所得といった所得間の課税上のバランスを

確保していくという視点も重要であると考えられます。 

加えて、様々な働き方に対応して、老後の生活の糧となる資産形成に向け
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て、退職金以外の企業年金、個人年金等の多様な商品が整備されてきていま

す。働き方の違い等によって有利・不利が生じないよう、企業年金・個人年

金等に関する税制についても、拠出・運用・給付の各段階を通じた適正な負

担の観点も踏まえながら丁寧に検討する必要があります。この点において、

各種私的年金に共通の非課税拠出枠や個人退職勘定の制度を設けることに

ついて、退職一時金を当該勘定に拠出する際や、当該勘定から引き出す際の

課税の扱いとあわせ、中長期的な視野に立って段階的に検討・見直しを行っ

ていくことも重要です。 

また、税制が、給与・退職一時金・年金の支払や受給に関する企業や個人

の選択にできるだけ影響を及ぼさないよう、給与・退職一時金・年金給付の

間の税負担のバランスにも留意しつつ、引き続き、中立的な税制のあり方を

検討していく必要があります。 

個人住民税においては、働き方の多様化や、マイナンバーやデジタル技術

の活用等が進んでいくことを念頭に置きながら、現年課税化に係る課題と対

応のあり方について検討していくことも重要です。また、地方部における人

口の減少、上述のようなライフスタイルの多様化、関連する各種社会保障施

策の広がり等といった、地域社会を取り巻く経済社会情勢等の変化にも留意

が必要です。 

 

（２）所得再分配機能の適切な発揮の観点からの検討 

先述したとおり、累進税率が適用される総合課税と比例税率で課税される

分離課税のバランスを見ると、分離課税の対象となる資産性所得の所得税収

におけるウェイトが高まってきています。また、総合課税の対象となる給与

所得や事業所得と、譲渡所得・配当所得といった資産性所得との間の境目が

曖昧になってきているといった状況もあります。 

当調査会では、いわゆる「一億円の壁」についての指摘を踏まえ、分離課

税の影響も加味した所得税負担率の分布状況の把握に向けた取組みを進め

てきましたが、令和５年度税制改正においては、ＮＩＳＡ制度の抜本的拡充

や保有する株式を売却してスタートアップへ再投資する場合の優遇税制と

あわせ、「一億円の壁」と指摘される状況に対し、「極めて高い水準の所得に

対する負担の適正化措置」が導入され、税負担の公平性の確保が一定程度図

られました。 
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今後とも、税務データを有効に活用し、令和５年度税制改正において講じ

られた各種措置の影響も含め、総合課税分と分離課税分を統合した形で所得

税負担率の分布状況を分析していくことが求められます。 

所得再分配機能が適切に発揮されているかといった観点から、引き続きデ

ータに基づいて必要な対応を検討していくことが重要と考えられます。なお、

個人住民税についても、所得税と同様、高所得者層において負担率が低下す

る傾向が見られることに留意が必要です。 

また、所得控除については、働き方の多様化への対応や所得再分配機能の

向上の観点から、平成 29 年度税制改正や平成 30 年度税制改正において人

的控除の見直しが行われたところですが、その影響も見極めつつ、引き続き、

所得控除のあり方を検討していくことが求められます。その際、個人住民税

については、一律 10％の比例税率が適用されていることや、所得税よりも

控除額が低く設定されていることに留意する必要があります。 

 

＜参考：所得控除と税額控除＞ 

所得税においては、個人の様々な事情を踏まえた担税力の減殺に対する斟酌や各種

の政策上の配慮を行うため、課税対象となる所得を計算する過程で一定の金額を所得

から控除する所得控除方式が採用されています。この所得控除方式による諸控除のう

ち人的控除については、納税者の家族構成などの事情に応じ、一定水準までの所得には

課税しないこととするための機能や、税負担の累進性を確保する機能を有している反

面、適用される限界税率が高い高所得者ほど軽減される税額が大きくなるという特徴

があります。 

諸外国の個人所得課税においても、我が国と同様に、納税者の家族構成などの事情を

踏まえつつ、一定水準までの所得には課税しないという考え方に立っていますが、①ド

イツやフランス等で採用されているゼロ税率方式、②カナダで採用されている税額控

除方式（一定の所得金額に最低税率を乗じた金額を税額から控除する方式）、③アメリ

カの人的控除69、イギリスの基礎控除で採用されている逓減・消失型の所得控除方式な

ど、その方式は様々です。 

 

（３）税制の信頼を高めるための取組み 

（デジタル技術を活用した納税者の利便性向上） 

クラウド会計ソフトの発達等に伴い、小規模な事業者であっても大きな手

間や費用をかけずに日々の取引に関する記録や記帳を正規の簿記の原則に

 
69 2018～2025 年の間は控除額がゼロとされています。 
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従って行うことが可能な環境が整備されてきています。 

正規の簿記の原則に従った記帳は、正しい所得金額を円滑に計算し、簡便

かつ適正に申告・納付を行えるようになることから、納税者の利便性向上に

つながります。加えて、正確な記帳は事業者自身の経営状況の把握や取引先

等の信頼性向上など経営基盤の構築につながります。 

正規の簿記の原則に従った記帳を行っている個人事業主は現状約３割に

とどまっていますが、今後は、新規事業者をはじめとして段階的に、小規模

な事業者の事務負担には配慮しつつ、簡易な簿記等によらない記帳慣行の確

立を目指していくべきです。 

事業者における経営基盤の構築と簡便かつ適正な申告・納税の好循環を生

み出すことができるよう、更なる申告の簡便化など税務手続きのデジタル化

を推進するとともに、青色申告特別控除等の制度のあり方も検討していくこ

とが求められます。 

 

（公平性確保に向けた取組み） 

近年、フリーランス、ギグワーカー等の新しい働き方の進展により所得の

稼得手段が多様化するとともに、暗号資産取引など金融取引の多様化・複雑

化、国際的な資本移動の一層の進展、デジタル化などによって租税回避行為

が高度化しています。 

こうしたことを踏まえれば、納税者のタックス・コンプライアンス・コス

トを見極めつつ、適正・公平な課税の実現を一層図っていく必要があります。 

このため、国際的な議論の状況も踏まえつつ、暗号資産取引やプラットフ

ォームを介した取引に係る法定調書や報告のあり方について検討を進める

など資料情報の精度を充実させる観点からの検討が必要であると考えられ

ます。こうした資料情報の充実とデジタル技術の活用を進めることを通じ、

中長期的には、申告に必要なデータを自動的に取り込むことで、数回のクリ

ック・タップで申告が完了する仕組みなど納税者の申告の利便性に資する仕

組みにもつなげていくことが期待されます。 

また、「公平・中立・簡素」の基本原則の例外となる租税特別措置等のあ

り方についても、ＥＢＰＭの観点から、適用実態や政策の効果分析が適切に
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行われ、その結果に基づき整理・合理化を図っていくことが必要です70。 

 

（注１）所得税関係の租税特別措置については、租税特別措置法に基づくものと所得税

法に基づくものが存在します。租税特別措置法に基づく措置による減収額は、令和４

（2022）年度予算ベースで１兆 9,150 億円に達しています。主な減収項目は、住宅ロ

ーン控除（7,710 億円）や申告不要とされる配当所得等（4,860 億円）などとなってい

ます。このほか、所得税法に基づく措置の中で減収規模が大きいものとして、生命保険

料控除（2,890 億円）があります。 

 

（注２）住宅ローン控除については、住宅取得の促進等の観点から措置され、景気対策と

して拡充されてきましたが、個人の資産形成に対する異例の税制上の措置であること

などを踏まえれば、空き家率の状況を含めた持家を取り巻く環境の変化等を分析しつ

つ、その措置の必要性も含め、引き続きあり方を見直す必要があります。  

 
70 「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化 Ⅰ．租税の役割と基本的考え方 ４．租税制度の基本原

則」参照。 
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Ⅱ．資産課税等 

 

（資産課税等の概要） 

資産課税等は、資産の取得や保有などに着目して課税する様々な税目から

構成されます。資産を無償で取得した場合に課される相続税・贈与税や、資

産を保有している場合に課される固定資産税、資産が移転される場合などに

課される登録免許税、印紙税などが含まれます。 

我が国の税収全体（国・地方）から見た資産課税等のウェイトは、現在

13.4％です。このうち国税における資産課税等の収入（令和５（2023）年度

予算）は、相続税・贈与税収が 2.8 兆円、登録免許税・印紙税などを含む印

紙収入が 1.0 兆円、全体で 3.8 兆円となっています。国税収入 74.4 兆円（一

般会計税収 69.4 兆円のほか、特別会計分の収入を含みます。）に占める割合

は 5.0％となっています。一方、地方税について、令和５年度地方財政計画

における資産課税等の収入を見ると、固定資産税・都市計画税の収入が 11.1

兆円、その他に不動産取得税、事業所税等とあわせて合計で 12.0 兆円とな

っています。地方税収入 42.9 兆円に占める割合は 27.9％となっています。 

資産課税等では、適正・公平な課税を行っていく上で、資産の価値を適正

に評価する必要があることや、様々な形の資産を的確に捕捉していく必要が

あることなどに留意しなければなりません。また、キャッシュフローがなく

とも課される場合があり、相続税の納税における延納・物納など、特別の取

扱いが設けられているものもあります。納税者の勤労意欲等に直接的には影

響を及ぼさないという性質もあり、フローだけでなくストックにも着目して、

バランスのとれた税負担のあり方を考えていくことが重要です。 

 

＜参考：地価税＞ 

国税の一税目として、「地価税」があります。これは、土地基本法に定められた基本

理念に則り、公共的性格を有する資産である土地に対する適正・公平な税負担を確保し

つつ、土地の資産としての有利性を縮減する観点から、土地の資産価値に応じた税負担

を求めるものであり、平成３年度税制改正において創設されたものです。 

しかしながら、平成 10 年度税制改正において、土地基本法の下で資産に適正な負担

を求めるといった資産課税としての意義は引き続き認められるものの、長期にわたる

地価の下落、土地取引の状況等の土地をめぐる状況や経済情勢等を踏まえ、当分の間、

地価税の課税は停止され、現在に至っています。  
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１．相続税・贈与税 

 

（１）相続税・贈与税の概要 

（相続税の意義） 

我が国の相続税は、相続や遺贈などにより財産を取得した個人に対して課

される税です。相続税の課税対象となる財産には、現預金や株式などの金融

資産のほか、動産や不動産などのあらゆる資産が含まれます。 

我が国の相続税は、基本的には、相続を契機とした無償の財産取得に担税

力を見出し、課税するものであり、所得の稼得に対して課される個人所得課

税を補完するものと考えられています。その際、累進税率を適用することに

より、富の集中を抑制し、資産の再分配を行うことを通じ、格差の固定化を

防止し、機会の平等を図るという役割も果たしています。また、相続税が被

相続人の遺産に対する課税としての側面をあわせ持っていることも背景に、

過去の当調査会の答申では、以下のような点が述べられています。 

・ 被相続人の生前所得について清算課税を行うものと位置付ける考え 

方もあります。これは、経済社会上の各種の要請に基づいて行われている

税制上の恩典などによって、結果として軽減されてきた個人所得課税負担

を清算する面があるというものです。 

・ 多額の財産を遺すことができた背景には、その方自身の経済的手腕のほ

か、社会から受けてきた利益に基因する面もあるため、その方が亡くなっ

た際に、その財産の一部を社会に還元するという考え方もあります。 

・ 社会保障制度を通じた「老後扶養の社会化」が進展してきていることを

踏まえれば、被相続人が生涯にわたり社会から受けた給付を清算するとい

う考え方も重要になってきています。 

 

近年、少子高齢化や経済のストック化など経済社会の構造変化が進むとと

もに、税制の負担構造が全体としてフラット化する中で、タックス・ミック

スの観点から、再分配機能を有する相続税は、引き続き重要な役割を果たす

と考えられます。また、生涯所得のうち消費しきれなかった部分が相続財産

となることを踏まえれば、消費税とともに生涯所得全体に対して適切な負担

を求める観点からも、相続時点での課税の役割の重要性が増しているという

考え方もあります。 
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（相続税の課税方式） 

我が国の相続税は、「法定相続分課税方式」という課税方式を採っていま

す。具体的には、 

・ 被相続人の遺産総額（債務等を控除した後の遺産の合計額）から基礎控

除額（3,000 万円＋600 万円×法定相続人数）を差し引いた後の「課税遺産

総額」を、 

・ 法定相続人の全員が民法の法定相続分の割合にしたがって取得したも

のと仮定し、それぞれの取得金額に 10％から 55％までの８段階の超過累

進税率を適用して計算した金額を合計して「相続税の総額」を算出した上

で、 

・ その「相続税の総額」について、実際にそれぞれの相続人が取得した財

産の価格の割合によって按分して、各相続人の相続税額を求め、 

・ 最後に、配偶者、未成年者、障害者といった各人の事情に着目して設け

られている税額控除を適用して、 

各相続人の納付税額が導き出される仕組みとなっています。〔資料２－Ⅱ－

１〕 

 

＜参考：遺産課税方式と遺産取得課税方式＞ 

主要国の相続課税を見ると、アメリカのように、被相続人の遺産全体を課税物件とし

て課税する「遺産課税方式」（納税義務者は例えば遺言執行者）と、ドイツ・フランス

のように、相続人が実際に取得した遺産を課税物件として課税する「遺産取得課税方

式」（納税義務者は相続人）の二つの体系に分かれます。 

我が国の相続税は、明治 38（1905）年に「遺産課税方式」として創設されました。

その後、昭和 25（1950）年のシャウプ勧告により、相続税と贈与税が一体化され、「遺

産取得課税方式」へと変更されました。しかしながら、遺産分割を仮装した申告が行わ

れ、それに対応することが困難であるといった税務執行上の問題などが指摘され、昭和

33（1958）年に「法定相続分課税方式」へと変更されました。 

この「法定相続分課税方式」は、相続人の取得した財産に対して課税しているという

点で「遺産取得課税方式」でありながら、相続人が実際に取得した財産の金額に拠らず、

「課税遺産総額」と「法定相続人」の構成・数によって「相続税の総額」が決まるとい

う点で「遺産課税方式」の側面もあわせ持った課税方式になっています。 
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〔資料２－Ⅱ－１〕相続税の計算の仕組み 

  

 

このような仕組みの下、課税件数割合（１年間に亡くなった方のうち相続

税の課税対象となった被相続人の方の割合）は、令和３（2021）年では 9.3％

となっており、一定の資産を有する層に対し負担を求める税となっています。 

（例）
◯妻・長男と事業を営んでいたAさんの遺産は、店舗用建物・土地、銀行預金などあわせて11.4億円（この

うち、店舗用土地（400㎡）が10億円）
◯残された家族（妻、長男、長女）は、妻が土地を、２人の子がその残りを相続し、事業は妻と長男が続

けていくこととした。

時 価 ベ ー ス の 遺 産 総 額 （１１．４億円）

預金・建物など（1.4億円） 土地（10億円）

相 続 税 法 上 の 遺 産 総 額（９．４億円）

預金・建物など（1.4億円） 土地（８億円）

課税価格の合計額（３億円）

預金・建物など
（１億4,000万円）

土地
（１億6,000万円）

課税遺産総額（２億5,200万円）

妻
１億2,600万円

長男
6,300万円

長女
6,300万円

（5,720万円）

長
男

妻 長
女

10％ 1,000万円以下

15 1,000万円～3,000万円

20 3,000万円～5,000万円

30 5,000万円～１億円

40 １億円～２億円

45 ２億円～３億円

50 ３億円～６億円

55 ６億円超

路線価（相続税評価額）
は公示地価の８割

小規模宅地等の特例

事業を継続する場合には、宅地等の
課税価格を評価額よりも８割軽減
（事業用宅地等：400㎡まで）

基礎控除（4,800万円）

〔3,000万円＋600万円×法定相続人数〕

［相続税の超過累進税率表］法定相続分で按分

妻が1/2
長男・長女が各1/4

相続人ごとに法定相続
分に応じた税率を適用

相続税の総額を算出

（控除）

［妻］

各人が実際に相続した
財産の課税価格に応じ
て相続税の総額を按分

妻：（１億6,000万円／３億円）×相続税の総額
長男・長女各（7,000万円／３億円）×相続税の総額

税 額 控 除 法定相続分又は１億6,000万円の
いずれか大きい額に対応する税額を
控除

［配偶者の税額軽減］

妻：０円
長男・長女：各1,335万円

各人の納付税額

［長男］［長女］

3,050万円 1,335万円 1,335万円
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（課税対象財産等） 

相続税は、相続等により取得した財産を全て金銭的な価値に置き換えて評

価した上で課税するものであるため、全ての財産を公平に取り扱う必要があ

ります。仮に、特定の財産について、その全部又は一部を課税ベースから除

外すれば、相続税が資産選択の中立性を歪めてしまうおそれがあります。一

方で、財産の性格や使途により、社会的・公共的見地から課税を適当としな

い財産について、例外的に非課税財産としたり、特例措置の対象としている

ものもあります。 

非課税財産には、墓地や仏壇などのほか、死亡保険金や死亡退職金があり

ます。死亡保険金や死亡退職金は、働き手を失った遺族らの生活保障として

の性格からそれぞれ一定額が非課税とされているものです。非課税とされる

額は、累次にわたって引き上げられてきた結果、現行では、各々500 万円に

法定相続人数を乗じた額となっています。 

また、相続税の納付のために急に宅地を処分することとなると、相続人や

従業員等の生活基盤を維持することができなくなるおそれがあり、相続に際

しての宅地の処分は相当の制約を受けることがあります。このため、現に居

住や事業の用に供している宅地については、一定の規模まで、その宅地の価

格（路線価など）の一定割合を課税価格に算入しないこととする特例（小規

模宅地等の特例）が設けられています。この特例は、バブル期の地価高騰に

あわせ減額割合が引き上げられるとともに、面積要件についても平成 25 年

度税制改正で緩和されるなど、累次の拡充がなされてきました。 

こうした例外的な取扱いは、資産選択の中立性に加え、対象となる財産を

実際に受け取る者だけでなく他の相続人にも効果が生じてしまうことなど

も踏まえ、引き続きそのあり方について考えていく必要があります。 

また、相続税の納付に当たっては、金銭による納付が困難な場合など一定

の要件に該当する場合には、延納や物納といった仕組みが設けられています

71。 

 

 
71 相続税・贈与税には、各種財産の性質を踏まえ、納税猶予の制度が設けられています。例えば、農地につ

いては、昭和 50（1975）年以降、納税猶予制度が講じられています。また、中小企業の事業承継に関連し

て、非上場株式等に係る納税猶予制度が、平成 21 年度税制改正により創設され、平成 30 年度税制改正で

は、10 年間の時限措置として、猶予割合 100％の特例措置が設けられています。 
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（相続税の負担構造） 

相続税収は、令和３（2021）年度決算において 2.8 兆円72であり、一般会

計税収に占める割合は約４％となっています。 

被相続人の遺産総額別に課税状況を見ると、遺産総額が特に大きい層が、

課税件数としては少ないものの、納付税額については相対的に大きなウェイ

トを占めています73。 

〔資料２－Ⅱ－２〕相続税の課税状況（令和３年分） 

 
 

＜参考：海外の相続税＞ 

相続税負担の国際比較は、課税方式や課税財産の範囲、税率構造などが異なるため、

困難な面があります。相続税収の国民負担率で見ると、日本は、ＯＥＣＤ加盟国のうち、

フランス、ベルギー、韓国に次いで４番目になります。なお、相続税廃止の動きも一部

の先進国で見られました74が、Ｇ７において、現在、相続税・遺産税が無い国はカナダ

のみです。カナダでは死亡時に資産の譲渡があったものとみなして所得税が課税され

ます（みなし譲渡益課税）。 

 

（贈与税の意義） 

個人が財産を個人に贈与した場合、贈与を受けた者に対しては、贈与税が

 
72 贈与税による税収も含みます。 
73 例えば、課税価格の合計が５億円以下の層が占める割合（上記「資料２－Ⅱ－２」の「～５億円以下」の

欄）を見ると、課税件数では 97.1％を占めますが、納付税額では約半分（52.2％）となっています。言い換

えれば、相続税が課税される層の上位 2.9％で、納付税額の約半分（47.8％）を占めています。 
74 カナダが 1972 年に、オーストラリアが 1979 年にそれぞれ相続税を廃止しています。アメリカは、2010

年に一旦廃止しましたが、2011 年に復活しています。 

件 ％ 億円 ％ 

～５千万円以下 13,496 10.1 75 0.3
～　 １億円以下 68,078 60.8 1,762 7.5
～　 ２億円以下 34,382 86.4 4,108 24.3
～　 ３億円以下 9,049 93.1 3,002 36.6
～　 ５億円以下 5,436 97.1 3,792 52.2
～　 ７億円以下 1,696 98.4 2,270 61.5
～ １０億円以下 1,060 99.2 2,309 70.9
～ ２０億円以下 810 99.8 3,124 83.7

 　 ２０億円超 268 100.0 3,979 100.0

134,275 24,421

(備考)　1. 「国税庁統計年報書」による。
　　　　　2. 当初申告ベースの計数である(修正申告を含まない）。

合　　計

課税価格の合計 件　　　数 納 付 税 額

（被相続人の遺産総額） 件　数 累積割合 税　額 累積割合
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課されます。贈与税は、贈与による無償の財産取得に担税力を見出して課税

するものです。仮に生前贈与によって税負担なく資産を移転することができ

るとすれば、相続税の機能が十分に発揮されなくなることから、相続税を補

完する役割を果たしています。 

 

（贈与税の基本的な仕組み） 

我が国の贈与税（暦年課税）は、贈与を受けた者に対して、その年に受け

た贈与の合計額から 110 万円の基礎控除額を差し引いた後の価額に、10％

から 55％までの８段階の超過累進税率を適用して課税されます。また、相

続税の累進回避を防止するため、その税率構造は相続税よりも累進度の高い

ものとなっています。 

贈与者と受贈者が一定の要件を満たす場合75には、相続時精算課税を選択

することも可能です。これは、贈与時には軽減・簡素化された贈与税を納付

し、相続時に累積贈与額を相続財産に加算して相続税を計算して納付すると

いう仕組みです。具体的には、相続時精算課税を選択する届出書を税務署に

提出した後、届出書に記載された贈与者から受ける贈与については、贈与の

累積額が 2,500 万円の特別控除額を超えた場合に、その超えた部分に 20％

の比例税率を適用し、贈与税額を計算する制度です。後述のとおり、令和５

年度税制改正において、相続時精算課税で受ける贈与についても年間 110 万

円の基礎控除が適用されることになりました。相続時には、相続時精算課税

で受けた被相続人からの贈与額（基礎控除後）の累積額を相続財産に加算し

て相続税額を計算します。なお、相続税額の計算に当たっては、既に課され

た贈与税額は控除されます（控除しきれない金額は還付されます。）。 

 

（財産の評価） 

相続や贈与では、現金や預金のみではなく、土地や建物、株式のほか、地

上権や特許権など様々な権利も含め、多種多様な財産が相続人や受贈者に移

転されます。相続税や贈与税では、こうしたあらゆる財産を相続時点・贈与

時点における時価によって評価した上で、税額を計算します。この時価とは、

基本的に、相続時点や贈与時点において、それぞれの財産の現況に応じ、不

 
75 相続時精算課税は、贈与者が 60 歳以上の者であり、受贈者が 18 歳以上の推定相続人及び孫の場合に選択

できることとなっています。 
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特定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立する価格を意

味するとされています76。 

 

（２）経済社会の構造変化と近年の税制改正 

（経済社会の構造変化） 

家計全体の資産残高の推移を見ると、リーマン・ショック後、平成 23（2011）

年には約 2,700 兆円まで減少しましたが、その後、令和３（2021）年には約

3,200 兆円となっています。経済のストック化が進展し、その中でも金融資

産が増加しています。 

〔資料２－Ⅱ－３〕家計資産残高の推移 

 

 

相続財産においても、金融資産の占める割合が増加しています。令和３

（2021）年には、相続財産に占める有価証券や現金・預貯金等といった金融

資産の割合は、約 50％となっています。〔資料２－Ⅱ－４〕 

また、家計の金融資産について、その年代別の保有状況を見ると、高齢化

の影響もあり、60 歳代以上の世帯で約 65％を占めるなど、高齢者世帯が多

く保有している状況にあります。〔資料２－Ⅱ－５〕 

 
76 相続や贈与で移転される財産は様々で、市場性が少ない財産もあり、財産の時価を客観的に評価すること

が必ずしも容易ではない場合もあります。こうした中で、国税庁では、財産評価基本通達により、各財産の

評価方法に共通する原則や各種の財産ごとの評価方法を具体的に定め、取扱いの統一を図っています。 

490.5 

2034.6 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

金融資産

（名目値）

実物資産

（名目値）

（注）「実物資産」とは、生産資産（固定資産・在庫）及び非生産資産（土地等）をいう。
（資料）「国民経済計算年報」 （０８ＳＮＡによる。）

（兆円）

(年）

1280.8

2285.8

2736.3
2793.6

2576.2

994.1

1060.2

1234.5

875.6

3210.8

2658.7

1562.5
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〔資料２－Ⅱ－４〕相続財産種類別の財産価額の推移 

 

〔資料２－Ⅱ－５〕年代別 金融資産保有残高 

 

 

被相続人の年齢を見ると、高齢化の進展に伴い、被相続人が 80 歳以上と

なるケースが７割以上を占める77ようになっており、相続人の年齢も高齢化

していると想定されます。いわゆる「老老相続」が増加し、相続による若年

世代への資産移転は進みにくい状況になっていると言えます。〔資料２－Ⅱ

－６〕 

また、近年は、出生率の低下に伴い、被相続人一人当たりの相続人数が減

 
77 相続税の課税対象となった被相続人に係るもの。主税局調べ。 

6.5 

5.2 

6.6 

11.3 

15.5 

7.4 

3.7 

3.2 

2.1 

1.1 

1.3 

1.5 

1.2 

0.5 

6.7 

3.3 

2.1 

1.5 

1.5 

0.9 

0.4 

3.2 

2.0 

2.0 

1.8 

1.9 

1.2 

0.7 

0 5 10 15 20

令和３

平成25

平成15

平成６

平成４

昭和63

昭和58

（兆円）

（年分） 土 地 有価証券 現金・預貯金等 その他の財産

50.3％

19.9％

14.6％

17.8％

27.2％

17.5％

33.2％

56.2％

70.9％

75.9％

69.3％

69.0％

5.3兆円

10.7兆円

20.4兆円

15.9兆円

11.8兆円

19.7兆円

41.5％ 42.5％

12.5兆円

（注）財産価額は、小規模宅地等の特例など、課税価格の計算に当たっての特例適用後の価額。
（出所）「国税庁統計年報書」

年代別 金融資産残高の分布の推移 年代別 金融資産保有総額

0.6%

0.6%

0.5%

0.7%

1.1%

4.7%

5.5%

6.3%

6.6%

8.6%

12.2%

11.6%

13.1%

14.8%

18.4%

17.8%

18.8%

21.5%

25.8%

27.5%

27.2%

31.3%

33.9%

31.5%

28.9%

37.5%

32.2%

24.8%

20.7%

15.6%

2019年

2014年

2009年
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30歳未満30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳 上

（注）「金融資産」は貯蓄現在高（負債現在高控除前）による。なお、「貯蓄現在高」は、銀行その他
の金融機関への預貯金、生命保険・積立型損害保険の掛金、株式・債券・投資信託・金銭信託等
の有価証券と社内預金等のその他の貯蓄の合計。

（出典）総務省「全国家計構造調査」（二人以上の世帯）により作成。

（出典）日本銀行「資金循環統計」、総務省「全国家計構造調査」より推計。
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少傾向にあります。これは、相続人一人ひとりが被相続人から引き継ぐ財産

を増加させる要因となり得ます。 

〔資料２－Ⅱ－６〕相続税の申告から見た被相続人の年齢構成比 

 

 

このほか、相続税は、民法と密接な関係にあります。近年、配偶者居住権

の創設や成年年齢の引下げといった民法改正が行われ、それに伴い相続税法

の改正も行われてきました。今後とも、民法の議論や、相続のあり方に関す

る国民の考え方を踏まえた税制としていく必要があります。 

 

（基礎控除・税率構造） 

相続税の基礎控除については、バブル期の地価高騰にあわせ、累次にわた

って引き上げられ、平成６年度税制改正で「5,000 万円＋法定相続人数

×1,000 万円」となっていました。また、相続税・贈与税の最高税率について

は、平成 15 年度税制改正で 70％から 50％へ引き下げられました。 

その後、平成 25 年度税制改正において、資産の再分配機能の確保等の観

点から、バブル崩壊後の土地価格の下落等を踏まえ、相続税の基礎控除が

「3,000 万円＋法定相続人数×600 万円」へ引き下げられるとともに、最高

税率が 50％から 55％へ引き上げられる等の税率構造の見直しが行われまし

た。贈与税についても、最高税率が相続税と同様に 55％へ引き上げられる

とともに、次世代への資産移転の円滑化の観点から、直系尊属から贈与を受

けた場合の特例税率が導入されています。 

4.0 
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18.7 

17.1 

30.1 

30.2 

71.6 

52.6 

38.9 
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〈構成比〉

子の年齢は、
20歳代以下が想定される

５９歳以下

子の年齢は、
30歳代が想定される

６０歳～６９歳

子の年齢は、
50歳代以上が想定される

８０歳以上７０歳～７９歳

子の年齢は、
40歳代が想定される

被相続人の
死亡時の年齢

（注） 主税局調べ。

平成元年
（1989年）

平成16年
（2004年）

令和元年
（2019年）
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今後も、こうした改正の影響をよく見ていく必要がありますが、経済社会

の構造変化を踏まえ、税制全体を通じた再分配機能が適切に確保されている

か、相続税が十分にその機能を発揮しているか考えていくことが必要です。 

 

（資産移転の時期に対する中立性） 

これまで見てきたとおり、我が国の相続税・贈与税は別個の税体系を採っ

ており、贈与税は、相続税の累進負担の回避を防止する観点から、相続税よ

りも高い税率構造となっています。実際、相続税がかからない方や、相続税

がかかる方であってもそのうちの多くの方にとっては、相続税の税率よりも

贈与税の税率の方が高いため、生前にまとまった財産を贈与しにくく、若年

世代への資産移転が進みにくい状況にありました。他方、相続税がかかる方

の中でも相続財産の多いごく一部の方にとっては、財産を生前に分割して贈

与する場合、相続税よりも低い税率が適用されることとなります。 

〔資料２－Ⅱ－７〕我が国の相続税と贈与税の関係 

 

このため、資産の再分配機能の確保を図りつつ、生前贈与でも相続でも、

ニーズに即した資産移転が行われるような税制としていく必要があります。

平成 15 年度税制改正では相続時精算課税制度が創設されましたが、必ずし

も広く活用されているとは言い難い状況にあり、当調査会でも、資産移転の

時期の選択により中立的な税制を構築する観点から、議論を行ってきました。 

令和５年度税制改正では、資産移転の時期の選択により中立的な税制を構

10%

20%

15%

税率

３億１億 ２億

30%

40%

50%

1,000万 3,000万 4,500万

55%

45%

贈与税

相続税

６億

例：相続する財産が4,000万円の場合（限界税率20％）、財産を1,000万円
に分割しても、贈与税の限界税率は30%となり、相続税よりも高い税率に直
面。このため、生前にまとまった財産を贈与しにくい。

0%

（備考） 横軸において、贈与税は「課税価格（取得財産－基礎控除額）」を、相続税は「各法定相続人の法定相続分相当額（課税遺産総額を法定相続分で按分した額）」を指す。

例：相続する財産が６億円超の場合（限界税率55％）、財産を4,500万円
以下に分割して贈与すると相続税よりも低い税率が適用される。
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築する観点から、相続時精算課税制度の使い勝手向上として、暦年課税と同

水準の基礎控除が導入されるとともに、暦年課税における相続前贈与の加算

期間を３年から７年へ延長する等の見直しが行われました。この改正は、令

和６（2024）年以降の贈与に適用されますので、施行後の状況を注視してい

くことが必要です。 

〔資料２－Ⅱ－８〕令和５年度税制改正のイメージ（赤字部分を改正） 

 

 

諸外国の制度を見ると、例えば、アメリカ78では、遺産に対して課税が行

われる遺産課税方式79の下、税率表が贈与税・遺産税で統合されており、生

涯にわたる財産の移転額全体に対して累積的な課税が行われています80。具

体的には、生前に贈与を行った際には、その都度、過去に行った贈与を累積

する形で贈与税が課され（既に課された税額は控除され）た上で、その贈与

者が亡くなった際には、生前に行った累積贈与額と遺産額を合算して遺産税

 
78 ここでは連邦税について記述しています。 
79 贈与の場合、贈与者に対して課税されます。 
80 アメリカの贈与税・遺産税では、被相続人の生涯を通じて 1,292 万ドルの基礎控除があります。フランス

やドイツの贈与税・相続税では、例えば子どもが贈与・相続を受ける場合、子ども一人当たり、フランスで

は 15 年間で 10 万ユーロ、ドイツでは 10 年間で 40 万ユーロ等の基礎控除があります。（令和５（2023）年

１月現在） 

相続

相続
財産

に相続税を一体的に課税

・・・

選択前の贈与
（暦年単位で課税）

精算課税選択後の贈与

相続時精算課税（暦年課税との選択制） ○ 贈与時に、軽減・簡素化された贈与税を納付

（累積贈与額2,500万円までは非課税、

2,500万円を超えた部分に一律20％課税）

※暦年課税のような基礎控除は無し

※財産の評価は贈与時点での時価で固定

○ 相続時には、累積贈与額を相続財産に加算し

て相続税を課税（納付済みの贈与税は税額控除

・還付）

精算課税を選択

それ以前の贈与
(暦年単位で課税)

○ 暦年ごとの贈与額から基礎控除110万円を
控除した上で累進税率を適用

○ 相続時には、被相続人から死亡前３年以内に
受けた贈与総額を相続財産に加算して相続税を
課税（納付済みの贈与税は税額控除）

死亡前３年以内
の贈与

相続
に相続税を課税

相続
財産

・・・

暦年課税

・土地・建物が災害で一定以上の被害を
受けた場合は、相続時に被害額を控除・年間110万円の基礎控除を創設

（暦年課税の基礎控除とは別途措置・相続時にも相続財産に加算しない）

延長４年間
の贈与

①
②

・加算期間を７年間に延長
・延長４年間に受けた贈与については総額100万円まで相続財産に加算しない

③
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が課されます（既に課された税額は控除されます）。また、フランスやドイ

ツでは、遺産の取得に対して課税が行われる遺産取得課税方式が採られてい

ますが、一定の期間（フランス：15 年、ドイツ：10 年）に受けた贈与と相

続に対しては累積的な課税が行われています。こうした諸外国では、贈与時

点において課税関係が完結する形で、資産移転の時期に対して中立的な仕組

みとなっています。 

〔資料２－Ⅱ－９〕資産移転の時期の選択に中立的な税制（イメージ） 

 

 

一方、我が国の法定相続分課税方式の場合は、相続時点でなければ各相続

人の相続税額が確定しないという特徴があり、贈与時点で課税関係が完結す

る形で累積的な課税を行うことは困難です81。このため、諸外国と同様の形

で累積的な課税を行うのであれば、現行の課税方式の見直しを検討していく

ことが必要になります。 

課税方式のあり方については、資産移転の時期に対する中立性の観点だけ

でなく、相続税・贈与税の税制上の位置付けや税制全体の再分配機能の確保、

家計内の資金移動の性格付け、相続・贈与や扶養に関する民法の規定、さら

には相続のあり方に関する国民の考え方とも関連しています。引き続き、幅

 
81 法定相続分課税方式は、相続の際、相続人が取得する財産の金額だけでなく、被相続人が遺した相続財産

全体の金額や法定相続人の構成・数によって、税負担割合が大きく変わり得るという特徴があり、同課税方

式の下では、生前贈与の段階で最終的な税負担割合を定めることができません。このため、平成 15（2003）

年に導入された相続時精算課税制度においては、生前贈与の段階では課税関係を完結させる仕組みとはなっ

ておらず、最終的に税額が確定するのは相続時になります。 

移転の時期にかかわらず、相続・贈与に係る税負担は一定
資産の移転時期の選択に対して税負担が中立的

全ての財産が相続により移転する場合 複数回の贈与と相続により移転する場合

課税価格

税率

相続財産

相続に係る税額

課税価格

税率
① ② ③ ④

相続財産

生前贈与

相続に係る税額

贈与に係る税額
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広い観点から議論を行っていく必要があります。 

 

＜参考：「相続税・贈与税に関する専門家会合」における意見＞ 

当調査会の「相続税・贈与税に関する専門家会合」82では、課税方式の見直しを含め

た相続税・贈与税のあり方についても、中期的な視点に立って議論を行いました。その

中では、 

・ 現行の課税方式では、自らの納税額の計算において、他の相続人の影響を受けてし

まう。実際に移転を受けた財産額に応じた課税や、相続税の目的の一つである富の集

中の抑制や資産格差の是正といった観点からは、遺産の取得状況の的確な把握など税

務手続き上の問題が解消されるのであれば、遺産取得課税方式に移行することが適当

ではないか。その上で、フランスやドイツのような形で贈与・相続を一体的・累積的

に課税することが望ましいのではないか。 

・ 遺産未分割の状況が見られることや現行の連帯納付義務を前提とすると、単純に

遺産取得課税方式の方が適当であるとは言えないのではないか。また、相続税が被相

続人ごとに課税されていることや、老後扶養の社会化が進む中で死亡時に富を社会に

還元する必要性を踏まえれば、遺産課税方式の考え方も重要ではないか。 

・ 現行の法定相続分課税方式は、昭和 33 年度税制改正で導入されて以降、実際に我

が国の社会の中で幅広い関係者に受け入れられ、長きにわたり定着してきた制度であ

ることに留意する必要があるのではないか。 

などの意見がありました。 

 

（国外財産に係る課税関係83） 

相続税・贈与税は、かつては、国内居住者については全世界の財産を、非

居住者については国内にある財産のみを、課税の対象としていました。しか

し、経済のボーダーレス化が進み、国境を越えた人や財産の動きが活発にな

る中で、住所や財産を意図的に国外に移すことによる租税回避を防止するこ

とが必要になる一方、高度外国人材の受入れを促進することも重要になって

きました。こうした観点の下、国外財産に係る課税関係について見直しが行

われてきたところです。 

 

ア）租税回避を防止する観点から行われた改正の概要は、以下のとおりです。 

 
82 「相続税・贈与税に関する専門家会合」は、資産移転の時期の選択により中立的な税制の構築等に向けた

相続税・贈与税のあり方について、当調査会における議論の素材を整理するため、令和４（2022）年９月 16

日に設置されました。 
83 本項目における内容は、相続と贈与のいずれの場合も該当しますが、ここでは相続の場合のみを記載して

います。 
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・ 平成 12 年度税制改正では、日本国籍を有する相続人は、相続時点で日

本国内に居住していなくても、原則として、国外財産を含めて課税される

ことになりました。ただし、相続人と被相続人の双方が相続開始前５年以

内に日本国内に居住していなかった場合は、引き続き、国外財産は課税対

象とされていません。 

・ この改正後も、例えば海外で生まれた子や孫などで日本国籍を取得しな

かった方などが相続人となる場合は、国内財産のみに課税され、国外財産

は課税されていませんでした。こうした状況も踏まえ、平成 25 年度税制

改正では、被相続人が国内に居住していた場合は、相続人が日本国籍を有

しない国外居住者であったとしても、国外財産を含めて課税されることに

なりました。 

・ 平成 29 年度税制改正では、相続人又は被相続人が相続開始前 10 年以

内（改正前：５年以内）に日本国内に居住していた場合について、国外財

産を含めて課税されることになりました。 

 

イ）一方、高度外国人材の受入れを促進する観点から行われた改正の概要は、

以下のとおりです。 

・ 平成 29 年度税制改正・平成 30 年度税制改正では、日本国内に一時的

に居住84する外国人85同士の相続や、外国人が日本を出国した後に亡くな

った場合の相続については、原則として、国内財産のみに課税されること

になりました。 

・ また、令和３年度税制改正では、一時的な居住であるか否かにかかわら

ず、日本国内に居住する外国人 85が亡くなった場合には、原則として、国

内財産のみに課税されることになりました。〔資料２－Ⅱ－10〕 

 

引き続き、経済のボーダーレス化が今後一層進んでいくことも見据えなが

ら、国内外財産に係る情報収集・活用など執行面を含め、適正かつ公平な課

税の実現に向けた取組みを進めていく必要があります。 

  

 
84 日本国内に居住していた期間が、過去 15 年以内に 10 年以下である場合には、一時的な居住とされていま

した。 
85 「出入国管理及び難民認定法」別表第１の在留資格者。 
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〔資料２－Ⅱ－10〕相続税の納税義務 

 

 

（その他の税制改正と適正・公平な課税の実現） 

以上のほかにも、近年、様々な税制改正が行われてきています。 

経済活性化等を目的とした「住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置」、

「教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置」、「結婚・子育て資金の一

括贈与に係る贈与税の非課税措置」といった贈与税の非課税措置が、時限的

に講じられています。住宅取得等資金に係る贈与税の非課税措置については、

経済対策として平成 21（2009）年度に創設されて以降、非課税限度額を変

更しながら、令和５（2023）年末まで延長が行われてきています。教育資金

や結婚・子育て資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置については、それ

ぞれ平成 25 年度税制改正・平成 27 年度税制改正で創設されましたが、累

次の見直しを行いながら、延長されてきています。これらの贈与税の非課税

措置については、世代を超えた格差の固定化につながりかねないとの懸念が

指摘されており、適用期限の到来時に、適用実態等を踏まえ、そのあり方を

検討する必要があります。 

相続税・贈与税には、このほかにも様々な特例等が設けられていますが、

経済社会が変化する中で、その政策目的が妥当かどうか、政策目的と照らし

整合的な制度となっているのか、適用実態等を踏まえ、検討していくことが

重要です。 

相続人

被相続人

国内に住所あり 国内に住所なし

一時的
居住者
（※１）

日本国籍あり
日本国籍
なし１０年以内に

住所あり
１０年以内に
住所なし

国内に住所あり

外国人（※２）

国内に
住 所
な し

日
本
国
籍
あ
り

１０年以内に
住所あり

１０年以内に
住所なし

日本国籍なし（※３）

※１ 出入国管理法別表第１の在留資格の者で、相続前15年以内において国内に住所を有していた期間の合計が10年以下の者
※２ 出入国管理法別表第１の在留資格の者に限る。
※３ 相続開始前10年間、いずれの時においても日本国籍を有していない者に限る。

国内財産のみに課税

国内・国外財産ともに課税
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また、相続税・贈与税について、適正かつ公平な課税を行っていく上では、

財産の価値を適正に評価することが重要です。租税回避が行われていないか、

資産の選択を歪めていないか、といった観点も含め、財産の評価方法につい

て、不断に点検することが必要です。  
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２．固定資産税等 

 

（１）固定資産税等の概要 

（固定資産税の意義） 

固定資産税は、土地、家屋及び償却資産という３種類の固定資産を課税客

体とし、その所有者を納税義務者として、当該固定資産の所在する市町村（特

別区については東京都）が、当該固定資産の価値に応じて毎年経常的に課税

する財産税です。 

土地、家屋及び償却資産に対し固定資産税が課税されるのは、これらの資

産の保有と市町村の行政サービスとの間に一般的な受益関係（応益性）が存

在するためです。ただし、このことは、固定資産税の税額が具体的な市町村

の行政サービスの量に応じて定まることを意味するものではなく、資産価値

を表す価格に対して比例税率で課税することとされています。 

また、固定資産税は、資産価値に応じて課税される物税とされており、資

産の所有者の所得などの人的要素は原則として考慮されません。 

固定資産税は、税収の変動が比較的小さく、どの地方公共団体にも税源が

広く存在し、その偏在が小さいという性格を有しています。令和３（2021）

年度の固定資産税の税収は、9.2 兆円と市町村税収の 40％以上を占めてお

り、市町村財政を安定的に支える基幹税としての役割を担っています。 

〔資料２－Ⅱ－11〕固定資産税収の動向 

 

 

（注） １ 表中における計数は、超過課税分を含まない。
２ 令和３年度までは決算額、令和４、５年度は地方財政計画ベースの収入見込額である。
３ 丸がついた年度は、評価替え年度である。
４ 大規模償却資産に係る道府県分（R３決算額：75.5億円）は含まれていない。
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（都市計画税の意義） 

都市計画税は、都市計画法に基づいて行う都市計画事業や土地区画整理法

に基づいて行う土地区画整理事業に要する費用に充てるため、都市計画法に

規定する都市計画区域のうち原則として市街化区域内に所在する土地及び

家屋に対してその価格を課税標準として課する市町村の目的税です。 

都市計画税は、都市計画事業などの実施に伴い、都市環境の改善・土地の

利用状況の増進などを通じて、土地及び家屋について一般的に利用価値が向

上し、その所有者の利益が増大すると認められることから、その受益関係に

着目して課される応益税としての性格を有しています。 

 

（課税の仕組み） 

固定資産税の課税標準は、原則として、固定資産の価格（適正な時価）で

固定資産課税台帳に登録されたものです。税率は、1.4％（標準税率）です。 

価格は総務大臣が定めた固定資産評価基準によって各市町村が評価・決定

しますが、土地及び家屋については基準年度（３年ごと）に評価替えが行わ

れ、特別の場合を除いて、価格は３年間据え置かれることとなっています。

土地については、評価替えにあわせて３年間の負担調整措置が講じられてい

ます。 

また、特定の固定資産については、公共的性格を有することに基づく非課

税措置や、政策目的を推進するために価格に特例率を乗じた額を課税標準と

する特例措置等が講じられています。 

例えば、住宅用地については、小規模住宅用地の課税標準をその価格の６

分の１（一般住宅用地については３分の１）の額とする特例措置が講じられ

ているほか、一定の条件を満たす新築住宅については３年間（３階建て以上

の耐火建築物については５年間）税額の２分の１に相当する額を減額する措

置などが設けられています。 

都市計画税の課税標準は、土地及び家屋に係る固定資産税の課税標準とな

るべき価格です。税率は、制限税率 0.3％とされています。都市計画税を課

するか否か、その税率をどの程度とするかについては、都市計画事業等の実

情に応じて市町村が自主的に条例により規定することとされています。 
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（２）近年の固定資産税の税制改正等 

（土地に係る固定資産税） 

土地に係る固定資産税については、地価の動向など土地をめぐる環境変化

に応じた対応策が講じられてきました。 

バブル経済の崩壊により地価が大きく下落する中で、平成９年度税制改正

においては、地域や土地によって負担水準（当該年度の評価額に対する前年

度の課税標準額の割合）に相当のばらつきがあったことから、課税の公平の

観点から負担水準の均衡化をより重視した負担調整措置が導入されました。 

その後、平成 18 年度税制改正では、課税の公平の観点から負担水準の均

衡化を促進するため、前年度の課税標準額に当該年度の評価額の５％を加え

る現行方式の負担調整措置が導入されました。 

平成 24 年度税制改正では、負担水準が 80％から 100％の間の土地につい

て講じられていた住宅用地に係る据置特例について、税負担が不公平な状態

を固定化させる要因となっていたことから、段階的に廃止されました。 

 

（所有者不明土地や空き家への対応） 

近年、所有者不明土地が全国的に増加しており、政府全体として取組みが

推進されています｡こうした中で、固定資産税の課税においても、所有者情

報の円滑な把握等が課題となっています。 

令和２年度税制改正においては、迅速かつ適正な課税に資する観点から、

相続人等に対し「現に所有している者」として、その氏名、住所等を申告さ

せることができる制度が創設されるとともに、地方公共団体が調査を尽くし

ても所有者が一人も明らかとならない資産について、当該資産を使用してい

る者が存在する場合、当該使用者を所有者とみなして課税することができる

制度が創設されました。 

また、全国的な空き家の増加を踏まえた対応についても政府全体として取

組みが推進される中で、固定資産税についても、平成 27 年度税制改正にお

いて、空家等対策の推進に関する特別措置法の規定による勧告の対象となっ

た「特定空家等」86の敷地の用に供する土地について固定資産税等の住宅用

 
86 そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそ

れのある状態、適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環

境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等。 
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地特例の対象から除外する措置が講じられました。さらには、令和５年度に

は、特定空家等になることを未然に防止するため、管理不全空家等87に対し

ても同様の措置を講ずることとする制度改正が行われました。 

この他、固定資産課税台帳の情報は、本来、地方税法上の守秘義務の対象

となりますが、所有者不明土地対策等をはじめ、各種行政課題の解決に資す

るため、固定資産課税台帳情報の提供を可能とする法制上の措置が近年講じ

られています。 

 

（納税者の信頼確保） 

市町村の基幹税であり、市町村長の処分によって税額が確定するという賦

課課税方式を採用している固定資産税においては、納税者の理解と信頼を確

保することがとりわけ重要です。 

固定資産税における情報開示制度として、固定資産課税台帳の閲覧制度に

加えて、固定資産評価や課税の透明性を高める観点から、市町村内の土地や

家屋の評価額等を記載した縦覧帳簿を納税者の縦覧に供する制度が設けら

れています。この他、課税明細書の送付や宅地の標準的な価格（路線価）の

公開等が実施されています。 

 

（固定資産の評価） 

固定資産税は資産価値に応じて課税されることから、その評価に当たって

は、個々の固定資産価格を可能な限り適正に評価する必要があります。この

ため、その評価方法はある程度精緻にならざるを得ない面を持っています。 

一方、評価の対象は、土地約１億 8,000 万筆、家屋約 6,000 万棟と膨大な

ものとなっており、３年毎の評価替えでは、大量な評価を一定期日で行う必

要があります。 

こうしたことから、限られた評価担当職員で効率的に評価事務が行えるよ

う、家屋評価における再建築費評点基準表の見直し等の固定資産評価基準の

整理合理化や、ＧＩＳをはじめとしたデジタル技術の活用が進められていま

す。 

 

 
87 空家等が適切な管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定空家等に該当することとなる

おそれのある状態にあると認められる空家等。 
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（３）固定資産税等における今後の課題 

（基幹税としての固定資産税） 

固定資産税は、先述したとおり、税収の変動が比較的小さく、どの地方公

共団体にも税源が広く存在し、その偏在が小さいという性格を有しており、

今後、人口減少・少子高齢化が進行していく中、市町村が住民サービスを提

供するために必要な基幹税として、引き続きその安定的な確保に努める必要

があります。 

また、固定資産税が市町村の基幹税であることを踏まえれば、国の政策を

推進するための税負担軽減措置等は、真に必要な場合に限る必要があります。

期限切れを迎えるものをはじめ、税負担軽減措置等はその政策目的、効果等

を十分に見極めた上で、不断の見直しを行わなければなりません。 

加えて、納税者からの信頼を得て固定資産税を安定的に確保していくため

にも、固定資産の評価については、今後とも固定資産評価基準の整理合理化

やデジタル技術の活用等により評価事務の効率化を図りつつ、適正な評価を

行うことが重要です。 

 

（多様化する地価の動向と土地に係る負担調整措置） 

近年の全国的な地価動向を見ると、平成 20（2008）年のリーマン・ショ

ック以降下落が続いていましたが、住宅地は平成 30（2018）年、商業地は

平成 28（2016）年から上昇に転じました。令和３（2021）年は新型コロナ

の影響により一時的に下落しましたが、令和４（2022）年から再び上昇して

います。 

全国的な地価動向は今述べたとおりですが、地域ごとに見ると様相が異な

ることには留意が必要です。 

三大都市圏や政令指定都市を中心に、新型コロナの影響が緩和されて以降、

地価の上昇傾向が見られる一方で、それ以外の地方圏においてはリーマン・

ショック以降現在でも地価が横ばい又は下落が続いている地域もあるなど、

地価の動向が多様化しています。 

こうした各地域における地価の動向により、相当程度負担水準の均衡化が

進んでいる地域もある一方で、地価が上昇局面の地域では負担水準が低下し、

地域間の負担水準に差が生じるとともに、同一地域内でも負担水準のばらつ

きが生じています。 
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今後の地価の動向を見通すことは難しいですが、多様化した地価の動向を

見ながら、課税の公平の観点から引き続き負担水準の均衡化を促進すること

が求められます。 

また、商業地等については据置特例が存在することで、据置ゾーン内にお

ける負担水準の不均衡が解消されないという課題があることから、負担の公

平性の観点から対応を検討する必要があります。 

今後も地価の動向等を注視しながら、税負担の公平性や市町村の基幹税で

ある固定資産税の充実確保の観点から、負担調整措置のあり方について引き

続き検討を行うことが必要です。 

 

（所有者不明土地等への取組みの推進） 

人口減少・高齢化が進む中で、持ち家保有者の高齢化や、死者数の増加に

伴う相続機会の増加により、今後ますます所有者不明土地や空き家が増加し

ていくことが懸念されており88、所有者不明土地や空き家の問題については

引き続き関係府省・関係地方公共団体が連携して取組みを進める必要があり

ます。 

固定資産税においても、所有者不明土地・家屋に対して迅速かつ適正に課

税していくためには、市町村において納税者の死亡情報や相続人等の納税義

務者を適切に把握することが重要です。 

こうした中、令和３（2021）年に不動産登記法が改正され、令和６年度以

降、相続登記の義務化や登記名義人の死亡情報を符号表示する制度が始まり

ます。これにより死亡情報や相続人等の把握は行いやすくなることが期待さ

れます。加えて、納税義務者の死亡の事実を早期に把握するためには、固定

資産課税台帳とマイナンバーの紐付けを推進する取組みも有効です。 

先述の「現に所有している者」に申告させることができる制度や、使用者

を所有者とみなして課税することができる制度とともに、こうした制度等も

活用し、迅速かつ適正な課税の実現に向けて取組みを進める必要があります。 

 また、所有者探索のための固定資産課税台帳の情報利用や、住宅用地特例

 
88 所有者不明土地については、土地利用ニーズの低下、土地の所有意識の希薄化が進行しており、令和３

（2021）年度地籍調査における土地所有者等に関する調査結果（国土交通省実施）によれば、所有者不明の

筆数の割合は 0.28％程度とされています。 

空き家については、総務省「平成 30 年住宅・土地統計調査」によれば、平成 30（2018）年に空き家は 849

万戸と過去最高となり、売却用等を除いた狭義の空き家（その他の住宅）は 349 万戸で、平成 25（2013）

年（318 万戸）に比べて 30 万戸（9.5％）増加しており、今後も増加が見込まれます。 
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の対象から特定空家等の敷地を除外する措置等が円滑に活用されるよう今

後とも関係府省が連携してその環境整備を行うことが必要です。 

  

（都市計画税の使途の明確化等） 

都市計画税は、都市施設整備のための財源として重要であることなどを

踏まえて、今後とも、都市計画事業などの需要に応じ、住民に身近な行政

を総合的に担う市町村の自主的かつ主体的な運用がなされることが期待さ

れます。また、納税者に対して受益と負担の関係を明らかにしていくた

め、その使途を明確化することが重要です。 

 

（４）その他の資産課税等（地方税） 

（不動産取得税の概要） 

不動産取得税は、不動産（土地及び家屋）の取得の背後にある担税力に着

目して当該不動産の取得者に課される税です。 

不動産取得税の課税標準は不動産の価格（原則として固定資産税評価額）

とされており、当該不動産所在の都道府県において課されます。 

税率は、４％（標準税率）です。ただし、住宅又は土地の取得が行われた

場合には、税率の特例により３％とされています。 

また、一定の住宅については、価格から、新築住宅の場合 1,200 万円が、

中古住宅の場合は当該住宅が新築された時点において控除するものとされ

ていた額が、それぞれ控除され、これらの住宅のための一定の住宅用土地に

ついては、新築住宅用地・中古住宅用地ともに、住宅の床面積の２倍（200

㎡限度）に相当する土地の価格に税率を乗じて得た額が税額から減額される

などの措置が講じられています。 

 

（事業所税の概要） 

事業所税は、人口 30 万以上の都市等が都市環境の整備及び改善に関する

事業に要する費用に充てるため、人口・企業が集中し、都市環境の整備を必

要とするこれらの都市の行政サ一ビスと所在する事業所等との受益関係に

着目して、事業所等において行う事業に対して課する目的税です。 

課税標準は事業所床面積（税率 600 円/㎡）及び従業者給与総額（税率

0.25％）、納税義務者は事業所等において事業を行う者とされています。 
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３．登録免許税 

 

（１）登録免許税の概要 

登録免許税は、国による登記、登録、免許などを課税対象に、登記などを

受ける者に対して、不動産の価額などを課税標準として、登記などの区分に

応じた比較的低い税率で負担を求める税です。また、登録免許税は、基本的

に、登記などによって生じる利益に着目するとともに、登記・登録などの背

後にある財の売買その他の取引などを種々の形で評価し、その担税力に応じ

た課税を行うものです。 

登録免許税を課税対象から見ると、不動産登記に対して課されるもの、商

業登記に対するもの、人の資格や事業免許に対するものなどがあります。 

不動産登記に対する登録免許税は、登記による財産権保護の利益に着目し

て、不動産（土地、建物など）の所有権の保存・移転登記などに対して課さ

れるものです。不動産の価額（基本的に、固定資産税評価額を不動産の価額

とします。）を課税標準とし、登記原因ごとに 1,000 分の１から 1,000 分の

20 までの税率を設定することにより、税額を決定する仕組みが採られてい

ます。 

また、商業登記に対する登録免許税は、会社の設立登記や増資の登記など

に課されるもので、商業登記により会社が営業上の利益を受けることに着目

するとともに、それらの登記の背後に担税力の存在を推認して課税するもの

です。例えば、株式会社の設立・増資などに係る登記であれば、資本金額を

課税標準とする仕組みが採られています。 

さらに、医師、弁護士などの人的資格の登録、著作権などの無体財産権の

登録、銀行業などの事業の免許などに対しても登録免許税が課されます。こ

れらについては、登録などの種類に応じて一定額の負担を求めるという定額

税率が設定されています。 

 

（２）登録免許税の現状と今後の課題 

令和５（2023）年度予算における登録免許税の税収は、6,520 億円となっ

ており、厳しい財政状況の下で貴重な財源となっています。公的サービスの

提供に要する費用を広く公平に分かち合うためには、所得税、法人税、消費

税といった限られた基幹税目のみならず、各種の税を組み合わせることによ
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って偏りのない税体系としていくことが必要であり、登録免許税も、引き続

き重要な役割を果たしていくと考えられます。また、その仕組みが簡素で外

形的に分かりやすく、登記制度に依拠しているため徴税コストが低いという

特徴もあります。〔資料２－Ⅱ－12〕 

登録免許税には、各種の政策目的から、租税特別措置として様々な特例が

設けられています。このような租税特別措置については、適用期限到来時に、

政策目的と照らし整合的な制度となっているのか、有効な手段となっている

のか、といった観点から、適用実態等を踏まえ、不断に点検していく必要が

あります。 

〔資料２－Ⅱ－12〕登記の種類別登録免許税額 

  

登録免許税額

（令和3年度） 課 税 標 準 税 率

5,742億円

(88.3)  売買による所有権の移転登記 不動産の価額 1,000分の20

うち　土　地　分　 4,642億円  贈 による所有権の移転登記 不動産の価額 1,000分の20

(71.3)  相続・合併による所有権の移転登記 不動産の価額 1,000分の４

 建物の所有権の保存登記 不動産の価額 1,000分の４

 抵 権(根抵 権を含む)の設定登記 債権金額等 1,000分の４

655億円  株式会社の設立登記 資本金額

(10.1)  　　  〃　  　増資登記 増加資本金額

 株式会社の合併による設立登記 資本金額 1,000分の1.5

増加資本金額 　　　　　　　(注２）

  役員の変更登記 申請件数 １件につ ３ 円

109億円  銀 業の免許 免許件数 １件につ 15 円

(1.7)  医師、弁護士、税理士等の登録 登録件数 １件につ ６ 円

6,506億円

(100.0)

（注）
１．
２． 合併による設立（増資）登記の税率については、合併により消滅した会社の合併直前の資本金額を超える部分は、1,000分の７である。

 　　　　〃　　　　　   増資登記

そ の 他

(人的資格等)

計

（　　）は、登録免許税額の合計額に占める各種類 の構成比（％）である。

商 業 登 記
1,000分の７

種 類

主　　な　　税　　率　　等

登 記 等 の 例

不 動 産 登 記
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４．印紙税 

 

（１）印紙税の概要 

契約書や領収書などの文書が作成される場合、その背後には、取引に伴っ

て生じる何らかの経済的利益があるものと考えられます。また、経済取引に

ついて文書を作成するということは、取引の当事者間において取引事実が明

確となり法律関係が安定化されるという面があります。このような点に着目

し、文書の作成行為の背後に担税力を見出して課税している税が印紙税です。 

印紙税法では、経済取引に伴い作成される文書のうち、不動産の譲渡契約

書、請負契約書、手形や株券などの有価証券、保険証券、領収書、預貯金通

帳など、軽度の補完的課税を行うに足る担税力があると認められる特定の文

書を 20 に分類掲名した上、課税対象としています。〔資料２－Ⅱ－13〕 

また、各種の政策的要請から、租税特別措置として一定の要件を満たす文

書については非課税とする等の特例が設けられています。 

印紙税の納税義務は、課税文書を作成した時に成立し、その作成者が納税

義務者となります。また、その課税納付制度は、課税文書の作成行為を捉え

て、原則として納税義務者が作成した課税文書に印紙税に相当する金額の収

入印紙を貼付することによって納税が完結する、客観的で簡素な仕組みとな

っています。 

なお、印紙税は日本に特有の税金ではなく、諸外国においても、不動産の

譲渡契約書など一定の文書作成に際して税負担を求める制度が存在します。 

 

（２）印紙税の現状と今後の課題 

印紙税は、各種の経済取引に伴い作成される広範な文書に対して軽度の負

担を求めることにより、税体系において基幹税目を補完する役割を有します。

令和５（2023）年度予算における印紙税の税収は 2,630 億円となっており、

厳しい財政状況の下で貴重な財源となっています。公的サービスの提供に要

する費用を広く公平に分かち合うためには、所得税、法人税、消費税といっ

た限られた基幹税目のみならず、各種の税を組み合わせることにより全体と

して偏りのない税体系とすることが求められます。こうした意味において、

印紙税は引き続き重要な役割を果たしていると言えます。 

また、現行の印紙税は電磁的記録には課されないことを踏まえれば、課税
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の公平性の観点から、電磁的記録にも印紙税を課税すべきではないか、とい

った考え方もあります。これについては、デジタル化に向けた対応を進める

中で電磁的記録への新たな課税が各種の取引にどう影響するか、また電子印

紙のようなものが可能かどうかといった課題があり、文書課税としての印紙

税の性格を踏まえる必要があると考えられます。 

〔資料２－Ⅱ－13〕印紙税の課税物件表 

  

  課税物件 （物件名）

一 １ 不動産、 業権、 体財産権、   しくは    は営業の  に する 約書
２ 地上権 は土地の  権の設定 は  に する 約書
３ 消費  に する 約書
４ 運 に する 約書（ よう  約書を含む。）

二 請負に する 約書

 約    は為替  

 株 、出資   しくは社債  は投資  、 付  、 定目的   しくは    発   の    

 合併 約書 は 収分  約書 しくは 設分 計 書

 定 

  続的 引の基本となる 約書（ 約期間の記 のある ののうち、   約期間が 月 内であり、 つ、更 に する定めのない のを除く。）

   金 書

     、     は複合運   

 保   

 一  用 

 二    為に する 約書

  債 の保 に する 約書（主たる債 の 約書に併記する のを除く。）

  金  は有価  の  に する 約書

  債権   は債 引 けに する 約書

    金領収  は  金 込通 書

  １ 売上代金に る金  は有価  の  書
２ 金  は有価  の  書で１に げる  書  の の

    金通 、   為に する通 、銀  しくは  会社の作成する 金通 、  保 会社の作成する保 料通  は  共済の 金通 

  第１ 、第２ 、第１４  は第１７ に げる 書により される    を付け込んで  する目的を つて作成する通 （前 に げる通 を除く。）

二    
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Ⅲ．消費課税 

 

（消費課税の意義・概要） 

消費課税とは、財・サービスの消費に対して負担を求めるものです。消費

課税の税目の多くは、事業者や輸入者を納税義務者とし、事業者などに課さ

れる税相当額が、価格に織り込まれて転嫁され、最終的には消費者が負担す

ることが予定されています。このような税は「間接税89」に分類されます。 

消費課税のうち、消費税及び地方消費税は、消費一般に広く公平に負担を

求めるものであり、原則として全ての国内における財・サービスの販売・提

供等と輸入取引を課税の対象とする「課税ベースの広い間接税」として構築

されています。我が国の消費税に相当する税は、諸外国では、一般的に「付

加価値税」と呼ばれており、ＯＥＣＤ加盟国ではアメリカ90以外の全ての国

が採用するなど、世界の多くの国々で採用されています。 

また、消費課税には、酒類やたばこに対し、その特殊なし好品としての性

格に着目して負担を求める酒税・たばこ税、揮発油の消費に対して負担を求

める揮発油税といった個別間接税等があります。個別間接税等は、付加価値

税などの課税ベースの広い間接税を有する諸外国においても、我が国と同様

に、重要な役割を果たしています91。  

 
89 直接税・間接税の区分については、「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化 Ⅰ．租税の役割と基

本的考え方 ３．租税の分類とタックス・ミックス」参照。 
90 アメリカでは、連邦における付加価値税は存在しませんが、地方税として、小売段階のみで課される小売

売上税が存在します。小売売上税は、課税対象とする財・サービスの範囲が、付加価値税が小売段階で課税

対象とする財・サービスと等しければ、理論上、付加価値税と同等の税収が得られることとなります。一方

で、小売売上税に対しては、納税のための事務負担を特定の取引段階や業種に偏って求めることになること

や、買手が事業者であるか消費者であるかの区別が困難であるといった問題が指摘されてきました。 
91 諸外国においては、ガソリン、酒、たばこ等に対する個別間接税が課税されている物品について、個別間

接税相当額も付加価値税の課税標準に含めることとされています。また、個別間接税に限らず、付加価値税

を除く他の租税、関税、課徴金などに相当する額についても同様に付加価値税の課税標準に含めることとさ

れていますが、これは、欧州理事会の「付加価値税の共通システムに関する指令」においても規定されてい

る付加価値税共通のルールとなっています。我が国においても、諸外国の付加価値税と同様に、揮発油税、

酒税、たばこ税等の個別間接税や関税などが課税されている物品についても、個別間接税相当額を含む価格

に対して消費税が課税されています。 
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１．消費税 

 

（１）消費税の概要 

消費税は、消費一般を広く課税対象として、消費額に応じた負担を求める

間接税です。事業者を納税義務者とし、生産、流通、販売などの取引の各段

階でその売上げに対して課税が行われますが、事業者に課される消費税相当

額は、価格に織り込まれて転嫁され、最終的には消費者が負担することが予

定されています92。税の累積を排除するため、事業者は、売上げに係る税額

から仕入れに係る税額を控除（仕入税額控除）し、その差引税額を納付する

仕組みになっています。こうした仕組みは、諸外国における付加価値税とも

共通しています93。〔資料２－Ⅲ－１〕 

少子高齢化が進行する中、消費税は、世代や就労の状況にかかわらず国民

が幅広く負担を分かち合うことができるものであり、また、社会保障給付を

安定的に支える財源となっています。消費税は、所得税収を上回って最大の

税収の税目となっており、我が国税体系の中で重要な役割を果たす基幹税で

す。 

  

 
92 消費税創設時の「税制改革法」において、「事業者は、消費に広く薄く負担を求めるという消費税の性格に

かんがみ、消費税を円滑かつ適正に転嫁するものとする。」とされています。 
93 付加価値税タイプの税以外にも、消費一般に負担を求める間接税の仕組みとしては、製造、流通、販売な

どの全段階で課税しつつ、税の累積を排除しない取引高税（ドイツ・フランスの旧取引高税等）や、卸売段

階や製造段階で課税される単段階売上税（イギリスにおける卸売段階の旧仕入税等）などの方式があります。

このうち、ドイツやフランスの取引高税については、税負担の累積により、取引段階の多寡により価格に占

める税負担割合が異なり、ひいては取引会社間の垂直的統合を促す等の問題が指摘されていました。また、

イギリスの仕入税については、卸売段階で個々の財貨に課税されるため、技術的にサービスに課税すること

が困難との課題がありました。現在各国で採用されている付加価値税タイプの税は、過去に採用されていた

こうした間接税の課題を踏まえつつ、導入が広がってきたものと言うことができます。 
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〔資料２－Ⅲ－１〕消費税の多段階課税の仕組み（イメージ） 

 

 

（２）近年の消費税の歩み 

（社会保障・税一体改革） 

消費税は、昭和 62（1987）・63（1988）年の抜本的税制改革の中で創設が

決定され、平成元（1989）年に３％の税率で実施されました。その後、平成

６（1994）年の税制改革を経て、平成９（1997）年より、税率が５％に引き

上げられました。 

平成 11（1999）年度には、国の消費税の収入（地方交付税分を除く国分）

を基礎年金、老人医療及び介護に充てることを予算総則94に明記する、いわ

ゆる「消費税の福祉目的化」が行われました。 

こうした中、平成 24（2012）年に、社会保障・税一体改革のための税制

抜本改革法が成立し、消費税の社会保障財源としての位置付けが法律上明確

化され、10％への税率の段階的引上げを行うこととされました。社会保障・

税一体改革の経緯については、第１部95において述べていますが、本節では、

消費税が社会保障財源として位置付けられるに至った当初の考え方を中心

に、一体改革に至る流れを改めて振り返っておきます。 

平成 19（2007）年 11 月に当調査会が取りまとめた「抜本的な税制改革に

 
94 予算総則とは、歳入歳出予算などのほかに毎年度の財政運営に必要な基礎的事項等について、条文形式で

規定を設け、その年度の予算の一部として国会の議決を求めるものです。 
95 「第１部 基本的考え方と経済社会の構造変化 Ⅱ．租税制度の変遷と近年の税制改革の流れ ７．社会

保障・税一体改革」参照。 

原 材 料 製 造 完成品製造業者 卸 売 業 者 小 売 業 者 消 費 者

22,000円
税抜20,000

税 2,000

55,000円
税抜50,000
税 5,000

77,000円
税抜70,000

税 7,000

110,000円
税抜100,000

税 10,000

課税

○ 消費税は、財・サービスの消費が われることに着目して課税される税
○ 消費税の実質的な負担者は消費者であるが、 税義 者は 業者
○ 全国にわたる製造、卸、小売り等の各 引段階の 業者が 付する消費税額の合計は、消費者が負担する消費税額に対応

〔納税義務者〕課税 課税 課税〔納税義務者〕〔納税義務者〕〔納税義務者〕

利 等
20,000

税
2,000

仕入れ
20,000

税
2,000

利 等
30,000

税
3,000

仕入れ
50,000

税
5,000

仕入れ
70,000

税
7,000

利 等
20,000

税
2,000

利 等
30,000

税
3,000

3,000

2,000

3,000

2,000

税込価格 22,000円

税込価格 55,000円

税込価格 77,000円

税込価格 110,000円

※税率10％の場合（「税」、「消費税」には地方消費税を含む。）

税抜価格 消費税
20,000 2,000

税抜価格 消費税
50,000 5,000

税抜価格 消費税
70,000 7,000

税抜価格 消費税
100,000 10,000

 付税額合計

 付税額 3,000円 3,000円2,000円2,000円 10,000円＋ ＋ ＋ ＝

消費者が負担する
消費税額10,000円
に対応
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向けた基本的考え方」おいては、「消費税の社会保障財源としての適性を踏

まえれば、その位置付けをより明確にし、社会保障費に関しては、効率化・

合理化努力を進めつつ、将来世代に負担を先送りするのではなく、消費税率

を引き上げていくことによって賄うとの姿勢を明らかにすること（「消費税

の社会保障財源化」）につき、選択肢の一つとして幅広く検討を行うべきで

ある。」との考え方が示されています。 

その後、平成 20（2008）年秋のいわゆるリーマン・ショックに端を発す

る世界経済の混乱に対応し、大規模な経済対策を実施する中、経済成長と財

政健全化の両立を図る観点から策定された「持続可能な社会保障構築とその

安定財源確保に向けた「中期プログラム」」（平成 20（2008）年 12 月閣議決

定）においては、社会保障と消費税の関係について、以下のような考え方が

述べられています96。 

・ 「年金、医療及び介護の社会保障給付や少子化対策について、（中略）

機能強化と効率化を図る。このため、（中略）、確立・制度化に必要な費用

について安定財源を確保した上で、段階的に内容の具体化を図る。」 

・ 「社会保障安定財源については、給付に見合った負担という視点及び国

民が広く受益する社会保障の費用をあらゆる世代が広く公平に分かち合

う観点から、消費税を主要な財源として確保する。」 

・ 「消費税収が充てられる社会保障の費用は、その他の予算とは厳密に区

分経理し、予算・決算において消費税収と社会保障費用の対応関係を明示

する。具体的には、消費税の全税収を確立・制度化した年金、医療及び介

護の社会保障給付及び少子化対策の費用に充てることにより、消費税収は

すべて国民に還元し、官の肥大化には使わない。」 

 

平成 24（2012）年３月には消費税の社会保障財源化及び税率の 10％への

段階的引上げ等を盛り込んだ税制抜本改革法案が国会に提出され、いわゆる

三党合意に基づく修正を経て、同年８月に成立するに至りました。その後、

平成 26（2014）年４月に消費税率８％への引上げが行われ、令和元（2019）

 
96 平成 21 年度税制改正法附則第 104 条においては、「消費税を含む税制の抜本的な改革を行うため、平成

23 年度までに必要な法制上の措置を講ずるものとする。」「消費課税については、その負担が確実に国民に

還元されることを明らかにする観点から、消費税の全額が制度として確立された年金、医療及び介護の社会

保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する費用に充てられることが予算及び決算において明確

化されることを前提に、消費税の税率を検討すること。」とされました。 
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年 10 月には、税率 10％への引上げが行われました。 

 

（軽減税率とインボイス制度） 

消費税率引上げに当たっての検討課題等を定めた税制抜本改革法第７条

においては、複数税率について「低所得者に配慮する観点から、（中略）財

源の問題、対象範囲の限定、中小事業者の事務負担等を含め様々な角度から

総合的に検討する」との内容が盛り込まれました。この規定を踏まえ、いわ

ゆる逆進性や痛税感の緩和、社会保障財源の確保、事業者の事務負担等への

配慮、社会保障・税の一体改革の趣旨97等の様々な角度から総合的に軽減税

率について検討が行われました。 

平成 28 年度税制改正において、消費税率 10％への引上げに際して、飲食

料品（酒類・外食を除く）等を対象として８％の軽減税率を実施することと

されました（令和元（2019）年 10 月の消費税率引上げ時に実施）。 

あわせて、平成 28 年度税制改正においては、標準税率と軽減税率が併存

する複数税率制度の下で適正な課税を確保するために必要なものとして、イ

ンボイス制度（適格請求書等保存方式）を導入することも決定されました。

インボイス制度は、令和元（2019）年 10 月の軽減税率制度実施から４年の

経過措置期間を経て、令和５（2023）年 10 月から施行されることとなって

います。 

 

（３）消費税の基本的な仕組み 

① 課税対象 

（基本的な考え方） 

消費税は、原則として全ての国内における財・サービスの販売・提供等と

輸入取引を課税の対象としています。 

国内取引については、事業者が事業98として対価を得て行うものであるこ

と等が課税対象となるための要件とされており、これに該当しない場合は消

費税の課税対象外となります99。 

 
97 平成 26（2014）年６月５日の与党税制協議会資料「消費税の軽減税率に関する検討について」において

は、「消費税の負担調整による低所得者対策は、必要最低限の補完的なものに限定。」との記述があります。 
98 ここで、「事業」とは、同種の行為を反復・継続かつ独立して遂行することを言います。 
99 課税対象となる要件を満たさない取引については、法令上の用語ではありませんが、一般的に「不課税取

引」と呼ばれています。 
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輸入取引については、有償取引か無償取引かを問わず課税対象になります。 

 

（非課税取引） 

消費税は、消費一般に対し広く負担を求める税ですが、一部の取引につい

ては、非課税取引として、消費税を課さないこととされています。現行の非

課税取引の範囲は、土地取引や金融取引などのように、取引の性質上、課税

することがなじまないとされた分野100や、医療、福祉、教育など、政策的配

慮により非課税とすることが特に必要な分野に限定されています。〔資料２

－Ⅲ－２〕 

なお、消費税制度においては、財・サービスが非課税とされた場合、売上

げに対しては消費税が課税されない一方で、その売上げに対応する課税仕入

れについて仕入税額控除を行うこともできないこととされています。 

〔資料２－Ⅲ－２〕消費税における非課税取引 

 

 

（国際取引と消費税） 

消費税は、国内の消費者に最終的な負担を求める税であるため、輸出取引

については免税とし、輸入国側が輸入の際に課税する仕組みとなっています。

財やサービスの最終消費地で課税するという仕向地主義の考え方の下、諸外

国の付加価値税でも同様の方式が取られており、国際的に共通したルールと

なっています。 

この仕組みの下、輸入貨物に対しては税関などで消費税が課税され、国内

 
100 欧州理事会の「付加価値税の共通システムに関する指令」においても、一定の金融・保険取引は非課税と

されていますが、欧州委員会は、金融・保険サービスに係る付加価値税のルールにより、付加価値税の中立

性が損なわれている等の考え方の下、2021 年に、現行のルールを巡る状況や非課税措置の見直しに対する

意見等を問うパブリックコンサルテーション（市中協議）を実施しています。 

○ 税の性格から課税対象とならないもの

・ 土地の譲渡及び貸付け

・ 有価証券、支払手段等の譲渡

・ 貸付金等の利子、保険料等

・ 郵便切手類、印紙等の譲渡

・ 行政手数料等、外国為替取引

○ 社会政策的な配慮に基づくもの

・ 医療保険各法等の医療

・ 社会福祉法に規定する第一種社会福祉事業等

・ 一定の学校の授業料、入学検定料

・ 第二種社会福祉事業及び社会福祉事業に類する事業

・ 入学金、施設設備費、学籍証明等手数料

・ 助産

・ 埋葬料、火葬料

・ 身体障害者用物品の譲渡、貸付け等

・ 教科用図書の譲渡

・ 住宅の貸付け

※点線枠囲みについては、平成３年度改正（議員立法）により追加
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取引と同様の消費税負担が行われます101。一方、輸出取引は免税とされてお

り、売上げが課税の対象から除かれるとともに、その売上げに対応する仕入

税額控除も行われ、国内において発生した消費税負担が完全に除去されるこ

とになります。こうした仕組みを「国境税調整」と呼んでいます。 

 

② 税率 

（税率水準） 

先述のとおり、令和元（2019）年 10 月、消費税率の引上げが行われると

ともに、軽減税率制度が実施されました。現在、国税・地方税を合わせ、標

準税率は 10％、軽減税率は８％です。このうち、消費税（国税）について

は、標準税率は 7.8％、軽減税率は 6.24％です。地方消費税（地方税）につ

いては、消費税（国税）の税額の 78 分の 22 とされており、消費税率換算

で、標準税率は 2.2％、軽減税率は 1.76％です。  

ＯＥＣＤ加盟 38 カ国中、アメリカ102を除く 37 カ国で付加価値税が実施

されていますが、これらの国々における付加価値税の標準税率は、10％未満

の国が１カ国、10％以上 15％未満の国が日本を含めて５カ国103、15％以上

20％未満の国が８カ国、20％以上の国が 23 カ国となっています。 

なお、ＥＵ諸国に関しては、欧州理事会指令により付加価値税率（標準税

率）の範囲が 15％以上と定められています。 

 

（軽減税率制度） 

先述のとおり、令和元（2019）年 10 月からの消費税率 10％への引上げに

際して、低所得者への配慮の観点から軽減税率制度が実施されました。軽減

税率は８％とされ、対象品目は、酒類・外食を除く飲食料品に加え、定期購

読契約が締結された週２回以上発行される新聞とされました。 

 

 
101 なお、国境を越えた役務提供に係る消費税に関しては、後述「（４）消費税の特徴及び意義 （経済のグ

ローバル化・デジタル化との関係）」参照。 
102 アメリカでは、連邦における付加価値税は存在しませんが、地方税として、小売売上税が存在します（脚

注 90 参照）。 
103 カナダについては、連邦税である財貨・サービス税は５％ですが、財貨・サービス税に代わり、連邦・州

共通税として統合売上税（13％または 15％）が 10 州中５州で課されている等、州により税率が異なる場合

があります。ここでは、統合売上税の 13％（オンタリオ州）をカナダの税率として記載しています。 



 

157 

③ 中小事業者に対する特例措置 

（基本的考え方） 

消費税は、納税義務者である事業者が納税の事務を担うことになります。

消費税の課税対象となる取引は幅広く、零細な規模の事業者も含め、数多く

の事業者に関係します。こうしたことを踏まえ、消費税制度においては、制

度の公平性や透明性が損なわれないよう留意しつつ、中小事業者の事務負担

に配慮した特例措置が設けられています。 

 

（事業者免税点制度） 

小規模な事業者の事務負担や税務執行コストへの配慮から、基準期間（個

人事業者の場合は前々暦年、法人の場合は前々事業年度）における課税売上

高（消費税の課税対象となる取引の売上高）が 1,000 万円以下の事業者に対

しては、納税義務が免除されています。この制度を、事業者免税点制度と呼

んでいます。なお、課税売上高が 1,000 万円以下であっても、課税事業者と

なることを選択することができます。〔資料２－Ⅲ－３、５〕 

〔資料２－Ⅲ－３〕事業者免税点制度の概要 

 

 

（簡易課税制度） 

一定規模以下の中小事業者については、その事務負担への配慮から、選択

○ 前々年（個人）又は前々事業年度（法人）の課税売上高が１,０００万円以下の事業者については、その課
税期間について、消費税を納める義務が免除されている。

○ 基準期間（前々事業年度）のない新設法人の設立１期目及び２期目の扱いは原則として資本金の額で判定。

※ 資本金1,000万円未満の新設法人は、設立当初の２年間、免税事業者となる。資本金1,000万円以上の新設法人は、設立当初
の２年間、事業者免税点制度が適用されないため課税事業者となる。

【平成９年税率引上げ時】

資本金1,000万円以上の新設法人は不適用（設立後２年間に限る）

【平成15年度改正】
適用上限を課税売上高3,000万円から1,000万円へ引き下げ

【平成23年度改正】
前年又は前事業年度上半期の課税売上高が1,000万円を超える事業者は不適用
※１ 課税売上高に代えて支払給与の額で判定可
※２ 平成25年１月１日以後に開始する年又は事業年度について適用

【社会保障・税一体改革】
資本金1,000万円未満の新設法人のうち、課税売上高５億円超の事業者等がグループで50％超出資して設立された
法人は不適用（設立後２年間に限る） ※ 平成26年4月1日以後に設立される法人について適用

これまでの制度の見直し

小規模な 業者の  負担や税 執 コストへの 慮  設け れている 例措置

制度の趣旨

【 事 例 】

第Ａ期 第Ｂ期 第Ｃ期 第Ｄ期

○ 第Ｃ期 --- 免税（第Ａ期の課税売上高が１,０００万円以下）

(免税）１,２００万円９００万円

前々期の課税売上高で判定

【 事 例 】

第Ａ期 第Ｂ期 第Ｃ期 第Ｄ期

○ 第Ｃ期 --- 免税（第Ａ期の課税売上高が１,０００万円以下）

(免税）１,２００万円９００万円

前々期の課税売上高で判定
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により、売上げに係る消費税額を基礎として、仕入れに係る消費税額を簡易

な方法により計算できる簡易課税制度が設けられています。具体的には、基

準期間における課税売上高が 5,000 万円以下の事業者が、簡易課税制度の適

用を受ける旨の届出を行った場合には、その翌課税期間以後、その課税期間

における売上げに係る消費税額にみなし仕入率を乗じた額を、仕入れに係る

消費税額とみなして仕入税額控除することができます。〔資料２－Ⅲ－４、

５〕 

〔資料２－Ⅲ－４〕簡易課税制度の概要 

 

〔資料２－Ⅲ－５〕主要国における免税点制度・簡易課税制度の概要 

 

本 則 課 税 簡 易 課 税

本則課税による
納付税額

簡易課税制度に
よる納付税額

= 消費税額

○ 適用要件 ＝ 前々年（個人）又は前々事業年度（法人）の課税売上高が５，０００万円以下であり、かつ、「簡
易課税制度選択届出書」を事前に提出していること

○ みなし仕入率 ＝ 事業の種類ごとに、仕入高の売上高に通常占める割合を勘案して定められている。

卸売業 小売業等（注１） 製造業等（注１） サービス業等（注２） 不動産業 その他事業

90% 80% 70% 50% 40% 60%
（注１） 消費税の軽減税率が適用される食用の農林水産物を生産する事業は80％、その他の農林水産物を生産する事業は70％となる。

（注２） サービス業等とは、サービス業、運輸通信業、並びに金融業及び保険業をいう。

※ 簡易課税制度を選択した事業者は、2年間以上継続した後でなければ、選択をやめることはできない。

売
上
高
×
み
な
し
仕
入
率

売

上

高

（
売
上
高
×
適
用
税
率
）

（
売
上
高
×
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用
税
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×
み
な
し
仕
入
率
）

仕
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上

高

（
仕
入
高
×
適
用
税
率
）

（
売
上
高
×
適
用
税
率
）

〇 簡易課税制度は、売上高のみで納付税額を計算する制度

→ 仕入税額控除を行うに当たり、インボイス等の保存は不要

〇 課税売上高が5,000万円以下の中小事業者の事務負担への配慮から設けられている措置

（2023年１月現在）

日 本 英 国 ド イ ツ フ ラ ン ス

【
免
税
点
制
度
】

【
簡
易
課
税
制
度
】

な し な し

・売上税額にみなし仕入れ率を乗じて、仕入税額を計算。
・みなし仕入れ率は、90％（卸売業）～40％（不動産
業）の６区分。

・売上総額に平均率を乗じて、納付税額を計算。
・平均率は、14.5％（法律サービス業等）～４％（食品
等の小売業）の17区分。

前々課税期間の
課税売上高

1,000万円
以下

今後１年間の
課税売上高見込額

又は 前年の
課税売上高

当年の
課税売上高見込額

かつ

前年の
課税売上高

当年の
課税売上高見込額

かつ

直近１年間の
課税売上高

今後１年間の
課税売上高見込額

5,000万円
以下

前々課税期間の
課税売上高

85,000ポンド
(1,428万円）

以下

83,000ポンド
（1,394万円）

以下

22,000ユーロ
（319万円）

以下

50,000ユーロ
（725万円）

以下

91,900ユーロ
(1,333万円)

以下

101,000ユーロ
(1,465万円)

以下

150,000ポンド
（2,520万円)

以下

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（備考）

上記は、各国における原則的な取扱いを記載。

日本の免税点制度は、資本金1,000万円以上の新設法人（設立当初の２年間）等については、不適用。

英国の簡易課税制度は、同制度適用開始後1年以上後に直近12か月の税込売上高が230,000ポンド（3,864万円）を超えた場合、または今後30日間の税込売上高見込額が230,000ポンド（3,864万円）を超える場合については、不適用。

フランスの免税点制度は、商業、サービス業（外食・宿泊業等を除く）、専門職など、基準額が業種に応じて複数存在する。表中では商業に適用される基準額を記載。

邦貨換算レートは、１ポンド＝168円、１ユーロ＝145円（裁定外国為替相場：令和５年（2023年）１月中適用）。なお、端数は四捨五入している。
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＜参考：いわゆる「益税」に関する指摘について＞ 

事業者免税点制度や簡易課税制度の適用を受ける事業者について、買い手が負担した

消費税相当額の一部が事業者の手許に残る、いわゆる「益税」が生じているのではない

か、との指摘がなされることがあります。 

まず、事業者免税点制度について、免税事業者であっても、仕入れに係る消費税を負担

しており、仕入れに係る消費税を価格に上乗せすること自体は適正な転嫁となるもので

す。その上で、免税事業者が、仕入れに係る消費税額を超えて、本体価格に消費税として

金額を上乗せして別途受け取ることとなれば、仕入れに係る消費税額を超えた部分につ

いては、いわゆる「益税」が生じることとなります。ただし、各事業者において、こうし

たいわゆる「益税」が発生しているかについては、各事業者による価格設定の実態等に応

じて変わるものであり、一概に述べることは困難です。 

また、簡易課税制度については、中小事業者の事務負担への配慮から設けられている

措置であり、みなし仕入率は、業種ごとの平均的な仕入率に応じて定められています。一

方で、仮に、簡易課税制度全体として、みなし仕入率と実際の仕入率の乖離が大きくなっ

てくるようなこととなれば、いわゆる「益税」が生じているのではないかとの見方が強ま

り得ることには留意が必要です。 

 

④ 仕入税額控除 

（基本的考え方） 

消費税は、取引の各段階で課税されることから、その納付税額の計算に当

たっては、課税期間内に発生した売上げに係る消費税額から、仕入れに係る

消費税額を控除（仕入税額控除）することにより、税の累積を排除する方式

が採られています。仕入れに係る消費税額が売上げに係る消費税額を超える

場合には、控除不足額の還付が行われます。 

 

（インボイス制度） 

標準税率と軽減税率が併存する複数税率制度の下で適正な課税を確保す

るためには、買い手側で仕入税額控除を行う際の適用税率が売り手側で売上

に対して適用された税率と一致していることを客観的に確認できる仕組み

とする必要があります。このため、軽減税率制度実施を盛り込んだ平成 28

年度税制改正において、インボイス制度（適格請求書等保存方式）の導入が

決定され、令和元（2019）年 10 月の軽減税率制度実施から４年の経過措置

期間を経て、令和５（2023）年 10 月から施行されることとなっています。 
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インボイス制度は、売り手側に、税率を区分して記載した請求書等（イン

ボイス）の交付義務や写しの保存義務を課すとともに、買い手側が仕入税額

控除の適用を受けるために、原則として、帳簿に加えてインボイスの保存を

要件とする制度です。インボイス制度は、付加価値税を導入する全てのＯＥ

ＣＤ加盟国で導入されています。 

事業者免税点制度の適用を受ける免税事業者は、事務負担への配慮等の観

点から消費税の納税義務が免除されています。仮に、納税義務のない免税事

業者がインボイスを交付できるような仕組みとした場合、免税事業者は、イ

ンボイスにどのような税額を記載しても、自らの納税額には影響がないため、

買い手の求めに応じて、高い「税率」や「税額」を記載する誘因が働く可能

性もあります。このため、免税事業者がインボイスを発行することは認めら

れていません104、105。他方、インボイスを発行するために課税事業者となっ

た場合にも、先述のとおり、小規模な課税事業者については、簡易課税制度

の適用を受けることが可能であり、事務負担への配慮がなされています106。 

なお、インボイス制度への移行を見据え、デジタルインボイス107の普及・

定着に向けた取組みが進められており、これらを通じ、バックオフィス業務

の効率化の実現や、請求も含めた取引全体のデジタル化による様々な効果が

期待されます108。 

 

 
104 諸外国の付加価値税においても、一般的に、納税義務のない免税事業者が税額を記載したインボイスを発

行することは認められていません。 
105 インボイス制度への円滑な移行のため、免税事業者からの仕入れであっても、制度実施後３年間は仕入税

額相当額の８割を、その後の３年間は仕入税額相当額の５割を控除可能とする経過措置が講じられていま

す。 
106 令和５年度税制改正においては、免税事業者がインボイス発行事業者を選択した場合の負担軽減を図るた

め、売上税額の２割を納税額とする措置を３年間講ずることとされました。この措置により、簡易課税の適

用を受ける場合に比べ、更に事務負担が軽減されることとなります。また、同改正においては、基準期間に

おける課税売上高が１億円以下である事業者については、インボイス制度の施行から６年間、１万円未満の

課税仕入れについて、インボイスの保存がなくとも帳簿のみで仕入税額控除を可能とする事務負担軽減措

置も講じられています。 
107 システムの差異を問わず、請求に係る情報を、売り手のシステムから買い手のシステムに対し、直接デー

タ連携する仕組み。 
108 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和４（2022）年６月閣議決定）においては、「（国際的な標

準仕様に対応し）標準化された電子インボイス（デジタルインボイス）の普及・定着によりバックオフィス

業務の効率化を実現するとともに、請求も含めた取引全体のデジタル化による新たな価値の創造や更なる

成長につなげていけるよう、関係する事業者団体とともに、引き続き、必要な対応を行う。」とされており、

令和４（2022）年 10 月には、国際的な標準仕様に基づいた、日本におけるデジタルインボイスの標準仕様

が策定・公表されました。 
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⑤ 申告・納付 

消費税においては、所得税等と同様、申告納税制度が採用されており、事

業者が行う確定申告によって具体的な消費税額が確定し、納付されることに

なります。消費税の課税期間は、原則として、個人事業者の場合は暦年、法

人の場合はその法人の事業年度とされ、課税事業者は、所定の期限までに申

告・納付を行うこととされています109。 

さらに、所得税における予定納税、法人税における中間申告の制度とのバ

ランス等を考慮し、直前の課税期間の確定消費税額に応じて、中間申告・納

付を行う制度が設けられています。これまで、申告納付の回数は増加が図ら

れてきており、現在では、中間申告・納付の回数は年１回から 11 回となっ

ています110。〔資料２－Ⅲ－６〕 

輸入取引の場合には、原則として、課税貨物を保税地域から引き取る時ま

でに、税関に輸入申告書を提出するとともに、消費税額を納付することとさ

れています。 

〔資料２－Ⅲ－６〕消費税の申告・納付制度の改正の推移 

 
 

109 免税事業者を除く事業者は、原則として、課税期間の末日の翌日から２ヵ月以内に確定申告書を提出する

とともに、消費税額を納付することとされています。ただし、個人事業者の消費税の申告・納付期限は、租

税特別措置法において、課税期間の翌年の３月末日までとされています。 
110 直前の課税期間の確定消費税額が 4,800 万円を超える事業者は、中間申告・納付を毎月（年 11 回）行う

こととした平成 15 年度税制改正に際し、当調査会の答申では、「申告納付制度については、これまでも消費

税の預り金的性格に鑑み、いわゆる運用益問題の解消に資する観点から改正が行われてきた。このような消

費税の性格を考慮し、納税者の事務負担や税務行政コスト等にも留意しつつ、申告納付回数の増加を図るこ

ととする。」としていました（「平成 15 年度における税制改革についての答申」（平成 14（2002）年 11 月））。 

４８ 円 下

消  費  税  率
３　　　％

４　　　％ ６．３　　％ ７．８　　％

（地方消費税を含む） （５　　　％） （８　　　％） （10　　　％）

６０ 円 下 ６０ 円 下
４８ 円 下 ４８ 円 下

４８ 円 下

4,800 円

年４回
確定申告 １回
中間申告 ３回

５００ 円超
４００ 円超

４,８００ 円 下
４００ 円超

４,８００ 円 下
４００ 円超

４,８００ 円 下
４００ 円超

年２回
確定申告 １回
中間申告 １回

６０ 円超
５００ 円 下

６０ 円超
４００ 円 下

４８ 円超
４００ 円 下

４８ 円超
４００ 円 下

４８ 円超
４００ 円 下

４８ 円超

年１回
確定申告 １回

二段階目の引上げ
令和元年10月～

年１２回
確定申告 １回
中間申告11回

 ４,８００ 円超  ４,８００ 円超  ４,８００ 円超

【導入時】 【平成３年改正】 【平成６年秋の税制改革】
平成９年４月施 

【平成15年改正】
平成16年４月施 一段階目の引上げ

平成26年４月施 

500 円

400 円

60 円

48 円

（５００）

（６０）

（６０）

（５００）

（６０）

（６０）

（５００）

（６,０００）

（６,０００）

（５００）

前課税期間の
年税額

（注）（ ）書 は、地方消費税（消費税率換算相 ）を含む。
（※）軽減税率が適用される のについては、税率6.24％（地方消費税と合わせて８％）。

（５０７.９３）

（６０.９５）

（６０.９５）

（６，０９５.２３）

（６，０９５.２３）

（５０７.９３）

（５１２.８２）

（６１.５３）

（６１.５３）

（６，１５３.８４）

（６，１５３.８４）

（５１２.８２）

【社会保障・税一体改革】

中間申告を う意思を有する 業者について、任意の
中間申告（年１回）が可能

（※）
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＜参考：消費税の適正な執行に向けた対応＞ 

消費税率が引き上げられてきたことに伴い、申告・納付が正しく行われなかった場合

の影響が大きくなったという側面もあります。このため、消費税制度の適正な執行に向

けて、これまでも、様々な対応が行われてきました。 

例えば、平成 23 年度税制改正では、架空資産等により仕入を偽装することで不正に

消費税の還付を受ける行為（不正受還付）を未然に防止する観点から、消費税の不正受

還付罪の未遂罪を処罰する規定が創設されました。 

また、金を密輸し、国内の金買取業者に売却することによって、消費税額相当分を利

益として獲得する行為を抑止するため、これまで、消費税法・関税法等の大幅な罰則強

化（平成 30 年度税制改正）、買取業者が行う仕入税額控除の要件強化（売主の本人確

認書類の保存を要件に追加）（令和元年度税制改正）、仕入税額控除のために保存が必要

とされる本人確認書類からの在留カード等の除外（令和３年度税制改正）といった累次

の制度上の対応を行ってきました。 

さらに、近年、外国人旅行者数の拡大にあわせて輸出物品販売場（いわゆる免税店）

が大幅に増加してきた中、旅行者向けの免税販売制度が不正に利用されている例が見

受けられます。特に、令和２（2020）年４月から、輸出物品販売場による免税販売手続

が電子化され、税務当局において購入記録情報をデータで把握することが可能となっ

たことにより、国内で商品の横流しがされていると疑われるような免税販売・購入の実

態がより明らかになってきています。こうした事例に対応するため、令和５年度税制改

正では、免税購入された物品が国内で譲渡された場合に、当該物品につき免除された消

費税額に相当する消費税について直ちに徴収（即時徴収）する際の対象者の見直しが行

われています。 

なお、諸外国においては、外国人旅行者向けの免税制度として、課税で販売し、事後

的に還付を行う「リファンド方式」が広く採用されています。このリファンド方式につ

いては、免税制度の悪用を抑止する観点から優れているとの指摘もある一方、事後的に

還付をするための手続が生ずるほか、リファンド方式を導入する際に、事業者や行政機

関においてシステム改修等のコストが生ずるといった課題も指摘されています。外国

人旅行者向けの免税制度については、引き続き免税販売の実態を踏まえ、どのような対

応が考えられるかを検討していくことが重要です。 

 

⑥ 価格表示 

消費税は事業者を納税義務者とし、取引の各段階でその売上げに対して課

税されますが、消費税相当額は財・サービスの販売価格への転嫁を通じて、

最終的には消費者が負担することが予定されています。 

消費税の導入に当たっては、事業者の間に転嫁に対する不安が大きかった
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こと、また、消費者からは便乗値上げに対する懸念が示されたこと等を踏ま

え、取引に際しての価格表示の方法は各事業者の判断に委ねられ、「税抜表

示」のみによる価格表示も認められていました。 

他方、消費者にとっては、「税抜表示」ではレジで請求されるまで最終的

にいくら支払えばいいのか分りにくいといった問題が指摘されていました。

このため、平成 15 年度税制改正では、対消費者取引に関して、課税事業者

があらかじめ値札や広告などにおいて商品・役務の価格を表示する場合には、

消費税額を含む総額を表示することが義務付けられました。なお、欧州諸国

においては、消費者保護の観点から、総額表示が義務付けられています111。 

 

＜参考：消費税率引上げ時の価格表示＞ 

平成 26（2014）年、令和元（2019）年の２度の消費税率の引上げにあたり、事業者

の事務負担等への配慮から、令和３（2021）年３月までの時限措置として、総額表示

義務の特例として、消費税転嫁対策特別措置法において、事業者が表示する価格が税込

価格と誤認されないための措置を講じているときは、税込価格を表示することを要し

ない旨が規定されていました。 

 

⑦ 使途（社会保障財源） 

平成 24（2012）年の税制抜本改革法により、消費税の収入については、

「地方交付税法（中略）に定めるところによるほか、毎年度、制度として確

立された年金、医療及び介護の社会保障給付並びに少子化に対処するための

施策に要する経費に充てるものとする。」（消費税法第１条第２項）とされて

います112。 

地方消費税収（税率引上げ前の地方消費税１％分を除く。）についても、

地方税法において、消費税法第１条第２項に規定する社会保障４経費を含む

 
111 例えば、イギリス・ドイツ・フランスの各国においては、1980 年代から消費者保護を目的とした法令に

基づく価格表示に関する規制により総額表示が義務付けられています。また、欧州理事会の「消費者向け商

品価格表示における消費者保護に関する指令」（1998 年）においても、同様に、総額表示が義務付けられて

います。 
112 「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法等の一部を改正する等の

法律案及び社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための地方税法及び地方交付税

法の一部を改正する法律案の国会提出に伴う今後の対応について」（平成 24（2012）年３月閣議決定）にお

いて、「地方分についても、現行分の地方消費税を除き、現行の基本的枠組みを変更しないことを前提とし

て社会保障財源化を図る。」とされました。ただし、地方交付税については、地方交付税法第３条第２項に

おいて、それぞれの地方団体への交付に当たっては使途を制限してはならないこととされているため、消費

税の地方交付税法定率分を含めた地方分の消費税収の使途の明確化に当たっては、この地方分の消費税収

が、消費税法第１条第２項に規定する社会保障４経費を含む社会保障施策に要する経費の範囲内であるこ

とを、毎年度確認することとしています。 
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社会保障施策に要する経費に充てることとされました。 

〔資料２－Ⅲ－７〕消費税収の国・地方の配分と使途 

 

 

（４）消費税の特徴及び意義 

（世代間の公平） 

消費税は、消費の基となる所得等の経済力がどのように得られたかにかか

わらず、消費が行われた段階で、消費に担税力を見出し、その水準に応じた

負担を求める税です。 

消費支出は一生を通じて行われることから、消費税は、世代や就労の状況

にかかわらず国民が幅広く負担を分かち合うことができます。このため、消

費税は、世代間の公平の確保に資するとともに、生涯を通じた税負担の平準

化に寄与する面もあります。 

 

（垂直的公平） 

他方で、間接税である消費税は、累進課税を行うことは困難であり、比例

税率による課税が行われることになります。一般的に、所得が高い者ほど、

消費額自体は大きいものの、所得に占める消費額の割合は低い傾向が見られ

ます。このため、個々人の年間所得に対する消費税負担額の割合に着目すれ

（注）税制抜本改革法等に基づく。なお、消費税率（国・地方）８％への引上げ時においては、消費税収6.3％（うち国分4.9％（+2.08%）、地方交付税分1.4%（+0.22%））、地方消費税収1.7%（+0.7%）。（地方財源3.1%）
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ば、消費税は逆進的な性質を有する面もあります。 

しかしながら、こうした消費税の性質について考える際には、税制全体と

して見れば、所得税等の他の税目により累進性が確保されていることや、社

会保障制度においても再分配機能が発揮されていることにも目を向ける必

要があります。 

また、過去に稼得した所得に基づく貯蓄を取り崩して比較的高水準の消費

を行っている高齢者と、少ない所得の中で将来に備えた貯蓄もしている若年

者を比較した場合には、貯蓄を取り崩しつつ生活している高齢者の方が年間

所得に対する消費税負担額の割合が高い、という場合もありえます。このよ

うに、若い時に所得の一部を貯蓄し、高齢期にそれを取り崩して消費に充て

るというライフサイクルを前提にすると、「個々人の年間所得に対する消費

税負担額」は、税制の累進性を考える上で必ずしも絶対的な基準とは言えな

いことが分かります。このため、年ごとの所得と消費ではなく、生涯にわた

る所得と消費に着目するという考え方にも一定の合理性があるとも言え、こ

うした考え方の下、消費税は生涯所得に対する比例税としての性質を有する

と見ることもできます。 

こうした見方は、生涯所得と生涯消費は概ね等しいことを前提とするもの

ですが、現実には生涯では消費しきれず多額の資産を遺す人も存在します。

このため、生涯所得に適切な負担を求める観点からも、消費税とともに、資

産に対して適切な課税を行うことが重要であると言えます。 

格差の固定化防止を図りつつ、垂直的公平を確保していくためには、消費

税だけではなく、所得税や相続・贈与税も含めた税制全体で累進性を確保し

ていくという視点が大切です。 

 

（社会保障制度との関係） 

以上のように、消費税はそれ単体では累進性を確保することは困難ですが、

一方でその税収は全額を社会保障支出に充てることとされています。すなわ

ち、消費税収は、現役時代に所得の低かった人にも一定額の給付を保障する

年金や、所得水準にかかわらず必要に応じ提供される医療サービス等の現物

給付などの財源とされており、社会全体として公平な分配状況を実現するた

めの仕組みの構成要素となっています。消費税の意義を考えるに当たっては、

このように給付と負担を一体として捉え、その再分配機能を総合的に評価す
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る視点も重要です。 

また、人口減少・少子高齢化が進む中、社会保障制度の持続可能性を高め

ていくことは重要な課題です。日本の社会保障制度においては、社会保険制

度が基本であり、それを賄う財源は、原則、社会保険料となりますが、それ

を補完113する財源としては、特定の世代に偏らず幅広い国民が負担を分かち

合うことができ、税収の変動が少ない消費税がふさわしいものと言えます。 

更なる増加が見込まれる社会保障給付を安定的に支える観点からも、消費

税が果たす役割は今後とも重要です。 

 

（貯蓄や企業活動に与える影響） 

消費税は、個人が貯蓄する際や、利子・配当・キャピタルゲインなどの貯

蓄収益を得る際には課税されません。このため、消費税は、貯蓄に中立的、

すなわち、貯蓄が消費より不利にならないとの特徴を有しています。長寿化・

高齢化の進展に伴い、老後の生活に備えるための資産形成の重要度が一層高

まっている中、こうした消費税の特徴は、老後の生活の準備に向けた取組み

とも親和的であると言えます。 

また、消費税は、 

・ 設備投資等に係る消費税額が直ちに仕入税額控除できるため、インフレ

等による影響を受けにくく、設備投資等の意思決定に中立的である 

・ 最終消費地で課税を行うとの国際的に共通したルールの下、国境税調整

が行われるため、内外の税率差による国際競争力への影響を遮断できる 

など、企業活動に与える影響が相対的に小さいとの特徴もあります。 

 

（経済のグローバル化・デジタル化との関係） 

経済活動のグローバル化・デジタル化の進展により、国内に一切拠点を有

しない国外の事業者が、インターネット等を通じて国内の消費者に対して役

務提供を行うビジネスが急速に拡大しています。 

法人所得課税においては、このような国境を越えた企業の活動から生じた

所得を、どの国に帰属させるべきかという観点から国際課税ルールの見直し

 
113 社会保障制度改革国民会議報告書（平成 25（2013）年８月）においては、社会保険制度への公費投入の

理由として、「無職者や低所得者も保険に加入できるよう、保険料の負担水準を引き下げること」等が挙げ

られています。 
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が行われているところです。消費税については、国内外の経済主体の競争条

件に中立的であるとの特徴があり、こうした消費税の特徴は、経済のグロー

バル化・デジタル化が進展する中、その意義を増してきていると考えられま

す。 

ただし、こうした消費税の特徴が十分生かされ、企業間のイコールフッテ

ィングが確保されるためには、国内の消費者に対して役務提供を行う国外事

業者に対する課税を行う上での執行面の課題を解決することが求められ、今

後対応を行っていく必要があります。こうした観点から、既に諸外国で実施

されているプラットフォーム事業者を通じた課税の実現は重要な課題です。 

 

＜参考：国境を越えた役務の提供に対する消費税の課税の見直し＞ 

消費税は国内で行われる取引を課税対象としていますが、国境を越えた取引が「国

内」で行われたかどうかの判定については、取引の内容に応じて基準（内外判定基準）

が定められています。平成 27 年度税制改正前は、役務の提供が行われた場所が明らか

でない国境を越えた電子商取引に係る内外判定基準については、役務の提供を行う者

の事務所等の所在地に基づくこととされていました。このため、電子書籍・音楽・広告

の配信などの役務の提供について、国内事業者が行う場合については課税される一方

で、国外事業者が行う場合は課税されず、国内外の事業者間で競争条件に歪みが生じて

いました。 

平成 27 年度税制改正において、国境を越えた電子書籍、音楽、広告の配信等の電気

通信利用役務の提供について、国内外の競争環境の公平性を確保する観点から、その課

税地を「役務の提供者」の所在地から「役務の受領者」の所在地に見直しました。その

上で、執行管轄が及ばない国外事業者への適正な課税を担保するため、事業者向け取引

（ＢtoＢ取引）については、納税義務を売り手から買い手に転換し、買い手である国内

事業者が申告納税を行うリバースチャージ方式、消費者向け取引（ＢtoＣ取引）につい

ては、国外事業者が我が国の税務署に申告納税を行うとともに、登録を受けていない国

外事業者からの仕入については仕入税額控除を認めない登録国外事業者制度を採用し

ました。 

一方、平成 27 年度税制改正以降、オンラインゲームを中心に、モバイルアプリの市

場規模が年々拡大しています。電子書籍や音楽・動画配信等のコンテンツについては、

プラットフォーム事業者自身が販売することが一般的であり、消費税の申告・納税も当

該事業者が行っています。他方で、モバイルアプリについては、通常、プラットフォー

ム事業者は取引の仲介を行うのみであり、サプライヤーが消費者に対してコンテンツ

を提供することとなるため、当該コンテンツに係る消費税の納税義務は、サプライヤー

に課されることとなります。しかし、こうしたサプライヤーには、国外に所在し、かつ、

小規模な事業者も数多く含まれることから、適正な課税を行う上では、執行上の課題が
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あります。この点、ＥＵをはじめ、多くの諸外国においては、プラットフォームを介し

た役務提供について、プラットフォーム事業者に対して、付加価値税の納税義務を課し

ています。こうした状況を踏まえ、国内外の競争条件の公平性も考慮しつつ、国境を越

えた役務提供に係る消費税の適正な課税の確保に向けて検討していくことが必要と考

えられます。  
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２．地方消費税 

 

（１）地方消費税の概要 

地方消費税は、国の消費税と同様、消費一般に対して広く公平に負担を求

める税であり、消費税の納税義務者をその納税義務者とし、消費税額を課税

標準とする税として平成９（1997）年度に創設されました。活力ある豊かな

福祉社会の実現を目指す視点に立って行われた平成６（1994）年の税制改革

の一環として、地方税源の充実を図る観点から、消費税率の引上げにあわせ

て、消費譲与税の廃止等が行われるとともに、消費税率換算で１％の地方消

費税が導入されました。 

その後、社会保障・税一体改革により、消費税と同様に税率の段階的な引

上げが行われましたが、その際、消費税率引上げ分の国と地方の税収配分に

ついては、地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像の総合的な整理を踏

まえ、社会保障給付における国と地方の役割分担に応じて配分することとさ

れました。 

これにより、引上げ分の消費税収のうち地方消費税分は、消費税率換算で、

平成 26（2014）年４月の消費税８％への引上げ時には 0.7％、令和元（2019）

年 10 月の消費税 10％への引上げ時には 1.2％とされ、消費税率 10％のうち

2.2％が地方消費税となっています。このうち引上げ分の 1.2％は全額社会保

障財源化されています。 

地方税の税収内訳を令和５年度地方財政計画額ベースで見た際に、特別法

人事業譲与税を含めた地方税収は約 45.0 兆円に対して、地方消費税の税収

は約 6.6 兆円であり、地方税における基幹税の一つとして、タックス・ミッ

クスにおいて重要な役割を果たしています。 

消費税のような多段階累積排除型の間接税を各都道府県の消費課税とし

て仕組む場合には最終消費地と税収の帰属を一致させる必要があるため、い

ったん地方消費税として各都道府県に納付された税収について、消費に相当

する額に応じて、各都道府県間において清算する制度が設けられています。

また、地方消費税の２分の１に相当する額を市町村に交付する交付金制度が

設けられています。 

清算制度については、それに用いる統計データ等に係る見直しが行われて

きました。特に、平成 30 年度税制改正においては、サービス産業化の進展
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など経済社会情勢や統計制度の変化等を踏まえ、統計データとしてそのまま

利用することが適当でないものについて除外するなど、地方消費税の税収を

より適切に最終消費地に帰属させるため、抜本的な見直しが行われました。 

 

（２）地方の社会保障を支える地方消費税 

人口減少・少子高齢化が進む中、介護・医療・子育てをはじめ社会保障の

サービスの多くは、地方公共団体を実施主体として提供されています。 

地方消費税は、広く社会の構成員が負担を分かち合うことを可能とし、税

収が安定的で、税源の偏在度が比較的小さいなどの特徴を有しているため、

これら住民に身近なサービスを支える財源としてふさわしい税であると言

えます。今後、社会保障サービスの更なる増大が見込まれる中、地方におけ

る社会保障の安定財源の確保とともに、持続可能な地方税財政基盤を確立し

ていく上で、地方消費税は重要な役割を担っています。  
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３．し好品課税 

 

（し好品課税の意義・概要） 

酒類やたばこは、他の物品と異なる特殊なし好品であり、価格が変動して

も需要に大きな影響を受けにくく、一定の財政収入を確保できること等に鑑

み、他の物品よりも高い税負担を求めています。諸外国においても、付加価

値税など一般的な消費課税制度とは別に、酒類やたばこに高率な酒税やたば

こ税が課されています。 

酒税やたばこ税は、酒類やたばこの消費に負担を求めようとするものであ

り、その製造者などが納税した酒税やたばこ税の負担は販売価格に織り込ま

れることを通じて消費者に転嫁されることが予定されています。 

 

（１）酒税 

① 酒税の概要・基本的考え方 

酒税は、酒類、すなわちアルコール分１度以上の飲料を課税対象として、

酒類の製造場からの移出時又は保税地域からの引取り時に、酒類の製造者又

は引取者を納税義務者として課されています。 

酒税の課税に当たっては、酒類を、原料や製造方法などにより 18 の品目

等に区分し、これらをその製法や性状により４種類（発泡性酒類、醸造酒類、

蒸留酒類及び混成酒類）に分類して、その分類に応じた基本税率が設定され、

また、一部の区分についてはその区分に応じた基本税率以外の税率が設定さ

れています。 

 

＜参考：酒税の税率＞ 

酒税の税率は、平成元（1989）年度前までは酒類の数量を課税標準として税額を算

出する従量税率と価格を課税標準として税額を算出する従価税率が併用されていまし

たが、平成元（1989）年度に従価税制度が廃止され、現在は従量税率のみとされてい

ます。 
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〔資料２－Ⅲ－８〕現行の酒税の税率 

 

 

酒税の税収は、近年、総体としての酒類消費量が減少傾向にある上、税負

担水準の低い低価格酒の割合が相対的に大きくなってきていることなどを

反映して減少しており、平成元年度以降でみると、平成６（1994）年度決算

の 2.1 兆円をピークに令和５（2023）年度予算では 1.2 兆円となっています

が、我が国の税体系において消費課税の一つとして重要な役割を果たしてい

ます。 

〔資料２－Ⅲ－９〕酒税の課税額等の推移 

 

（円／㎘）

アルコール分
1度当たりの加算額

発泡酒（麦芽比率25～50％未満） 167,125円 ―

　〃　（麦芽比率25％未満） 134,250円 ―

その他の発泡性酒類（いわゆる「新ジャンル」） 108,000円 ―

　〃　（ホップ及び一定の苦味料を原料としない酒類）  80,000円 ―

清　　　酒 110,000円 ―

果　実　酒  90,000円 ―

（アルコール分21度未満） （アルコール分21度以上）

200,000円 10,000円

（アルコール分38度未満） （アルコール分38度以上）

370,000円 10,000円

（アルコール分21度未満） （アルコール分21度以上）

200,000円 10,000円

合 成 清 酒 100,000円 ―

みりん・雑酒（みりん類似）  20,000円 ―

（アルコール分13度未満） （アルコール分13度以上）

120,000円 10,000円

粉　末　酒 390,000円 ―

（備考）１．発泡性酒類・・ビール、発泡酒、その他の発泡性酒類（ビール及び発泡酒以外の酒類のうちアルコール分10度未満で発泡性を有するもの。）

　　　　２．醸造酒類・・・清酒、果実酒、その他の醸造酒（その他の発泡性酒類を除く。）

区 分

　　　　４．混成酒類・・・合成清酒、みりん、甘味果実酒、リキュール、粉末酒、雑酒（その他の発泡性酒類を除く。）

200,000円 ―発　泡　性　酒　類

醸　造　酒　類

　　　　３．蒸留酒類・・・連続式蒸留焼酎、単式蒸留焼酎、ウイスキー、ブランデー、原料用アルコール、スピリッツ（その他の発泡性酒類を除く。）

ウイスキー・ブランデー・スピリッツ

混　成　酒　類

蒸　留　酒　類

甘味果実酒・リキュール

120,000円 ―

現　　行
（令和２年10月１日～）

1.85

1.94
1.97 1.96 1.95

2.12
2.06 2.06

1.98

1.90 1.87
1.81

1.76

1.68 1.68 1.66
1.58

1.55 1.52
1.46

1.42 1.39 1.37 1.35 1.37
1.33 1.34 1.32 1.30

1.27 1.25

1.13 1.13

879

932
952

967 979
1,0071,001

1,016
1,0021,0091,017

1,0021,010
992

957 955 955
936 927

909 900 896 894 886
904

870
884 877 875 868 865

814
799

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

250

500

750

1,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3

（兆円）（万㎘）

(年度)

（備考）国税庁調 。

酒税額（右軸）

課税数量（左軸）

平成 令和
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消費課税については、税制の中立性や公平性の観点から同種・同等のもの

には同様の負担を求めることが要請されます。これまで、こうした消費課税

の基本的考え方に沿って、累次の改正により、酒類の分類の簡素化を行いつ

つ、同一の分類に属する酒類間の税負担格差の縮小・解消が行われてきてお

り、現在、平成 29 年度税制改正による同一の分類に属する酒類間の税負担

格差の更なる縮小・解消を着実に実施しているところです。 

 

② 近年の酒税の改正等 

（酒税の改正の背景） 

我が国の酒税制度においては、従来、酒類を細かく分類し、個々の酒類ご

とに異なる税率が設定されてきましたが、所得水準の上昇・平準化を背景と

して酒類消費の多様化が進んできました。また、同様の商品でありながら、

原料や製造方法の若干の違いによって分類が異なる結果になるといった問

題があり、そのような点に着目して税負担を低く抑えた低価格商品も多く見

受けられたところです。 

 

（酒税の改正の内容） 

こうした状況を踏まえ、近年、基本的考え方に沿って、次のような見直し

が行われています。 

平成 18（2006）年度には、酒類の消費・生産の態様の変化の更なる進展

に対応し、税制の中立性や税負担の公平性を確保する観点から、現在の４種

類（発泡性酒類、醸造酒類、蒸留酒類、混成酒類）への分類の簡素化、酒類

間の税負担格差の縮小・解消が行われるなど、現在の酒税の分類や分類ごと

の税率構造の基礎となる大幅な見直しが行われました。 

 

＜参考：平成 18（2006）年度の酒税の改正＞ 

当時の酒税制度は、酒類の製造技術の向上や消費の多様化の進展等により、従来の分

類や税率がこうした変化に適切に対応したものとなっておらず、酒類間の税負担の不

均衡が生じていました。 

こうした状況に対応するため、酒類の分類については、酒類の特性等を踏まえて、「発

酵・蒸留・混成」という基本的製法により区分するとともに、発泡性を有する酒類の競

合・代替性を勘案して、その性状に着目した区分を設けることとされ、発泡性酒類、醸
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造酒類、蒸留酒類、混成酒類の４種類に簡素化されました。 

また、税制の中立性や税負担の公平性を確保する観点から、この４種類の分類ごと

に、酒類間の税負担格差を縮小する等の税率の見直しが行われました。 

 

平成 29（2017）年度には、こうした大幅な見直しが更に進められ、特に

ビール系酒類（ビール、発泡酒、新ジャンル（その他の発泡性酒類のうち、

ホップを原料の一部とした酒類で一定のものをいいます。））において税率格

差が商品開発や販売数量に影響を与え、酒税の減収につながっている状況に

対応しつつ、同一の分類における税負担格差の縮小・解消を行うことにより

税制の中立性や税負担の公平性を確保する観点から、発泡性酒類及び醸造酒

類における税負担格差について令和８（2026）年までにかけて段階的に解消

する等の見直しが行われています。なお、厳しい財政事情や財政物資として

の位置付けなどを踏まえて税収中立により行われています。 

〔資料２－Ⅲ－10〕平成 29（2017）年度の酒税改革（ビール系酒類、醸造

酒類、その他の発泡性酒類の酒税の見直し） 

 

 

今後も、同種・同等のものには同様の負担を求める消費課税の基本的考え

方に沿って、各酒類の消費・生産の態様の変化などを踏まえ、税負担の公平

性や経済取引に対する中立性を確保する観点から、酒類の分類や定義につい

て、厳しい財政事情や社会経済情勢などの変化に応じた税負担のあり方とと

もに、必要に応じ、検討を行うことが適当です。 

ビール

発泡酒 （＊）

 ジャンル

ビール系酒類

77円
70円

63.35円

46.99円

28円

37.8円

54.25円

R２．10

（2020.10）

R５．10

（2023.10）

R８．10

（2026.10）

12 円
11 円

10 円

8 円

清 酒

果実酒

9 円

醸造酒類

（注）税率は350㎖換算 （注）税率は１㎘ たり

その他の発泡性酒類

（注）税率は350㎖換算

28円

35円

（＊） 低アルコール分の「蒸留酒類」及び

「リキュール」に る 例税率（下 税率）

チューハイ等

低アル蒸留酒等（＊）

R２．10

（2020.10）

R５．10

（2023.10）

R８．10

（2026.10）

R２．10

（2020.10）

R５．10

（2023.10）

R８．10

（2026.10）
（＊） 麦芽比率25％未満の発泡酒に る税率
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（２）たばこ税 

① たばこ税の概要・基本的考え方 

たばこについては、消費税及び地方消費税のほかに、国のたばこ税及び地

方のたばこ税（道府県たばこ税・市町村たばこ税）並びにたばこ特別税が課

されています。 

国のたばこ税及びたばこ特別税は、たばこを課税対象として、製造場から

の移出時又は保税地域からの引取り時に、たばこの製造者又は引取者を納税

義務者として課されています。なお、たばこ特別税の収入は、国債整理基金

特別会計の歳入に組み入れることとされています。 

また、地方のたばこ税は、卸売販売業者等がたばこを小売販売業者や消費

者に売り渡す場合等において、そのたばこに対し、その小売販売業者の営業

所等が所在する地方公共団体において、その卸売販売業者等を納税義務者と

して課されています。 

国及び地方のたばこ税等の課税方式は、たばこの価格に応じた負担を求め

る従価税制度ではなく、たばこの本数を課税標準として課される従量税制度

となっています。 

なお、税率は紙巻たばこ千本当たりの税率として定められており、紙巻た

ばこ以外のたばこについては、その重量等を紙巻たばこの本数に換算して課

税することとされています。 

 

＜参考：たばこ税の税率＞ 

たばこ税の税率は、平成元（1989）年度前までは、従量税率と従価税率が併課され

ていましたが、平成元（1989）年度に従価税制度が廃止され、現在は従量税率のみと

されています。 

〔資料２－Ⅲ－11〕現行の国及び地方のたばこ税の税率 

 

（注１） 上記の国税及び地方税の税率は、令和５年１月 在の税率。
（注２） 葉巻たばこ（※）及びパイプたばこは１ｇを１本に、刻みたばこ、 み用及び ぎ用の製造たばこは２ｇを１本に、それぞれ換算する。

※ １本 たりの重量が１ｇ未満の葉巻たばこについては、その１本を って紙巻たばこの１本に換算する。
（注３） 加熱式たばこの換算本数は、次のイ及びロの本数の合計本数による。

イ その重量（フィルター等を除く。）0.4ｇを0.5本に換算した本数
ロ その小売定価（消費税抜 ）の紙巻たばこ１本 たりの平均価格を って0.5本に換算した本数

区 分

種 類
国のたばこ税

地 方 の た ば こ 税
小 計 たばこ  税 合 計

道 府 県 市 町 村 計

紙 巻 た ば こ

葉 巻 た ば こ

パ イ プ た ば こ

刻 み た ば こ

 み用及び ぎ用の製造たばこ

加 熱 式 た ば こ

（円/千本）

6,802

（円/千本）

1,070

（円/千本）

6,552

（円/千本）

7,622

（円/千本）

14,424

（円/千本）

820

（円/千本）

15,244
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令和５（2023）年度予算における国のたばこ税の税収は 0.9 兆円、たばこ

特別税の税収は 0.1 兆円、令和５（2023）年度地方財政計画額における地方

のたばこ税の税収は 1.0 兆円（国及び地方公共団体の合計で 2.1 兆円）の税

収規模であり、国及び地方公共団体にとって重要な財源となっています。 

〔資料２－Ⅲ－12〕たばこ税（国・地方）の税収の推移 

 

 

消費課税については、税制の中立性や公平性の観点から同種・同等のもの

には同様の負担を求めることが要請されます。 

 

② 近年のたばこ税の改正等 

（たばこ税の改正の背景） 

近年、新しい技術による加熱式たばこや、軽量な葉巻たばこといった、従

来の課税方式の下では、紙巻たばことの著しい税負担格差のある製品が販売

され、消費量が急速に増加していました。 

 

（たばこ税の改正の内容） 

こうした状況を踏まえ、近年、基本的考え方に沿って、次のような見直し

が行われています。 

　　　　（備考）１．国のたばこ税等の税収は令和３年度までは決算額、令和４年度は補正後予算額、令和５年度は予算額。
　　　　　　　　 ２．地方のたばこ税の税収は令和３年度までは決算額、令和４年度及び令和５年度は地方財政計 額。

　　　　　　　　 ４．リトルシガーの販売数量は日本たばこ協会が公表している販売実績（令和２年度～令和４年度）。
　　　　　　　　 ３．たばこの販売数量は日本たばこ協会調 （平成29年度  令和元年度までの加熱式たばこの販売数量については財 省調 ）による販売実績。

0.88 1.00 1.02 1.04 1.04 1.08 1.02 1.14 1.18 1.14 1.12 1.10 1.14 1.15 1.12 1.14 1.14 1.05 1.01 1.07 1.19 1.18 1.20 1.06 1.10 1.06 1.00 0.99 1.00 0.95 1.02 1.05 1.05 

0.86 
0.99 0.99 1.04 1.05 1.05 1.05 1.04 
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地方のたばこ税の税収

国のたばこ税等の税収

（兆円）

紙巻たばこの販売数量

（億本）

た ば こ
税 率
引 上 げ
（15 .7 .1）
0 .82円/本

た ば こ
税 率
引 上 げ
（22.10.1）
3 . 5 円 / 本

※( )は対前年度比（％）

・・・

 平

専 売
 付 金
制 度
の 廃 止

・・・
た ば こ
税 率
引 上 げ
（18 .7 .1）
0.852円/本

た ば こ
  税
創 設
（10.12.1）
0.82円/本

た ば こ
税 率
引 上 げ
（ 6 1. 5 .1）
0 . 9 円 / 本

・・・

た ば こ 税 率
引 上 げ
（ 平 3 0 . 1 0 . 1 ）
（ 令 2 . 1 0 . 1 ）
（ 令 3 . 1 0 . 1 ）
1 円 / 本

令

紙巻たばこ、加熱式たばこ及び
リトルシガーの販売数量の合計

（年度）
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平成 30（2018）年度には、高齢化の進展による社会保障関係費の増加等

もあり、国及び地方で厳しい財政事情にあることや財政物資としての位置付

けも踏まえ、国及び地方のたばこ税の税率が引き上げられました。税率引上

げに当たっては、消費者や葉たばこ農家・たばこ小売店等への影響、市場・

産業への中長期的な影響などを総合的に勘案し、消費者及びたばこ関係事業

者の予見可能性を高めるため、段階的に実施することとされました。あわせ

て、加熱式たばこについて、紙巻たばこと加熱式たばことの間に大きな税負

担格差が存在すること等を踏まえ、公平性の観点から、従来のような製品重

量のほかに製品価格に着目して、それぞれを紙巻たばこの本数に換算する課

税方式への見直しが行われました。 

 

＜参考：加熱式たばこの課税方式の見直し＞ 

加熱式たばこは、平成 26（2014）年に世界に先駆けて我が国の一部の地域で販売が

開始され、紙巻たばこに代替するものとして、その後消費量が急速に増加していまし

た。他方で、その製品特性から製品重量が軽いため、従来の製品重量に基づいて本数に

換算する仕組みの下では、紙巻たばことの間で大きな税負担格差が生じていました。こ

のため、税負担の公平性の確保の観点から、課税方式の見直しが行われたものです。 

見直しの当時、加熱式たばこは、従来にない新しい製品であるとともに、加熱方式の

異なる様々な製品重量のものが存在するとともに、更なる開発が見込まれ、その中でど

のような製品が中心となっていくのか見通しが困難な状況にありました。 

こうした状況や特殊なし好品としての性格を踏まえ、加熱式たばこの製品間や紙巻

たばことの間の税負担の公平性を確保していく技術的な方法として、従来のような製

品重量のほかに製品価格に着目して、それぞれを紙巻たばこの本数に換算する仕組み

に見直しが行われたものです。 

 

令和２（2020）年度には、軽量な葉巻たばこについて、紙巻たばことの著

しい税負担格差があったことを踏まえ、軽量な葉巻たばこであるいわゆるリ

トルシガー等について、紙巻たばことの税負担の公平性を確保する観点から、

一定の重量未満のものについては、従来の重量を紙巻たばこの本数に換算す

る課税方式から、紙巻たばこと同様にその本数に応じて課税する課税方式へ

の見直しが行われました。 

 

＜参考：軽量な葉巻たばこの課税方式の見直し＞ 

葉巻たばこの中には、形状や使用方法等が紙巻たばこと類似しているものの、例えば

巻紙にたばこやたばこを含むものが使用されていることから葉巻たばこに区分される
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もの（いわゆるリトルシガー）等があります。これらは、当時、紙巻たばこの代替品と

して使用され、紙巻たばことの税負担格差を背景とした価格差もあり、消費量が急速に

増加していました。 

葉巻たばこは、製品ごとに１本当たりの重量が大きく異なることから、その重量１グ

ラムを１本に換算する仕組みとなっていますが、紙巻たばこは重量にかかわらず１本

と換算される一方で、１本１グラム未満、例えば 0.7 グラムのものは、従来の仕組みで

は 0.7 本と換算されていたため、同じ重さの紙巻たばこと大きな税負担格差が生じて

いました。 

こうした状況は、葉巻たばこのうち、１本当たりの重量が１グラム未満である軽量な

葉巻たばこに生じるものであることから、軽量な葉巻たばこについては、その１本を紙

巻たばこ１本と換算する仕組みに見直しが行われました。 

 

今後も、同種・同等のものには同様の負担を求める消費課税の基本的考え

方に沿って、たばこの消費・生産等の動向に注視していくとともに、たばこ

に対する税負担のあり方については、たばこの税負担水準の状況やたばこの

消費動向、財政状況などを総合的に勘案して検討を行うことが適当です。  
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４．自動車・エネルギー関係諸税 

 

（１）自動車関係諸税 

（自動車関係諸税の概要） 

自動車関係諸税のうち車体課税として、自動車の取得、保有、利用の各段

階でそれぞれ自動車税・軽自動車税の環境性能割・種別割、自動車重量税が、

燃料課税として、燃料の種類に応じて揮発油税と地方揮発油税（ガソリン）、

石油ガス税（液化石油ガス）、軽油引取税（ディーゼル燃料）が存在します。

〔資料２－Ⅲ－13〕 

これらのうち、自動車税・軽自動車税を除く各税の税収は、令和元（2019）

年に廃止された自動車取得税による税収とあわせ、その全額又は一部を国・

地方の道路整備財源に充てることとする「道路特定財源」とされていました。

平成 21（2009）年度から一般財源化されましたが、道路利用による受益者

負担・道路損壊等に対する原因者負担の性格に加え、温室効果ガスの増大と

いった環境への影響、国・地方の厳しい財政事情等を踏まえ、特例税率（い

わゆる暫定税率）に代わり「当分の間税率」という形で引き続き同程度の税

率水準が維持されました。あわせて、環境性能に優れた自動車の普及を促進

するという政策的要請に応えるため、自動車重量税等について新たな政策税

制（いわゆるエコカー減税）が実施されるとともに、令和元（2019）年には

自動車税等に環境性能割が導入（自動車取得税は廃止）されるなど、累次の

改正を経ながら、国・地方を通じた相当規模の減税が行われ現在に至ってい

ます。こうした中、我が国の自動車関係諸税の負担水準（車両及び燃料を購

入する際の消費税による負担を含みます。）を諸外国と比較してみると、日

本の負担水準はヨーロッパの先進国より低い水準となっており、我が国の自

動車の税負担が著しく高いというわけではありません。〔資料２－Ⅲ－14〕 
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〔資料２－Ⅲ－13〕自動車関係諸税の概要 

 

〔資料２－Ⅲ－14〕主要国における燃料課税と車体課税の国際比較 

 

税 目 課 税 物 件 税 率 令和５年度税収 課税根拠

国

税

揮発油税 揮 発 油
48,600円/㎘

（本則税率：24,300円/㎘）
19,990

財政需要に応じるため、揮発油の担税力に着目して創設。1954年より

税収相当額が国の道路整備に充当（特定財源化）されていたが、

2009年より再び一般財源となった後も、自動車ユーザーは国等による

道路整備等による利便性の向上の恩恵を受けること（受益者負担）、

自動車の走行は道路の損壊やの混雑、CO2発生といった多くの社会的

費用をもたらすこと（原因者負担）、という観点から引き続き課税。

地方
揮発油税

揮 発 油
5,200円/㎘

（本則税率：4,400円/㎘）

2,139
(うち地方譲与分

2,139)

都道府県等の道路財源確保のため創設。2009年に一般財源となった

後も、受益者負担・原因者負担の観点から引き続き課税。

石油ガス税
自動車用
石油ガス

17円50銭/㎏
100

(うち地方譲与分
50)

石油ガスを燃料とするＬＰＧ車と揮発油を燃料とするガソリン車との負

担の権衡を図る観点から創設。2009年に一般財源となった後も、受

益者負担・原因者負担の観点から引き続き課税。

自動車
重量税

乗用車、トラック、
バス、軽自動車、

バイク等

（例）乗用車 車両重量0.5t・１年につき
・自家用 4,100円
・営業用 2,600円

（本則税率：いずれも2,500円）

6,644
(うち地方譲与分

2,864)

自動車の走行が多くの社会的費用をもたらしていること、道路その他の

社会資本の充実の要請が強いことを考慮して、広く自動車の使用者に

負担を求めるため創設。運用において一部が道路財源とされていたが、

2009年に他の特定財源であった税が一般財源となった後も、受益者負

担・原因者負担の観点から引き続き課税。

地

方

税

都
道
府
県
税

軽油引取税 軽 油
32,100円/㎘

（本則税率：15,000円/㎘）
9,275

軽油と揮発油の税負担の不均衡、軽油を燃料とするディーゼル車の増

加、道路整備の必要性等から、道路に関する費用に充てるための目的

税として創設。2009年に一般財源となった後も、軽油の使用と、道路

や地域環境対策等の地方公共団体が行う行政サービスとの応益関係の

観点から引き続き課税。

自動車税

乗用車、トラック、
バス等

(軽自動車等
を除く)

・環境性能割
燃費区分等に応じ、取得価額の０～３％

・種別割（例：乗用車 排気量2,000ccクラス）

・ 自家用 36,000円（年）
・ 営業用 9,500円（年）

16,178
(うち環境性能割

1,037)

自動車税・軽自動車税 環境性能割

：自動車がもたらすCO2排出、道路の損傷、交通事故、公害、騒音等

の様々な社会的費用にかかる行政需要に着目した原因者負担金的

性格を有しており、環境インセンティブを強化する観点から、自動車の

環境性能に応じて税率を決定する仕組みとして設計（2019年導

入）。

自動車税・軽自動車税 種別割

：自動車の所有に担税力を見出して課する財産税的性格と、自動車

が道路等を損傷することにより課する道路損傷負担金的性格を併せ

持つものとして課税。

市
町
村
税

軽自動車税
軽自動車、

小型二輪車、
原付自転車等

・環境性能割
燃費区分等に応じ、取得価額の０～２％

・種別割（例：軽乗用車）

・ 自家用 10,800円（年）
・ 営業用 6,900円（年）

3,177
(うち環境性能割

175)

(注１) 税収は、国税は予算額、地方税は地方財政計画額である。
(注２) 揮発油税、地方揮発油税及び自動車重量税の税率は、租税特別措置法による当分の間税率であり、軽油引取税の税率は、地方税法附則による当分の間税率である。
(注３) 令和16年４月１日より、揮発油税の税率については48,300円（本則税率：24,000円）、地方揮発油税の税率については5,500円（本則税率：4,700円）となる。

（億円）
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日本 米国 英国 ドイツ フランス

主要国における燃料課税と車体課税の国際比較（年間税負担額）（イメージ）

（ある特定車種（2,000CCクラス）の自家用車を想定した場合の仮定試算）

車両重量1.49t、燃費16.4km/ℓ、総排気量1,997cc、年間ガソリン消費量1,000ℓ、車体価格（税抜本体価格）2,769,000円の自家用車を取得した場合の１年あたりの税負担額を算出。ただし、取得時に課税されるものについては、平均
保有期間(７年)を勘案し、取得時の税額の７分の１を１年分の税負担として計算している。

燃料価格（消費課税等の税込み）は日本168.1円/ℓ（2023年１月30日時点、資源エネルギー庁）、米国0.922ドル/ℓ（2023年１月30日時点、「U.S.Energy Information Administration」）、英国1.482ポンド/ℓ（2023年
１月30日時点、「National Statistics Weekly road fuel prices」）、ドイツ1.845ユーロ/ℓ、フランス1.933ユーロ/ℓ（2023年１月30日時点、欧州委員会「Weekly Oil Bulletin」）。

日本の車体課税については、環境性能割を取得課税として、自動車税及び自動車重量税を保有または利用課税として、それぞれ整理している。日本の個別間接税（燃料）については石油石炭税を含む。ガソリンに係る日本の石油石炭税の税率は、
本則税率2.04円/ℓであるが、地球温暖化対策のための課税の特例により、2022年１月現在は、2.8円/ℓが適用されている。

米国の州・地方政府により課される税は、ニューヨーク州及びニューヨーク市の税率、フランスの自動車登録税は、パリ地方の税率による。

上記の他に、フランスにおいては社用自動車税（法人の所有する自動車が課税対象）がある。

邦貨換算レートは、１ドル＝142円、１ポンド＝168円、１ユーロ＝145円（基準外国為替相場及び裁定外国為替相場：令和５年（2023年）１月中適用）。
なお、端数を四捨五入しているため、各項目の合計が総計に一致しない場合がある。

（注１）

（注２）

（注３）

（注４）

（注５）

（備考）

保有/利用課税

付加価値税等（車体）

【車体課税】

【燃料課税】

付加価値税等（燃料）

個別間接税（燃料）

取得課税

○車体課税と燃料課税を合わせた税負担額で見れば、日本の水準は、国際的に見ても低い。（単位：万円）

（2023年１月現在）
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（近年における自動車関係諸税の改正の歩み） 

ここでは、一般財源とされてからの自動車関係諸税の改正について振り返

ります。 

平成 21 年度税制改正では、自動車重量税及び自動車取得税について、環

境性能に優れた自動車に係る負担を免除・軽減するエコカー減税制度114が導

入されました。その後も燃費水準の向上に対応し、より環境性能が優れた自

動車の普及を継続的に促す観点から、概ね２年に１度の頻度で対象範囲の見

直しが行われています。 

また、自動車重量税の当分の間税率については、一定の経年車を除き税率

が順次引き下げられました115。特にエコカー減税が適用される車種に対して

は当分の間税率ではなく本則税率116が適用されることとなり、自動車重量税

の税率構造は大きく変容することとなりました。 

その後、平成 26 年度税制改正では、自動車重量税におけるエコカー減税

を拡充するとともに、自動車取得税の税率が引き下げられました（自家用

５％から３％へ、営業用及び軽自動車３％から２％へ）。自動車取得税は、

令和元（2019）年 10 月に廃止されましたが、環境インセンティブを強化す

る観点から、取得価額を課税標準とし、環境性能に応じて０～３％の税率が

適用される自動車税・軽自動車税環境性能割が導入されました。 

加えて、令和元年度税制改正において、令和元（2019）年 10 月１日以降

に新車登録がなされた自家用乗用車（登録車）について自動車税種別割の税

率を恒久的に引き下げる一方、エコカー減税やグリーン化特例の見直し等に

より、地方税財源を確保する等の措置が講じられました。 

 

（自動車を取り巻く構造変化） 

自動車産業はＣＡＳＥ117に代表される 100 年に１度の大変革に直面して

いるとされています。例えば、保有から利用への移行については、世界的な

 
114 自動車税・軽自動車税種別割には、環境性能に優れた自動車の普及を促進する観点から、新車取得の翌年

度の税率を環境性能に応じて軽減する一方、初回新規登録等から一定年数が経過したものの税率を重くする

グリーン化特例が設けられています（自動車税は平成 14（2002）年度、軽自動車税は平成 28（2016）年度

分から適用）。 
115 平成 22 年度税制改正では 18 年超の経年車を除いて 6,300 円/0.5t（自家用乗用車（登録車）の場合。以

下同じ。）から 5,000 円/0.5t に、平成 24 年度税制改正では 13 年超（かつ 18 年超ではないもの）の経年車

に対する税率は 5,000 円/0.5t に据え置きつつ、それ以外の車は 4,100 円/0.5t に引き下げられました。 
116 2,500 円/0.5t（自家用乗用車（登録車）の場合）。 
117 Connected（IOT 化・ツナガル化）、Automated（自動化）、Shared & Service（保有から利用への移行・

利活用）、Electrified（電動化）を総称してＣＡＳＥと呼ばれます。 
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ライドシェア市場の拡大といった動きがみられる中、今後の車両の保有台数

は先進国を中心に頭打ちすると見込まれています。また、電動化については、

脱炭素化・カーボンニュートラルに向けた取組みとしてＣＯ２排出量の削減

目標が各国政府において掲げられる中、電気自動車等への移行に向けた動き

が加速しています。こうした動きに対応し、我が国においても、「2035 年ま

でに乗用車新車販売に占める電動車118の割合を 100％にする」ことを目指す

政府目標が掲げられています。 

また、マイカーの普及による「多くの人が車を持つ社会」の実現は、人々

の移動の自由の確保に寄与した一方、各個人がそうした自由を希求した結果

として、鉄道やバスといった地域公共交通のニーズは趨勢的に減少傾向にあ

ります。車を持てない、あるいは運転ができない人々の移動手段の確保に加

え、環境への悪影響、道路損壊、渋滞の発生といった自動車による負の外部

性の低減に寄与する点を踏まえれば、地域公共交通は自動車社会を支える重

要な要素として捉えることもできます。少子化や都市部への人口集中とあい

まって地域公共交通の採算の確保が困難となる中、地域に住む方々の移動手

段を引き続き確保していくための政策対応が求められています。こうした課

題の解決に向け、ＣＡＳＥによる自動運転やＩｏＴ化された車といった技術

に期待される役割もまた大きいと言えるでしょう。 

自動車と密接不可分な道路についてみれば、上記のような自動運転の実現

に向けた路車協調システムの導入や、電気自動車や燃料電池自動車をより一

般的な選択肢とするための充電・水素ステーション整備といった対応が求め

られています。加えて、既に整備された道路インフラを安心・安全な形で運

用していくために必要な維持補修・更新に要する費用は、道路インフラの老

朽化を背景に今後増加していくと見込まれています119。 

かかる財政需要の増加が生じる一方、燃費水準の高い自動車の普及やエコ

カー減税の導入等の累次の減税を背景に、平成 19（2007）年度決算と令和

５（2023）年度予算では、燃料課税（国・地方）による税収は約 1.0 兆円、

車体課税（国・地方）による税収120は約 0.8 兆円それぞれ減少しています。

 
118 電気自動車、燃料電池自動車、プラグインハイブリッド自動車及びハイブリッド自動車。 
119 国土交通省「国土交通省所管分野における社会資本の将来の維持管理・更新費の推計」（平成 30（2018）

年 11 月）によれば、社会資本（道路以外も含む国土交通省所管分野におけるインフラ）の維持管理・更新

に係る経費は予防保全（機能や性能に不具合が発生する前に修繕等の対策を講じること）に努めた場合でも、

2018 年から 2048 年の 30 年間で最大 1.3 倍程度になると見込まれています。 
120 廃止された自動車取得税による税収を含みます。 
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今後、電気自動車等の普及が進めば、現行税制の下ではこれらの車は既存の

燃料課税を負担しておらず、車体課税においても低い税率が適用されている

ことから、減収の傾向が続くと見込まれます。 

こうした中、ＣＡＳＥにみられる構造変化を踏まえつつ、2050 年のカー

ボンニュートラルの達成に向けて、電動化、とりわけ電気自動車等の普及を

念頭に置いた自動車関係諸税の見直しを図る必要があります。その際、受益

者・原因者負担の原則を踏まえ、自動車ユーザーの負担分を活用して、自動

車産業を含むモビリティ分野の「支え手」になってもらうという考え方には、

引き続き一定の合理性があると考えられます。 

 

（２）エネルギー関係諸税 

（エネルギー関係諸税の概要） 

エネルギー関係諸税として、「（１）自動車関係諸税」で触れた揮発油税、

地方揮発油税、石油ガス税、軽油引取税に加えて、①石油石炭税、②航空機

燃料税、③電源開発促進税が存在します。①～③の三つの税はいずれもその

税収の全額又は一部を特定の公的サービスに要する費用の財源に充てるこ

ととされ、特定財源121と呼ばれています。一般に、特定の公的サービスから

の受益と特定の物品の消費などに係る税負担との間に密接な対応関係が認

められる場合には、その税収を対応する特定の公的サービスに要する費用の

財源に充てることが一定の合理性を持ち得ますが、一方でこのように税収の

使途を特定することは、資源の適正な配分を歪め、財政の硬直化を招く傾向

があることから、その妥当性については常に吟味する必要があります。 

 

① 石油石炭税 

現行の石油石炭税の前身として、石油一般の利用に共通する便益性に注目

し、石油対策に係る財政需要に配意して、広く石油の消費に対して負担を求

めるために昭和 53（1978）年に石油税が創設されました。平成 15 年度税制

改正において、負担の公平の観点からＬＰＧ（液化石油ガス）及びＬＮＧ（液

化天然ガス）の税率の引上げ及び石炭の課税対象への追加が行われ、新たに

石炭が課税されることに伴い、その名称も現行の石油石炭税へと改められま

した。 

 
121 特定財源に分類される税としては、これらに加え、国際観光旅客税（後述）などが挙げられます。 
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平成 24 年度税制改正において、税制による地球温暖化対策を強化すると

ともに、エネルギー起源のＣＯ２排出抑制のための諸施策を実施していく観

点から、石油石炭税の課税の特例122として「地球温暖化対策のための税」（以

下「地球温暖化対策税」と言います。）が設けられました123。 

石油石炭税（地球温暖化対策税を含みます。）の税収は、燃料安定供給対

策（石油備蓄等の措置）やエネルギー需給構造高度化対策（省エネルギー・

再生可能エネルギー対策等の措置）に活用されており、今後のあり方につい

ては、これらの目的・財政需要等に留意しつつ、検討していく必要がありま

す。 

 

（地球温暖化対策の変遷） 

平成４（1992）年５月、気候変動枠組条約が採択され、大気中の温室効果

ガス濃度安定化目標が掲げられました。さらに、平成９（1997）年 12 月に

は、ＣＯＰ３124において、主に先進国を対象とする温室効果ガス削減目標を

設定した京都議定書が採択され、第一約束期間（平成 20～24（2008～2012）

年）において日本▲６％、アメリカ▲７％、ＥＵ▲８％（平成２（1990）年

比）とされました。こうした国際的な気候変動への議論の高まりを受け、日

本においても、平成 10（1998）年６月に地球温暖化対策推進大綱が決定さ

れ、▲６％達成に向けた取組方針が示されることとなりました。 

こうした中、税制においても、1990 年代以降、欧州諸国を中心に化石燃

料などのＣＯ２排出源に対する課税を強化するために炭素税を導入するなど、

価格メカニズムを通じたＣＯ２排出の抑制を進める動きがみられるようにな

りました。日本では、温室効果ガスの約９割をエネルギー起源ＣＯ２が占め

ており、省エネルギー対策や再生可能エネルギー普及といった排出抑制対策

を強化することが不可欠とされ、石油石炭税の課税の特例として地球温暖化

対策税が平成 24（2012）年に創設（同年 10 月施行）されました。 

平成 27（2015）年にはＣＯＰ21125において、パリ協定が採択され、世界

共通の長期目標として気温上昇を２℃に抑制する目標とともに、1.5℃に抑

 
122 既存の石油石炭税にＣＯ２排出量１トンあたり 289 円の上乗せ税率が課税されることになりました。 
123 地球温暖化対策税以外にも、先述のとおり、自動車重量税や揮発油税等は環境への影響も踏まえ税率水準

が維持されるなど、自動車・エネルギー関係諸税は環境と関連する側面を多く有しています。 
124 気候変動枠組条約第３回締約国会議。 
125 気候変動枠組条約第 21 回締約国会議。 
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制する努力を追及すること、そのために今世紀後半に温室効果ガスの人為的

な発生源による排出量と吸収源による除去量との間の均衡を達成すること

が合意されました。 

パリ協定の採択を受けて、我が国では、平成 28（2016）年５月には地球

温暖化対策計画を閣議決定し、2030 年度▲26％（平成 25（2013）年度比）、

2050 年▲80％の温室効果ガス削減目標を掲げました。さらに、令和２（2020）

年 10 月には、「2050 年カーボンニュートラル」目標を宣言、令和３（2021）

年４月には令和 12（2030）年度の新たな温室効果ガス削減目標として、平

成 25（2013）年度から 46％削減することを目指し、さらに 50％の高みに

向けて挑戦を続けるとの方針を示しています。 

 

＜コラム：ＥＵの炭素国境調整措置（ＣＢＡＭ）について＞ 

ＥＵでは、2030 年の温室効果ガスの削減目標達成に向けて、ＥＵに輸入される製

品に対し、ＥＵ域内で実施されている排出量取引制度（ＥＵ－ＥＴＳ: European 

Union Emissions Trading System）と同等の負担を課すことでカーボンリーケージ

126を防止することを目的としたＣＢＡＭ（Carbon Border Adjustment Mechanism）

の導入に向けた検討が進められています。具体的には、ＥＵ域内の事業者が一定の対

象製品（鉄鋼、アルミ、セメント等）をＥＵ域外から輸入する際、輸入製品の排出量

にＥＵ－ＥＴＳにおける炭素価格を乗じた金額の負担が求められることになりま

す。また、輸出国において炭素税や排出量取引等により炭素排出に対する負担が既に

行われている場合、当該負担分を控除できることとされています。こうした枠組みを

導入することで、対象製品については、ＥＵに輸入されるものとＥＵ域内で生産・消

費されるものとの間で炭素に関する負担の公平が図られることになります。今後は、

令和５（2023）年 10 月から令和７（2025）年 12 月末までは、移行期間として輸入

製品による排出量の報告義務のみが課され、令和８（2026）年１月以降は輸入製品の

排出量に応じた負担が求められる予定です。 

 

② 航空機燃料税 

航空機燃料税は、空港整備などのための財源を確保する等の観点から、航

空機燃料の消費に対する課税として昭和 47（1972）年に創設されました。

昭和 54（1979）年には、空港整備の財源の充実等の要請から、現行の本則

 
126 国内における炭素の排出量に係る規制の存在により①炭素の排出量が多い輸入品に国内製品が代替され

る、②相対的に規制の弱い海外に国内製品の生産拠点が移転する、といったことが起こることで、全体とし

て炭素の排出量が減らない又は増加してしまうことを言います。 
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税率（26,000 円/kℓ）への引上げが行われました。その後、平成 23（2011）

年には航空業界全体の国際競争力の強化に向けた取組みの一環として税率

を 18,000 円/kℓ に時限的に引き下げるなど累次の改正を経て、足もとでは、

新型コロナの感染拡大により航空需要が大幅に減少したことへの対応とし

て、令和９（2027）年度末まで時限的な税率の引下げが行われています。 

 

③ 電源開発促進税 

電源開発促進税は、販売電気の電力量に対する課税を行うものであり、原

子力発電施設、火力発電施設、水力発電施設等の設置促進などの電源立地対

策を講じるための目的税として、昭和 49（1974）年に創設されました。そ

の後、第２次石油危機の発生に伴い、昭和 55（1980）年度には税収の使途

に原子力、水力、地熱等の電源多様化対策（平成 15（2003）年度からは電

源利用対策に名称変更）を追加するなどの改正が行われ、平成 24（2012）

年度には原子力安全規制対策にも充てることとされました。現在は、販売電

気 1,000 キロワット時につき 375 円が課税されています。  
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５．その他の消費課税等 

 

（１）国税 

（国際観光旅客税） 

観光立国実現に向けた観光基盤の拡充・強化を図る観点から、観光促進の

ための税として、平成 30 年度税制改正において創設され、翌平成 31（2019）

年１月より施行されました。航空機又は船舶により出国する者に対し、出国

１回につき 1,000 円が課税されています。その税収は、国際観光振興法127に

おいて、ア）ストレスフリーで快適に旅行できる環境の整備、イ）我が国の

多様な魅力に関する情報の入手の容易化、ウ）地域固有の文化、自然等を活

用した観光資源の整備等による地域での体験滞在の満足度向上に必要な経

費に充てることとされています。 

 

（２）地方税 

その他の地方税として、都道府県が課税主体であるゴルフ場利用税、鉱区

税及び狩猟税があり、市町村が課税主体である鉱産税及び入湯税があります。 

ゴルフ場利用税は、ゴルフ場所在の都道府県においてその利用者に課され、

税収の一部は市町村に交付されます。鉱区税は、鉱区所在の都道府県におい

てその鉱業権者に課されます。狩猟税は、鳥獣の保護及び狩猟に関する行政

の実施に要する費用に充てる目的税として狩猟者の登録を受ける者に課さ

れます。 

鉱産税は、鉱山所在の市町村において鉱物の掘採を行う鉱業者に課されま

す。入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興に要する費用に充てる目的税

として入湯客に課されます。  

 
127 外国人観光旅客の来訪の促進等による国際観光の振興に関する法律（平成９年法律第 91 号）。 
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Ⅳ．法人課税 

 

１．法人税 

 

（１）法人税の概要 

（法人税の性質） 

法人は、経済社会における権利義務の主体として、生産活動を通じて事業

所得（利益）を生み出しています。また、法人は公共サービスから受益して

います。法人税は、こうしたことを踏まえ、一事業年度内に法人が得た利益

（所得）を基礎として税負担を求めるものです。 

企業の活動が我が国経済において大きな比重を占める中で、景気に応じた

税収の変動はありますが、法人税は所得税及び消費税とともに基幹税として、

政府の安定的な財源調達における主要な役割を果たしており、国の歳出を支

える存在となっています。 

 

＜参考＞法人税の性格を巡っては、法人は株主（個人）の集合体と見て、法人税は所得税

を補完（所得税を前取り）するものとの考え方（法人擬制説）や、法人は株主とは独立

した存在と見て、法人税は法人を課税主体とした固有の税とする考え方（法人実在説）

がありますが、一面的に割り切ることは困難です。 

〔資料２－Ⅳ－１〕法人税収の推移 
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（法人税の課税所得） 

法人の課税所得計算においては、その期に企業が稼得した利益の額を基礎

とするという基本的な考え方に加え、減価償却費や引当金の繰入れなどの企

業の内部取引について恣意性を排除する必要があることなどから、株主総会

において報告・承認された会社法上の確定決算を基本とするという、いわゆ

る「確定決算主義」が採られています。 

具体的には、 

・ 会社法上の確定決算に基づき課税所得を計算し、申告すること、 

・ 課税所得計算において、確定決算上、費用又は損失として経理されてい

ること（損金経理）などを要件とすること、 

・ 別段の定めがなければ、一般に公正妥当な会計処理と認められる基準に

従って計算すること 

とされています。 

一方、税法においては、税負担の公平や税制の経済に対する中立性を確保

するため、課税所得の計算において、会社法・企業会計原則等により算出さ

れた利益の額に調整を加える場合があります128。例えば、受取配当等の益金

不算入や寄附金の損金不算入などの制度は、税法固有の取扱いとなっていま

す。 

〔資料２－Ⅳ－２〕会計上の税引前利益と法人税額 

 
128 近年では、収益認識に関する国際的な会計基準の整理（ＩＦＲＳ第 15 号等）を踏まえ、我が国でも企業

会計基準委員会により収益認識に関する会計基準が公表されましたが、税制においても平成 30 年度税制改

正にて対応を行いました。 

具体的には、資産の販売等に係る収益の額について、会計上は実際に受け取る対価の額とされた一方で、

税法上は、販売等をした資産の価額（一般的には第三者間で取引された場合に通常付される価額）をもって

収益認識すべきとの従前からの考え方に基づき、益金算入金額に関する法令上の明確化等を行いました。 

収 益

費 用

・原材料費
・人件費
・減価償却費
・支払利息 等

会計上の
税引前利益
（収益－費用）

課税所得

（益金－損金）
法人税額

× 税 率 税額控除

・企業会計上は「費用」となるが、
税務上は「損金」としないもの 等
（例： 賞与引当金など）

・ 会計上は「費用」とならないが、税務上は「損金」とするもの （例： 欠損金の繰越控除、租税特別措置）

・ 会計上は「収益」となるが、税務上は「益金」としないもの （例： 受取配当等の益金不算入）

（例： 租税特別措置）

増
税
要
因

減
税
要
因

減税要因

２３．２％
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＜コラム：キャッシュフロー課税＞ 

我が国を含め、多くの国においては、法人税は法人の利益に対して課税する仕組み

となっていますが、こうした仕組みについては、正常利潤（資本コスト）に課税する

ため投資抑制的、支払利子は損金算入するが配当は損金としないために資金調達に

非中立的などの指摘もありました。これを解消するため、イギリスを中心とした研究

者による論文集であるマーリーズレビュー（平成 22（2010）年）などにおいて、課

税ベースをキャッシュフローとするキャッシュフロー課税や、課税ベースを法人所

得から株式調達による正常利潤相当分を控除したものとするＡＣＥ（Allowance for 

Corporate Equity）などが望ましいのではないかとの議論がなされてきました。 

また、法人課税は消費地ではなく企業の所在する国の税法に基づき課税が行われ

るため、立地に影響を及ぼすとの指摘もあります。 

平成 28（2016）年にはアメリカ下院共和党により、仕向地主義キャッシュフロー

課税が提案されました。これは投資支出の即時償却、支払利子の損金不算入、国境調

整措置（輸出免税、輸入課税）等をあわせて行うことで、法人税の課税ベースをキャ

ッシュフローとし、かつ仕向地主義で課税する（輸出は課税せず、輸入は課税する）

こととするものです。投資判断や資金調達手段（株式・借入）に対してより中立的と

されますが、実際には、５年間の時限措置としての即時償却、支払利子の損金算入の

一部制限にとどまるものとなりました。 

仕向地主義キャッシュフロー課税については、国境調整措置は輸出補助に当たる

ものとしてＷＴＯルールに違反するのではないか、減価償却の経済的価値と乖離し、

企業の単年度損益とはかけ離れたものを課税ベースとすることとなり、企業の担税

力を測る指標として適正か等の課題も指摘されています。 

 

（税率） 

我が国の法人税の税率は、単一税率（23.2％）を基本としています。仮に

累進税率とした場合には、法人は自然人である個人とは異なり、税負担を回

避するために会社分割を行う可能性があることから、企業の規模・形態に対

して中立的である単一税率が適当との考えによるものです。その上で、中小

法人や公益法人等に対しては一定の配慮がなされており、例えば中小法人の

所得 800 万円以下の部分については 19％（租税特別措置により 15％）の軽

減税率が適用されています。 

我が国の法人税率は、これまで段階的に引き下げられてきており、法人実

効税率ベース（地方税を含みます。）で、最高水準にあった 1980 年代に比べ

ると 20％程度、過去 10 年間でも 10％程度引き下げられました。 
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〔資料２－Ⅳ－３〕諸外国における法人実効税率の国際比較 

 

（中小法人に対する課税） 

資本金１億円以下の法人は、法人税法上で中小法人とされ、全法人の

99.4％（約 283 万社）が中小法人に当たります。全法人数の推移を見ると、

この 10 年間で、約 253 万社から約 285 万社と 30 万社以上増加しています。

業種別に見ると、製造業者・小売業者等が減少する一方、サービス業者・不

動産業者等が増加しています。資本金別では、中でも、資本金 100 万円以下

の法人は約 19 万社から約 50 万社と大幅に増加しています。 

中小法人数は増加していますが、同時期に青色申告法人数も 251 万社か

ら 282 万社に増加しており、青色申告割合は 99％以上を維持しており、一

定の記帳水準が保たれています。 

中小法人に対しては、法人税法において、軽減税率（所得 800 万円以下の

部分につき 19％）や繰越欠損金の所得全額までの控除等が措置されていま

す。また、租税特別措置として、更なる軽減税率（所得 800 万円以下の部分

につき 15％）、即時償却を含む大幅な特別償却率が設けられた中小企業投資

促進税制・中小企業経営強化税制といった投資促進税制、研究開発税制や賃

上げ促進税制における高い税額控除率といった、各種の優遇措置が講じられ

ています。なお、こういった中小法人向け租税特別措置の適用を受ける場合

には、課税所得（過去３年平均）が 15 億円以下であることが必要となりま

す。 

39.54%

34.62%

29.74% 29.93%
27.98%

26.50%
25.00% 25.00% 24.00%

日本
（～2011年度）

日本
（2014年度）

日本
（2018年度～）

ドイツ 米国 カナダ 英国 フランス イタリア

（2023年４月現在）

（注１）法人所得に対する税率（国税・地方税）。地方税は、日本は標準税率、ドイツは全国平均、米国はカリフォルニア州、カナダはオンタリオ州。
なお、法人所得に対する税負担の一部が損金算入される場合は、その調整後の税率を表示。

（注２）日本においては、2015年度・2016年度において、成長志向の法人税改革を実施し、税率を段階的に引き下げ、34.62％（2014年度（改革前））→32.11％
（2015年度）、29.97％（2016・2017年度）→29.74％（2018年度～）となっている。

（注３）英国については、最高税率（拡張利益（※）25万ポンド（4,025万円）超の企業に適用）を記載。拡張利益25万ポンド以下では計算式に基づき税率が逓減し、
5万ポンド（805万円）以下は19％。
※拡張利益とは、課税対象となる利益に加えて他の会社（子会社等を除く）から受け取った適格な配当等を含む額のことを指す。

（備考）邦貨換算レートは、１ポンド＝161円（裁定外国為替相場：令和５年（2023年）４月中適用）。
（出典）各国政府資料
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（公益法人に対する課税） 

公益法人制度については、主務官庁の許可主義等による問題点が指摘され

ていたことを踏まえ、平成 18（2006）年度に制度開始以来の改革が行われ、

公益社団・財団法人といった新たな法人類型が整備され、税制においてもこ

れらの法人の公益活動を促進しつつ適正な課税の確保を図る観点から、制度

改正を行いました。 

こうした一連の改正から 10 年以上が経過したことを踏まえ、現在、公益

法人の活動のより一層の活性化が図られるよう、認定基準の法令上の明確化

やガバナンス改革等の検討が行われています。 

また、公益法人をはじめとした、教育又は科学の振興、文化の向上等の公

益増進に寄与する法人129の活動を下支えする観点から、これらの法人に寄附

した法人は、一般寄附金の損金算入限度額に一定の限度額を上乗せして、損

金算入を行うことが可能となっています。 

個人所得課税においても同様の観点から、こうした法人へ寄附した場合の

所得控除及び税額控除が設けられています。 

 

（租税特別措置） 

法人税の租税特別措置は、一般的に、特定の者の負担を軽減することで、

特定の政策目的を達成することを目指して講じられているものであり、法人

税率の特例、税額控除、特別償却、準備金といったものがあります。 

平成 22（2010）年に、租税特別措置の適用状況の透明化等に関する法律

（租特透明化法）（平成 22 年法律第８号）が成立し、これに基づき平成 23

（2011）年度分より、減収効果のある法人税関係の措置について、適用件数、

適用額等の適用実態に関する調査が行われています。この適用実態調査に基

づく推計によると、令和３（2021）年度の減収額は１兆 8,949 億円であり、

法人税収の約 14％となっています。 

また、各行政機関は、税制改正要望に際し、行政機関が行う政策の評価に

関する法律（平成 13 年法律第 86 号）に基づいて、適用実態調査の結果も活

用しつつ、租税特別措置の政策評価を行っており、総務省行政評価局は、各

 
129 法人税法上、公益法人等に対して税率や寄附金の損金算入限度額に関する特例が設けられていますが、公

益法人等としては公益社団・財団法人（約９千法人）、学校法人（約８千法人）、宗教法人（約 18 万法人）、

社会福祉法人（約２万法人）等が挙げられます。 



 

193 

行政機関が実施した政策評価において、十分な分析・説明等がなされている

かといった観点で点検を実施しています。 

広く活用されている租税特別措置としては、研究開発税制、賃上げ促進税

制、中小企業者等の軽減税率などが挙げられます。 

〔資料２－Ⅳ－４〕主な租税特別措置の活用状況（令和３（2021）年度） 

 減収額 適用件数 

研究開発税制 6,527 億円 1 万件  

賃上げ促進税制 2,430 億円 14 万件 

中小企業者等の軽減税率 1,701 億円 103 万件 

 

（２）これまでの法人税改革 

（法人税改革の取組み） 

主要国の法人税率は、1980 年代初めは 50％程度であったところ、アメリ

カ・レーガン政権、イギリス・サッチャー政権などの法人税改革により、課

税ベースの拡大とともに、断続的に引き下げられ、現在は 20％台半ばから

30％弱の水準になっています。 

我が国の法人税の基本税率は、戦後のシャウプ税制改革時に 35％とされ、

その時々の経済・社会情勢を背景として累次の変更を経つつ、昭和 59（1984）

年度には 43.3％となりました。その後、昭和 62（1987）年・63（1988）年

にかけての抜本的税制改革では所得・消費・資産等の間でバランスのとれた

税体系の構築、平成 10 年度税制改正は課税ベースの適正化と税率引下げに

よる法人税改革、平成 11 年度税制改正は厳しい経済状況の中での景気対策、

平成 23 年度税制改正は企業の国際競争力の向上や我が国の立地環境の改善、

平成 27 年度・28 年度税制改正は企業の国際競争力強化と収益力改善といっ

た、それぞれの目的の下で法人税率が段階的に引き下げられ、地方法人課税

における外形標準課税の創設・拡大、それに伴う所得割の税率引下げ等とあ

わせて、国・地方を通じた法人実効税率は 20％台にまで低下しました。 

これらのうち、平成 27 年度・28 年度税制改正で行った「成長志向の法人

税改革」は、①我が国の立地競争力と我が国企業の国際競争力強化のための

税率引下げと、②法人税の負担構造の改革、すなわち、課税ベースを拡大し

つつ税率を引き下げ、法人課税を広く薄く負担を求める構造とすることによ
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り、利益を上げている企業の再投資余力を増大させ、収益力改善に向けた企

業の取組みを後押しするという成長志向の構造への変革を目的として行わ

れました。 

また、こうした一連の改革は、総じて見れば、税率の引下げや課税ベース

の拡大によって広く薄い課税を志向したものであると言えますが、この他、

例えば、平成 15 年度税制改正では研究開発税制の抜本的拡充が行われたほ

か、平成 25 年度税制改正では所得拡大促進税制（現在の賃上げ促進税制）

が創設される等、租税特別措置については見直しも行われつつ、その時々の

政策課題に応じた対応が行われてきました。 

それ以外にも、平成 13 年度・19 年度税制改正において、企業の競争力を

確保し、企業活力が十分発揮できるよう、会社法制において柔軟な企業組織

再編成を可能とするために会社分割や三角合併等が導入されたことに対応

して、企業組織再編に係る税制が整備されました。 

平成 14 年度税制改正では、企業がグループとしての事業活動を強化し、

企業開示が連結財務諸表を中心として行われる中で、企業グループについて、

より実態に即した適正な課税を行う観点から、100％の持株関係にあるグル

ープを一つの納税単位として扱い、損益通算等の調整を行う連結納税制度が

創設され、後に令和２年度税制改正においてグループ通算制度へ改正されま

した。平成 22 年度税制改正では、グループ法人の一体的経営が進展してい

る状況を踏まえ、連結納税の選択の有無にかかわらず、グループ法人一般に

対する課税の取扱いとして、グループ法人税制が導入され、100％の持株関

係にあるグループ内の法人間で生ずる譲渡損益の繰延べ等が措置されまし

た。連結納税制度は、制度導入以降、適用法人が順調に増加し、令和３（2021）

年度では連結親法人が 1,836 社となっています。 

また、企業活動の形態が多様化する中、過度な節税を目的とする不適切な

スキームに関する課税の適正化も行ってきています130。 

さらに、平成 21 年度税制改正において、我が国企業のグローバル化とい

った企業行動や経営構造の変化を踏まえた外国子会社配当益金不算入制度

 
130 例えば、平成 17 年度税制改正においては、匿名組合等を利用して多額の借入金を原資として購入した高

額な減価償却資産を他の者に貸し付ける事業を営み、減価償却費や借入金利息を計上することによって創出

した組合損失を組合員に帰属させることで税負担の軽減（課税の繰延べ）を図るスキームに対応して、匿名

組合等における組合事業への実質的な関与度の低い組合員に帰属する組合損失について、損金算入を制限す

る特例を創設しました。また、平成 19 年度税制改正において、信託による損失についても、組合損失に対

する制限措置と同様の措置を導入しました。 
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の導入といった対応を行ってきています。 

 

（企業活動の状況） 

他方、企業の活動状況を見ると、リーマン・ショック後、法人所得（企業

収益）は継続的に改善し、令和３（2021）年度には過去最高益を達成し、黒

字企業割合も 10％程度改善しました。 

個別の企業の中には、一定の配当を行いつつ、順調に設備投資や研究開発

の総額を伸ばし売上増につなげ、従業員給与の着実な増加を実現している企

業も存在します。 

一方で、国内の企業活動を総じて見てみると、以下のような傾向が見られ

ます。 

・ 設備投資は、全体として増加しているものの、内訳を見ると、海外の設

備投資が増加傾向である一方、国内設備投資は横ばいとなっています。拡

大した対外直接投資（海外子会社等）による収益のうち、概ね５割程度が

国内親会社に配当として還元されています。 

・ 人的資本、無形資産への投資の規模は、主要国に見劣りする水準となっ

ています。賃金水準は実質的に見て 30 年間横ばい状態131で、伸び率は他

の先進国に比して低迷しています。 

・ こうした中、利益の増加や高水準の現預金保有を背景として、配当や上

場企業による自社株買いといった株主還元が増加傾向にあります。 

このような傾向の背景としては、日本企業がより市場に近い海外において

生産を行うようになったことや、日本経済が長期にわたりデフレ下で低成長

であったことが挙げられ、国内外の経済の構造変化に伴う日本企業の行動変

容と考えられます。「成長志向の法人税改革」については、こうした世界的

な構造変化の中において、国内における投資を活性化させるという点に関し、

どのような効果を有したか、今後客観的・実証的な検証が求められます。 

 

＜参考＞「成長志向の法人税改革」前後（平成 26（2014）年度と令和３（2021）年度）

の指標比較 

・ 利益計上法人数（欠損金の繰越控除後）は増加しています。利益計上法人の営業収 

入（売上）は微減の一方、欠損金の繰越控除前の所得金額は大幅に改善しています。 

 
131 足もとの物価高騰を背景に、令和５（2023）年度の春闘における賃金引上げ率は大幅に上昇していま

す。 
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・ 「成長志向の法人税改革」において見直しを行った欠損金の繰越控除制度と受取配

当等の益金不算入制度については、 

① 欠損金の繰越控除額は概ね横ばいですが、うち大法人（資本金１億円超）及び連

結法人については減少しています。 

② 受取配当等の額は大幅に増加し、受取配当等の益金不算入額も増加しています。 

・ 法人税額の所得金額（欠損金の繰越控除前）に対する割合（実際の法人税負担率）

は低減し、平成 26（2014）年度の約 17.2％に対し、令和３（2021）年度は約 16.3％

となっており、相対的に広く薄く課税がなされていることが考えられます。 

ただし、こういった指標の変化には、「成長志向の法人税改革」自体の影響の他、マ

クロ経済の動向等が大きく影響していることに留意する必要があります。 

 

 平成 26 年度 令和３年度 

利益計上法人数（欠損金の繰越控除後） 88 万社 109 万社 

 うち大法人及び連結法人 1.7 万社 1.4 万社 

営業収入 1,171 兆円 1,143 兆円 

 うち大法人及び連結法人 768 兆円 637 兆円 

欠損金の繰越控除前の所得金額 59.3 兆円 81.3 兆円 

うち大法人及び連結法人 43.1 兆円 51.8 兆円 

欠損金の繰越控除額 5.4 兆円 5.7 兆円 

うち大法人及び連結法人 4.4 兆円 4.0 兆円 

受取配当等の額 8.3 兆円 11.1 兆円 

うち大法人及び連結法人 7.9 兆円 9.9 兆円 

受取配当等の益金不算入額 7.2 兆円 8.9 兆円 

うち大法人及び連結法人 6.8 兆円 8.1 兆円 

租税特別措置による減収額 2.1 兆円 1.9 兆円 

法人税額 10.2 兆円 13.2 兆円 

 うち大法人及び連結法人 6.9 兆円 7.6 兆円 

（注）数字はいずれも四捨五入を行っている。 
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〔資料２－Ⅳ－５〕企業活動の状況 

 

 

（注１）金融業、保険業を除く。
（注２）設備投資のうち、ソフトウェアへの投資金額は2000年以前は含まれない。
（出典）財務省「法人企業統計調査」（年報）
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（注）グラフ中括弧内の数値は、対前年度差
（出典）財務省「法人企業統計調査」（年報）
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（３）企業をとりまく経営環境の変化等 

（社会経済状況の変化（グローバル化、デジタル化）） 

我が国経済は、国際的な貿易や資本移動の自由化を背景とした、企業のグ

ローバル化に伴い、輸出に軸足を置いた構造から、海外の生産拠点が生み出

す付加価値が配当等の形で国内へ還流される構造に転換してきました。2010

年代にかけてＥＰＡ（Economic Partnership Agreement; 経済連携協定）132

等の締結が進展し、我が国企業の海外展開に係る環境整備がより一層図られ

ました。 

 
132 貿易の自由化に加え、投資、人の移動、知的財産の保護や競争政策におけるルール作り、様々な分野での

協力の要素等を含む、幅広い経済関係の強化を目的とする協定のことです。 

無形資産投資の推移
無形資産投資とは、知識・技術や人的資本などの「見えない資産」への投資。革新的資産投資（研究開発投資等）、
情報化資産投資（ソフトウェア投資等）、経済的競争力投資（人材投資、経営組織改革投資等）に大別される。

無形資産投資の対ＧＤＰ比の推移（％）

うち情報化資産投資（対ＧＤＰ比、％） うち経済的競争力投資（対ＧＤＰ比、％）
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（出典）内閣府「選択する未来2.0 参考資料」（2021年６月４日）

平均賃金の国際比較

（注）購買力平価実績ベース。ドイツのみ1991年以降の数値。指数はドイツのみ1991年=100。
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世界的に進む経済のデジタル化の中で、新たなビジネスモデルや市場が創

出され、取引形態にも変化が見られます。国境を越えた企業間競争が行われ

る中、我が国企業も積極的に新技術等を取り入れ、変革に取り組む必要があ

ります。 

米中対立を軸とした国際秩序の再編が進む中、企業をとりまく課題として、

コロナ禍やウクライナ情勢によるサプライチェーンの混乱が挙げられます。

国際的な供給途絶リスクをコントロールし、経済の自律性、強靭性を高める

ため、企業の国内回帰投資も含めた、経済安全保障の確保も求められます。 

2050 年カーボンニュートラルの実現に向けては、政府による後押しに呼

応し、官民で連携して野心的な投資を大胆に行うこととされています。グリ

ーン・トランスフォーメーションに向けた新技術の開発は我が国経済の成長

戦略として位置付けられており、カーボンプライシング導入の結果として得

られる将来の財源を裏付けとした 20 兆円規模のＧＸ経済移行債を活用し、

今後 10 年間で 150 兆円を超えるＧＸ投資を官民協調で実現していくことを

目指しています。 

 

（ビジネスの多様化（製造からサービス、スタートアップ）） 

過去 20 年の産業別ＧＤＰの変化を見ると、製造業のＧＤＰ割合は約１％

減少し、サービス業のＧＤＰ割合は約 1.8％増加しています。一方で、アメ

リカと比較すると、製造業の生産性水準は７割、サービス産業の生産性水準

は５割にとどまっているという試算があります。特にサービス産業の生産性

水準は、長期的に見ると、アメリカとの格差が拡大傾向にあるという結果が

見られます。 

半導体などのデジタル関連産業を中心に水平分業化の進展、プラットフォ

ーマーによる「勝者総取り構造」などの産業構造の変化が進む中、迅速な事

業ポートフォリオの見直し、積極的な設備投資、人的資本経営などを展開し、

産業構造変化に柔軟に対応する必要も指摘されています。また、海外に比べ、

我が国では、新規成長分野を担うディープテックなどのスタートアップへの

投資が低調です。スタートアップ・エコシステムの質を向上させ、優秀な起

業家を国内外から呼び込んでいく必要があります133。 

 
133 令和２年度税制改正にて、イノベーションを生み出すため、事業会社によるベンチャー企業への新規出資
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日本は海外に比べ開廃業率が低く、倒産件数についてもコロナ禍も含めて

減少傾向にあります。また、従来からの少子高齢化に加え、新型コロナから

の経済活動の再開も背景に、有効求人倍率は上昇傾向であり、人手不足も指

摘されています。持続的な経済成長を実現するには、企業の新陳代謝を通じ

た新たな成長分野へリソースの投入も重要です。 

また、Web3.0 の世界では、ＤＡＯ134と呼ばれる組織体が出現しており、

今後、大規模な市場になるとも言われています。これまでのプラットフォー

マーによる情報寡占からブロックチェーン技術を用いた分散型のデータ管

理が主流になる可能性があります。こういった新たな技術等の出現に基づく、

新たな経済活動・事象についても、確定決算主義の考えの下、各種法令や企

業会計原則等に準拠した取扱いが原則となりますが、技術革新のスピードが

増していることを踏まえ、対応が時宜を逸することで企業活動の妨げになる

ことがないよう注意していく必要があります。 

 

（成長と分配の好循環） 

成長と分配の好循環の実現に向けて長期的な視点に立ち、企業が設備投資

や人への投資を実施して生産性を高めて成長し、積極的な賃上げや取引先に

おける適正な利益の確保など多様なステークホルダーへの還元を行ってい

くことが重要になります。例えば、足もとでは原材料価格が上昇しています

が、特に中小企業においては、賃上げを行うことが可能となるように、適切

な転嫁対策を行っていくといった取組みが求められます。 

また、こうした企業による設備投資や人への投資を通じた生産性の向上は、

経済の成長に不可欠であり、税収基盤の強化にもつながります。 

 

企業をとりまく経営環境は、常に変化しています。法人税のあり方につい

て考える際には、こういった変化も踏まえた上で、基幹税として担っている、

普遍的な財源調達機能の維持・確保を考えていく必要があります。 

 

に対し所得控除を認めるオープンイノベーション促進税制（ＯＩ促進税制）を、極めて異例の措置として創

設しました。また令和５年度税制改正では、スタートアップ企業の出口を多様化する観点からＯＩ促進税制

を拡充し、スタートアップ企業の成長に資する成長要件を課した上で、既存株式の取得（Ｍ＆Ａ）について

も対象とすることとしました。 
134 ＤＡＯ（Decentralized Autonomous Organization; 分散型自立組織）とは、Web3.0 技術の軸となるブ

ロックチェーン上で成立し、特定の所有者や管理者が存在せず、参加者同士の投票で意思決定し、事業や

プロジェクトを推進する新しい組織形態のことです。 
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（４）法人税制における今後の課題 

① 基幹税としての役割 

令和３（2021）年度の法人税収は 13.6 兆円であり、国の一般会計税収全

体の約２割と我が国の歳入の中で重要な地位を占め、先述のとおり、税体系

における基幹税の一つです。今後、厳しい財政状況等を踏まえ、継続した財

政健全化への取組みがより一層重要となる中、基幹３税を中心に安定的な税

収基盤を確保していく必要があります。法人税については、所得税及び消費

税との関連性も踏まえつつ、税制体系全般（タックス・ミックス）において

適切な負担のあり方を検討していく必要があります。 

 

② 税率 

法人課税は、財・サービスの消費地において課税がなされる仕向地主義と

異なり、消費される場所の税率にそろうものではなく、法人税率自体が立地

競争力や国際競争力に影響を持ちます。したがって、法人課税においては、

我が国の立地競争力や企業の国際競争力の観点も必要であり、平成 27 年度・

28 年度税制改正における「成長志向の法人税改革」は、こうした点にも留

意しつつ、取り組んだものです。 

他方、企業活動を巡る環境は、もとより法人税率の水準に限られるもので

はなく、為替の動向、諸々の生産コストの水準、物流などのインフラの整備

状況、優秀な人材の確保可能性、安全・安心な環境など多様な要因によって

決定されるものです。また、それぞれの国の抱える経済構造や社会課題は多

様であり、財政需要やタックス・ミックスの姿も国によって異なっています。 

1980 年代から企業誘致を目的とした国際的な法人税率引下げの傾向が続

き、近年ではフランスが 2018 年から 2022 年にかけて 33 1/3％から 25％ま

で法人税率を引き下げました。こうした傾向に対し、令和３（2021）年 10

月のＯＥＣＤ／Ｇ20「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」における２本の柱からなる国

際課税ルールの見直しの合意のうち、「第２の柱」として、実質的に世界全

体において一定の最低税率（15％）での課税が確保される見通しとなってお

り、法人税の引下げ競争に一定の歯止めがかかったと言えます。 

また、新たな政策の財源として法人税率の引上げを行う国も見られます。

例えば、アメリカでは、令和４（2022）年８月に成立したインフレ抑制法に
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おいて、年間利益が 10 億ドル超の大企業に対する 15％の最低課税が措置さ

れています。また、法人税率の引上げ（21％から 28％へ）が 2024 年度大統

領予算教書に盛り込まれています135。イギリスでは、令和５（2023）年４月

より、年間利益が 25 万ポンド超の企業を対象に最高税率を 19％から 25％

に引き上げるといった動きが見られます136。 

企業活動がデジタル化を伴ってより一層グローバル化している中、我が国

の法人税制のあり方を検討するに当たっては、各国の法人税制の動向を含め、

企業を取り巻く状況を総合的に勘案しながら検討していく必要があります。 

 

③ 租税特別措置 

（租税特別措置を設けるに当たっての基本的考え方） 

法人税の租税特別措置は、一般的に、特定の者の負担を軽減することで、

特定の政策目的を達成することを目指し、講じられています。 

こうした政策税制は、租税の公平原則や中立原則の大きな例外となってい

ます。例えば、減収額が最大である研究開発税制は、その恩恵を享受するの

は全納税法人約109万社のうち１万社程度であり、業種別では適用額の80％

が製造業（中でも輸送用機械、化学（製薬含む）、産業用電気機械）に集中

し、サービス産業の適用は少なくなっています。 

政策税制は、こうした租税原則の歪みを生じさせてなお、必要性や有効性

があることが明確に認められるもののみに限定し、期限を区切って措置する

ことが原則です。期限到来時には、必要性や有効性を検証の上、廃止を含め

てゼロベースで見直す必要があります。 

その際、企業の一つの目的が利益の最大化にあるとすれば、政策税制がな

かったとしても利益をもたらす経済活動は自ずと行われるはずであり、そう

いったものを政策税制の対象とすることは、費用対効果の観点からは正当化

されません。 

 
135 アメリカでは、2022 年にインフレ抑制法が成立し、エネルギー安全保障・気候変動投資を促進するため

の歳出措置や税制措置を講じる一方、財源確保策として年間利益が 10 億ドル超の大企業に対する 15％の最

低課税や自社株買いに対する１％の課税等を行い、全体として 10 年間で 3,000 億ドル規模の財政赤字を削

減（追加歳出等 4,370 億ドル、追加財源 7,370 億ドル）することとしています。また、アメリカの 2024 年

度予算教書では、アメリカへの投資や家庭の負担削減、メディケアと社会保障の保護・強化と、その財源確

保策としての法人税率の引上げ等が盛り込まれました。 
136 イギリスでは、2021 年度予算において、コロナ禍で悪化した財政状況に対して健全化に向けた税制措置

として、法人税率の引上げを決定しました。この際、投資促進税制等も同時に措置されていますが、2023 年

春季経済見通しにおいて、政府借入の見通しは改善しています。 
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また、政策税制の主な効果は投資コストを低減させることにありますが、

投資の期待収益率は他のコストや産業の期待成長率に大きく影響されるた

め、税制による投資コストの低減のみで企業行動を変えることには限界があ

り、産業の構造的な課題を解決していくべきことにも留意が必要です。 

こうしたことを踏まえ、今一度、租税原則の原点に立ち返り、その要否を

含め、租税特別措置のあり方を検討する必要があります。 

 

（租税特別措置の効果検証とそれに基づく見直し） 

措置された租税特別措置に関しては、ＥＢＰＭによる適切なデータを用い

た効果検証を踏まえ、制度のあり方を不断に見直す必要があります。その際、

当該措置が存在するために企業が特定の行動に踏み切ったと言える、いわゆ

る政策インセンティブ効果を従来にも増して厳格に立証する必要があり、政

策インセンティブが機能していない措置については、廃止・縮減すべきです。

このためには、検証のために必要なデータセットについて、政策税制の適用

を受ける納税者の負担にも配慮しつつ充実を図る必要があります。 

 

＜参考＞租特透明化法に基づき、各租税特別措置について、適用件数、適用額、業種別の

適用状況等が調査・公表されていますが、これ自体は統計情報に過ぎず、租税特別措置

の効果や評価そのものを示すものではありません。したがって、税制改正要望に際し、

各省において適用実態調査も活用して、有効性・必要性などの分析を行う政策評価が

重要となりますが、総務省の点検結果によると、分析・説明の程度が不十分なものが点

検後においても一定数みられる状況となっています。 

 

（他の政策手段（補助金等）との選択における留意点） 

政府の有する他の政策手段との比較の観点では、補助金は一般に、予算の

範囲内で、特定の事業を行う団体等に対して、その申請を受けて国等が審査

を行った上で交付の決定をするものです。予算の制約によっては、条件を満

たしていても交付を受けられない可能性があるなど、行政府の裁量が存在し

ます。 

一方、租税特別措置は、租税特別措置法やそれに基づく政令等に規定され

た明確かつ形式的な要件に基づき、これを満たす納税者が等しく適用を受け

ることが可能な枠組みです。 

政策税制のうち税額控除や所得控除は、期間損益の調整である特別償却等
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に比べ、直接的な資金支援であり、より補助金に近い性質を有している一方、

補助金並びのチェックメカニズムが設けられているものではありません。近

年、インセンティブ強化の名目の下、多数の税額控除制度・所得控除制度が

設けられ、また税額控除率の引上げがなされてきました。これについては、

厳しい財政状況の中、どのような効果があるのかについての説明責任を果た

すことが不可欠であり、定量的な分析に資するデータセットの構築も求めら

れます。現状の税額控除制度・所得控除制度について、上記の観点を踏まえ、

そのあり方を抜本的に見直す必要があります。 

 

（租税特別措置における新たな取組み） 

令和４年度税制改正で措置された賃上げ促進税制においては、賃上げ要件

に加え、一定の企業に対してマルチステークホルダー方針の公表を求めるこ

ととしています。これは、株主にとどまらず、従業員、取引先をはじめとす

るマルチステークホルダーへの適切な分配を行うことが賃上げモメンタム

の維持や経済の持続的発展につながるという観点から、従業員への還元や取

引先への配慮が重要であることを踏まえた取組みを進めることを企業が自

ら宣言するものであり、他の租税特別措置についても同様の取組みを行うこ

とが考えられます。また、マルチステークホルダー方針の実施状況について、

租税特別措置を利用する企業は説明責任を果たすことが期待されます。 

 

④ 中小法人税制 

中小法人に対しては、先述のとおり、法人税法において、軽減税率（19％）

や繰越欠損金の所得全額までの控除が措置されており、租税特別措置として、

更なる軽減税率（15％）、即時償却を含む投資促進税制等が講じられていま

す。なお、こういった中小法人向け租税特別措置の適用を受ける場合には、

課税所得（過去３年平均）が 15 億円以下であることが必要となります。 

近年、大企業が減資を行い中小法人となる事例が見られますが、こうした

法人税の特例措置も一つの誘因であるとの指摘もあります。 

また、中小法人は大宗（６割程度）が赤字であり、その実態をよく見極め

る必要があるとともに、毎年度の法人所得に対する法人税に限らず、その株

主に対する所得税や資産課税など税体系全体の中で適切な負担を求めるこ

とができているか確認していく必要があります。 
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中小企業は我が国の雇用の７割を創出するなど地域経済の中核を担って

います。地域を活性化し、「成長と分配の好循環」を実現するためには、中

小企業が設備投資等を通じて経営基盤を強化し、生産性を向上させることで、

賃上げへとつなげ、地域経済の担い手として一層の役割を果たしていくこと

が望ましく、中小法人税制についても、こうした考え方と整合的なものとな

るよう仕組みを転換していく必要があると考えられます。 

 

＜参考＞特に所有と経営の分離が徹底されていない法人において、法人に利益（所得）を

蓄積し、個人の所得を調整することで、課税の繰延べが行われれば、経済活動形態の選

択に歪みが生じることとなります。こうした歪みを発生させないためには、法人税、所

得税、資産課税といった各税目において整合的な課税がなされる必要があります。 

 

⑤ 公益法人税制 

公益法人に対しては、公益法人改革から 10 年以上が経過したことを踏ま

え、公益法人の活動のより一層の活性化が図られるよう、収支相償原則や遊

休財産規制のあり方、ガバナンス改革等の検討が行われています。 

公益法人等の課税のあり方については、民間事業者と競合する分野がある

ことを踏まえ、公益法人等や収益事業の範囲137を適切なものとし、経営形態

間での課税の公平性を確保していくこと等が重要です。  

 
137 「法人税の改革について」（平成 26（2014）年６月）において、「公益法人等の成り立ちや果たしている

役割も踏まえながら、公益法人等の範囲や収益事業の範囲を見直すべきである」とされる一方で、「収益事

業の規定方法については、従来から、現行の限定列挙方式ではなく、対価を得て行う事業は原則課税とし、

一定の要件に該当する事業を非課税とすべきとの指摘があり、このような方向での見直しも検討すべきであ

る」とされています。 
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２．地方法人課税 

 

（１）地方法人課税の概要 

地方税における法人課税としては、法人住民税と法人事業税があります。

法人税額や法人の所得を課税標準の一つとしていることから、個人住民税や

固定資産税、地方消費税と比べて、税収が景気変動の影響を受けやすいとい

う特徴を有していますが、令和５（2023）年度地方財政計画におけるこれら

地方法人二税の税収は、6.6 兆円（法人住民税が 2.0 兆円、法人事業税が 4.6

兆円）と地方税収の 15.5％を占めており、地方公共団体の基幹税の一つとな

っています。 

なお、地方法人二税のほか、特別法人事業税（国税）（同年度 2.0 兆円）

は、税収の全額が交付税及び譲与税配付金特別会計に直入され、特別法人事

業譲与税として都道府県に譲与される仕組みであり、実質的な地方税源と位

置付けられています。また、地方法人税（国税）（同年度 1.9 兆円）について

も、税収の全額が、地方固有の財源である地方交付税の原資とされています。 

 

（法人住民税） 

法人住民税は、地域社会の費用について、その構成員である法人にも個人

と同様幅広く負担を求めるために課される税です。道府県民税と市町村民税

における法人課税の総称であり、均等割と法人税割によって構成されていま

す。具体的には、法人の道府県民税は、資本金等の額に応じて定額で課され

る均等割と原則的に法人税額を課税標準として課される法人税割によって

構成されています。また、法人の市町村民税は、資本金等の額と従業者数に

応じて定額で課される均等割と原則的に法人税額を課税標準として課され

る法人税割によって構成されています。 

 

（法人事業税） 

法人事業税は、法人が行う事業そのものに課される税であり、法人がその

事業活動を行うに当たっては地方公共団体の各種の行政サービスの提供を

受けていることから、これに必要な経費を分担するという考え方に基づいて

課税される都道府県税です。法人の事業活動と地方の行政サービスとの幅広

い受益関係に着目して事業に対して課される税であることから、その課税標
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準は、法人の事業活動の規模をできるだけ適切に表すものであることが望ま

しいと考えられています。法人が行う事業や法人の規模等の区分により異な

り、原則として、資本金１億円超の普通法人は付加価値割、資本割及び所得

割により、資本金１億円以下の普通法人は所得割により課税されています。 

 

＜参考：個人事業税＞ 

事業税は、法人が行う事業のみならず個人が行う事業に対しても課税されます。個人

事業税は、不動産所得及び事業所得を課税標準として事務所又は事業所所在の都道府

県において、その個人に課するものです。個人事業税における課税対象事業のあり方な

どについては、社会経済状況の変化に留意する必要があります。 

 

（分割基準） 

地方法人二税は、事務所等が所在する地方公共団体において課税されるも

のです。事業を行う法人の事務所等が２以上の地方公共団体に所在するとき

は、関係団体間の課税権を調整する必要が生じることとなります。事務所等

の所在する団体に課税標準額を分割する際の基準を分割基準といい、各地方

公共団体に納付すべき税額は、分割後の課税標準額に当該地方公共団体の税

率を乗じて、それぞれ決定されます。地域社会の会費的性格を有し、都道府

県及び市町村が課税する法人住民税については、従業者の数が分割基準とさ

れています。法人事業税については、課税の根拠が応益原則にあることから、

各都道府県内における事業の規模、活動量などを的確に表すものとして、業

種ごとに、従業者の数のほか、事務所等の数、事務所等の固定資産の価額等

が分割基準とされています。社会経済状況の変化に応じた事業活動と行政サ

ービスの受益関係を反映させる必要があることから、これまで分割基準の見

直しが行われてきました。 

 

（２）近年の地方法人課税改革 

（法人事業税における外形標準課税の導入及び拡大） 

地方公共団体が行政サービスを安定的に提供するためには、その財源の根

幹をなす地方税は、できる限り、安定的で税収の変動が小さいものであるこ

とが求められます。法人事業税は、長らく、法人所得に対する課税が大きな

ウェイトを占めており、経済情勢の影響を受けやすく、特にバブル経済崩壊

以降は、税収が不安定な状況が続いていました。 
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こうしたことを踏まえ、税負担の公平性の確保、応益課税としての税の性

格の明確化、税収の安定化、経済活性化の促進等を図るため、所得への課税

の一部（４分の１）を振り替える形で、平成 16（2004）年度に外形標準課

税が導入されました。具体的には、所得割の税率を引き下げる一方、付加価

値額を課税標準とする付加価値割と資本等の金額（現在は、資本金等の額）

を課税標準とする資本割が創設されました。また、外形標準課税は、所得の

多寡にかかわらず事業活動の大きさに応じた税負担を求める仕組みである

ことから小規模な企業の経営に与える影響等に配慮し、資本金１億円超の法

人が対象とされました。 

その後、「成長志向の法人税改革」の一環として、所得割の税率を引き下

げる一方、外形標準課税の割合は平成 27（2015）年度に８分の３へ、平成

28（2016）年度に８分の５へと段階的に拡大されました。 

 

（税源の偏在性が小さい地方税体系の構築） 

地方法人二税の人口一人当たりの税収額は、最大と最小の都道府県の間に

5.9 倍（令和３（2021）年度決算額）の差があります。法人の事業活動が大

都市部に集中する傾向があることなどから、他の地方税と比較して税源の偏

在性が一定程度大きくなることは避けられないものです。 

地域の実情に応じたきめ細かな行政サービスを地方公共団体が安定的に

提供していくためには、その基盤として、税源の偏在性が小さく税収が安定

的な地方税体系を構築することが重要です。これは、基本的には、個人住民

税、固定資産税、地方消費税等と合わせた地方税制体系全般（タックス・ミ

ックス）において実現していくべきものです。一方、地方法人課税において

も、税源の偏在を是正するための措置が講じられてきました。 

平成 20（2008）年度には、消費税を含む税制の抜本的な改革までの暫定

措置として、法人事業税の一部を分離して地方法人特別税（国税）とし、地

方法人特別譲与税として人口及び従業者数に応じて都道府県に譲与する仕

組みが創設されました。 

その後、地方消費税の充実により地方交付税の交付団体と不交付団体の財

政力格差が大きくなることを踏まえ、消費税・地方消費税率の８％への引上

げにあわせて、法人住民税法人税割の一部を地方法人税（国税）とし、税収

の全額を交付税原資とすることとされました。また、消費税・地方消費税率
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の 10％への引上げ時には、法人住民税法人税割の交付税原資化を更に進め

ることとされました。なお、消費税を含む税制の抜本的な改革までの暫定措

置とされていた地方法人特別税・譲与税制度については、これにあわせて縮

小・廃止されました。 

さらに、令和元（2019）年度には、地域間の財政力格差の拡大、インター

ネット取引の拡大などの社会経済状況の変化等に対応するため、法人事業税

の一部を特別法人事業税（国税）とし、特別法人事業譲与税として人口に応

じて都道府県に譲与することとされました。 

 

（３）社会経済状況の変化 

法人税の各論において紹介されている経済のデジタル化やビジネスの多

様化などの企業を取り巻く経営環境の変化等に加え、近年、特に地方法人課

税に関連するものとして、関係法令の改正等により資本金のあり方等が変容

してきていることやグループ経営の拡大を始め企業の組織再編が進んでい

ること、また、サービス産業のウェイトが高まるとともにインターネット取

引の拡大により店舗を必要としない事業形態なども拡大していることなど

の変化が生じています。 

 

（４）地方法人課税における今後の課題 

（基幹税としての役割） 

法人の事業活動が地方公共団体の行政サービスを受けて行われているこ

とから、法人に対して一定の負担を求めることは適当であり、地方法人課税

が、引き続き、地方公共団体の基幹税としての役割を果たしていくことが重

要です。また、地方法人課税についても、先述した法人税における今後の課

題（租税特別措置、中小法人税制、公益法人税制等）で示した視点に沿った

検討が必要であることに加え、社会経済状況の変化や企業活動の変化に対応

して、地方法人課税を時代に適合したものにしていくことが求められます。 

 

（外形標準課税のあり方） 

法人事業税の外形標準課税は、先述のとおり、資本金１億円超の大法人を

対象に導入され、その後、所得割の税率引下げとあわせて段階的に拡大され

てきましたが、外形標準課税の対象法人数は、資本金１億円以下への減資を
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中心とした要因により、導入時に比べて約３分の２まで減少しています。そ

の背景には、前述した資本金のあり方等が変容してきていることが考えられ

ます。また、持株会社化・分社化の際に、外形標準課税の対象範囲が実質的

に縮小する事例も生じています。こうした事例の中には、損失処理等に充て

るためではなく、財務会計上、資本金を資本剰余金へ項目間で振り替える減

資を行っているものも存在します。また、子会社の資本金を１億円以下に設

定しつつ、親会社の信用力を背景に大規模な事業活動を行っている企業グル

ープの事例もあります。 

こうした減資や組織再編による対象法人数の減少や対象範囲の縮小は、

「成長志向の法人税改革」の趣旨や、地方税収の安定化・税負担の公平性と

いった制度導入の趣旨を損なうおそれがあり、外形標準課税の対象から外れ

ている実質的に大規模な法人を対象に、地域経済・企業経営への影響にも留

意しながら制度的な見直しを検討することが必要です。 

 

（分割基準のあり方） 

地方法人二税においては、従業者の数や事務所等の数により課税標準を分

割していますが、産業構造が大きく変化するとともに、事業活動の形態や働

き方などは多様化しています。例えば、近年、産業別のＧＤＰに占める製造

業の割合が低下する一方、サービス業の割合が高まっています。また、イン

ターネット取引が増加するとともに、ＡＩやＩＣＴを活用した無人の店舗や

倉庫、工場等も事業活動における重要な拠点となっており、その傾向は今後

も進展していくと想定されます。 

分割基準は、法人の事業規模などを的確に表すことが必要であることから、

こうした社会経済状況の変化を踏まえた分割基準のあり方について、不断に

検討していくことが必要です。 

 

（税源の偏在性の小さい地方税体系の構築） 

特別法人事業税・譲与税制度創設までの一連の偏在是正の取組みにより、

地域間の財政力格差の拡大や社会経済状況の変化等に対して地方税制上の

一定の対応が行われてきました。今後も、社会経済状況の変化を把握すると

ともに、地方税源の偏在の度合いや地域間の財政力格差の状況等について注

視し、税源の偏在性の小さい税体系の構築を目指していくことが重要です。  
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Ⅴ．国際課税 

 

１．国際課税の概要 

 

（１）国際課税の意義 

国際課税とは、国境を越える経済活動に対する課税のことです。例えば、

多国籍企業が行っている二国間にまたがる経済活動について、それぞれの国

が課税権を行使すれば二重課税が生じます。逆に、いずれの国も課税権を行

使できなければ、課税の空白が生じ、その企業は税負担を免れることになり

ます。国際課税の問題の中心は、一言で言えば、他国の課税権との競合を調

整（国際的な二重課税を排除）しつつ、一方で課税の空白を防止（国際的な

二重非課税に対処）することにより、自国の課税権を適切に確保することに

あります。加えて、国際的な課税の公平性・中立性を確保することにより、

国際的な競争に直面する日本企業の活動にも資するものと考えられます。 

 

（注）国際的な経済活動に対する課税に関しては、消費課税や資産課税の課題もありま

すが、以下では主として個人や法人に対する所得課税の課題について取り上げます138。 

 

（２）課税権の確保と調整 

国境を越える経済活動に対する課税権の行使については、居住地国課税と

源泉地国課税という二つの考え方があります。 

居住地国課税は、納税者が居住している国（居住地国）がその納税者の全

世界所得に対して（すなわち国外所得も含めて）課税するという考え方であ

り、他方、源泉地国課税は、所得の源泉のある国（源泉地国）が、その国の

居住者はもとより、それ以外の者に対しても源泉地国で生じた所得に対して

課税するという考え方です。 

 

＜参考＞居住地国課税の考え方において居住者の国外に源泉がある所得に対して課税す

ることについては、同一国の納税者が同じ水準の所得を有する場合には所得の源泉が

国内であるか国外であるかにかかわらず等しい税負担を求めるべきであることが根拠

とされています。一方、源泉地国課税の考え方において非居住者に対して源泉地国で

 
138 消費課税や資産課税の課題については、それぞれ、「第２部 個別税目の現状と課題 Ⅲ．消費課税 １．

消費税 （４）消費税の特徴及び意義」、「第２部 個別税目の現状と課題 Ⅱ．資産課税等 １．相続税・

贈与税 （２）経済社会の構造変化と近年の税制改正」参照。 
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課税することについては、源泉地国での活動から生じる所得がある以上、非居住者で

あっても源泉地国における公共サービスなどの便益を享受することから応分の負担を

すべきであること、国内における経済活動についてはその活動が居住者によるもので

も非居住者によるものでも等しく取り扱うべきであることが根拠とされています。 

 

これらの考え方が併存する結果、国外に源泉のある所得に対しては、居住

地国課税と源泉地国課税それぞれの考え方に基づいて重複して課税が行わ

れる可能性が生じることとなります。その調整は、原則として居住地国にお

いて図られることとされています。〔資料２－Ⅴ－１②、③の領域〕 

〔資料２－Ⅴ－１〕国際的な課税権の調整 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国際的な二重課税を排除する方法としては、源泉地国で納めた税金を居住

地国で納めるべき税金から差し引くことを認める外国税額控除方式と、国外

で稼得した所得については居住地国において免税とする国外所得免除方式

があります。外国税額控除方式が、居住者が投資を国内で行うか国外で行う

かについての選択に課税が影響を及ぼさないという「資本輸出中立性」の確

保に資する一方、国外所得免除方式は、ある国に対して国外から投資を行う

者が当該国における競争について居住地国の課税の影響を受けないという

「資本輸入中立性」に寄与すると考えられています。 

 

なお、我が国の税制における居住者・非居住者の定義については、所得税

法は、我が国国内に住所を有する個人又は我が国国内に引き続き１年以上居

所を有する個人を「居住者」とし、それ以外の個人を「非居住者」としてい

我が国の課税権： 

居住者・内国法人は全世界所得、非居住者・外国法人は国内源泉所得。 

 

 我が国課税権の範囲 所得源泉地 

  日本 外国 

居住者・内国法人  : 全世界所得課税（①＋②） 
  

非居住者・外国法人: 国内源泉所得のみ課税（③） 
  

 

○ 各国の課税権が競合すると、国際的な二重課税が発生することとなるが（上記②、③の領域）、その

調整は原則として居住地国が行うこととされている。 

・ ②について、我が国は、外国税額控除制度及び外国子会社配当益金不算入制度により調整。 

・ ③について、相手国は、概ね、外国税額控除制度若しくは国外所得免除制度で調整。 

・ 通常、租税条約において、これらの二重課税の調整義務及びその具体的な方法が規定される。  

④国外源泉所得 

②国外源泉所得 

③国内源泉所得 

①国内源泉所得 
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ます。非居住者の課税所得の範囲は、国内源泉所得のみとされており、後述

する恒久的施設に帰せられない所得である場合は、原則として源泉徴収のみ

で課税関係が完結する源泉分離課税方式が基本となっています。例えば、非

居住者が国内において行う勤務に起因する給与については、支払金額の

20％139が源泉徴収されます。また、居住者のうち、日本国籍を有しておらず、

かつ、過去 10 年以内において国内に住所又は居所を有していた期間の合計

が５年以下である個人は「非永住者」とされ、非永住者の課税所得の範囲は、

国外源泉所得以外の所得、並びに、国外源泉所得のうち国内払い・国内送金

分に限ることとされています。 

 

法人・個人が外国で事業を行っている場合には、支店等の拠点（恒久的施

設（ＰＥ））がある場合にのみ、当該ＰＥが所在する国は、そのＰＥに帰属

する事業所得に課税することができるとする「ＰＥなければ課税なし」の原

則が国際的なルールとなっています。 

 

＜参考＞「ＰＥなければ課税なし」の原則は、国家の課税権の競合を調整する方策につい

て 1920 年代から国際的に議論される中で形作られてきたものであり、昭和 38（1963）

年に策定されたＯＥＣＤモデル租税条約草案においても規定されています。後に詳述

するように、近年の経済のデジタル化に伴い、こうしたルールの見直しの必要性が議

論されてきています。 

〔資料２－Ⅴ－２〕課税権の確保・調整：ＰＥなければ課税なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
139 復興特別所得税を除いた税率。なお、給与所得控除など各種所得控除の適用はありません。 
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（３）基本的な仕組み 

（国内法） 

我が国の国際課税の基本的な枠組みは、まず、所得税法や法人税法等の国

内法によって形作られています。具体的には、我が国の課税権の確保の観点

から、我が国に源泉のある所得についてのみ納税義務を課される非居住者・

外国法人（制限納税義務者）についての課税ルールが定められ、また、全世

界所得について納税義務を課される居住者・内国法人（無制限納税義務者）

については、国外所得に対して外国で課された税を一定の限度の下で我が国

において支払うべき所得税・法人税等から控除することを認める外国税額控

除制度が設けられています。 

なお、かつては、我が国の内国法人（親会社）と一定の関係を有する外国

子会社の所得に対する二重課税の排除の方法として、外国子会社からの受取

配当を親会社の益金に算入し法人税の課税対象とした上で、外国子会社が納

めた外国法人税のうち、当該受取配当の額に対応するものを親会社の法人税

額から控除することを認める間接外国税額控除制度が導入されていました。

平成 21 年度税制改正において、外国子会社が海外市場で獲得した利益の国

内還流に向けた環境整備として、当該利益を必要な時期に必要な金額だけ戻

すという配当政策に対する税制の中立性の観点に加え、適切な二重課税の排

除を維持しつつ制度を簡素化する観点も踏まえ、親会社が外国子会社から受

け取る配当を親会社の益金不算入とする制度（外国子会社配当益金不算入制

度）が導入されました。本改正により、国際的な二重課税排除の方式につい

て居住地国課税及び外国税額控除制度の枠組みを基本的に維持しつつ、子会

社方式による海外進出の場合については、現地の課税のみで基本的に課税関

係が終了することとなりました。 

   

（租税条約） 

国際課税に関する制度については、国内法のみならず、租税条約などの国

際的な課税ルールもあわせて考えなければなりません。租税条約は、課税関

係の安定（法的安定性の確保）、二重課税の除去、脱税及び租税回避等への

対応を通じ、二国間の健全な投資・経済交流の促進に資するものです。租税

条約には、国際標準となる「ＯＥＣＤモデル租税条約」があり、ＯＥＣＤ加

盟国を中心に、租税条約を締結する際のモデルとなっています。ＯＥＣＤ加
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盟国である我が国も、概ねこれに沿った規定を採用しています。 

ＯＥＣＤモデル租税条約では、源泉地国が課税できる範囲として、事業利

得に対しては、ＰＥの活動により得た利得のみに課税するほか、投資所得（配

当・利子・使用料）に対しては、源泉地国での税率の上限（免税を含みます。）

を設定しています。また、居住地国における二重課税の除去方法として国外

所得免除方式又は外国税額控除方式によることを定めるとともに、税務当局

間の相互協議（仲裁を含みます。）により条約に適合しない課税の解消を規

定しています。脱税及び租税回避等への対応としては、後述する税務当局間

の納税者情報の交換のほか、滞納租税に関する徴収の相互支援（徴収共助）

を規定しています。 

我が国は、経済関係が緊密な国・地域との間で租税条約ネットワークの整

備を進めてきたところ、我が国の租税条約ネットワークは、対外直接投資残

高の約 99％をカバーしており、二重課税除去を主たる内容とする租税条約

は、令和５（2023）年６月１日時点で、71 本が 79 カ国・地域との間で適用

されている状況です。 

我が国は、かつては、源泉地国における課税権を一定程度確保しながら二

重課税に対処することを志向していましたが、平成 16（2004）年に発効し

た日米租税条約以降、特に先進国との間の租税条約において、投資・経済交

流の促進を重視して、源泉地国免税を一部導入するなど、源泉地国における

課税を引き下げることとする一方、租税回避に対応するために濫用防止規定

を導入する方向に切り替えてきました。加えて、改正日米租税条約（平成 25

（2013）年署名、令和元（2019）年発効）以降は、これを更に推し進め、租

税回避防止措置を講じつつ、源泉地国免税を更に拡大してきました。また、

あわせて仲裁規定や徴収共助の導入を進めるなど、税の安定性の確保や税務

当局間の執行協力の強化にも努めています。 

途上国との間の租税条約については、途上国が、源泉地における課税権を

重視する「国連モデル租税条約」の規定を選好する傾向がある中で、投資・

経済交流を後押しすべく、源泉地国課税の軽減に努めています。また、途上

国との間の租税条約に固有の規定として、途上国における租税上の優遇措置

の効果を減殺しないという政策的配慮から、途上国に投資している先進国の

居住者が優遇措置により減免を受けた租税の額を途上国において納付した

ものとみなして先進国の税額から控除することを認める「みなし外国税額控
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除」があります。我が国は、みなし外国税額控除の縮減・廃止に努めてきた

ところですが、引き続き残存している例もあります。 

〔資料２－Ⅴ－３〕我が国の租税条約ネットワーク（令和５（2023）年６月

１日時点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）国際課税に係る議論の推移 

国際課税に係る議論の内容は、経済活動の進展、企業活動の変化、各国の

財政事情等に応じて時代により変わってきています。 

まず、第二次世界大戦後の第一期は、国際的な二重課税の排除が重視され、

外国税額控除制度を導入・整備するとともに、租税条約ネットワークを整備

してきました。 

第二期は、企業の海外展開が活発になり、国内企業の所得が国外に移転さ

れることが問題とされた時期と特徴づけられます。我が国の国内法において

も、外国子会社合算税制（昭和 53（1978）年度）、移転価格税制（昭和 61

（1986）年度）などの制度が導入されました。 

第三期は、国際課税の様々な問題について、ＯＥＣＤ等の場での国際的な

議論の必要性が一層強く認識されるようになった時期と特徴づけられます。

20 世紀末から移転価格税制の国際的な見直しや国家間で外国企業誘致のた

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

租税条約 

情報交換協定 

税務行政執行共助条約のみ 

日台民間租税取決め 

（注１）税務行政執行共助条約が多数国間条約であること、及び、旧ソ連・旧チェコスロバキアとの条約が複数国へ承継されていることから、条約等の数と国・地域数が一致しない。 

（注２）条約等の数及び国・地域数の内訳は以下のとおり。 

    ・租税条約（二重課税の除去並びに脱税及び租税回避の防止を主たる内容とする条約）：71本、79か国・地域 

    ・情報交換協定（租税に関する情報交換を主たる内容とする条約）：11 本、11 か国・地域（図中、（※）で表示） 

    ・税務行政執行共助条約：締約国は我が国を除いて 122 か国（図中、国名に下線）。適用拡張により 140 か国・地域に適用（図中、適用拡張地域名に点線）。このうち我が国と二国間条約を締結していない国・地

域は 62 か国・地域。 

    ・日台民間租税取決め：１本、１地域 

（注３）台湾については、公益財団法人交流協会（日本側）と亜東関係協会（台湾側）との間の民間租税取決め及びその内容を日本国内で実施するための法令によって、全体として租税条約に相当する枠組みを構築(現

在、両協会は、公益財団法人日本台湾交流協会（日本側）及び台湾日本関係協会（台湾側）にそれぞれ改称されている。）。 

 

《84 条約等、153 か国・地域適用／2023 年６月１日現在》（注１）（注２） 
財 務 省 

アジア・大洋州（28） 

インド スリランカ ﾊﾞﾝｸﾞﾗﾃﾞｼｭ 香港 

インドネシア タイ フィジー マレーシア 

ｵｰｽﾄﾗﾘｱ 中国 フィリピン サモア（※） 

韓国 ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ ブルネイ マカオ（※） 

シンガポール パキスタン ベトナム 台湾（注３） 

（執行共助条約のみ） 

クック諸島 ニウエ バヌアツ モルディブ 

ナウル ﾆｭｰｶﾚﾄﾞﾆｱ ﾏｰｼｬﾙ諸島 モンゴル 

 

ロシア・ＮＩＳ諸国 （12） 

ｱｾﾞﾙﾊﾞｲｼﾞｬﾝ ｳｽﾞﾍﾞｷｽﾀﾝ ジョージア ベラルーシ 
アルメニア カザフスタン タジキスタン モルドバ 
ウクライナ キルギス トルクメニスタン ロシア 

 

 

中東（10） 

アラブ首長国連邦 クウェート 

イスラエル サウジアラビア 

オマーン トルコ 

カタール  

（執行共助条約のみ） 

バーレーン レバノン 

ヨルダン  

 

アフリカ（22） 

エジプト ザンビア 南アフリカ モロッコ 

（執行共助条約のみ）  

ウガンダ ケニア ナミビア モーリタニア 

エスワティニ ｾｰｼｪﾙ ブルキナファソ リベリア 

ガーナ セネガル ベナン ルワンダ 

ｶｰﾎﾞﾍﾞﾙﾃﾞ ﾁｭﾆｼﾞｱ ボツワナ  

カメルーン ﾅｲｼﾞｪﾘｱ ﾓｰﾘｼｬｽ  

 

北米・中南米（35） 

アメリカ 

ウルグアイ 

エクアドル 

カナダ 

コロンビア 

ジャマイカ 

チリ 

ブラジル 

ペルー 

メキシコ 

ケイマン諸島（※） 

英領ﾊﾞｰｼﾞﾝ諸島（※） 

パナマ（※） 

バハマ（※） 

バミューダ（※） 

（執行共助条約のみ） 

アルゼンチン 

アルバ 

アンギラ 

ｱﾝﾃｨｸﾞｱ・ﾊﾞｰﾌﾞｰﾀﾞ 

エルサルバドル 

キュラソー 

グアテマラ 

グレナダ 

コスタリカ 

ｾﾝﾄｸﾘｽﾄﾌｧｰ・ﾈｰﾋﾞｽ 

ｾﾝﾄﾋﾞﾝｾﾝﾄ及びｸﾞﾚﾅﾃﾞｨｰﾝ諸島  

セントマーティン 

セントルシア 

ターコス・カイコス諸島 

ドミニカ共和国 

ドミニカ国 

パラグアイ 

バルバトス 

ベリーズ 

モンセラット 

 

欧州（46） 

アイスランド ノルウェー 

アイルランド ハンガリー 

イギリス フィンランド 

イタリア フランス 

エストニア ブルガリア 

オーストリア ベルギー 

オランダ ポルトガル 

クロアチア ポーランド 

スイス ラトビア 

スウェーデン リトアニア 

スペイン ルクセンブルク 

スロバキア ルーマニア 

スロベニア ガーンジー（※） 

セルビア ジャージー（※） 

チェコ マン島（※） 

デンマーク ﾘﾋﾃﾝｼｭﾀｲﾝ（※） 

ドイツ  

（執行共助条約のみ） 

アルバニア ジブラルタル 

アンドラ フェロー諸島 

北マケドニア ボスニア・ヘルツェゴビナ 

キプロス マルタ 

ギリシャ モナコ 

グリーンランド モンテネグロ 

サンマリノ  
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めの法人税引下げを競う「有害な税の競争」への対応等により、租税回避防

止や公平な競争条件の確保に向けた取組みが模索されてきました。加えて、

情報交換や徴収共助などの執行面の取組みが進展するとともに、2010 年代

以降、後に詳述するように、国際課税をめぐる経済環境の変化も踏まえ、Ｂ

ＥＰＳプロジェクト等を通じて、ＯＥＣＤに加盟する先進国だけでなく国際

社会で影響力を増す新興国・途上国も含めた形で、各国の課税権の制約にま

で一部踏み込む形で、国際課税のルールの大幅な見直しの議論が行われてき

ています。 

〔資料２－Ⅴ－４〕国際課税に係る主な改正の経緯 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
日  本 米  国 ＯＥＣＤ・国連等 

 

 

 

  

1939 

 

◎  米ｽｳｪｰﾃﾞﾝ租税条約 

（以後、主要国との条約ﾈｯﾄﾜｰｸを構築） 

1928 

1943 

1946 

◎ 国際連盟モデル租税条約草案 

◎ メキシコ・モデル租税条約 

◎ ロンドン・モデル租税条約 

昭 28 ◎ 外国税額控除制度の導入     

昭 30 ◎ 日米租税条約     

   （以後、主要国との条約ﾈｯﾄﾜｰｸを構築）   1956 ◎ OECD にてモデル租税条約の検討開始 

昭 37 ◎ 外国税額控除制度の拡充 1962 ◎ 外国子会社合算税制の導入   

 （間接外国税額控除制度の導入、以後、昭 63、   1963 ◎ OECD 条約モデル 

 平 4、13、21、23、26、27 年等に見直し）    （以後、1977、92、94、95、97、2000、03、05、 

  1968 ◎ 移転価格税制に関する規則の整備     08、10、12(26 条のみ)、14、17 年に改訂） 

  1969 ◎ 過少資本税制の導入   

昭 53 ◎ 外国子会社合算税制の導入     

   （以後、平 4、17～25、27、29 年等に見直し） 1980～ （◎ 加州等でユニタリー課税強化） 1979 ◎ 『移転価格課税』報告書（1984、87 年に続編）   

     ◎ 国連モデル租税条約 

（以後、順次改正） 

昭 61 ◎ 移転価格税制の導入 1986 ◎ 移転価格税制の強化：『所得相応性基準』の導入等    

   （以後、平 3、16～19、22、23、25、26、令元年等に見直し）  1989 ◎ アーニング・ストリッピング・ルールの導入   

      

平４ ◎ 過少資本税制の導入     1992 ◎ 米国移転価格課税強化への提言 

   （以後、平 16、18、24～26 年、令３年に見直し） 1993 ◎ 移転価格税制：『利益比準法』の導入    → 1993 年に再提言 

    1995 ◎ 『移転価格ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ』(全面改訂)第１部確定 

    1998 ◎ 『有害な税の競争』報告書 

平 16 ◎ 日米新租税条約    （以後、2000、01、04、06 年に進捗状況報告書等） 

      

平 21 ◎ 国際的な二重課税排除方式の見直し   2009 ◎ 税の透明性及び情報交換に関するｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ﾌｫｰﾗﾑの 

 （間接外国税額控除制度の廃止及び外国子会社    改組・強化 

 配当益金不算入制度の導入、以後、平 27 年に見直し）  2010 ◎ 『外国口座税務コンプライアンス法（FATCA）』の 2010 ◎ 『移転価格ガイドライン』改訂（以後、2017 年に改訂） 

   成立  ◎ 『恒久的施設に帰属する利得』報告書 

平 24 

 

◎ 過大支払利子税制の導入 

（以後、平 25、26、令元年等に見直し） 

    

    2013 ◎ 『税源浸食と利益移転(BEPS)行動計画』 

平 26 ◎ 国際課税原則の見直し   2014 ◎ 『BEPS 報告書（第一弾）』を公表 

 （総合主義から帰属主義への変更）    ◎ 自動的情報交換に関する「共通報告基準（CRS）」を策定 

平 27 ◎ 非居住者に係る金融口座情報の報告制度の整備    2015 ◎ 『BEPS 最終報告書』を公表 

 （平 30 年に初回の情報交換実施、令 2 年に見直し）     

平 28 ◎ 移転価格税制等に係る文書化制度の整備  

2017 

 

◎ 国際的な二重課税排除方式の見直し 

（外国子会社配当益金不算入制度の導入） 

 

 

 

 

平 30 ◎ 恒久的施設の定義の見直し  ◎ 税源浸食・濫用対策税の導入等 2018 ◎ BEPS 防止措置実施条約発効 

    2021 ◎ 「BEPS 包摂的枠組み」において、経済のデジタル化に

伴う課税上の課題に対する合意が実現 

国際課税に る主な改正の経緯
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２．国際課税を取り巻く経済環境の変化 

 

近年、国境を越えた財・サービスの取引や資本の移動が増大しており、経

済のグローバル化が進展しています。以下、近年の国際課税に関する議論の

背景として考えられる、我が国及び国際的な経済環境の変化を概観します。 

法人税の各論においても論じたとおり、我が国の経常収支を見ると、過去

25 年一貫して経常黒字ですが、2010 年代以降は、海外への直接投資・証券

投資からの収益（配当・債券利子等）である第一次所得収支の黒字がその大

宗を占めるようになっています。貿易収支は、東日本大震災後、赤字となる

年が生じている一方、サービス収支はコロナ禍前まで赤字幅を縮減していま

す。 

第一次所得収支の推移をみると、過去 25 年間、日本が海外から受け取る

配当・利子等が、日本が海外へ支払う配当・利子等を上回る状況が継続し、

黒字幅は、過去 25 年で約５倍に拡大しています。長らく対外証券投資に係

る利子・配当等の受取収益が収益の大部分を占めてきましたが、2010 年代

以降、対外直接投資からの利子・配当等の受取収益の割合が上昇傾向にあり

ます。 

直接投資収益には、海外子会社等への出資・貸付から得られる配当・利子

の受取に加え、海外子会社の内部留保が含まれます。先述のとおり、平成 21

年度税制改正において、企業の配当政策の決定に対する税制の中立性の観点

等を踏まえ、外国子会社配当益金不算入制度が導入されています。 

〔資料２－Ⅴ－５〕我が国の国際収支等の動向 
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（兆円）

（データ出典： 財 省 国際収支統計）（注）第一次所得収支：投資収 （直接投資収 、  投資収 （  金、債 利子等））等
第二次所得収支：官民の 償資金協力、 付、贈 の 払等

（暦年）

【日本の経常収支の推移と内訳の変化】



 

220 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

我が国のサービス収支は、過去 25 年間、一貫して赤字基調ですが、コロ

ナ禍以前までは、訪日外国人の増加による旅行収支の黒字化や、知的財産権

使用料の黒字幅拡大により、サービス収支赤字は縮小傾向となっていました。

他方、経済のデジタル化が進む中、通信・コンピュータ・情報サービス、そ

の他業務サービス（特許権等の売買を含む研究開発サービスやオンライン広

告サービスなど幅広いサービスを計上）の赤字幅が近年拡大してきています。 

我が国の知的財産権等使用料収益は、日本企業の海外展開に伴う海外子会

社等からの支払が増加したことを背景に、受取超の幅を拡大してきています

が、その内訳をみると、近年では産業財産権等使用料の黒字が横ばいで推移

【日本の第一次所得収支（ネット）の推移】

（データ出典： 財 省 国際収支統計）

（兆円）

（注）第一次所得収支に占める直接投資収 の 合（折れ線）は右軸、その他の指標は左軸を参照のこと。
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  金・ 分済支店収 再投資収 利子所得等   金・ 分済支店収   の直接投資収 に占める 合

【日本の直接投資収益のうち、配当収益と再投資収益の比】

（データ出典： 財 省 国際収支統計）

（兆円）

平成21年度税制改正：
 国子会社   金不算入

制度の見直し
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する一方、著作権等使用料の赤字が拡大しています。また、オランダやシン

ガポールなどの国々は、日本からの知的財産使用料支払が経済規模に比して

高水準です。国際的にみても、オランダ・スイス・シンガポール・アイルラ

ンド等、研究開発支出、特許出願の実績、経済規模に比して、高水準の知的

財産使用料を受け取っている国が存在します。 

〔資料２－Ⅴ－６〕我が国の知的財産権等使用料収支等の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【日本のサービス収支の推移】

（兆円）

（データ出典： 財 省 国際収支統計）
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 的財産権等使用料収支

【日本の知的財産権等使用料収支の推移】

（データ出典：国際収支統計）

（兆円）

日本  の 的財産権等
使用料支払上位国（※）

国 ドイツ オランダ フランス シンガポール スウェーデン

純支払額
(億円)

２０19 784 930 458 295 107

２０20 989 878 353 234 129

２０２1 901 414 279 15 274

（※） ２０１９年－２１年の３カ年平均の上位５カ国

日本の 的財産権等
使用料  上位国（※）

国 中国 アメリカ タイ イギリス スイス

純受取額
(億円)

２０１９ 6,141 7,125 4,073 3,625 1,636

２０２０ 5,564 5,301 3,099 4,355 2,514

２０２１ 6,948 5,517 4,658 3,788 2,779
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上記を踏まえると、以下のような国際課税に関連する課題が生じているも

のと考えられます。 

・ 日本の対外収支において、第一次所得収支、とりわけ直接投資収益の黒

字の寄与が大きくなってきています。我が国に限らず、世界的に、企業グ

ループが国境を越えてその諸機能を自由な場所に配置する形で多国籍企

業化が進む中で、各国が企業を自国に誘致するために法人税引下げ競争が

進みました。その結果、軽課税国を利用する企業とそうではない企業との

間での競争条件の格差も生じてきています。 

※ 2021年の上位10 国を抽出。
（出典）IMF BOP Statistics

【 的財産使用料  額 上位 10 国（2006年、2021年）】

0

20

40

60

80

100

120

140

 的財産使用料（ 億米ドル）

2021 2006

0%

1%

2%

3%

4%

 的財産使用料 対名目GDP比（%）

2021 2006

米(29%)

蘭(11%)

日(11%)独(9%)

英(6%)

   (6%)

       
(4%)

仏(4%)

星(2%)

中(2%)
その他

(15%)※

（データ出典）・ 的財産等   数料：IMF : BOP Statistics
・研究開発費支出：OECD : Gross Domestic Expenditure on R&D 
・ 許出願者数：WIPO : IP Statistics Data Center

【 財等使用料に るクロスボーダー  額
上位１０ 国の内訳】

【世界の知財等使用料に係るクロスボーダー受取額】

【登録された 許の出願者居住国
上位１０ 国の内訳】

※11位 下
蘭 15位（1.0%）
   19位（1.0%) ［2019年］
星 22位（0.5%） ［2019年］
アイルランド 29位（0.2％） ［2019年］

米(31%)

中(25%)
日(7%)

独(6%)

韓(5%)

仏(3%)

英(2%)

露(2%)
台(2%)

伊(2%) その他

(15%)※

2020年
2,343億

ドル

【研究開発費支出上位１０ 国の内訳】

中(46%)

米(18%)

日(9%)

韓(7%)

独(2%)

印(2%)

露(1%)

加(1%)

豪(1%)
伯(1%)

その他

(13%)※

2020年
328
 件

※11位 下
星 15位（0.4%）
蘭 32位（0.1%）
   41位（0.1%)
アイルランド 87位（0.0％）

2020年
3,934億

ドル
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・ 知的財産権や、デジタル関連のサービスなどに係る、客観的な独立企業

間価格の算定が困難な取引の一部は、その支払の受け手が、税負担の相対

的に軽い国に集中する傾向があります。経済のグローバル化、デジタル化

が更に進む中で、こうした取引に伴う租税回避のリスクが増大し、課税ベ

ースの浸食につながっています。 

・ デジタル化の進展により、市場国に拠点を置かずとも提供可能なデジタ

ル・サービスなどの取引が増加し、従来の国際課税原則（「ＰＥなければ

課税なし」の原則）では市場国で課税が行えないという課題も顕在化して

きています。  
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３．ＢＥＰＳプロジェクトの概要と我が国の対応状況 

 

（１）国際的租税回避への対応 

外国子会社等の国外関連者との取引を通じて、税負担の比較的低い外国法

人に所得を移転することにより、グループ全体の税負担を軽減することが可

能となります。こうした租税回避には様々な態様があると考えられ、それぞ

れのスキームに応じて租税回避を防止するための制度が導入されてきまし

た。こうした制度は、租税回避の防止という観点のみならず、国家間の課税

ベースの適切な配分・調整という側面もあわせ持っています。主な租税回避

の態様とその防止措置の例は以下のとおりです。 

第一に、国内の企業が外国子会社のような国外関連者との間で取引を行う

場合の取引価格（移転価格）については、この特殊な関係に基づいて市場価

格と異なる過大又は過少な移転価格が設定されることがあります。このよう

な移転価格の設定の結果、海外に所得の移転が行われれば自国の課税ベース

が浸食されることとなるため、独立企業間価格（関連企業間という特殊な条

件を除いた場合の取引価格）に基づいて所得を算定するという独立企業原則

を適用することが国際的に認められています。ＯＥＣＤにおいては、こうし

た原則に沿った形で「移転価格ガイドライン」が策定されています。我が国

でも、昭和 61（1986）年度に移転価格税制を導入しています。 

第二に、我が国に進出している外国企業（外資系の内国法人及び外国法人

の支店）が資金を調達する際、借入の比率を大きくすれば、その借入に係る

利子は経費として損金算入できることから、当該外国企業グループ全体の我

が国における税負担を少なくすることが可能となります。こうした例を含め、

借入を利用した国際的な租税回避を防止するため、国際的に認められた方式

に沿って、我が国でも過少資本税制や過大支払利子税制が導入されています。

過少資本税制（平成４年度税制改正で導入）は、外国親会社の資本持分の一

定倍率を超える負債に対応する支払利子を損金不算入とする措置であり、過

大支払利子税制（平成 24 年度税制改正で導入）は、対象純支払利子等の額

のうち、調整所得金額の一定割合（20％）を超える部分の金額につき当期の

損金の額に算入しないこととする措置です。 

第三に、軽課税国に設立した子会社等を利用して、税負担の不当な軽減を

図る行為に対処する観点から、我が国では、昭和 53（1978）年度に外国子
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会社合算税制が導入されました。外国子会社合算税制は、我が国の親会社等

と一定の資本関係を有する外国子会社等の所得について、一定の場合に、我

が国にある親会社等（個人の場合を含みます。）の持分の割合に応じて親会

社等の所得に合算して課税する制度です。被支配外国法人（ＣＦＣ ; 

Controlled Foreign Corporation）に関する税制であることから、ＣＦＣ税

制とも呼ばれます。 

 

（２）ＢＥＰＳプロジェクトの概要 

上記のとおり、国際的な租税回避に対して様々な手立てが講じられてきた

ものの、平成 20（2008）年のリーマン・ショックに端を発する世界金融危

機において、各国の財政状況が悪化し、その後の財政再建の過程で、より多

くの国民負担を求める必要が生じる中、国際的に活動する多国籍企業も応分

の負担を行うべきとの国際世論が高まりました。特に、国際的に急速に規模

を拡大した大手デジタル企業等については、国際的な利益移転を通じて過度

な租税回避を行っているのではないかとの懸念の高まりがその背景にあっ

たところです。電子商取引が急増するなどグローバルなビジネスモデルの構

造変化が進む中、多国籍企業の活動実態と国際課税ルールの間にずれが生じ、

「二重非課税」への対処が重要な課題となってきていました。経済活動がま

すますグローバル化する一方、課税権は各国がそれぞれ行使する（ローカル

な課税）という国際課税の仕組みのズレが問題となってきたのです。 

こうした背景から、平成 24（2012）年にＯＥＣＤ租税委員会でＢＥＰＳ

プロジェクトが立ち上げられました。ＢＥＰＳプロジェクトは、公平な競争

条件の確保という考え方の下、各国政府・グローバル企業の透明性を高め、

ＢＥＰＳを防止するために国際課税ルール全体を見直す取組みです。本プロ

ジェクトは、多国籍企業による税制の隙間や抜け穴を利用した租税回避ある

いは二重非課税の問題に対する積極的な国際協調へ移行したという点にお

いて、極めて画期的な取組みでした。  

ＢＥＰＳプロジェクトにおいては、①グローバル企業は、税金を納めるべ

き（価値が創造される）場所で税金を納めるべき〔実質性〕、②各国政府・グ

ローバル企業の活動に関する透明性向上〔透明性〕、③企業の不確実性の排

除〔予見可能性〕の三つを柱として、それぞれの柱の下、ＢＥＰＳに対処す

るための 15 の行動について議論が行われました。 
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平成 27（2015）年に策定されたＢＥＰＳプロジェクト最終報告書の内容

は概ね以下のとおりです。 

➢ 行動１：デジタル経済の発展への対応 

国境を越えて提供されるサービスへの付加価値税（ＶＡＴ）の課税につ

いて、ＢtoＢ取引、ＢtoＣ取引に対する課税のあり方のガイドラインを策

定。 

なお、法人課税における対応については、平成 27（2015）年の最終報告

書においては検討を継続することとされ、最終的に後述する「２本の柱」

の合意につながりました。 

➢ 行動２：ハイブリッド・ミスマッチの効果の無効化 

金融商品や事業体に対する複数国間における税務上の取扱いの差異（ハ

イブリッド・ミスマッチ）を悪用したＢＥＰＳへの対処。 

➢ 行動３：外国子会社合算税制の強化 

軽課税国等に設立された相対的に税負担の軽い外国子会社を使ったＢ

ＥＰＳを有効に防止するため、適切な外国子会社合算税制の設計について

検討。 

➢ 行動４：利子控除制限ルール 

企業グループ内取引を用いて多額の利子を生じさせること等による軽

課税国への利益移転に対応するための措置。 

➢ 行動５：有害税制への対抗 

ＯＥＣＤ有害税制フォーラムにおける足の速い所得（金融・サービス業

等の経済活動や知的財産から生じる所得）に対する各国の優遇税制の審査

において、企業の実質的な活動を判断する要件の新基準を勧告。 

➢ 行動６：租税条約の濫用防止 

第三国の居住者が不当に条約の特典を得ようとする行為（条約漁り; 

Treaty Shopping）など、租税条約の濫用を防止するための措置。 

➢ 行動７：恒久的施設（ＰＥ）認定の人為的回避の防止 

代理人ＰＥの要件に該当しない販売委託契約の利用やＰＥと認定され

ない活動のみを行うことによるＰＥ認定の人為的な回避に対処するため、

ＰＥの定義を見直し。 

➢ 行動８～10：移転価格税制 

「価値が創造されたところで税金を納めるべき」との原則を踏まえ、無
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形資産取引に係るＢＥＰＳへの対応を中心に、移転価格ルールの見直しを

実施。 

➢ 行動 11：ＢＥＰＳの規模・経済的効果の分析方法の策定 

ＢＥＰＳによる法人税収の逸失規模について、データの範囲、詳細さ、

利用可能性等の観点から評価。 

➢ 行動 12：義務的開示制度 

租税回避を抑制するとともに出現した租税回避スキームに速やかに対

処するため、プロモーター及び利用者が租税回避スキームを税務当局に報

告する制度。 

➢ 行動 13：移転価格税制に係る文書化制度の整備 

適正な移転価格課税の実現のため多国籍企業グループがグローバルに

行う取引の全体像を把握する目的で、共通様式に基づいた多国籍企業情報

の報告等（移転価格に係る文書化）に関するルールを整備140。 

➢ 行動 14：相互協議の効果的実施 

ＢＥＰＳ対抗措置によって予期せぬ二重課税が生じる等の不確実性を

排除し、予見可能性を確保するため、租税条約に関連する紛争を解決する

ための相互協議手続きをより実効的なものに見直し。 

➢ 行動 15：多数国間条約の開発 

膨大な時間を要する二国間租税条約の改定を経ずに、ＢＥＰＳ防止措置

を既存の租税条約において同時かつ効率的に実施するための多数国間条

約（ＢＥＰＳ防止措置実施条約）の策定。  

 
140 ＢＥＰＳプロジェクトにおいては、多国籍企業グループの情報に係る国別報告書（ＣｂＣＲ; Country by 

Country Report）制度を、守秘義務を遵守しつつ導入することが合意されています。他方、ＥＵにおいては、

多国籍企業の納税情報を市民の目に触れさせることにより、企業活動の透明性と社会的責任の更なる向上や

実践を通じて、企業による社会貢献を促すなどの観点から、ＥＵ域内で活動する多国籍企業に対する、ＥＵ

加盟国別の売上高・納税額等の企業情報の公表の義務付けに関するＥＵ指令が採択されています。日本企業

の中にも、企業の社会的責任等の観点から税に関する情報開示を促すグローバル・レポーティング・イニシ

アティブ（ＧＲＩ）等の国際的な基準も踏まえ、納税額を自主的に開示する動きもあります。ＣｂＣＲは、

個別企業にとって公表により競争上の影響を与える情報も含まれ得ることなどを踏まえつつ、国際的な議論

の動向や国内企業の取組状況を注視していく必要があると考えられます。 
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〔資料２－Ⅴ－７〕ＢＥＰＳ最終報告書の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）ＢＥＰＳプロジェクトを踏まえた我が国の対応状況 

ＢＥＰＳプロジェクトの立上げ時より主導的役割を果たしてきた我が国

においては、その合意事項を着実に実施し、企業間の公正な競争条件を整え

るべく、累次の国内法改正や租税条約の改正・締結が進められてきました141。

〔資料２－Ⅴ－８〕 

また、ＢＥＰＳプロジェクト最終報告書において、国外転出時に未実現の

キャピタルゲインに対して課税する措置が「租税回避防止措置」として位置

付けられており、我が国でもこうした措置が導入されました。 

 

＜参考：国外転出時課税制度の創設等＞ 

株式等のキャピタルゲインは、実現時に納税者の居住国で課税されるのが原則であ

ることから、巨額の未実現のキャピタルゲインを有する株式等を保有したまま国外転

出し、キャピタルゲイン非課税国において売却することによる課税逃れが可能となっ

ていました。こうした課税逃れに対応するため、平成 27 年度税制改正において、所得

税について、一定の資産を有する者を対象として、株式等に係る未実現のキャピタルゲ

インに対して国外転出時に課税する特例が創設されました142。あわせて、同様の趣旨

から、非居住者に対して株式等の贈与等を行った場合にも、その時点で未実現のキャピ

 
141 タックス・プランニングの義務的開示（行動 12）については、現時点では我が国では未導入。 
142 本特例による課税について、一定期間後に帰国を予定している者等は、納税猶予が可能となっています。

なお、この納税猶予期間中に死亡した場合や贈与を行った場合には、日本国内に居住していたものとみなし

て、相続税・贈与税の納税義務を判定します。 

伝統的な国際基準（モデル租税条約・移転価格ガイドライン）が近年の多国籍企業のビ
ジネスモデルに対応で ていないこと  、「価値創造の場」において適切に課税がなされ
るよう、国際基準の見直しを図った。

 動６ 条約濫用の防止 → 租税条約の拡充（含 動⑮）の中で対応

 動７ 人為的なPE認定回避 →  租税回避の防止等のためPEの範囲を見直し（30年度改正）
租税条約の拡充（含 動⑮）の中で対応

 動８－１０ 移転価格税制と価値創造の一致 →  に  資産の 扱いについて見直し
（令和元年度改正）

C. 企業の不確実性の排除 〔予見可能性〕

多国籍企業による租税回避を防止するため、国際的な協調の と、税  
局が多国籍企業の活動やタックス・プランニングの実態を把握で るようにす
る制度の構築を図った。

 動５ ルーリング（企業と 局間の 前合意）に る自発的情報交換

 動１１ BEPS 連のデータ収集・分析方法の確立

 動１２ タックス・プランニングの義 的開示 → 法改正の要否を含め検討

 動１３ 多国籍企業情報の報告制度

（移転価格税制に る 書化） → 28年度改正で対応済み

（４） 透 性の向上

BEPS対抗措置によって予期せぬ二重課税が じる等の不確実性を排除し、
予見可能性を確保するため、租税条約に 連する紛争を解決するための相互
協議 続 をより実効的な のとすることを図った。

 動１４ より効果的な紛争解決メカニズムの構築 → 租税条約の拡充（含 動
⑮）の中で対応

（５） 法的安定性の向上

BEPS 動計 を通じて策定される各種勧告の実施のためには、各国の二国
間租税条約の改正が必要な のがあるが、世界で 数にある二国間租税条
約の改定には膨大な時間を要すること  、BEPS対抗措置を効率的に実 す
るための多数国間協定を2016年末までに策定する。

 動１５ 多数国間協定の開発 → 参加（31年１月に発効）

（６） BEPSへの迅速な対応

B. 各国政府・グローバル企業の活動に関する

透明性向上 〔透明性〕

A. グローバル企業は払うべき（価値が創造される）ところで

税金を支払うべきとの観点から、国際課税原則を再構築

〔実質性〕

電子経済に伴う問題への対応について、海   のB2B 引及びB2C 引に対する消
費課税のあり方等に するガイドラインをそれぞれ策定した。

 動１ 電子経済の課税上の課題への対応 → 国境を越えた役 の提供に対する消費税
の課税方式を見直し（27年度改正）

（１） 電子経済の発展への対応

各国間の税制の隙間を利用した多国籍企業による租税回避を防止するため、各国が
協調して国内税制の国際的調和を図った。

 動２ ハイブリッド・ミスマッチの 効化 → 27年度改正で対応済
租税条約の拡充（含 動⑮）の中で対応

 動３  国子会社合算税制の強化 → 租税回避リスクを 国子会社の個々の活動内容
により把握するよう見直し（29年度改正）

 動４ 利子 除制 → 24年度に導入した過大支払利子税制について見直し（令和元年度改正）

 動５ 有害税制への対抗 → 既存の枠組みで対応

（２） 各国制度の国際的一貫性の確立

（３） 国際基準の効果の回復

「ＢＥＰＳプロジェクト」最終報告書の概要
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タルゲインに対して課税することとされました。 

 

引き続き、租税回避等に適切に対処するため、租税回避の態様に応じた個

別的な対応策を丁寧かつ迅速に整備していくことが重要です。 

〔資料２－Ⅴ－８〕我が国における「ＢＥＰＳプロジェクト」への対応状況 

  

対応時期 主な対応内容  動計 

平成27年度改正 国境を越えた役 の提供に対する消費税の課税の見直し  動１ 電子経済の課税上の課題への対応

平成27年度改正  国子会社   金不算入制度の見直し  動２ ハイブリッド・ミスマッチの 効化

平成28年度改正 移転価格税制に る 書化制度の整備
 動13 多国籍企業情報の報告制度

（移転価格税制に る 書化）

平成29年度改正  国子会社合算税制の見直し  動３  国子会社合算税制の強化

平成30年度改正 PE（Permanent Establishment:恒久的施設）の範囲の見直し  動７ 人為的なPE認定回避

平成31年１月 BEPS防止措置実施条約が我が国について発効  動15 多数国間協定の開発

令和元年度改正 移転価格税制の見直し  動８－10 移転価格税制と価値創造の一致

令和元年度改正 過大支払利子税制の見直し  動４ 利子 除制 
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４．経済のデジタル化に伴う課税上の課題への対応 

 

（１）新たな国際課税ルールの背景 

ＢＥＰＳプロジェクトの行動１（デジタル経済の発展への対応）について

は、経済のデジタル化に伴う課税上の課題として、消費課税上の課題（ＢＥ

ＰＳ最終報告書において見直しを提言）とともに、法人課税上の課題も議論

されてきましたが、平成 27（2015）年のＢＥＰＳ最終報告書においては、

後者については合意に至らず、引き続き議論を継続することとされました。 

平成 28（2016）年に立ち上げられたＯＥＣＤ／Ｇ20「ＢＥＰＳ包摂的枠

組み」において途上国やオフショアセンターとされる国・地域を含めた議論

が行われ、令和３（2021）年 10 月に、経済のデジタル化に伴う課税上の課

題に対応する「２本の柱」の解決策に関する合意が実現しました。新型コロ

ナへの対応で各国の財政状況が更に悪化したことが、合意に対する後押しの

一つとなったと考えられます。約 140 カ国・地域が本合意に賛成を表明し、

制度のグローバルな実施に向けた取組みが続けられています。 

国際課税ルールの見直しの背景として議論されてきた課題は、「国際課税

を取り巻く経済環境の変化」の節において既に述べた課題のうち、大きく以

下の２点であり、それぞれが「第１の柱」・「第２の柱」に対応しています。 

・ 経済のデジタル化に伴い、市場国に恒久的施設（ＰＥ）を置かずにビジ

ネスを行う企業の増加がみられます。典型的には、オンラインでの動画・

音楽配信や、オンライン書籍の販売等は、店舗などのＰＥがなくとも市場

国の消費者にサービスを提供することができます。現在の国際課税原則で

は、国内に外国企業の支店等のＰＥがある場合にのみ、そのＰＥの事業か

ら生じた所得への課税が可能なため、こうしたビジネスから得られた所得

に対しては、市場国で適切に課税が行えない問題が顕在化してきました。 

・ 低い法人税率や税制上の優遇措置によって外国企業を国内に誘致する

動きがみられる中で、1980 年代以降、各国の法人税が継続的に引き下げ

られ、各国の法人税収基盤が弱体化してきています。また、こうした軽課

税国を利用する企業とそれ以外の企業との間で、税制面において企業間の

公平な競争条件が阻害される事態が生じてきました。 
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（２）「第１の柱」（市場国への新たな課税権の配分）143 

上記の課題の１点目に対応するものが「第１の柱」です。売上高 200 億ユ

ーロ（約 2.9 兆円）超、利益率 10％超の大規模・高利益水準のグローバル企

業グループを課税対象（scope）とし、当該グループの利益のうち利益率 10％

を超える部分（残余利益）の 25％を、ＰＥの有無にかかわらず、売上に応じ

て市場国間で配分する仕組みです。 

「第１の柱」は従来の租税条約において規定されてきた「ＰＥなければ課

税なし」の原則を一部修正して、ＰＥの有無にかかわらず市場国が課税権を

持つこととなるルールであるため、その導入のためには、多数国間条約が必

要となります。現在、多数国間条約の策定に向けた議論が継続しているとこ

ろです。 

〔資料２－Ⅴ－９〕第１の柱（市場国への新たな課税権の配分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
143 ここでは、第１の柱のうち「利益Ａ（Amount Ａ）」について記載しています。このほか、基礎的なマー

ケティング・販売活動に対する移転価格税制の簡素化・合理化を図る「利益Ｂ（Amount Ｂ）」についても

実施に向けた議論が行われています。 

第１の柱（市場国への新たな課税権の配分）

➢「課税対象（scope）」は、売上高200億ユー
ロ（約2.9兆円）超、利益率10％超の大規
模・高利益水準のグローバル企業グループ（全
世界で100社程度）

➢大規模なグローバル企業グループの利益率10％
を超える残余利益の25％を市場国に配分
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（３）「第２の柱」（グローバル・ミニマム課税）144 

上記の課題の２点目に対応する仕組みが、「第２の柱」であるグローバル・

ミニマム課税です。年間総収入金額が 7.5 億ユーロ（約 1,100 億円）以上の

多国籍企業を対象とし、一定の適用除外部分を除いた所得について各国ごと

に最低税率 15％以上の課税を確保する仕組みです。この所得の計算におい

ては、各国ごとの政策税制等による調整を行う前の財務会計上の連結財務諸

表利益が基礎となります。 

「第２の柱」については、各国の国内法の改正によって実施することとさ

れていますが、制度を導入する場合には、国際的に合意された仕組みに沿っ

て導入することが求められています（コモン・アプローチ）。 

「第２の柱」は、様々なケースにおいて最低でも税率 15％の課税を確保

する観点から、「所得合算ルール（ＩＩＲ; Income Inclusion Rule）」、「軽課

税所得ルール（ＵＴＰＲ; Undertaxed Profits Rule）」、「国内ミニマム課税

（ＱＤＭＴＴ; Qualified Domestic Minimum Top-up Tax）」の三つのルー

ルから構成されています。 

ＯＥＣＤ／Ｇ20「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」で合意されたモデルルール等の

詳細なルールに基づき、各国において法制化が進められており、我が国にお

いても、令和５年度税制改正において、ＩＩＲの導入が決定されました。国

際課税の見直しの議論を主導してきた我が国が早期に「第２の柱」の導入を

決定できたことは、我が国が従来同様に引き続き国際的な議論を主導してい

く上でも、大きな意義を持ちます。 

なお、既存の外国子会社合算税制は、経済的な実体の乏しい子会社等を用

いた租税回避に対処することを目的とするのに対して、「第２の柱」は、各

国共通の最低税率の導入により法人税引下げ競争に歯止めをかけることを

目的とするものであり、両者は目的を異にする別個の仕組みです。国際的な

ルールにおいても、ＣＦＣ税制は「第２の柱」と併存するものと整理されて

おり、対象となる企業の事務負担には一定の配慮を行いつつ、引き続きそれ

ぞれの制度の目的を果たすことが重要です。 

 
144 ここでは、第２の柱のうちＧｌｏＢＥ（Global Anti-Base Erosion; グローバルな税源浸食対抗）ルール

について記載しています。このほか、軽課税国の関連者に対する支払について源泉地国に一定の課税権を認

める租税条約上の最低課税ルール（ＳＴＴＲ; Subject To Tax Rule）についても実施に向けた議論が行われ

ています。 
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〔資料２－Ⅴ－10〕第２の柱（グローバル・ミニマム課税） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）新たな国際課税ルールの意義 

２本の柱からなる国際課税ルールの見直しにより、税の分野の国際協調の

あり方が大きな変革期を迎えたものと考えられます。 

 

（国際的に共通の課税ルールの導入） 

これまでの国際課税のルールにおいては、各国における課税の制度設計

（課税ベースの設定、申告・納税などの執行のあり方）については、各国の

課税権のもと各国が自由に設定することができる一方、二国間の租税条約に

おいて個別に、源泉地国において配当・利子・使用料に課される税率の制限

等が規定されてきました。 

こうした中、ＢＥＰＳプロジェクトにおいて 15 の行動計画が提言されま

したが、その多くは、国際的なベスト・プラクティスの提示や、ＯＥＣＤ移

転価格ガイドラインなどの既存の国際基準の改正により対応するものであ

り、課税ルールの設定における各国の裁量は広く認められていました。他方、

租税条約の濫用防止や移転価格税制に係る文書化制度の整備など、一部の行

動はミニマム・スタンダードとして各国が遵守すべきものとされるとともに、

多数国間条約であるＢＥＰＳ防止措置実施条約が策定されました。 

同一グループ 連企業
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○ 年間総収入金額が7.5億ユーロ（約1,100億円） 上の多国籍企業が対象。一定の適用除 を除く所得に
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経済のデジタル化に伴う課題に対する２本の柱からなる解決策において

は、こうした流れを更に進めて、国際的に統一されたルール（課税ベース、

申告・納税などの執行のあり方）に基づいて、新たな課税制度を構築するも

のです。「第１の柱」においては、多数国間条約や国内法において、新たな

課税に必要なルールが詳細に規定され、各国は、多数国間条約への参加及び

国内法制の制定を通じて、共通の課税ルールを実施することとなります。「第

２の柱」においては、先述のとおり、各国の国内法で導入可能であるものの、

各国が制度を導入する場合は国際的に合意されたルールに沿った形での制

度の導入が必要となります（コモン・アプローチ）。課税ベースや税率の設

定、申告・納税などの制度の執行に至るまで、税制全体の制度設計に国際的

に合意し、実施するという点で、画期的な取組みであると考えられます。こ

のため、制度の実施に際して、国家間の紛争防止・解決プロセスを含め、各

国税務当局間の今まで以上の緊密な協働が求められます。また、今後、各国

における制度の実施状況をモニターしつつ、国際的に協調された制度の実施

に向けて我が国としても貢献していくべきと考えられます。 

 

（「第１の柱」の考え方） 

「第１の柱」は、従来の「ＰＥなければ課税なし」の原則（ＰＥ原則）を

一部修正し、通常利益と考えられる部分を除いた残余利益の一部をＰＥの有

無にかかわらず売上に応じて市場国に課税権を配分する仕組みです。20 世

紀前半以降国際的なルールとして確立してきたＰＥ原則は、国際的な原則と

して企業の物理的拠点の所在を基準として課税権を基礎づけるものであり、

物理的拠点がすなわち所得を生み出す場所であるとの考え方は、課税・徴収

の観点からも一定の合理性があると考えられます。他方、経済のデジタル化

に伴い、ＰＥ原則をどのように見直すべきか、また、ＰＥ原則を見直し、市

場国に一定の課税権を配分する場合の考え方については、「第１の柱」の検

討過程において、ユーザーの参加（User Participation）、マーケティング上

の無形資産（Marketing Intangible）、重要な経済的存在（Significant 

Economic Presence）といった様々な考え方が示されました。また、市場国

に配分する利益について、通常の販売活動等から得られる利益を超えた超過

利益に着目するという考え方もありました。その後の議論の中で、経済のデ

ジタル化やそれに伴う無形資産の役割の増大の影響は、デジタル企業など特
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定の業種のみに当てはまるものではないとの考え方から、業種を限定せず、

大規模・高利益水準の企業を対象とする仕組みとして、令和３（2021）年 10

月に合意されました。 

また、イギリスやフランス等の一部の国においては、「第１の柱」に係る

国際的な合意を待たずに、オンライン広告やデータ販売等の対象ビジネスに

対して売上に応じて課税するデジタル・サービス税等の一方的措置の導入が

図られました。これに対して、アメリカが、自国企業を狙い撃ちするもので

あるとして制裁関税による対抗措置をとる動きがあり、国際課税システムの

不安定化が懸念されました。こうした動きを踏まえ、令和３（2021）年 10

月の合意においては、「第１の柱」の多数国間条約において既存のデジタル・

サービス税等を廃止し、また、将来にわたり導入しないことを定めることが

合意されています。デジタル・サービス税等については、各国において柔軟

な制度設計が可能である一方、ＯＥＣＤ／Ｇ20「ＢＥＰＳ包摂的枠組み」に

おける議論では、事業者から見るとデジタル・サービス税と法人所得課税と

の間で実質的な二重課税が生じているのではないかとの指摘や、外国企業を

ターゲットとする場合には上述のような報復措置を誘発するおそれがある

といった指摘がされており、経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対して

は、「第１の柱」による多国間で協調した解決策により対応する方が望まし

いとされてきました。 

 

（「第２の柱」の考え方） 

「第２の柱」は、経済のデジタル化・グローバル化やビジネスにおける無

形資産の重要性の増大に伴って生じた「法人税引下げ競争」に歯止めをかけ

るとともに、企業間の公平な競争条件を確保することを目的とした制度です。

多国籍企業グループの拠点が所在する国・地域の多くで本制度が導入されれ

ば、実質的に世界全体において最低税率（15％）以上の課税が確保されるこ

とになります。これまでアグレッシブにタックス・プランニングを行ってき

た多国籍企業が低税率国を利用することが難しくなることにより、ひいては、

我が国企業の国際競争力の維持及び向上にもつながるものと評価できます。 

また、「第２の柱」の対象企業に関しては、外国企業の誘致等の観点から

講じられている税軽減措置のうち、税負担率が 15％未満となる部分の政策

効果は相当程度減殺されることとなります。これは、各国が政策上の目的か
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ら講じている税制上の優遇措置が、「第２の柱」という国際的なルールによ

り一定の制約を受けることとなることを意味しています。 

他方、「第２の柱」は、これまで法人税引下げ競争等の中で浸食されてき

た各国の法人税収基盤の確保に資する取組みでもあります。法人所得課税は、

国境を越えた所得の移転による租税回避のリスクを伴います。こうしたリス

クに対しては、ＢＥＰＳプロジェクトにおける国際協調での対処が進展して

きましたが、「第２の柱」により、最低税率 15％以上の法人所得への課税が

確保されることとなりました。これにより、各国において引き続き法人所得

課税が重要な地位を占めることが国際的に合意された形となったと評価す

ることができます。 

また、先述のとおり、平成 21 年度税制改正において、外国子会社の所得

に係る二重課税を排除する方式として、従来の間接外国税額控除方式に代え

て外国子会社配当益金不算入制度が導入されています。他方、我が国の制度

は、居住者・内国法人について国外所得を免除し国内源泉所得のみに課税す

る国外所得免除方式に移行したのではなく、引き続き、全世界所得課税を原

則としています。国外所得免除方式をとる場合、国外所得に対しては、源泉

地国において課税関係が終了することとなるため、源泉地が軽課税国である

場合は、二重非課税が生じるリスクが高いという問題があります。同様に、

外国子会社配当益金不算入制度は、子会社所在地国における課税のみで基本

的に課税関係が終了することとなるため、軽課税国に所在する外国子会社へ

の所得移転による租税回避に対しては、ＣＦＣ税制等による対応が必要です。

ＣＦＣ税制については、かつて間接外国税額控除方式をとっていた時期にお

いては、配当時まで課税が繰り延べられることを租税回避と捉えて、それに

対応するという意義を有しているという理解も可能でしたが、外国子会社配

当益金不算入制度の導入後は、軽課税国への所得移転を租税回避として、そ

れに対応するという意義を持つようになったと評価できます。平成 29 年度

税制改正においては、ＢＥＰＳプロジェクトの基本的な考え方に基づき、Ｃ

ＦＣ税制の見直しが行われました。ＣＦＣ税制に加え、「第２の柱」（特にＩ

ＩＲ）が導入されると、租税回避か否かにかかわらず、外国子会社の所在地

国における課税が極端に軽課税である場合には、親会社居住地国で最低税率

15％に至るまでトップアップ課税がなされることとなります。こうした動き

は、子会社所在地国のみで課税を終了させるのではなく、親会社居住地国に
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おいてグループ全体の所得に対して一定の課税権を及ぼすものであると評

価できます。 

また、「第２の柱」の導入に当たっての国・地方の対応については、令和

５年度税制改正において整理がなされたところです。「第１の柱」について

も、国・地方の法人課税制度を念頭に置いた検討が考えられます。  
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５．税の透明性の向上のための国際的な取組み 

 

（１）税務当局間の情報交換の概要 

近年、いわゆるパナマ文書・パラダイス文書・パンドラ文書等、法律事務

所等が保有する内部文書が報道機関に流出し、富裕層の個人などがオフショ

アセンターに資産を保有している例が報じられています。これらは必ずしも

全てが課税逃れを目的としたものではないと考えられますが、こうした報道

を通じて、脱税や租税回避等を目的とした税務・金融情報の秘匿に対する国

際的な批判が高まってきています。こうしたことなどを背景として、近年、

税務当局間の情報交換を通じた「税の透明性」に関する取組みが大きく進展

しています。 

税務当局間の情報交換とは、納税者の取引などの税に関する情報を税務当

局間で互いに提供する仕組みです。租税条約等に基づく税務当局間の情報交

換は、①要請に基づく情報交換、②自発的情報交換、③自動的情報交換の３

形態があります。167 カ国・地域が参加する「税の透明性と情報交換に関す

るグローバル・フォーラム」において、情報交換の実施状況の相互審査（ピ

アレビュー）が実施され、適切な実施の確保が図られています。 

 

（２）近年の国際的な取組み 

情報交換の３形態のうち、近年顕著に取組みが進展しているのが、上記③

の自動的情報交換です。 

典型的な取組みの一つが、平成 26（2014）年にＯＥＣＤが策定した共通

報告基準（ＣＲＳ; Common Reporting Standard）に基づく非居住者の金融

口座情報の自動的情報交換の枠組みです。本枠組みは、各国税務当局が、自

国内の金融機関に対して、非居住者の口座情報（氏名・住所、口座残高、利

子・配当等の年間受取総額等）の報告を求め、それぞれの口座保有者の居住

地国の税務当局との間で、相互に口座情報を毎年交換する仕組みです。我が

国においても、平成 27 年度税制改正において非居住者の金融口座情報の税

務当局への報告制度を整備し、平成 30（2018）年から、ＣＲＳに基づく情

報交換を開始しています。現在、109 カ国・地域がＣＲＳに基づく情報交換

を実施しています。 

また、ブロックチェーン技術を使用する暗号資産等を利用した国際的な租
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税回避等のリスクが顕在化したことを受け、令和４（2022）年に、ＯＥＣＤ

において、暗号資産等報告枠組み（ＣＡＲＦ ; Crypto-Asset Reporting 

Framework）が策定されるとともに、ＣＲＳについて、一定の電子マネー等

を取り込むなど報告事項を拡充する改訂が合意されました。今後、我が国に

おける対応について検討していくことが重要です。 

加えて、ＢＥＰＳプロジェクトの行動 13 においてミニマム・スタンダー

ドとして実施が提言された多国籍企業情報に関する国別報告事項（ＣｂＣ

Ｒ; Country-by-Country Report）も、税務当局間の自動的情報交換を通じ

て税の透明性向上に資する取組みです。 

また、ＯＥＣＤにおいては、シェアリング・エコノミー及びギグ・エコノ

ミーにおける売主に関するプラットフォーム事業者による報告のためのモ

デルルールが合意されています。売主に関する情報をプラットフォーム事業

者の居住地国等が一括して収集し、非居住者に係る情報については、売主の

居住地国等との間で自動的情報交換が行われる仕組みです。例えば、ＥＵに

おいて、本モデルルールと同等の内容を実施するための指令が採択されてい

るなど、様々な国において取組みが進められています。 

今後は、国際的な脱税や租税回避等への対応にあたり、こうした情報交換

の枠組みを通じて取得した情報を効果的に活用していくことが求められま

す。また、国際的な議論の進展を踏まえながら、適正・公平な課税の実現に

向けて制度の充実を進めることも必要です。  
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６．今後の課題 

 

（１）２本の柱の着実な実施 

経済社会の変化に応じた国際的な適正・公平な課税の実現という観点から、

経済のデジタル化に伴う課税上の課題に対する２本の柱からなる解決策の

合意は画期的なものであり、合意内容の実施に向けた取組みが最優先課題で

あると考えられます。我が国においては、令和５年度税制改正において「第

２の柱」を導入することとされました。引き続き、「第１の柱」の多数国間

条約の締結及び国内法制化に向けた取組みを進めていくべきです。 

加えて、２本の柱のグローバルな実施の確保は、我が国企業にとっても課

税の透明性・予見可能性の向上の観点からメリットが大きい取組みです。国

際課税の見直しの議論に一貫して積極的に貢献してきた我が国として、特に

途上国における２本の柱の実施支援においてもリーダーシップを発揮すべ

きです。 

また、制度導入後も、国際的に強調して制度を適切に実施していく必要が

あり、こうした国際的な取組みに我が国として主体的に関与していく必要が

あります。 

 

（２）個人所得課税における課題 

個人所得課税における課題としては、経済のグローバル化に伴い、国境を

越えた経済活動が広がってきています。 

新型コロナの感染拡大等に伴い、オンライン会議システム等を利用したリ

モートワークによって国境を越えて役務を提供するケースも一般化してお

り、こうした経済社会の変化は、個人に対する国際課税上の課題も惹起して

います。今後、国際的な議論を踏まえ、こうした働き方の変化に伴うインプ

リケーションを注視していくことが求められます。 

また、経済のグローバル化に伴う経済社会の変化の一つの例として、日本

において「非居住者」として働き、課税対象となる者の増加が挙げられます。

非居住者が国内において行う勤務に起因する給与に関する現行制度は、源泉

課税のみで課税関係が終了し、効果的・効率的な課税・徴収の観点からメリ

ットがある一方、同一の所得を得ている居住者との間の課税上の差異が課題

となり得ると考えられます。 
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加えて、これまで法人所得課税について、国際的な租税回避への対応や、

国際的な最低課税制度の導入などの取組みがなされてきましたが、個人所得

課税においても同様の課題が存在すると考えられます。 

 

（３）租税条約 

租税条約は、健全な投資・経済交流を促進する重要な制度的インフラの一

つであり、今後とも、我が国との投資関係の発展が見込まれる国・地域との

間で新規締結を進めるとともに、既存条約についても近年の経済構造の変化

に対応した改正を進めていくことが求められます。特に途上国との既存条約

の改正については、「国連モデル租税条約」をベースとした更なる源泉地国

課税の確保を求める途上国との間で交渉が難航することが見込まれます。結

果として、みなし外国税額控除等、途上国向けの規定がアップデートされず、

各国の経済発展の実態に合わない租税条約が存置されることになります。こ

うした租税条約であっても相手国と粘り強く交渉していく必要があります。

国際課税ルール及び経済構造の変化に対応した形での改正に向けて、積極的

に取り組むべきです。 

 

（４）租税回避の防止等 

経済社会や技術の変化に応じて、新たな租税回避リスクが生じる可能性が

あります。税制全体に対する納税者の信頼を高めるためにも、引き続き、租

税回避等への対処に係る不断の取組みが必要です。例えば、海外への投資を

利用して利益を留保し課税を繰り延べることが租税回避に利用し得るので

はないかとの指摘もあります。 

また、情報交換の分野において、途上国を含めた情報交換ネットワークの

拡大に取り組むことが重要です。徴収共助のネットワークについても同様で

す。こうした分野での途上国への技術支援にも積極的に取り組んでいくべき

です。 

引き続き、国際課税制度の見直しや適切な執行のため、税制の立案や執行

にあたる部局において十分な体制を整備することが必要であると考えられ

ます。  
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Ⅵ．納税環境の整備 

 

１．近年の経済社会の構造変化を踏まえた納税環境の整備の意義 

 

（１）申告納税制度を支える基本的な仕組み145 

申告納税制度の下、適正な申告を実現するうえでは、納税者が日々の取引

に関する記録の保存や記帳を正確に行うことが重要です。このため、納税者

には記帳・帳簿書類の保存を行う義務が課されているほか、電子的な帳簿書

類の保存に関する制度が設けられ、納税者の利便性向上が図られています。 

また、税務当局において、納税者の所得等を把握し、申告内容が適正であ

ることを確認するため、納税者や納税者の取引等の相手方である第三者から

法定調書の提出を求める資料情報制度が整備されているほか、税務当局には

所得の算定等に関する事実関係を把握するための納税者等に対する質問検

査権が付与されています。さらに、誠実に納税を行う納税者の税に対する公

平感を損なわないよう、加算税や延滞税等の附帯税等や罰則146が設けられて

います147。 

〔資料２－Ⅵ－１〕適正な申告を実現するための仕組み 

 
 

145 このほか、納税環境として重要な仕組みである源泉徴収制度については、「第２部 個別税目の現状と課

題 I ．個人所得課税 １．個人所得課税の概要 （２）所得分類・課税方式」参照。 
146 脱税等が疑われる場合に、これを告発して刑事訴追を求めることを主な目的として行う犯則調査の権限が

税務当局に付与されています。 
147 こうした仕組みのほか、納税義務の適正な実現を確保するための徴収手続が整備されています。多くの場

合には納期限内に納税者による自発的納付が行われていますが、納期限内に納付が行われず、督促等を行っ

てもなお納付されない場合には、民事上の金銭債権を実現するための強制執行と同様、財産の差押え等（滞

納処分）が行われることとなります。 

① 記 ・ 簿書類の保存に する制度
• 記 ・ 簿書類の保存義 
• 電子的な 簿書類の保存に する制度

④  税者による修正申告、
税  局による更正・決定

• 税  局による更正・決定（期間制 あり）
• 情報交換要請を った場合の期間制 の延長

⑤ 加算税、延滞税の課税

• 過少申告加算税（本税の10％）、 申告加算税（15％）等
• 重加算税（隠蔽・仮装による過少申告35％、同 申告40％）
• 延滞税（令和５年分8.7％）

※加算税等の 合は各種加減算あり（上記は基本的な率）。

• 法人税申告書 表（国  連者に する 細書等）

•  税者本人が提出する法定調書（国 財産調書等）

• 第 者が提出する法定調書（国  金等調書等）

• 共通報告基準（ＣＲＳ）に基づく非居住者の金融口座情報
の自動的情報交換

• 税  局による 業者等への情報照会

② 申告内容を確認するための資料情報
等の仕組み

• 税 職員の質問検査権（対本人／対 引相 等）
• 租税条約等に基づく 国税  局への情報交換要請
•  税管理人（国内に拠点のない非居住者・ 国法人への調査）

③ 税 調査等に する制度
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また、平成 28（2016）年に、正確かつ効率的な名寄せ、行政事務の効率

化及び複数の機関に存在する個人の情報を正確に連携することを可能とす

る基盤としてマイナンバー制度が導入されました。マイナンバー制度は、申

告書と法定調書等の名寄せを正確かつ効率的に行うことなど148を通じ、適

正・公平な課税・徴収の実現に寄与するとともに、マイナポータルを通じて

確定申告を行う納税者に対して申告に必要な情報を提供するなど納税者の

利便性向上を図るためにも、必要不可欠なものとなっています。 

 

（２）近年の経済社会の構造変化 

経済社会のデジタル化とそれに伴うグローバル化が進展する中、経済取引

や働き方の多様化が進んでいます。 

経済取引のデジタル化により、現地に物理的な拠点を持たずとも、国境を

越えてリアルタイムに経済活動を行うことが可能となっており、この傾向は

更に加速すると考えられます。 

インターネット上のプラットフォーム事業者を介したシェアリングエコ

ノミーの市場規模が拡大しているほか、ギグエコノミーの伸長により、雇用

契約に基づく従来の労働関係から、一般的に給与・報酬等の支払いに関する

税務当局への報告の対象とならない独立した個人によるサービス提供への

シフトが発生しています。また、暗号資産取引等の新たな稼得手段では、源

泉徴収により納税している給与所得者においても継続的に高額の収入を得

ている場合が生じています。 

これらの変化により、確定申告が必要な納税者数の増加が見込まれるとと

もに、従来の資料情報や質問検査権等を活用した取引の実態及び所得等の適

切な把握が困難になってきています。多様な納税者を念頭に申告の利便性を

向上させるとともに、関係事業者の負担に配意しつつ、取引の実態の適切な

把握が可能となる仕組みを構築していく必要があります。 

デジタル化の流れは、事業経営や取引・財務に関する情報処理、決済の分

野でも急速に進展しており、納税者が簡便かつ適正に申告・納付を行えるよ

う、税務手続のデジタル化を推進していくことが必要です。 

 
148 申告書と法定調書等の名寄せのほか、税務調査においてもマイナンバーが付された預貯金情報等の利用が

行われています。 
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多くの人々がスマートフォンやＳＮＳ等を活用し、情報収集やコミュニケ

ーションを行っている中、納税者のニーズを踏まえた納税者サービスの提供

を行っていくことも重要です。一方、ＳＮＳ等を通じて、不正に税負担を逃

れたり還付を受けたりする方法や租税回避スキームが急速に広がる事例が

みられるようになってきており、誠実に納税を行う納税者の税に対する公平

感を損なうことがないよう対応が必要となっています。 

 

（３）納税環境の整備の意義 

こうした納税者や税務行政を取り巻く経済社会の構造変化とそれに伴う

新たな課題が生じている中、納税環境の整備を通じて、申告納税制度の定着

と適正・公平な課税・徴収の実現を一層推進することは、納税者間の税負担

の公平を確保し、税制や税務行政に対する国民の信頼をより強固なものとす

ることにつながります。これは、長期的な観点から将来の安定した財政構造

の確立に寄与するものと考えられます。 

また、納税者が日々の記帳・帳簿書類の保存から申告・納付に至るまで、

簡便かつ適正に行えるよう利便性向上を図ることや、コンプライアンスの負

担の最小化を図ることが重要であり、地方税務手続を含む税務手続のデジタ

ル化等を通じてそれを実現することで、社会全体のコスト削減にもつながる

ものと考えられます。 

さらに、納税環境の整備はこうした税務上の要請に応えるのみならず、記

帳水準の向上や帳簿等の税務関係書類のデジタル化等を通じて、事業者の経

営状態の可視化による経営力の強化やバックオフィスの生産性の向上等に

も資するものと考えられます。 

なお、租税債権の場合には、通常の契約上の金銭債権の多くとは異なり、

債権者である税務当局よりも債務者である納税者の方が、債権発生の基礎と

なる事実（所得等）に関する十分な情報と証拠を持っており、税務当局と納

税者の間に情報の非対称性が存在するという性格があります。税務当局には、

質問検査権が付与されているものの、限られた人員・体制の下で大量かつ反

復的に課税処分を含む納税者への対応を行う必要があるため、適正・公平な

課税を実現するためには、納税者による情報提供が適切に行われることが不

可欠です。このため、主要諸外国においては、申告された所得等の適正性に

ついての税務訴訟における立証責任は納税者側にある国が多くなっていま
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すが、我が国においては、立証責任は一般的に税務当局側にあるとされてい

ます149。こうした中、申告された所得等が適正か否かの証拠となる帳簿書類

等の提示・提出等を税務調査において納税者が行わないような場合には、税

務当局が膨大な事務量を投下しても課税処分を行うための十分な証拠を収

集することができず、取引等の実態に即した課税処分を行うことが困難とな

る場合があります。上述した租税債権の性格も踏まえ、納税環境の整備に取

り組んでいく必要があります。 

近年、地方税務手続を含む税務手続のデジタル化や記帳・帳簿書類の保存、

資料情報制度、質問検査権、附帯税等や罰則、更にはマイナンバー制度とい

った納税環境の整備の基礎となる制度・仕組みの整備に加え、税務行政の適

正かつ円滑な執行のための取組みが、国税・地方税を通じて行われてきまし

た。 

今後も、制度・執行の両面での納税環境の整備を行うことにより、税務手

続のデジタル化等を通じて納税者が簡便かつ適正に申告・納付を行えるよう

利便性と申告内容の適正性を同時に向上させていくことが重要です。また、

納税者や納税者の取引等の相手方である第三者からの情報提供の重要性に

鑑み、資料情報をより一層活用できるようにするとともに、税に対する公平

感を大きく損なうような行為に対しては厳正に対処していく必要がありま

す150。  

 
149 立証責任のあり方については、当調査会において納税環境の整備における重要な課題の一つとして議論さ

れてきたところであり、諸外国の例や納税者に一定の立証を求める裁判例の今後の展開を見ながら、あり方

について検討していくことが適当といった考え方や、納税者が自ら説明責任を果たすことが相応しいと思わ

れる項目について、個別に制度的枠組みを整えることが望ましいとの考え方が示されてきました。 
150 ＯＥＣＤ「税務行政 3.0（Tax Administration 3.0）」（令和２（2020）年）では、経済社会のデジタル化

の進展に伴う新たな税務行政の将来像として、納税者が日常生活・業務で利用するシステムに課税プロセス

が組み込まれていくことで、納税が日常生活・業務に統合されてシームレスに行われるようになり、これに

よってコンプライアンスが促進されるとともに、ノンコンプライアンス等は意図的かつ手間暇がかかるもの

に収れんされていく旨が示されています。 



 

246 

２．税務手続のデジタル化の推進と記帳水準の向上 

 

申告納税制度が適正に機能するためには、納税者が帳簿書類を備え付け、

それに収入・支出を記帳し、それを基礎として申告を行うことが必要であり、

日々の取引に関する記録の保存や記帳を正確に行うことが重要です。 

近年、クラウド会計ソフトの発達等に伴い、小規模な事業者であっても大

きな手間や費用をかけずに日々の取引に関する記録の保存や記帳を正規の

簿記の原則に従って行うことが可能な環境が整備されてきています。トレー

サビリティ（訂正等の履歴）の確保された会計ソフト等の普及も進みつつあ

り、改ざんの防止や、適正性が確保されたデータに基づく申告につながるこ

となどが期待されています。 

税務当局においては、税務手続のデジタル化を通じて、従前、申告書の入

力等の内部事務や少額の申告漏れ等に係る行政指導等に向けられていた事

務を必要な調査事務等に向けられるようになり、経済社会の構造変化に機動

的に対応することが可能となることが見込まれます。 

このように、税務手続のデジタル化の推進と更なる記帳水準の向上を通じ

て、納税者の利便性向上を図り、社会全体のコスト削減や事業者の生産性の

向上といった恩恵を納税者・税務当局双方が最大限享受できるようにするた

め、様々な取組みが行われてきました。 

〔資料２－Ⅵ－２〕税務手続のデジタル化と記帳水準の向上に係る主な取組

み 

 

【納税者】 【税務当局】

税務調査・処分通知等

◼青色申告特別控除の
見直し

◼電子帳簿等保存制度
の見直し

◼帳簿の不保存等に係
る過少申告加算税等
の加重措置の整備

◼簿外経費の必要経費
・損金不算入措置の
整備

申告・納付

◼申告書の入力等の事務
処理のデジタル化

◼データ分析等に基づく
課税・徴収の効率化・
高度化

◼ e-Taxにおける認証手続の簡素化

◼大法人の法人税等の電子申告の義務化

◼キャッシュレス納付手段の多様化

【第三者】

◼リモート調査の実施

◼処分通知等の電子交付の拡充

金融機関
公的機関

等

法定調書の
提出

証明書等の
発行

マイナポータル連携
によるデータ提供

◼クラウド等を利用し
た提出方法の整備

◼電子提出義務の基準
の引下げ

記帳
帳簿書類の保存
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（１）納税者が保有する税務関連情報のデジタル化と記帳水準の向上 

（近年の歩み） 

納税者が日々の取引の中で保有する税務関連情報のデジタル化を促進す

る観点からは、平成 30 年度税制改正において、電子帳簿保存又はｅ－Ｔａ

ｘによる電子申告の要件を満たした場合は、65 万円の青色申告特別控除の

適用を受けることができる措置が講じられました。 

また、納税者の利便性向上を図りつつ適正な申告を実現するためには、国

税関係帳簿書類のデジタル化やその適正性の確保を図るだけでなく、記帳水

準の向上が不可欠です。そのため、電子帳簿等保存制度については、経理の

デジタル化による生産性の向上やテレワークの推進に加え、クラウド会計ソ

フト等の活用による記帳水準の向上に資するため、令和３年度税制改正にお

いて、国税関係帳簿書類を電子的に保存する際の手続が抜本的に緩和されま

した。その際、電子帳簿の利用の裾野拡大を図るため、正規の簿記の原則に

従うなどの一定の要件を満たせば、電子帳簿として電子データのまま保存す

ることを可能とする一方、トレーサビリティが確保されるなど事後検証可能

性の高い電子帳簿は優良な電子帳簿と位置付けられ、過少申告加算税の軽減

措置が講じられました。 

さらに、令和４年度税制改正において、記帳義務の適正な履行を担保し、

帳簿の不保存や記載不備を未然に抑止するため、過少申告加算税等の加重措

置が整備されました。また、簿外経費については裁判例において納税者に立

証責任があると解される場合が多いことを踏まえ、納税者が事実の仮装・隠

蔽がある年分・事業年度又は無申告の年分・事業年度において主張する簿外

経費の存在が帳簿書類等から明らかでなく、税務当局による反面調査等によ

ってもその簿外経費の基因となる取引が行われたと認められない場合には、

その簿外経費は必要経費・損金に算入しないこととする措置が講じられまし

た。 

 

（今後の課題） 

現状、事業者におけるバックオフィス業務のデジタル化に関する対応状況

は様々であり、例えば、売上高 1,000 万円以下の小規模な事業者においては、

日々の取引（売上・仕入）の集計や記帳が手書きで行われている事業者が約
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半数を占めているとの調査151があり、納税者が保有する税務関連情報のデジ

タル化を一層促進する必要があります。 

このため、税務上の透明性確保と恩典適用のバランスを含め、ｅ－Ｔａｘ

の普及状況も踏まえた青色申告制度の見直しを含む個人事業者の記帳水準

の向上や、優良な電子帳簿の普及・一般化のための措置などについて検討す

ることが必要です。 

 

（２）納税者・税務当局間の手続（申告・納付手続等）のデジタル化 

（近年の歩み） 

納税者が簡便かつ適正に申告を行うことができる環境を整備する観点か

らは、申告手続のデジタル化が進められてきました。具体的には、ｅ－Ｔａ

ｘについて、平成 16（2004）年に運用を開始して以来、利便性向上のため

に様々な措置が講じられてきました。例えば、マイナンバーカードが全国で

急速に普及している状況や納税者の手続負担の軽減の観点も踏まえ、マイナ

ンバーカードを利用した認証手続の簡素化や、マイナポータルを通じて証明

書等のデータを一括取得し、各種申告書へ自動入力すること（マイナポータ

ル連携）を可能とするなど、確定申告や年末調整の手続を簡便に行うための

仕組みの構築が進められています。納付手続についても、納税者が税務署等

の窓口に赴くことなく、簡便かつ迅速に完結できるよう、ダイレクト納付・

クレジットカード納付・スマホアプリ納付等のキャッシュレス納付の納付手

段の多様化や利便性向上が行われています。 

さらに、申告書等の円滑な電子提出のための様々な環境整備とあわせて、

平成 30 年度税制改正において大法人を対象に法人税等のｅ－Ｔａｘによる

電子申告が義務付けられたほか、納税者の取引等の相手方である第三者が提

出する法定調書については、クラウド等を利用した提出方法の整備などの電

子提出を簡便に行うための仕組みの構築や、電子提出義務の基準の引下げが

行われています。 

また、税務当局が納税者に対して行う手続については、税務調査手続にお

いて大規模法人を対象に Web 会議システム等を利用したリモート調査を実

施するほか、処分通知等の電子交付を拡充するなどの取組みが進められてい

 
151 日本・東京商工会議所「『消費税インボイス制度』と『バックオフィス業務のデジタル化』等に関する実

態調査結果」（令和４（2022）年９月）。 
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ます。 

 

（今後の課題） 

経済社会のデジタル化の進展に加え、税務手続のデジタル化等に関する各

種施策が講じられてきたこともあり、所得税等の確定申告書のｅ－Ｔａｘに

よる提出は、申告全体の約６割に達しており、納税者本人による自宅からの

ｅ－Ｔａｘによる提出が増加しています。一方で、書面による申告や、確定

申告会場での申告も一定程度行われています。納付については、キャッシュ

レス納付が増加傾向にあるものの、現在でも、納付全体の約７割が税務署や

金融機関の窓口等で行われています。 

〔資料２－Ⅵ－３〕個人の確定申告及び納付の状況 
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3207
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平成29年分 平成30年分 令和元年分 令和２年分 令和３年分

 税者本人による  税理士による代理  

確定申告会場  のe-Tax 地方公共団体会場  のe-Tax（データ引 ）

e-Tax利用 合

所得税等の確定申告書のe-Taxによる提出人員

（出所）国税庁調

（単位：千人）

納付手段別納付件数の推移

3,063 3,161 3,195 3,213 3334 3310 3258 3129 2961 3005
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キャッシュレス納付

１０年間で
「約６.２倍」

（単位：万件）

（出所）国税庁調
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今後も引き続き、ｅ－Ｔａｘによる電子申告やキャッシュレス納付等をよ

り一層推進し、デジタルで手続が完結するような環境を整備する必要があり

ます。その際、インターネットのエンドユーザーのニーズ等を的確に把握し、

これまで税務手続を行ったことのなかった納税者も、日頃使い慣れたツール

（スマートフォン等）により簡便に手続を行うことを可能とする仕組みとす

るなど、利便性向上に取り組むことが重要です。 

また、納税者が確定申告を行う際の利便性向上のため、金融機関や公的機

関等からマイナポータルを通じて提供される証明書等のデータについては、

納税者が自ら入力しなくとも申告書に反映される仕組みが構築されていま

すが、今後、その対象となる証明書等の範囲の拡大を一層進めていく必要が

あります。 

さらに、納税者の取引等の相手方である第三者から税務当局に提出される

法定調書についても、書面ではなくデータで提出されることとなれば、これ

を納税者の申告に活用できる仕組みを構築することが容易になります。この

点、個人・法人から税務当局に提出された法定調書の提出状況（令和３（2021）

年１～12 月提出分）を見ると、電子提出を義務付けられていない提出枚数

100 枚未満のものについても、電子提出の割合は約７割にまで達している状

況を踏まえ、法定調書の電子提出を一層進めていくための措置等について検

討することが必要です。 

以上の取組みを進めていくことにより、将来的には、申告に必要なデータ

を自動的に取り込むことで、数回のクリック・タップで申告が完了する仕組

み152を実現すべきであると考えられます。  

 
152 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和５（2023）年６月閣議決定）においては、「日本版記入済

み申告書」（書かない確定申告）として、確定申告の利便性向上に向けた取組みを充実させる方針が示され

ています。 
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〔資料２－Ⅵ－４〕申告に必要なデータを自動的に取り込むことで、数回の

クリック・タップで申告が完了する仕組みのイメージ 

 

 

（３）税務行政におけるデジタル化の推進 

税務当局においては、事務処理のデジタル化を進めることにより行政コス

トを軽減しつつ、ＡＩの活用などを含むデータ分析等に基づく効率的・効果

的な課税・徴収を実施するなど、税務行政のデジタル化をより一層進めるこ

とが重要です。このための税務当局の業務システムなどのインフラ面の整備

や、デジタルリテラシーの高い職員の採用や育成などが必要であると考えら

れます。 

また、税務手続のデジタル化の推進に当たっては、デジタルに不慣れな納

税者も含めあらゆる納税者に対して効率的で使い勝手の良いサービスや必

要なサポートを提供するなど包摂的な税務行政の運営が重要であると考え

られます。  

確定申告に必要なデータ（給与や年金の収入金額、医療費の支払額など）を申告データに自動で取
り込むことにより、数回のクリック・タップで申告が完了する仕組みの実現を目指します。

構想１：税務署に行かずにできる「確定申告（納付・還付）」（申告の簡便化）

自分で入力

はい（自動で計算）

所得税を自動で
計算しますか？

（将来のイメージ）

還付金は
3,000円です。

登録済口座 その他

（振込先）

上記内容を確認の上、申告

（あなたの所得）
給与 2,400,000円
年金 600,000円

（所得控除）
生命保険料 120,000円

もっと見る

（現状：税務署に行く場合）

① 申告に必要な情報を入手・整理
（例）
・源泉徴収票（給与・年金）
・生命保険料控除証明書 等

※ほとんどが紙で交付

③ 申告データを作成するシステム
（国税庁HP「確定申告書等作成
コーナー」）に必要な事項を個々
に入力
※還付金振込口座は毎年入力

④ e-Taxで申告データを送信

② 税務署（申告相談会場）を往訪
※確定申告期は混雑

① マイナポータルからログインして「確定申告」を選択

② 「自動で計算」を選択 ③ 内容を確認の上、申告

データを
自動反映

（注）
・ 国税庁では、マイナポータルを通じて入手したデータを申告データに自動的に取り込む仕組みの整備を進めています。
（既に取込可能：生命保険料、特定口座取引等。令和４年～：損害保険料、ふるさと納税等）

・ 必要な全てのデータを自動的に取り込むためには、データ交付の普及（発行者の協力）やシステムの刷新等が必要になります。
・ 国税庁の提供する「年調ソフト」を利用すれば、年末調整関係書類についても必要なデータを自動的に取り込むことが可能です。

※個々の項目や還付金振込口座の入力は不要
（振替納税を利用すれば納付も自動に）
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３．地方税務手続のデジタル化等の推進 

 

（近年の歩み） 

地方公共団体においては、地方税務手続のデジタル化の基盤として、イン

ターネットを利用して申告・申請等を行うことのできる地方税ポータルシス

テム（ｅＬＴＡＸ）が整備され、全団体が接続しています。全国共通のシス

テムが構築されたことで、納税者等にとっては複数団体への個別の申告・申

請等や納税のための金融機関窓口に出向く手間が不要となり、地方公共団体

にとっては、システム開発コストの低減や業務の省力化が図られるなど、納

税者・税務当局等がデジタル化の恩恵を享受できる環境が構築されました。

その後、ｅＬＴＡＸの安全かつ安定的な運用等を目的として、地方共同法人

である地方税共同機構も設置されました。 

申告・申請手続については、主として法人が行う手続を中心として順次拡

大がなされ、令和２（2020）年度からは、大法人等について法人住民税等の

電子申告が義務化され、翌年度には地方法人二税に係る電子申告のｅＬＴＡ

Ｘ利用率は 80％を超える水準となるなど、ｅＬＴＡＸを通じた電子申告の

利用率は年々上昇しています。 

納付手続については、納税者の利便性向上を図るため、各地方公共団体に

おいてコンビニ納付やクレジットカード納付が開始されるなど、納付手段が

多様化してきました。令和元（2019）年からはｅＬＴＡＸの機能の一つとし

て地方税共通納税システムが稼働開始し、ｅＬＴＡＸを通じた電子納付が可

能となりました。令和５（2023）年４月からは、地方税統一ＱＲコードを活

用して、固定資産税等の賦課税目についてもスマートフォン決済アプリ等に

よる納付が可能となる仕組みを開始し、納税者の利便性向上と金融機関等に

おける地方税収納事務の負担軽減が図られています。 

国税との情報連携については、国及び地方を通じた税務行政の一層の効率

化に向けて、平成 29（2017）年からは給与支払報告書と源泉徴収票の電子

的提出先を一元化するなど、順次、連携対象となる項目を拡大しています。

国税との情報連携以外についても、自動車や軽自動車に係る警察署、運輸支

局及び県税事務所への行政手続について、インターネットを通じてワンスト

ップでできるＯＳＳ（One Stop Service）の仕組みや、固定資産税等につい

て、登記所と市町村との登記済通知のオンラインによる受渡しを可能とする
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仕組みを構築するなどの情報連携も進められてきました。 

 

（今後の課題） 

納税者の利便性向上や税務行政の効率化等を更に推進していくため、令和

４年度税制改正において、全ての申告・申請・納付手続について実務的な準

備が整ったものから順次ｅＬＴＡＸでの対応を拡大することとされており、

可能な限り実装を進めて行く必要があるほか、国税当局をはじめ、地方公共

団体間や他の行政機関等との間でも、更なる情報連携を進めていく必要があ

ります。 

今後、ｅＬＴＡＸを通じた申告・申請・納付手続について、対象税目等を

順次拡大し、全国統一的に対応を充実させていくことが必要です153。国と地

方との情報連携については、給与支払報告書データについて、ｅＬＴＡＸへ

の提出分をｅ－Ｔａｘへ即時連携するなど、一層連携を進めていく必要があ

ります。 

この他、納税通知書をはじめとした地方税関係通知については、一部は既

に電子的な送受信が可能であるものの、多くは書面による送付が行われてい

ます154。今後、これらの地方税関係通知について、ｅＬＴＡＸ及びマイナポ

ータルの更改・改修スケジュールや納税者等の利便性及び地方公共団体の事

務負担等を考慮しつつ、電子的に送付する仕組みを検討していく必要があり

ます。 

さらに、地方公共団体における税務システムについて、税制改正等に各団

体が個別に対応してきた結果、クラウド利用が円滑に進まないこと等が課題

となっています。今後、維持管理等に係る人的・財政的負担の軽減等を図る

ため、各地方公共団体が標準準拠システムへの移行を円滑に進めていくこと

が求められます155。   

 
153 ｅＬＴＡＸを通じた申告・申請手続については、令和５（2023）年 10 月から、地方たばこ税、ゴルフ場

利用税及び入湯税のほか、法定外税である宿泊税も対象とし、その後、軽油引取税や個人住民税等にも順次

拡大されます。 
154 個人住民税の特別徴収税額通知（特別徴収義務者用）については、既にｅＬＴＡＸでの送信・受信が可能

となっています。 
155 市区町村が行う個人住民税、法人住民税、固定資産税及び軽自動車税の賦課徴収に係る基幹税務システム

については、ガバメントクラウドを活用した標準準拠システムへ移行することとされています。 
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４．資料情報を活用した適正な申告・納税の実現 

 

（近年の歩み） 

近年、より適切な所得等の把握に資する観点から、納税者や納税者の取引

等の相手方である第三者からの資料情報の提出を求める制度が整備・拡充さ

れてきました。申告義務の有無にかかわらず納税者から財産等に関する資料

情報の提出を求める仕組みとしては、平成 24 年度税制改正において国外財

産調書制度、平成 27 年度税制改正において財産債務調書制度が創設され、

資料情報の提出を促すために過少申告加算税等の加重・軽減措置が講じられ

てきました。また、主要国の制度も参考に、令和元年度税制改正において、

税務当局が高額・悪質な脱税等の端緒を把握するため、事業者等に対し、当

該事業者等との取引を行う不特定の者に係る情報照会を行う制度が創設さ

れました。 

さらに、執行面においては、暗号資産取引やシェアリングエコノミー等の

新たな取引形態の普及等を踏まえ、業界団体や仲介事業者等を通じた納税者

に対する適正な申告の呼びかけや、納税者に対する所得等の計算に必要な情

報の提供等の取組みが行われてきました。 

 

（今後の課題） 

暗号資産取引やシェアリングエコノミー、ギグエコノミーといった新たな

取引形態は、取引及び関連する支払のデジタル形式での記録につながるため、

本来、納税者・税務当局の双方にとって、透明性の向上とコンプライアンス

の負担軽減が図りやすくなる可能性があると考えられます。例えば、将来的

に、先述の、申告に必要なデータを自動的に取り込むことで、数回のクリッ

ク・タップで申告が完了する仕組みが実現され、デジタル化された取引情報

を納税者の申告に活用することが可能となれば、適正な申告・納税の実現に

資するとともに、確定申告を行う納税者の利便性向上にも寄与し得るものと

考えられます。こうしたデジタル化に伴う効果も活かし、今後、暗号資産取

引やプラットフォームを介した取引に係る法定調書や報告のあり方につい

て検討していく必要があると考えられます。 

プラットフォーム事業者の報告義務については、令和２（2020）年７月に

ＯＥＣＤ租税委員会において、不動産賃貸及び個人サービスを対象とし、各
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国が任意で採用できる世界標準として、シェアリングエコノミー及びギグエ

コノミーにおける売主に関するプラットフォーム事業者による報告のため

のモデルルールが公表され、令和３（2021）年６月には、モデルルールに基

づく自動的情報交換の実現に向け、国際的な情報交換のルールとともに、商

品の販売、移動手段の賃貸についても対象を拡大することができる「拡張モ

ジュール」が公表されました。〔資料２－Ⅵ－５〕 

ＥＵにおいては、ＥＵ加盟国の税務当局間における自動的情報交換の報告

範囲をプラットフォーム事業者の売主に拡大する指令（ＤＡＣ７）が令和３

（2021）年３月に採択され、ＤＡＣ７は、ＥＵ各国に対して令和４（2022）

年 12 月 31 日までに国内法を施行するよう要請しており、ＥＵ各国で順次

国内法が制定されています。こうした諸外国の取組み156も踏まえつつ、検討

を進めていく必要があります。 

〔資料２－Ⅵ－５〕モデルルールの概要等 

  

 
156 暗号資産取引に関する国際的な取組みについては、「第２部 個別税目の現状と課題 Ⅴ．国際課税 ５．

税の透明性の向上のための国際的な取組み （２）近年の国際的な取組み」参照。 

A国報告プラットフォーム 業者※２

● 不動産  サービスを仲介（例：民泊）

● 個人サービスを仲介（例：宅 ）

● 商品の単純売買を仲介（例：フリマサイト）

● 移動 段の  サービスを仲介（例：カーシェア）

拡張モジュール

● 報告プラットフォーム事業者は、①売主情報の収集と検証、②売主の居住地国の確定、
③税務当局及び報告対象売主に対する当該売主に関する情報の提供を求められる。

※１ 除 売主（上場 業体など４類型）については、プラットフォーム 業者による情報の収集等が不要。
※２ 報告プラットフォーム 業者について 、小規模 業者等について一定の除  由が定め れている。
※３ 一つのプラットフォーム上に複数の報告プラットフォーム 業者が存在する場合、報告方法について例 あり。

税  局等に対する情報の報告期 は、報告対象年度の翌年の1月末まで。

A国の税  局

売主※１

②居住地国の確定

①売主情報（氏名、住所、 年月日、
 税者  等）の収集と検 

③売主の居住地国 は不動産所在地国が、自国 は情報
交換相 国である場合、  売主に する情報の提供（氏
名、住所、 年月日、 税者  、年間  総額等）※３

B国の税  局
④情報を自動的に交換
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５．税に対する公平感を大きく損なうような行為への対応 

 

（１）適正な申告や税務当局に対する適切な情報提供等の確保 

（近年の歩み） 

近年、納税者を取り巻く経済社会の構造変化に伴い、誠実に納税を行う納

税者の税に対する公平感を大きく損なうような事例が顕在化しています。 

具体的には、外国為替証拠金取引（ＦＸ取引）や暗号資産取引等のインタ

ーネットを通じた金融取引の多様化等が進展する中、こうした取引等により

高額の所得を得ていながら無申告である事例が存在しています。また、消費

税についても、虚偽の申告により不正に還付を受ける事案等への対応が喫緊

の課題となっています。これまでの取組みとして、制度面では罰則や加算税

等の見直しが行われ、平成 23 年度税制改正において、新たに故意の申告書

不提出によるほ脱犯及び消費税の不正受還付罪の未遂罪等が創設されまし

た。また、平成 28 年度税制改正において、短期間に繰り返して無申告又は

仮装・隠蔽が行われた場合の無申告加算税等の加重措置が創設されたほか、

令和５年度税制改正において、高額な無申告に対する無申告加算税の割合の

引上げ等が行われました。 

さらに、令和５年度税制改正において、税理士等でない者による脱税相談

等により納税義務の適正な実現に重大な影響が及ぶ事態を防止するために、

より機動的な行政上の対応が可能となる枠組みとして、脱税相談等を行う税

理士等でない者に対する命令制度及び命令をすべきか否かの調査のための

権限が整備されました。 

執行面においては、所得等の計算誤り等や無申告が想定される納税者に対

する申告内容の自主的な見直しを呼びかけるなど納税者の自発的な納税義

務の履行を確保するための取組みが行われる一方で、不正に税負担を逃れよ

うとする納税者には厳正な税務調査が行われています。さらに、消費税の不

正還付事案や国際的な不正スキーム事案等の社会的波及効果が高いと見込

まれる事案については、適正・公平な課税を実現するための税務調査だけで

はなく、重点事案として犯則調査の対象とし、告発して刑事訴追を求めるな

どの取組みが行われています。 
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（今後の課題） 

近年、税務調査に対し、接触を一切拒否する等の対応をとることにより取

引の十分な解明がなされない事例や、申告書の提出後に仮装・隠蔽が行われ

ることにより重加算税の賦課に至らない事例など、誠実に納税を行う納税者

の税に対する公平感を大きく損なうような事例がみられるようになってき

ています。 

〔資料２－Ⅵ－６〕税に対する公平感を大きく損なうような事例 

 

調査をするための接触を一切拒否された事例

【事案の概要】

⚫ 国内海外にわたり暗号資産の取引を行っていた納税者について、無申告が疑われたため調査を行おうとし、
着手のために電話・書面によって１年以上にわたって接触を試みるも無視され続けた。

⚫ そこで、膨大な事務量を投じて反面調査等を行い、暗号資産から生じた雑所得のうち国内取引を中心に解明
できた分については更正処分を行ったが、海外取引の全容を解明することはできなかった。

【問題点等】

⚫ 反面調査をするためには、その端緒として何らかの情報が必要だが、調査をするための接触を一切拒否され
た場合にはそうした端緒がつかめず、取引の全容解明は困難を伴い、また、仮装隠蔽行為の有無も確認する
ことが困難となる。

①１年以上にわたって連絡を依頼

②連絡なし調査対象者

国内の
暗号資産取引所

海外の
暗号資産取引所

調査時に資料の提示 提出を拒否 遅延された事例

【事案の概要】

⚫ 調査にあたり、調査対象法人の代表者は、事務所への臨場を拒否。そこで、帳簿の借用等を打診するも、
税理士も含め、「帳簿は知人に預けている」、「その知人の名前は言えない」、「帳簿データの提供は手
間がかかる」などと主張し、長期間にわたって協力が得られず。

⚫ 長期間の折衝の結果、事業所へ臨場できることとなったが、「保存書類の準備はできていない」「事前に
準備を依頼された資料は用意していない」等と主張し、各種資料の提示・提出を拒否。

⚫ そこで、膨大な事務量を投じて反面調査等を行ったところ、架空経費の計上等が認められ更正処分を行う
こととなった。

【問題点等】

⚫ 本事案のように質問検査権に基づく帳簿書類その他の物件の提示・提出の求めを正当な理由なく長期間に
わたって拒否し、調査の円滑な実施が著しく損なわれるケースも存在している。

調査対象法人の
代表者・税理士

事務所への臨場
帳簿の借用等
資料の準備

拒

否

申告後に仮装隠蔽行為が行われた事例

【事案の概要】

⚫ 法人税の確定申告書を提出後、外注費の計上漏れを理由とした更正の請求を行い、それに基づく還付金を受領。

⚫ 更正の請求には外注費に係る領収書等が添付されていたが、その後の実地調査における反面調査を行ったとこ
ろ、架空の領収書等を作成していたものであることが判明。添付された領収書等は、印紙貼付、取引先の社判
を模造して使用するなど巧妙に外形が整えられていた。

【問題点等】

⚫ 本事案では更正の請求に係る「仮装隠蔽」行為が認められたが、重加算税の賦課要件は「その隠蔽し、又は仮
装したところに基づき納税申告書を提出していたとき」とされており、重加算税の対象とならない。

②架空請求書に基づいた更正の請求

調査対象法人

①架空請求書の作成

④事後の税務調査で
架空取引と判明

・更正の請求は「納税申告書」に該当せず
・「架空請求書の作成」は納税申告書提出後の不正行為

③書面調査の結果に基づいて還付
偽
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現行制度上、税務調査への非協力等は罰則の対象となっていますが、こう

した罰則の適用は極めて限定的となっており、帳簿書類等の適切な提示・提

出等を求める質問検査権の実効性を担保する効果も限定的となっていると

言わざるを得ません。 

また、現行の加算税は、上述の事例のように、仮装・隠蔽といった積極的

な行為を行わずに意図的に無申告である場合や申告書の提出後に仮装・隠蔽

が行われた場合であっても、申告時の仮装・隠蔽や意図的に申告しないこと

を外部からもうかがい得る特段の行動を税務当局が認定できなければ、重加

算税の対象とならず、通常の過少申告加算税や無申告加算税の対象となりま

す157。 

さらに、現行の加算税は原則として納税者本人による行為を対象としてい

ますが、納税者以外の第三者が、納税者による不正について指南や加担を行

う事例も顕在化しています。ＳＮＳやセミナーを通じて多数の納税者に対し

て脱税や不正還付の指南を行う事例に対しては、令和５年度税制改正におい

て一部対応することとされましたが、第三者が虚偽の領収書等を発行し納税

者による不正に対して加担するような事例等については、措置を講じる必要

性が依然として残っています。 

加えて、これまでの累次にわたる加算税の見直しにより制度が複雑化して

いる面もあることから、納税者がより理解しやすい制度とし、不正を抑止す

る効果や予見可能性を高める観点から、その見直しを行っていく必要がある

との指摘もあります。 

こうした状況を踏まえ、今後、例えば、質問検査権に基づく資料の提示・

提出の求めを正当な理由なく長期間にわたって拒否する行為などの税務調

査への非協力や申告書の提出後の仮装・隠蔽、虚偽の領収書等の発行といっ

た納税者による不正に対する第三者の加担といった行為については、現行の

加算税による対応の限界を考慮し、新たな行政上の措置等を講ずることも視

野に入れた検討を行う必要があると考えられます。その際、加算税や延滞税、

更正の期間制限といった基本的な枠組みについても、引き続き総合的に検討

を行っていく必要があります。 

 
157 こうした加算税による対応の限界については、昭和 36（1961）年答申においても、故意に記帳を行わな

いことで仮装・隠蔽の証明を不可能にするなどかえって悪質な場合があり得るところ、重加算税の適用につ

いて行政上限界のあることを踏まえると、申告内容の程度の如何にかかわらず、過少申告加算税や無申告加

算税の割合を一律にとどめておくことには問題があり、今後なお検討すべき旨の指摘がなされています。 
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なお、地方税の加算金等についても、国税の加算税等と同様の課題があり、

検討を行っていく必要があります。 

 

（２）国内外における課税逃れへの対応 

（近年の歩み） 

増加する国際的な経済取引等への対応として、海外当局との租税条約等に

基づく情報交換に加え、国外財産調書等をはじめとする資料情報制度の拡充

が行われてきたほか、平成 30（2018）年から共通報告基準（ＣＲＳ）に基

づく非居住者の金融口座情報の自動的情報交換が開始されました。税務当局

においてはこれらによって得られた情報を活用して税務調査等が行われて

います。しかし、執行管轄権の制約上、日本の税務当局が相手国に赴いて質

問検査権に基づき情報提供を求めることには限界があるほか、海外当局との

租税条約等に基づく情報交換により取引の全容を解明するのには相当な時

間を要するなど、税務当局が実態把握を十分に行うことができない状況が生

じています。 

また、多様な事業体や新たな金融手法の活用等に伴い、富裕層や多国籍企

業等による海外への資産隠しや、各国の税制の違い等を利用して税負担を軽

減する等の国際的な租税回避をはじめとして、国内外において租税回避スキ

ームの多様化・複雑化が進展しています。こうした中、ＢＥＰＳプロジェク

トを踏まえた対応をはじめ各種施策が講じられてきました158。 

 

（今後の課題） 

課税処分を行うための十分な証拠収集が特に困難な国際的な経済取引等

については、適正・公平な課税の実現に向けて引き続き取り組んでいく必要

があり、また、国際的な租税の徴収の観点からは、徴収共助のネットワーク

の一層の拡充に取り組んでいく必要があります。 

さらに、租税回避スキームについては、従来の簿外取引や仮装・隠蔽と異

なり、通常では用いられない取引や事業体を実際に作出・経由するなどして、

積極的に法令上の規定に適用させることで税負担の減免を図ることが多く、

現行の法制度においては適法であったとしても、これが放置され、適正な課

 
158 詳細については、「第２部 個別税目の現状と課題 Ⅴ．国際課税 ３．ＢＥＰＳプロジェクトの概要と

我が国の対応状況」参照。 
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税が行われない場合、課税の公平を損ない、納税者の信頼を揺るがすことと

なります。このため、租税回避スキームの開発・販売や利用等に関する実態

を把握するための執行面での対応を強化していくことが重要です。また、Ｂ

ＥＰＳプロジェクトでは、行き過ぎた濫用的なタックス・プランニング・ス

キームの開発・利用を抑止するとともに、税務当局による適時の政策的対応

を可能とするといった目的・効果を持つベスト・プラクティスとして、義務

的開示制度（ＭＤＲ）の導入の検討が勧告されています。諸外国におけるＭ

ＤＲの円滑かつ効果的な導入を担保するための取組み等も参考にしつつ、税

務当局が租税回避スキームについて的確に把握できるような仕組みについ

て検討を進めていく必要があります。 

 

（３）税務当局の執行体制の整備 

今後、税務手続のデジタル化等により、納税者が簡便かつ適正に申告等を

行うことができる仕組みが構築されれば、内部事務や行政指導等の事務負担

が軽減され、税務行政は一部の納税者による巧妙な不正や課税逃れといった、

誠実に納税を行う多くの納税者の税に対する公平感を大きく損なうような

行為への対応に重点的に対処することが可能となります。また、課税・徴収

事務におけるデジタル技術の活用により、納税者に対する調査や金融機関へ

の照会等が効率化・高度化されることで、不正や課税逃れへの的確な対処に

資することが期待されます。 

経済取引が多様化・複雑化している中、巧妙な不正や課税逃れに厳正に対

処するためには、情報収集及び調査体制の整備や職員の専門性の向上等の取

組みを一層推進することが重要であると考えられます。  
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おわりに ～税に対する理解を深めるために 

 

新たな時代の動きに適切に対応した「あるべき税制」の具体化を進めていく

ためには、私たち一人ひとりが社会を支える税のあり方について主体的に考

え、受益と負担のあり方について国民的な論議を深めていくことが重要です。 

働き方の多様化等が進展し、納税者として税と関わる機会が増加する中、分

かりやすい税制の構築とともに、制度への正しい理解を促進することも不可

欠となってきています。 

 

将来の社会を担う子どもたちが早くから税について学び、その意義・役割等

について考える機会を持てるよう、学校教育をはじめ、家庭や社会教育の場に

おいて租税教育を更に充実させるとともに、若者を含む多様な世代が、税のあ

り方について自ら考え議論に参画できるよう、政府による積極的な発信も通

じて、議論を喚起していくことが求められます。 

 

今日、私たちが選択する税制のあり方が明日の社会の基礎となります。将来

世代が希望ある社会のあり方を選択できるよう、公的サービスとそれを支え

る負担のあり方について、明日を見据えた一体的な議論を行うことが大切で

す。 

 

本答申が税に対する理解を深めるための取組みにも活用され、私たち一人

ひとりが社会のあり方について議論を尽くし、その実現のために必要な税制

のあり方について考え、その先に、将来に希望が持てるような社会が実現され

ていくことを期待いたします。 
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